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1. 概要 

本資料は，原子炉本体の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明するもの

である。 

 

2. 耐震評価条件整理 

原子炉本体の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大事故等対処施設の

設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における手法及び

条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重大事故等対処

施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施設の評価条件

と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。 

原子炉本体の耐震評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異

がない施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及び評価結果を示すこと

を基本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 
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1. 概  要 

本計算書は，燃料集合体の耐震性について示すものである。 

地震時において燃料集合体に要求されるのは，制御棒の挿入機能の確保及び崩壊

熱除去可能な形状の維持である。 

制御棒の挿入機能の確保については，原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・

許容応力編（JEAG4601・補-1984）に従って，地震時における制御棒の挿入性につい

ての検討を行い，基準地震動ＳＳに対し制御棒の挿入性が確保されることを試験によ

り確認する。 

崩壊熱除去可能な形状の維持については，燃料集合体を支持している炉心支持構

造物が耐震設計上の重要度分類Ｓクラスで設計されており，その支持機能は地震時

においても維持されるので，崩壊熱除去可能な形状は維持されると考えられる。燃

料被覆管自体の損傷は必ずしも崩壊熱除去可能な形状の喪失を意味するわけではな

いが，ここではさらに，参考として燃料被覆管の地震時応力を簡易弾性解析によっ

て求める。 
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2. 基本方針 

2.1 構造の説明 

燃料集合体の構造計画を表 2-1 に示す。 

 

表 2-1 燃料集合体の構造計画 

主要区分 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

燃料集合体 炉 心 は 十 字 型 制

御 棒 と そ れ を 囲

む 4 体の燃料集合

体を 1 ユニットと

して構成される。

燃 料 集 合 体 の 下

部 は 下 部 タ イ プ

レ ー ト の 着 座 面

が 炉 心 支 持 板 上

の 燃 料 支 持 金 具

に 嵌 合 し て 支 持

され，上部はユニ

ッ ト を 構 成 す る

燃 料 集 合 体 と と

も に 上 部 炉 心 格

子 板 内 で 水 平 方

向に支持される。

上 下 部 タ イ プ レ

ート，スペーサ，

ウ ォ ー タ ロ ッ ド

及 び タ イ ロ ッ ド

は 結 合 又 は 支 持

に よ り 骨 格 を 形

成する。4 体の燃

料 集 合 体 の 外 側

に は め た チ ャ ン

ネ ル ボ ッ ク ス の

外 面 が 制 御 棒 の

通路を構成する。

９×９燃料（Ａ

型）の燃料集合

体は 74 本の燃

料棒と 2本のウ

ォ ー タ ロ ッ ド

を，９×９燃料

（Ｂ型）の燃料

集合体は 72 本

の燃料棒と 1本

の ウ ォ ー タ チ

ャンネルを，そ

れぞれ 9×9 の

正 方 格 子 に 配

列して 7個のス

ペ ー サ に よ り

束ね，それらの

上 下 端 が 上 部

タ イ プ レ ー ト

及 び 下 部 タ イ

プ レ ー ト と 嵌

合 す る こ と に

よ り 形 成 さ れ

る。 

燃 料 集 合 体 を

炉 心 に 装 荷 す

る際には，外側

に は チ ャ ン ネ

ル ボ ッ ク ス を

はめる。 

炉心支持板 

燃料集合体 

制御棒

燃料支持金具

上部炉心格子板

チャンネル 

ボックス 

上部タイプレート 

ウォータロッド 

チャンネルボックス

燃料棒

タイロッド 

スペーサ

下部タイプレート 

下部タイプレート 
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制御棒の構造計画の詳細は「Ⅴ-2-6-2-1 制御棒の耐震性についての計算書」に

示されている。 

 

2.2 評価方針 

地震時において燃料集合体に要求されるのは，制御棒の挿入機能の確保及び崩

壊熱除去可能な形状の維持である。 

制御棒の地震時挿入性の評価については，炉心を模擬した実物大の部分モデル

による加振時制御棒挿入試験結果から挿入機能に支障を与えない最大燃料集合体

変位を求め，地震応答解析から求めた燃料集合体変位がその最大燃料集合体変位

を下回ることを確認する。 

崩壊熱除去可能な形状の維持については，燃料集合体を支持している炉心支持構造

物の支持機能が維持されれば，崩壊熱除去可能な形状は維持されると考えられる。燃

料被覆管自体の損傷は必ずしも崩壊熱除去可能な形状の喪失を意味するわけではない

が，参考として燃料被覆管の地震時応力を簡易弾性解析によって求める。燃料被覆管

の地震時応力は，運転時（通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時）に燃料被覆管

に作用している荷重と地震力を組み合わせて評価する。また，運転中に燃料に生じる

燃料被覆管の腐食等の照射の影響を考慮して，燃料被覆管の地震時応力を求めている。 

燃料集合体の耐震評価の方法は，平成 14 年 7 月 1 日付け平成 14･05･16 原第 3 号に

て認可された工事計画の実績に基づいている。  
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3. 燃料集合体の地震応答解析 

燃料集合体の地震応答解析は原子炉圧力容器内部構造物の一部として実施されており，

この詳細は「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物並びに原子炉本

体の基礎の地震応答計算書」に示されている。燃料集合体の剛性はチャンネルボックス

により支配され，燃料集合体の質量は燃料タイプによらず同等であることから，燃料集

合体の地震応答は燃料タイプによらず，この燃料集合体の地震応答解析結果が適用可

能である。設計用地震波としては，基準地震動ＳＳを採用している。 

応答解析は，時刻歴応答解析法を適用して建屋のＮＳ，ＥＷ両方について実施してい

る。 

計算された燃料集合体の最大応答相対変位を図 3-1 に示すが，最大応答相対変位は約

11.1 mm となる。また，燃料集合体の最大応答加速度を図 3-2 及び図 3-3 に示すが，

最大応答加速度は，水平方向で 13.2 m/s2，鉛直方向で 8.07 m/s2 となる。 

 

 

 

図 3-1(1) 燃料集合体最大応答相対変位（ＮＳ方向） 

  

燃料集合体

29.503

28.845

28.188

27.531

26.874

26.217

25.559

Ss-D1 Ss-11 Ss-12 Ss-13 Ss-14 Ss-21 Ss-22 Ss-31 備 考

0.0 4.0 8.0 12.0

変位(mm)

(単位：mm)

Ss-D1 Ss-11 Ss-12

Ss-13 Ss-14 Ss-21

Ss-22 Ss-31EL.(m)

0

4.21

7.27

8.39

7.29

4.24

0

0

3.45

6.05

7.07

6.18

3.58

0

0

2.89

5.03

5.84

5.08

2.94

0

0

3.32

5.78

6.70

5.82

3.37

0

0

1.90

3.33

3.89

3.40

1.98

0

0

5.59

9.65

11.1

9.67

5.60

0

0

5.28

9.21

10.7

9.33

5.41

0

0

4.54

7.81

9.00

7.81

4.53

0

上部格子板

炉心支持板

燃料集合体中央



 

5 

N
T
2
 
補
②

 Ｖ
-
2
-3
-
3
-1
 
R
0 

 

図 3-1(2) 燃料集合体最大応答相対変位（ＥＷ方向） 

 

 

 

 

図 3-2(1) 燃料集合体最大応答加速度（ＮＳ方向） 
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図 3-2(2) 燃料集合体最大応答加速度（ＥＷ方向） 

 

 

 

 

 

図 3-3 燃料集合体最大応答加速度（鉛直方向） 
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4. 地震時の制御棒挿入性試験検討 

4.1 検討方法 

地震時における制御棒挿入性についての検討方法は，工事計画認可申請書添付書類

「Ⅴ-2-6-2-1 制御棒の耐震性についての計算書」にてその詳細を示す。 

 

4.2 検討結果 

工事計画認可申請書添付書類「Ⅴ-2-6-2-1 制御棒の耐震性についての計算書」に

示すとおり，制御棒挿入試験の結果，燃料集合体の相対変位が約 40 mm において

も，通常のスクラム仕様値 90 %ストローク 3.5 秒以内であり，検査後において制

御棒の外観に優位な変化がないことが確認された。 

したがって，基準地震動ＳＳによる最大相対変位に対し制御棒の挿入性と健全

性は確保される。 
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5. 地震時の燃料集合体の応力評価 

5.1 燃料集合体の応力評価に用いる地震加速度 

地震時における燃料被覆管の応力評価では，3 章に記載した基準地震動ＳＳよ

りも大きな加速度として，燃料集合体に作用する水平地震加速度は 20 m/s2 を，

鉛直地震加速度は 12 m/s2 を用いる。 

 

5.2 地震時の応力評価の方法 

地震時における燃料被覆管の応力評価は，簡易弾性解析によりせん断歪エネル

ギ説（von Mises 理論）に基づき相当応力（一次応力の値）を求め，原子力発電

所耐震設計技術指針（JEAG4601-1991 追補版）で定められた許容応力 0.7 Su（Su：

引張強さ）に対する相当応力の比（設計比）を評価する。許容応力は，被覆管の

温度及び照射の影響を考慮した値を用いる。 

本手法は，平成 14 年 7 月 1 日付け平成 14･05･16 原第 3 号にて認可された工事計

画の実績に基づいている。 

(1) 応力の計算 

応力計算は，通常運転時または，過渡時の応力に地震により発生する応力

を加え合せて三軸方向（半径方向，円周方向及び軸方向）について解析し，

それらより相当応力を計算する。 

(2) 発生応力 

９×９燃料（Ａ型）については， 

通常運転時及び過渡時に発生する応力として， 

・内外圧力差に基づく応力 

・水力振動に基づく応力 

・楕円度に基づく応力 

・膨張スプリングの圧縮力に基づく応力 

を考慮する。 

さらに地震時には，水平地震加速度により発生する応力として， 

・燃料棒のたわみに基づく応力 

鉛直地震加速度により発生する応力として， 

・鉛直地震加速度に基づく応力 

を考慮する。 

９×９燃料（Ｂ型）については， 

通常運転時及び過渡時に発生する応力として， 

・冷却材による外圧及び燃料要素内圧によって生じる応力 

・燃料被覆管楕円度による曲げ応力 
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・流力振動による応力 

を考慮する。 

さらに地震時には，水平地震加速度及び鉛直地震加速度により発生する応力

として， 

・支持格子間のたわみに基づく応力 

を考慮する。 

発生する応力の計算式及び計算式で使用した記号の説明を９×９燃料（Ａ

型）については表 5-1 及び表 5-2 に，９×９燃料（Ｂ型）については表 5-3

及び表 5-4 に示す。 

(3) 設計比の評価 

設計比の評価では，燃料被覆管温度，燃料棒内圧，炉心条件，燃料棒寸法

及び許容応力の統計的分布を考慮し，モンテカルロ法により統計評価を行う。

ここで，燃料被覆管温度，燃料棒内圧については，燃料棒熱・機械設計コー

ドによる解析結果を用いる。 

モンテカルロ法による評価では，１回の試行ごとに乱数を用い，統計的分

布に従い設定される入力条件から１つの設計比が得られる。この試行を繰り

返すことにより設計比の統計的分布を求め，設計比の 95 %確率上限値が１以

下であることをもって，燃料集合体の耐震性を確認する。 

 

5.3 検討内容 

燃料集合体を支持している炉心支持構造物は，地震時にもその支持機能は維持

されるので，崩壊熱除去可能な形状は維持されると考えられる。ここではさらに，

基準地震動Ｓ Ｓによる地震力並びに静的地震力に対し崩壊熱除去可能な形状が

維持されることを確認するため，参考として燃料被覆管の地震時応力を簡易弾性

解析によって求めたところ，設計比の 95 %確率上限値が 1 を下回る結果を得た。 

地震時における水平地震加速度及び鉛直地震加速度を考慮した応力評価の結

果を，設計比（95 %確率上限値）が最大となるスペーサ間について表 5-5 に示

す。 

 

5.4 検討結果 

設計比が最大となるのは寿命初期であり，水平地震加速度及び鉛直地震加速度

を考慮した場合でもその値は 0.37 である。 
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表 5-1 地震時の応力の計算式  

（９×９燃料（Ａ型））  

 

応力の種類 
応力の 

成 分 
内   面 外   面 

(1)内外圧力差に基

づく応力 

半径方向

円周方向

軸方向 

(2)水力振動に基づ

く応力 

半径方向

円周方向

軸方向 

(3)楕円度に基づく

応力 

半径方向

円周方向

軸方向 

(4)膨張スプリング

の圧縮力に基づ

く応力 

半径方向

円周方向

軸方向 

(5)燃料棒のたわみ

に基づく応力 

半径方向

円周方向

軸方向 

(6)鉛直地震加速度

に基づく応力 

半径方向

円周方向

軸方向 
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表 5-2 地震時の応力計算式の記号の説明  

（９×９燃料（Ａ型））  

 

記 号 説      明 

Pc 冷却材圧力 *1 

Pg 燃料棒内圧 *2 

r1 被覆管外半径 

r2 被覆管内半径 

rｍ 被覆管平均半径 

t 被覆管肉厚 *3 

d 被覆管楕円度 

qcr 被覆管臨界座屈荷重 

 スペーサ間距離 

δ 水力振動による振幅 

E 被覆管の縦弾性係数 

ν 被覆管のポアソン比 

Gh 地震時水平方向最大加速度 

Wｓ スペーサ間距離当たりの燃料棒質量 

Z 被覆管断面係数 *3 

F 膨張スプリングにより燃料棒に作用する力

Gv 地震時鉛直方向最大加速度 

Wｒ 燃料棒全質量 

*1: 評価結果が厳しくなる圧力過渡時の冷却材圧力を使用。 

*2: 外圧支配条件において評価結果が厳しくなる寿命初期の内圧を

使用。 

*3: ライナ部を無視し，照射に伴う腐食減肉を考慮。 

 

  



 

12 

N
T
2
 
補
②

 Ｖ
-
2
-3
-
3
-1
 
R
0 

表 5-3 地震時の応力の計算式  

（９×９燃料（Ｂ型））  

 

応力の種類 成分 内 面 外 面 

(1)冷却材外圧及び

燃料要素内圧に

よって生じる応

力 

 

半径方向

円周方向

軸方向 

(2)燃料被覆管楕円

度による曲げ応

力 

 

半径方向

円周方向

軸方向 

(3)流力振動による

応力 

 

半径方向

円周方向

軸方向 

(4)支持格子間たわ

みによる応力 

半径方向

円周方向

軸方向 
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表 5-4 地震時の応力計算式の記号の説明 

（９×９燃料（Ｂ型）） 

 

記号 説 明 

iP  燃料要素内圧（MPa） 

oP  冷却材圧力（MPa） 

ir  燃料被覆管内半径（mm） 

or  燃料被覆管外半径（mm） 

mr  燃料被覆管平均半径（mm） 

oD  燃料被覆管外径（mm） 

iD  燃料被覆管内径（mm） 

maxiD  燃料被覆管最大内径（mm） 

miniD  燃料被覆管最小内径（mm） 

t 燃料被覆管肉厚（mm） 

 ポアソン比 

E  被覆管ヤング率（MPa） 

I  

燃料被覆管の断面二次モーメント（mm4） 

)(
64

44
io DDI  

 )(
4
1

minmax ii DD  

crP  
3

2 )(
)1(4 m

cr r
tEP  

l  スペーサ間距離（mm） 

A  流力振動振幅（=0.05 mm） 

oW  燃料要素単位長重量（kg/mm） 

G  地震時加速度（m/s2） 

1C  定数 
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表 5-5 地震時のスペーサ間の設計比 

 

 ９×９燃料（Ａ型） ９×９燃料（Ｂ型） 

寿命初期 0.36 0.37 

寿命中期 0.22 0.28 

寿命末期 0.23 0.26 
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Ⅴ-2-3-3-2 炉心支持構造物の耐震性についての計算書 

 

  

 



  

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-3-3-2-1 炉心シュラウドの耐震性についての計算書 
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1 

本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-別添 6-2 炉心シュラウドの応力計算書」によ

る。 
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Ⅴ-2-3-3-2-2 シュラウドサポートの耐震性についての計算書 
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1 

本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-別添 6-3 シュラウドサポートの応力計算書」

による。 
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Ⅴ-2-3-3-2-3 上部格子板の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-別添 6-4 上部格子板の応力計算書」による。 
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Ⅴ-2-3-3-2-4 炉心支持板の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-別添 6-5 炉心支持板の応力計算書」による。 

 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
3
-
3
-
2
-
4
 
R
0
E
 



  

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-3-3-2-5 中央燃料支持金具の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-別添 6-7 中央燃料支持金具の応力計算書」に

よる。 
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Ⅴ-2-3-3-2-6 周辺燃料支持金具の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-別添 6-8 周辺燃料支持金具の応力計算書」に

よる。 
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Ⅴ-2-3-3-2-7 制御棒案内管の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-別添 6-9 制御棒案内管の応力計算書」による。 
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Ⅴ-2-3-4 原子炉圧力容器の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-3-4-1 原子炉圧力容器本体の耐震性についての計算書 



  

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-3-4-1-1 胴板の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-2 下部鏡板の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-1 原子炉圧力容器の応力計算書（その

１）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-3 制御棒駆動機構ハウジング貫通孔の耐震性についての 

計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 

 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
3
-
4
-
1
-
3
 
R
0
E
 



  

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-3-4-1-4 再循環水出口ノズル（N1）の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-5 再循環水入口ノズル（N2）の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-6 主蒸気ノズル(N3）の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-7 給水ノズル（N4）の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-1 原子炉圧力容器の応力計算書（その

１）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-8 炉心スプレイノズル（N5）の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-9 低圧注水ノズル（N17）の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-10 上鏡スプレイノズル（N6）の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-11 ベントノズル（N7）の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-12 ジェットポンプ計測管貫通部ノズル（N8）の 

耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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Ⅴ-2-3-4-1-13 差圧検出・ほう酸水注入管ノズル（N10）の 

耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-2-2-2 原子炉圧力容器の応力計算書（その

２）」による。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の検討方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉圧力容器スタビライザが設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを説明するものである。その耐震評価は原子炉圧力容器スタビライザの応力評

価により行う。 

原子炉圧力容器スタビライザは設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に分類され，

以下，基準地震動の策定に伴う耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

原子炉圧力容器スタビライザの構造計画を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉遮蔽壁に設置された 

ベースプレート上に溶接され

る。 

原子炉圧力容器外周に 8個 

等間隔に配置されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-1 R0 

原子炉圧力容器スタビライザ 
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2.2 評価方針 

原子炉圧力容器スタビライザの応力評価は，東海第二発電所 昭和 50 年 10 月 6 日付け 50

資庁第 8314 号（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。 
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3. 形状及び主要寸法 

原子炉圧力容器スタビライザの形状及び主要寸法を図 3－1に示す。 

 

 

 

 

図 3－1 原子炉圧力容器スタビライザの形状及び主要寸法（単位：mm） 
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4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

(1) 最高使用温度 

温度ＴD  302 ℃ 

(2) スタビライザ初期締付荷重 

Ｆo＝   

(3) 地震荷重 

スタビライザに加わる地震荷重を表 4－1 に示す。 

また，スタビライザ各部における初期締め付け荷重と外力との力の釣合関係は図 4－1 

に示すようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 スタビライザに加わる荷重 

 

 

表 4－1 弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる水平方向地震荷重 

(単位：N) 

地震荷重 Ｓｄ Ｓｓ 

水平方向地震荷重ＷH   

 

(4) スタビライザ各部に加わる荷重 

a. スタビライザブラケットに加わる荷重 

HH ・Ｗ
4

1
＝Ｆ  

b. ロッドに加わる荷重 

構造上ロッドには初期締付荷重による引張荷重と水平荷重の 1/2 が加わる。 

H　o ・Ｆ
2

1
＋＝ＦＷR

 

c. スプリング支持板に加わる荷重 

構造上スプリング支持板には最大で次の荷重が加わる。 

H　o ・Ｆ
2

1
＋＝ＦＷA

 

荷重の計算結果を表 4－2に示す。 
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表 4－2 スタビライザ各部に加わる設計荷重 

(単位：N) 

設計荷重 Ｓｄ Ｓｓ 

スタビライザブラケットに 

加わる荷重ＦH 

ロッドに加わる荷重ＷR 

スプリング支持板に 

加わる荷重ＷA 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-3
-
1
 R
0
 

線



 

7 

4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料 

ロッド     

ブラケット   

(2) 荷重の組合せ及び許容応力 

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状

態を表 4－3 に示す。各材料の許容応力状態に対する許容応力を表 4－4 に示す。 

 

 

表4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態 

 

施設区分 機器名称
耐震重要 

度分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 

原子炉 

本体 

原子炉圧

力容器付

属構造物

原子炉 

圧力容器

スタビ 

ライザ 

Ｓ － 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ⅢAＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣAＳ 

 

 

表4－4 許容応力 

(単位：MPa) 

材料 
許容応力 

状態 

基準応力 

Ｆ 

許容応力（一次応力） 

引張り 

ｆt 

曲げ 

ｆb 

せん断 

ｆs 

組合せ 

ｆt 

SNCM439 
ⅢAＳ 587 440 － － － 

ⅣAＳ 587 440 － － － 

SM400A 
ⅢAＳ 149 － 172 86 149 

ⅣAＳ 179 － 207 103 179 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

応力評価点を表 5－1 に示す。 

 

 

表 5－1 応力評価点 

 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ ロッド 

Ｐ２ スプリング支持板 
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5.2 応力計算方法 

(1) ロッド（応力評価点Ｐ１） 

①点における引張応力 

Ａ

Ｗ
＝σ

R
t

 

ここで， 

Ａ＝  

 

 

 

 

 

(2) スプリング支持板（応力評価点Ｐ２） 

a. 曲げ応力 

①，②点における曲げ応力 

2
74・

6Ｍ①
σ①＝  

2
72・

6Ｍ②
σ②＝

 

ここで， 

Ｍ①＝γ①・ｑ・ 2
2 

Ｍ②＝δ②・ｑ・ 2
2 

γ①＝-0.0818 

δ②＝-0.0567 

W

A

Ｓ

Ｗ
ｑ＝  

ＳW：ワッシャーの側面積＝  

 

b. せん断応力 

Ａ

Ｗ
τ＝

A

 ここで， 

Ａ＝

c. 組合せ応力 
22＋3･τσ①＝σ

①
τ  

22＋3･τ②σ＝σ
②

τ  
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ロッド 

スプリング支持板 

①，②：応力評価点3 

2 

4 

10 9 

q 

ＷA 

q 

7 

①

②

①

②

①

d2 
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6. 評価結果 

原子炉圧力容器スタビライザの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣAＳに対する評価 

許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓの評価について記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢAＳに対する評価 

許容応力状態ⅢAＳに対する応力評価結果を表 6－2に示す。 

表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄの評価について記載している。 
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表 6－1 許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣAＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

原子炉圧力容器 

スタビライザ 

Ｐ１ ロッド 引張応力 410 440 ○  

Ｐ２ スプリング支持板 

曲げ応力 1 207 ○  

せん断応力 23 103 ○  

組合せ応力 40 179 ○  
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表 6－2 許容応力状態ⅢAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢAＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

原子炉圧力容器 

スタビライザ 

Ｐ１ ロッド 引張応力 404 440 ○  

Ｐ２ スプリング支持板 

曲げ応力 1 172 ○  

せん断応力 23 86 ○  

組合せ応力 40 149 ○  
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Ⅴ-2-3-4-3-2 原子炉格納容器スタビライザの耐震性についての 

計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の検討方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉格納容器スタビライザが設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを説明するものである。その耐震評価は原子炉格納容器スタビライザの応力評

価により行う。 

原子炉格納容器スタビライザは設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に分類され，

以下，基準地震動の策定に伴う耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

原子炉格納容器スタビライザの構造計画を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉遮蔽壁に溶接される。 原子炉遮蔽壁外周に 16個等間

隔に配置されている。 
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原子炉格納容器スタビライザ 
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2.2 評価方針 

原子炉格納容器スタビライザの応力評価は，東海第二発電所 昭和 50 年 10 月 6 日付け 50

資庁第 8314 号（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。 
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3. 形状及び主要寸法 

原子炉格納容器スタビライザの形状及び主要寸法を図 3－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 原子炉格納容器スタビライザの形状及び主要寸法（単位：mm） 
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4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

(1) 最高使用温度ＴD  171 ℃ 

(2) 死荷重ＷD    

(3) 地震荷重 

スタビライザに加わる鉛直方向設計震度を表4－1に，水平方向地震荷重を表4－2に示す。 

 

 

表 4－1 鉛直方向設計震度 

 

方向 Ｓｄ Ｓｓ 

鉛直方向ＣV   

 

 

表 4－2 弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによる水平方向地震荷重 

(単位：N) 

地震荷重 Ｓｄ Ｓｓ 

水平方向地震荷重ＷH  

 

 

a. 原子炉格納容器スタビライザ 1本に作用する荷重 

スタビライザと水平方向地震荷重の作用方向の関係を図 4－1 に示す。 

水平方向地震荷重が加わる場合の各位置における荷重の分配は次式で示される。 

H・Ｗ
4

1
＝Ｗ1  

1

1

2sinθ

Ｗ
・
4

1
＝Ｆ＝Ｆ

H

 

ここで， 

θ1= ″
 

荷重の計算結果を表 4－3に示す。 
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図 4－1 水平荷重の分配 

 

 

表 4－3 原子炉格納容器スタビライザ 1本に作用する荷重 

(単位：N) 

荷重 Ｓｄ Ｓｓ 

Ｆ   
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料 

フランジ   

トラス    

フランジボルト    

(2) 荷重の組合せ及び許容応力 

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状

態を表 4－4 に示す。各材料の許容応力状態に対する許容応力を表 4－5 に示す。 

 

 

表4－4 荷重の組合せ及び許容応力状態 

 

施設区分 機器名称
耐震重要 

度分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 

原子炉 

本体 

原子炉圧

力容器付

属構造物

原子炉格

納容器 

スタビ 

ライザ 

Ｓ － 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ⅢAＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣAＳ 

 

 

表4－5 許容応力 

(単位：MPa) 

材料 
許容応力

状態 

基準応力

Ｆ 

許容応力 

引張り 

ｆt 

曲げ 

ｆb 

せん断 

ｆs 

圧縮 

ｆc 

組合せ 

ｆt 

SM400B 
ⅢAＳ 176 176 － 101 － 176 

ⅣAＳ 211 211 － 122 － 211 

STKS1B 
ⅢAＳ 384 384 384 221 303 384 

ⅣAＳ 384 384 384 221 303 384 

SNB24-1 
ⅢAＳ 713 534 － － － － 

ⅣAＳ 713 534 － － － － 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

応力評価点を表 5－1 に示す。 

 

 

表 5－1 応力評価点 

 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ フランジとトラスの取付部 

Ｐ２ トラス 

Ｐ３ トラスと原子炉遮蔽壁との取付部 

Ｐ４ フランジボルト 
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5.2 応力計算方法 

(1) フランジとトラスの取付部（応力評価点Ｐ１） 

a. 引張応力 

Ａ

Ｆ
＝σt  

ここで， 

Ａ＝  

b. せん断応力 

Ａ

Ｆ
τ＝

 

ここで， 

Ａ＝

c. 組合せ応力  

22＋3・τσσ＝ t  

(2) トラス（応力評価点Ｐ２） 

a. 引張及び圧縮応力 

p
t

Ａ

Ｆ
＝σ （引張側） 

p
c

Ａ

Ｆ
＝σ （圧縮側） 

ここで， 

Ａp＝  

b. 曲げ応力 

p

Dv

p
b

Ｚ

・)Ｗ(1＋Ｃ
＝

Ｚ

Ｍ
＝σ  

ここで， 

＝  

Ｚp＝  

c. せん断応力 

p

Dv

p

s

Ａ

)Ｗ(1＋Ｃ
＝

Ａ

Ｆ
τ＝  

ここで， 

Ａp＝  

d. 組合せ応力 

(a) 垂直応力とせん断応力の組合せ応力 
22＋3・τ)＋σ(σσ＝ bt （引張側） 

22＋3・τ)＋σ(σσ＝ bc （圧縮側） 
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(b) 圧縮力と曲げモーメントを受ける部材の組合せ応力 

1≦
ｆ

－σσ

1≦
ｆ

σ
＋

ｆ

σ

t

cb

b

b

c

c

 

(c) 引張力と曲げモーメントを受ける部材の組合せ応力 

1≦
ｆ

－σσ

1≦
ｆ

σσ

b

tb

t

bt

 

(3) トラスと原子炉遮蔽壁との取付部（応力評価点Ｐ３） 

a. せん断応力 

Ａ

Ｆ
τ＝

 

ここで， 

Ａ＝  

b. 引張応力 

Ａ

)Ｗ(1＋Ｃ
＝

Ａ

Ｆ
＝σ

Dvt
t

 

ここで， 

Ａ＝  

c. 組合せ応力 

22＋3･τσσ＝ t  

(4) フランジボルト（応力評価点Ｐ４） 

a. 引張応力 

Ａ

Ｆ
＝σt  

ここで， 

ｎ：フランジボルト本数＝8 本 

Ｄ：呼び径＝  

Ａ：呼び径断面積＝π／4・Ｄ2・ｎ＝
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6. 評価結果 

原子炉格納容器スタビライザの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣAＳに対する評価 

許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 4－4 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓの評価について記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢAＳに対する評価 

許容応力状態ⅢAＳに対する応力評価結果を表 6－2に示す。 

表 4－4 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄの評価について記載している。 
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表 6－1(1) 許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣAＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

（MPa） （MPa） 

原子炉格納容器 

スタビライザ 

Ｐ１ フランジとトラスの取付部 

引張応力 125 211 ○  

せん断応力 54 122 ○  

組合せ応力 157 211 ○  

Ｐ２ トラス 

引張応力 158 384 ○  

曲げ応力 155 384 ○  

せん断応力 4 221 ○  

圧縮応力 158 303 ○  

組合せ応力 313 384 ○  

Ｐ３ 
トラスと原子炉遮蔽壁との 

取付部 

引張応力 2 384 ○  

せん断応力 79 221 ○  

組合せ応力 137 384 ○  

Ｐ４ フランジボルト 引張応力 509 534 ○  
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表 6－1(2) 許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

 

評価対象設備 評価部位 荷重 評価式＊1，＊2 計算値 判定 備考 

原子炉格納容器 

スタビライザ 
Ｐ２ トラス 

圧縮力と 

曲げモーメント 

ｆb

bc

ｆc

c σ
＋

σ
 0.925 ≦1 ○  

t

cbt

ｆ

－σσ
 -0.008 ≦1 ○  

引張力と 

曲げモーメント 

t

btt

ｆ

σ＋σ
 0.816 ≦1 ○  

b

tbc

ｆ

－σσ
 -0.008 ≦1 ○  

 注記 ＊1：設計・建設規格 SSB-3121.1(6)項より。 

 ＊2：記号は以下のとおり。 

 ｆc：許容圧縮応力 ｆb：許容曲げ応力 ｆt：許容引張応力 

 σc：平均圧縮応力 cσb：圧縮側曲げ応力 tσb：引張側曲げ応力 

 σt：平均引張応力 
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表 6－2(1) 許容応力状態ⅢAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢAＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

（MPa） （MPa） 

原子炉格納容器 

スタビライザ 

Ｐ１ フランジとトラスの取付部 

引張応力 107 176 ○  

せん断応力 46 101 ○  

組合せ応力 134 176 ○  

Ｐ２ トラス 

引張応力 135 384 ○  

曲げ応力 143 384 ○  

せん断応力 4 221 ○  

圧縮応力 135 303 ○  

組合せ応力 278 384 ○  

Ｐ３ 
トラスと原子炉遮蔽壁との 

取付部 

引張応力 2 384 ○  

せん断応力 67 221 ○  

組合せ応力 116 384 ○  

Ｐ４ フランジボルト 引張応力 435 534 ○  
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表 6－2(2) 許容応力状態ⅢAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ） 

 

評価対象設備 評価部位 荷重 評価式＊1，＊2 計算値 判定 備考 

原子炉格納容器 

スタビライザ 
Ｐ２ トラス 

圧縮力と 

曲げモーメント 

b

bc

c

c

ｆ

σ
＋

ｆ

σ
 0.818 ≦1 ○  

t

cbt

ｆ

－σσ
 0.021 ≦1 ○  

引張力と 

曲げモーメント 

t

btt

ｆ

σ＋σ
 0.724 ≦1 ○  

b

tbc

ｆ

－σσ
 0.021 ≦1 ○  

 注記 ＊1：設計・建設規格 SSB-3121.1(6)項より。 

 ＊2：記号は以下のとおり。 

 ｆc：許容圧縮応力 ｆb：許容曲げ応力 ｆt：許容引張応力 

 σc：平均圧縮応力 cσb：圧縮側曲げ応力 tσb：引張側曲げ応力 

 σt：平均引張応力 
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Ⅴ-2-3-4-3-3 制御棒駆動機構ハウジング支持金具の耐震性について 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，制御棒駆動機構ハウジング（以下「ＣＲＤハウジング」という）支持金

具が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するものである。その耐震評

価はＣＲＤハウジング支持金具の応力評価により行う。 

ＣＲＤハウジング支持金具は設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に分類され，以

下，基準地震動の策定に伴う耐震評価を行う。 
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2. 構造説明 

2.1 構造計画 

ＣＲＤハウジング支持金具の構造計画を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

・ＣＲＤハウジング支持金具は

原子炉本体の基礎に支持され

る。 

・ＣＲＤハウジング支持金具は

鋼製の支持構造物である。 

・ＣＲＤハウジングが完全に破

断またはフランジボルトが破

断した場合に，制御棒を含めた

駆動機構全体の落下を制限す

る。 

・ＣＲＤハウジングの地震時横

揺れを防止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-3 R0 

ＣＲＤハウジング支持金具 
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2.2 評価方針 

ＣＲＤハウジング支持金具は，原子炉圧力容器付属構造物として地震荷重に対する機能維持

評価を行う。なお，強度評価部位はレストレントビーム及びレストレントビームボルトとする。   

また，設計荷重として，地震時の鉛直荷重，水平荷重とし，発生応力が許容応力を下回るこ

とにより，地震荷重に対する機能維持を確認する。許容応力は，原子力発電所耐震設計技術指

針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984）（日本電気協会 電気技術基準

調査委員会 昭和 59 年 9月）による。 
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3. 形状及び主要寸法 

ＣＲＤハウジング支持金具各部の形状及び主要寸法を図 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 ＣＲＤハウジング支持金具の形状及び主要寸法（単位：mm） 
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4. 設計条件 

4.1 設計荷重 

(1) 死荷重 

レストレントビームの死荷重ＷD    

(2) 地震荷重 

レストレントビームの設計震度を表 4－1 に，レストレントビームのばね反力による水平

方向地震荷重を表 4－2に示す。 

 

 

表 4－1 設計震度 

 

方向 Ｓｄ Ｓｓ 

鉛直方向ＣV 

水平方向ＣH 

 

 

表 4－2 弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓによるばね反力による水平方向地震荷重 

 

地震荷重 Ｓｄ Ｓｓ 

水平方向地震荷重Ｈ(N) 
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4.2 材料及び許容応力 

(1) 材料 

レストレントビーム    

レストレントビーム結合ボルト  

(2) 荷重の組合せ及び許容応力 

基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価として，荷重の組合せ及び許容応力状

態を表 4－3 に示す。各材料の許容応力状態に対する許容応力を表 4－4 に示す。 

 

 
表4－3 荷重の組合せ及び許容応力状態 

 

施設区分 機器名称 
耐震重要

度分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

本体 

原子炉 

圧力容器 

付属構造

物 

ＣＲＤハ

ウジング

支持金具 

Ｓ － 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ ⅢAＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣAＳ 

 

 

表4－4 許容応力状態に対する許容応力 

(単位：MPa) 

材料 
許容応力 

状態 

基準応力 

Ｆ 

許容応力 

引張応力 

ｆt 

曲げ応力 

ｆb 

せん断応力 

ｆs 

SM400B 
ⅢAＳ 201 － 201 － 

ⅣAＳ 241 － 241 － 

F10T 
ⅢAＳ 

700 
525 － 404 

ⅣAＳ 394 － 404 
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5. 応力計算 

5.1 応力評価点 

応力評価点を表 5－1 及び図 5－1 に示す。 

 

 

表 5－1 応力評価点 

 

応力評価点番号 応力評価点 

Ａ レストレントビーム一般部 

Ｂ レストレントビーム端部 

Ｃ レストレントビームボルト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 応力評価点（単位：mm） 
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：応力評価点 

Ｂ Ａ Ｃ 

3 

Ｈ 

ＣＲＤハウジング 

ボルト 

(Ｍ20) 

原子炉圧力容器

ペデスタル
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5.2 応力計算方法 

4 章で示した荷重によりレストレントビームに生じる応力は，次式により計算する。 

(1) 荷重 

図 5－2 に示す両端支持ばりとして計算する。自重による鉛直荷重も考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 計算モデル（単位：mm） 

 

 

a. 分布荷重 

(a) 死荷重ＷDによる等分布荷重 

Ｌ

Ｗ
＝ω

D
D   

ここで， 

Ｌ：レストレントビーム全長＝  

(b) 水平方向地震による等分布荷重 

ωH＝ω1 

ここで， 

ω1：水平方向地震荷重Ｈによる等分布荷重 

3

1
Ｈ

＝ω  

(c) 鉛直方向地震による等分布荷重 

ωV＝ωD・(1＋ＣV) 

b. Ａ点での曲げモーメント 

(a) 水平方向地震によるモーメント 

8

ω
＝Ｍ

2
3H

HA  

(b) 鉛直方向地震によるモーメント 

8

ω
＝Ｍ

2
3V

VA  

c. Ｂ点での曲げモーメント 

(a) 水平方向地震によるモーメント 

)－(
2

ω
＝Ｍ 43

4H
HB  
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(b) 鉛直地震によるモーメント 

)－(
2

ω
＝Ｍ 43

4V
VB  

(2) 応力 

a. Ａ点での曲げ応力 

VA

VA

HA

HA
bA

Ｚ

Ｍ
＋

Ｚ

Ｍ
＝σ  

ここで， 

ＺHA＝  

ＺVA＝  

b. Ｂ点での曲げ応力 

VB

VB

HB

HB
bB

Ｚ

Ｍ
＋

Ｚ

Ｍ
＝σ  

ここで， 

ＺHB＝  

ＺVB＝  

c. ボルトの引張応力 

Ａｎ

Ｆ
＝σ

1

1
t  

ここで， 

Ｆ1：ボルトの引張力 

Ｆ1＝ωV・ 3 

ｄ：ボルトの呼び径＝

Ａ：ボルト断面積＝π・ｄ2／4＝

ｎ1：引張を受けるボルト本数＝8 本 

d. ボルトのせん断応力 

Ａｎ

Ｆ
τ＝

2

2
 

ここで， 

Ｆ2：ボルトのせん断力 

Ｆ2＝ωH・ 3／2 

ｎ2：せん断を受けるボルト本数＝4本 
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6. 評価結果 

ＣＲＤハウジング支持金具の耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，

耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣAＳに対する評価 

許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果を表 6－1に示す。 

表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓの評価について記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢAＳに対する評価 

許容応力状態ⅢAＳに対する応力評価結果を表 6－2に示す。 

表 4－3 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄの評価について記載している。 
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表 6－1 許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣAＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

（MPa） （MPa） 

ＣＲＤハウジング

支持金具 

Ａ レストレントビーム一般部 曲げ応力 149 241 ○  

Ｂ レストレントビーム端部 曲げ応力 89 241 ○  

Ｃ レストレントビームボルト 
引張応力 3 394 ○  

せん断応力 213 404 ○  

 

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-3 R0 
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表 6－2 許容応力状態ⅢAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢAＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

（MPa） （MPa） 

ＣＲＤハウジング

支持金具 

Ａ レストレントビーム一般部 曲げ応力 91 201 ○  

Ｂ レストレントビーム端部 曲げ応力 54 201 ○  

Ｃ レストレントビームボルト 
引張応力 2 525 ○  

せん断応力 128 404 ○  

 

NT2 補② Ⅴ-2-3-4-3-3 R0E 



  

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-3-4-3-4 差圧検出・ほう酸水注入管（ティーより N10 ノズル 

までの外管）の耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-2-3-4-4-10 差圧検出・ほう酸水注入管（原

子炉圧力容器内部及びティーより N10 ノズルまでの外管）の耐震性についての計算書」による。 

 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
3
-
4
-
3
-
4
 
R
0
E
 



 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-4
 
R
0E
 

Ⅴ-2-3-4-4 原子炉圧力容器内部構造物の耐震性についての計算書 



  

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-3-4-4-1 蒸気乾燥器ユニットの耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-4-2 蒸気乾燥器の応力計算書」による。 
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Ⅴ-2-3-4-4-2 蒸気乾燥器ハウジングの耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-4-2 蒸気乾燥器の応力計算書」による。 
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Ⅴ-2-3-4-4-3 気水分離器及びスタンドパイプの耐震性についての 

計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-4-3 気水分離器及びスタンドパイプの応力

計算書」による。 
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Ⅴ-2-3-4-4-4 シュラウドヘッドの耐震性についての計算書 
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本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-3-1-4-4 シュラウドヘッドの応力計算書」によ

る。 
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Ⅴ-2-3-4-4-5 ジェットポンプの耐震性についての計算書 
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3. 計算結果 

3.1 固有周期 

ジェットポンプの一次固有周期は， であるから十分剛である。 

 

3.2 最大応答値 

軸力，せん断力，ねじりモーメント及び曲げモーメントの最大応答値を表 3－1 及び表 3－2

に示す。 

 

  

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-4
-
5
 R
0
 



3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 形状・寸法（単位：mm） 
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図 2－2 計算モデル 
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表 2－1 節点座標 

                  （単位：mm）

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

 

節点番号 
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 
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表 2－2 計算モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 内径 

 1～ 2，35～36 

 2～ 3，36～37 

 3～ 4，37～38 

 4～ 5，38～39 

 5～ 6，39～40 

 6～ 7，40～41 

 7～ 8，41～42 

 9～10，43～44 

10～11，44～45 

11～12，45～46 

12～13，46～47 

13～14，47～48 

14～21，48～54，54－21

21～22 

22～30 

30～31 

31～34 

  55～56，56－26， 

26－57，57～58 

59～63，66～70 

63～64，64－24， 

24－65，65～66 

N
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補
②
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-
2
-3
-
4
-4
-
5
 R
1
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表 3－1 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 8，35～42 

9～21，43～54，54－21

21～34，55～56，56－26

26－57，57～58 

59～63，66～70 

63～64，64－24 

24－65，65～66 

 

 

表 3－2 計算結果（基準地震動Ｓｓ） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 8，35～42 

9～21，43～54，54－21

21～34，55～56，56－26

26－57，57～58 

59～63，66～70 

63～64，64－24 

24－65，65～66 
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Ⅴ-2-3-4-4-6 給水スパージャの耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

本計算書は，給水スパージャ（耐震設計上の重要度分類Ｓクラス）の耐震性についての計算書

である。 

 

2. 計算 

2.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

2.2 形状・寸法 

本機器の概略形状を図 2－1 に示し，計算モデルを図 2－2に示す。 

また，各節点の座標及び計算モデルのデータ諸元を表 2－1及び表 2－2 に示す。 

 

2.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

 

 
設計震度 

水平方向 鉛直方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-4
-
6
 R
0
 



2 

3. 計算結果 

3.1 固有周期 

給水スパージャの一次固有周期は， であるから十分剛である。 

 

3.2 最大応答値 

軸力，せん断力，ねじりモーメント及び曲げモーメントの最大応答値を表 3－1 及び表 3－2

に示す。 
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図 2－1 形状・寸法（単位：mm） 
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図 2－2 計算モデル 
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表 2－1 節点座標 

          （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 
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10 
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12 

13 

14 

15 
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表 2－2 計算モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～ 2 

 

2～ 3 

3～ 4 

4－15，15－ 5， 5～ 9，

4－16，16－10，10～14 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-4
-
6
 R
0
 



7 

表 3－1 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 3 

3～ 4 

4－15，15－ 5， 5～ 9，

4－16，16－10，10～14

 

 

表 3－2 計算結果（基準地震動Ｓｓ） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 3 

3～ 4 

4－15，15－ 5， 5～ 9，

4－16，16－10，10～14
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Ⅴ-2-3-4-4-7 高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ 

  の耐震性についての計算書 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
0
 



 

目次 

 

1. 一般事項                                                                      1 

2. 計算                                                                          1 

2.1 計算方法                                                                    1 

2.2 形状・寸法                                                                  1 

2.3 設計震度                                                                    1 

3. 計算結果                                                                      2 

3.1 固有周期                                                                    2 

3.2 最大応答値                                                                  2 

 

図表目次 

 

図 2－1 形状・寸法                                                                3 

図 2－2 計算モデル                                                                4 

 

表 2－1 節点座標                                                                  5 

表 2－2 計算モデルのデータ諸元                                                    6 

表 3－1 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）                               7 

表 3－2 計算結果（基準地震動Ｓｓ）                                                 7 

 

 N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
0
 



1 

1. 一般事項 

本計算書は，高圧及び低圧炉心スプレイスパージャ（耐震設計上の重要度分類Ｓクラス）の耐

震性についての計算書である。 

 

2. 計算 

2.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

2.2 形状・寸法 

本機器の概略形状を図 2－1 に示し，計算モデルを図 2－2に示す。 

また，各節点の座標及び計算モデルのデータ諸元を表 2－1及び表 2－2 に示す。 

 

2.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

 

 
設計震度 

水平方向 鉛直方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
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3. 計算結果 

3.1 固有周期 

高圧及び低圧炉心スプレイスパージャの一次固有周期は であるから十分剛である。 

 

3.2 最大応答値 

軸力，せん断力，ねじりモーメント及び曲げモーメントの最大応答値を表 3－1 及び表 3－2

に示す。 
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図 2－1 形状・寸法（単位：mm） 
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図 2－2 計算モデル 

 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-4
-
7
 R
0
 



5 

表 2－1 節点座標 

           （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 
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表 2－2 計算モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～ 2 

2～15， 2－16，16～30 
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-
7
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0
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表 3－1 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 2 

2～15， 2－16，16～30

 

 

表 3－2 計算結果（基準地震動Ｓｓ） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 2 

2～15， 2－16，16～30
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Ⅴ-2-3-4-4-8 残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部） 

の耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

本計算書は，残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）（耐震設計上の重要度分類Ｓクラス）の

耐震性についての計算書である。 

 

2. 計算 

2.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

2.2 形状・寸法 

本機器の概略形状を図 2－1 に示し，計算モデルを図 2－2に示す。 

また，各節点の座標及び計算モデルのデータ諸元を表 2－1及び表 2－2 に示す。 

 

2.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

 

 
設計震度 

水平方向 鉛直方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
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3. 計算結果 

3.1 固有周期 

残留熱除去系配管（原子炉圧力容器内部）の一次固有周期は， であるから十分剛で

ある。 

 

3.2 最大応答値 

軸力，せん断力，ねじりモーメント及び曲げモーメントの最大応答値を表 3－1 及び表 3－2

に示す。 
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図 2－1 形状・寸法（単位：mm） 
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図 2－2 計算モデル 
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表 2－1 節点座標 

              （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 
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表 2－2 計算モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

  1～10 

 10～13 

 13～17 

 17～20 

 20～21 

 21～22 

  注：節点 12 に対しては，集中荷重 を付加させる。 

    節点 18 に対しては，集中荷重 を付加させる。 
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表 3－1 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

 1～10 

10～13 

13～17 

17～20 

20～21 

21～22 

 

 

表 3－2 計算結果（基準地震動Ｓｓ） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

 1～10 

10～13 

13～17 

17～20 

20～21 

21～22 
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Ⅴ-2-3-4-4-9 高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器 

内部）の耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

本計算書は，高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）（耐震設計上の重要度分類

Ｓクラス）の耐震性についての計算書である。 

 

2. 計算 

2.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

2.2 形状・寸法 

本機器の概略形状を図 2－1 に示し，計算モデルを図 2－2に示す。 

また，各節点の座標及び計算モデルのデータ諸元を表 2－1及び表 2－2 に示す。 

 

2.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

 

 
設計震度 

水平方向 鉛直方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 

基準地震動Ｓｓ 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 
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3. 計算結果 

3.1 固有周期 

高圧及び低圧炉心スプレイ配管（原子炉圧力容器内部）の固有周期を表 3－1 に示す。 

 

3.2 最大応答値 

地震力は，動的解析及び静的解析より算出する。 

軸力，せん断力，ねじりモーメント及び曲げモーメントの最大応答値を表 3－2 及び表 3－3

に示す。 
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図 2－1 形状・寸法（単位：mm） 
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炉心シュラウド 
  （上部胴） 

（高圧炉心スプレイ配管） 

（低圧炉心スプレイ配管） 

原子炉圧力容器 
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図 2－2 計算モデル 
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表 2－1 節点座標 

             （単位：mm） 

節点番号
座標＊ 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

               注記 ＊：（  ）内は，低圧炉心スプレイ配管に適用する。 
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表 2－2 計算モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～ 3 

3～ 4 

4～18， 4－20，20～29 

18～19，29～30 
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表 3－1(1) 計算結果（固有周期）（高圧炉心スプレイ配管） 

 

部分 次数 
固有周期 

（s） 

高圧炉心スプレイ配管 

1 

2 

3 

 

 

表 3－1(2) 計算結果（固有周期）（低圧炉心スプレイ配管） 

 

部分 次数 
固有周期 

（s） 

低圧炉心スプレイ配管 

1 

2 

3 
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表 3－2(1) 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）（高圧炉心スプレイ配管） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

 1～ 3 

 3～ 4 

 4～ 5， 4－20 

 5～13，20～24 

13～17，24～28 

17～18，28～29 

18～19，29～30 

 

 

表 3－2(2) 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度）（低圧炉心スプレイ配管） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

 1～ 3 

 3～ 4 

 4～ 5， 4－20 

 5～13，20～24 

13～17，24～28 

17～18，28～29 

18～19，29～30 
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表 3－3(1) 計算結果（基準地震動Ｓｓ）（高圧炉心スプレイ配管） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

 1～ 3 

 3～ 4 

 4～ 5， 4－20 

 5～13，20～24 

13～17，24～28 

17～18，28～29 

18～19，29～30 

 

 

表 3－3(2) 計算結果（基準地震動Ｓｓ）（低圧炉心スプレイ配管） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

 1～ 3 

 3～ 4 

 4～ 5， 4－20 

 5～13，20～24 

13～17，24～28 

17～18，28～29 

18～19，29～30 
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Ⅴ-2-3-4-4-10 差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器 

       内部及びティーよりN10ノズルまでの外管） 

の耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

本計算書は，差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部及びティーより N10 ノズルまで

の外管）（耐震設計上の重要度分類Ｓクラス）の耐震性についての計算書である。 

 

2. 計算 

2.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

2.2 形状・寸法 

本機器の概略形状を図 2－1 に示し，計算モデルを図 2－2に示す。 

また，各節点の座標及び計算モデルのデータ諸元を表 2－1及び表 2－2 に示す。 

 

2.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

 

 
設計震度 

水平方向 鉛直方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 

基準地震動Ｓｓ 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 
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3. 計算結果 

3.1 固有周期 

差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部及びティーより N10 ノズルまでの外管）の

固有周期を表 3－1に示す。 

 

3.2 最大応答値 

地震力は，動的解析及び静的解析より算出する。 

軸力，せん断力，ねじりモーメント及び曲げモーメントの最大応答値を表 3－2 及び表 3－3

に示す。 
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図 2－1 形状・寸法（単位：mm） 
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図 2－2 計算モデル 
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表 2－1 節点座標 

            （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 
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表 2－2 計算モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 5 

5～ 9 

9～11 

4－12，12～19 

1－20 

20～21 

21～24 

5－25，25～29，29－24 
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表 3－1 計算結果（固有周期） 

 

次数 
固有周期 

（s） 

1 

2 

 

 

表 3－2 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 5 

5～ 9 

9～11 

4－12，12～19 

1－20 

20～21 

21～24 

5－25，25～29，29－24
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表 3－3 計算結果（基準地震動Ｓｓ） 

 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 5 

5～ 9 

9～11 

4－12，12～19 

1－20 

20～21 

21～24 

5－25，25～29，29－24
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Ⅴ-2-3-4-4-10 差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器 

            内部）の耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

本計算書は，差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部及びティーより N10 ノズルまで

の外管）（耐震設計上の重要度分類Ｓクラス）の耐震性についての計算書である。 

 

2. 計算 

2.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

の軸力，せん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

2.2 形状・寸法 

本機器の概略形状を図 2－1 に示し，計算モデルを図 2－2に示す。 

また，各節点の座標及び計算モデルのデータ諸元を表 2－1及び表 2－2 に示す。 

 

2.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

 

 
設計震度 

水平方向 鉛直方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 

基準地震動Ｓｓ 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算定される震度 
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3. 計算結果 

3.1 固有周期 

差圧検出・ほう酸水注入管（原子炉圧力容器内部及びティーより N10 ノズルまでの外管）の

固有周期を表 3－1に示す。 

 

3.2 最大応答値 

地震力は，動的解析及び静的解析より算出する。 

軸力，せん断力，ねじりモーメント及び曲げモーメントの最大応答値を表 3－2 及び表 3－3

に示す。 
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図 2－1 形状・寸法（単位：mm） 
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図 2－2 計算モデル 
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表 2－1 節点座標 

            （単位：mm） 

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 
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25 

26 

27 

28 

29 
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表 2－2 計算モデルのデータ諸元 

 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 5 

5～ 9 

9～11 

4－12，12～19 

1－20 

20～21 

21～24 

5－25，25～29，29－24 
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表 3－1 計算結果（固有周期） 

 

次数 
固有周期 

（s） 

1 

2 

 

 

表 3－2 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 5 

5～ 9 

9～11 

4－12，12～19 

1－20 

20～21 

21～24 

5－25，25～29，29－24
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表 3－3 計算結果（基準地震動Ｓｓ） 

 

 

節点番号 
軸力 せん断力 ねじりモーメント 曲げモーメント

ＦL（N） ＦS（N） Ｔ（N･mm） Ｍ（N･mm） 

1～ 2 

2～ 3 

3～ 5 

5～ 9 

9～11 

4－12，12～19 

1－20 

20～21 

21～24 

5－25，25～29，29－24
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Ⅴ-2-3-4-4-11 中性子計測案内管の耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

本計算書は，中性子計測案内管（耐震設計上の重要度分類Ｓクラス）の耐震性についての計算

書である。 

 

2. 計算 

2.1 計算方法 

材料及び形状に関するデータから，固有周期を求める。さらに，入力加速度に対する各節点

のせん断力及びモーメントの最大値を求める。 

以上の計算は，計算機コード「ＮＡＳＴＲＡＮ」を用いて行う。 

 

2.2 形状・寸法 

本機器の概略形状を図 2－1 に示し，計算モデルを図 2－2に示す。 

また，各節点の座標及び計算モデルのデータ諸元を表 2－1及び表 2－2 に示す。 

 

2.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

 

 
設計震度 

水平方向 鉛直方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算出される震度 
 

 

基準地震動Ｓｓ 

据付位置における 

設計用床応答スペクトル 

より算出される震度 
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3. 計算結果 

3.1 固有周期 

中性子計測案内管の固有周期を表 3－1に示す。 

 

3.2 最大応答値 

地震力は，動的解析及び静的解析より算出する。 

せん断力及び曲げモーメントの最大応答値を表 3－2 及び表 3－3 に示す。 
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図 2－1 形状・寸法（単位：mm） 
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図 2－2 計算モデル 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-3
-
4
-4
-
1
1 
R
0
 



5 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 中性子計測案内管と中性子計測案内管スタビライザの 

配置及びグループ分割 
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表 2－1 節点座標 

  （単位：mm）

節点番号
座標 

Ｘ Ｙ Ｚ 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 
28 
29 
30 
31 
32 
33 
34 
35 
36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 
45 
46 
47 
48 
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表 2－2 計算モデルのデータ諸元 

部材端の節点番号 
断面寸法（mm） 縦弾性係数 

（MPa） 
ポアソン比

密度 

（kg/mm3）外径 厚さ 

 1～ 7 

 7～ 8 

 9～15 

15～16 

17～23 

23～24 

25～31 

31～32 

33～38 

38～39 

39～40 

41～47 

47～48 

 4－12 

12－20 

12－28 

20－28 

20－36 

20－44 

28－36 

28－44 

36－44 

注記 ＊：（ ）内は，G5グループ中の取り替えた中性子計測ハウジングの寸法を示す。 
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表 3－1 計算結果（固有周期）

 （単位：s）

次数 NS 方向 EW 方向 

1 

2 

3 

4 

5 

表 3－2 計算結果（弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度） 

節点番号 
せん断力 曲げモーメント

ＦS（N） Ｍ（N･mm） 

 1～ 7， 9～15，17～23, 

25～31，33～39，41～47 

 7～ 8，15～16，23～24， 

31～32，39～40，47～48 

 注：計算結果は，中性子計測案内管 1本当たりの値である。 

表 3－3 計算結果（基準地震動Ｓｓ） 

節点番号 
せん断力 曲げモーメント

ＦS（N） Ｍ（N･mm） 

 1～ 7， 9～15，17～23, 

25～31，33～39，41～47 

 7～ 8，15～16，23～24， 

31～32，39～40，47～48 

 注：計算結果は，中性子計測案内管 1本当たりの値である。 
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Ⅴ-2-4 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-4-1 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震計算結果
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1. 概要

本資料は，核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整

理について説明するものである。 

2. 耐震評価条件整理

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，

重大事故等対処施設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震

評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。

また，重大事故等対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故

等対処施設の評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震評価における手法及び条件について，既に

認可を受けた実績と差異がない施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件

及び評価結果を示すことを基本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 
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Ⅴ-2-4-2 燃料取扱設備及び使用済燃料貯蔵設備の 

耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-4-2-1 使用済燃料プールの耐震性についての計算書 
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概要 

本資料は，資料Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，使用済燃料プールの地震時の構造

強度及び機能維持の確認について説明するものであり，その評価は，応力解析による評価により

行う。 

使用済燃料プールは，設計基準対象施設においては「Sクラスの施設」に，重大事故等対処施

設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」に分類される。 

以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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基本方針 

位置 

使用済燃料プールは原子炉建屋の一部を構成している。使用済燃料プールを含む原子炉建屋

の設置位置を図 2－1 に示す。 

図2－1 使用済燃料プールを含む原子炉建屋の設置位置 

線

線
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構造概要 

原子炉建屋は，大きく区分して原子炉建屋原子炉棟（以下「原子炉棟」という。），原子炉建

屋付属棟（以下「付属棟」という。）及び基礎から構成される。 

使用済燃料プールは原子炉棟の燃料取替床（EL.46.50 m）付近に位置する鉄筋コンクリート

構造物で，使用済燃料，制御棒及び使用済燃料輸送容器が収容される。使用済燃料プール内に

は，収容される機器の遮蔽及び冷却のため常時水が張られている。使用済燃料プール内面はス

テンレス鋼でライニングされており，漏水を防ぐと共に，保守，点検についても考慮されてい

る。 

また，使用済燃料プールの反対側には，原子炉ウェルをはさんで燃料交換時に蒸気乾燥器と

気水分離器を仮置きする蒸気乾燥器・気水分離器ピットがある。（以下，使用済燃料プール及

び蒸気乾燥器・気水分離器ピットの両方を示す場合は，これを「プール部」という。） 

使用済燃料プールはほぼ長方形で，その大きさは，内面寸法で 12.192 m×10.363 m，壁厚

2.154 m，底面スラブ厚 1.599 m である。 

使用済燃料プールを含む原子炉建屋の概略平面図及び概略断面図を図 2－2及び図 2－3 に，

使用済燃料プール周りの概略平面図及び概略断面図を図 2－4 及び図 2－5に示す。 
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図2－2 使用済燃料プールを含む原子炉建屋の概略平面図（EL.46.5 m） 

 

 

 

図2－3 使用済燃料プールを含む原子炉建屋の概略断面図（A－A断面） 
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図2－4 使用済燃料プール周りの概略平面図（EL.38.80 m） 

 

図2－5 使用済燃料プール周りの概略断面図（A－A断面） 
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評価方針 

使用済燃料プールは，設計基準対象施設においては「Sクラスの施設」に，重大事故等対処

施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」に分類される。 

使用済燃料プールの設計基準対象施設としての評価においては，弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力または静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対する評価（以下「Ｓｄ地震時に対

する評価」という。）及び基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対す

る評価」という。）を行うこととし，それぞれの評価は，資料Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応

答計算書」の結果を踏まえたものとする。ただし，常時荷重，運転時荷重及び事故時荷重が設

計時と同一であること，また，応答に対して支配的となる水平方向の弾性設計用地震動Ｓｄに

よる地震力及び静的地震力がいずれも『既工事計画認可申請書第 1 回 資料Ⅲ-1-4「原子炉建

屋の地震応答計算書」（47 公第 12076 号 昭和 48年 4月 9 日認可）』の設計用地震力よりも小

さいことから，Ｓｄ地震時に対する評価は行わない。 

使用済燃料プールの評価では，資料Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，応力解析に

よる評価において断面の評価を行うことで，使用済燃料プールの地震時の構造強度及び機能維

持の確認を行う。なお，使用済燃料プールの地震時の構造強度及び機能維持の確認には，地震

応答解析による評価においてせん断ひずみ及び保有水平耐力の評価が必要であるが，使用済燃

料プールが原子炉建屋の一部であることから，使用済燃料プールを含む原子炉建屋全体として

の評価結果を資料Ⅴ-2-2-2「原子炉建屋の耐震性についての計算書」に示すこととする。評価

に当たっては，地盤物性のばらつきを考慮する。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価を行う。ここ

で，使用済燃料プールでは，運転時，設計基準事故時及び重大事故等時の状態において，温度

の条件が異なるが，コンクリートの温度が上昇した場合においても，コンクリートの圧縮強度

の低下は認められず剛性の低下は小さいと考えられること，また，「発電用原子力設備規格コ

ンクリート製原子炉格納容器規格」では部材内の温度差及び拘束力により発生する熱応力は自

己拘束的な応力であり充分な塑性変形能力がある場合は終局耐力に影響しないとされているこ

とから，重大事故等対処施設としての評価は，設計基準対象施設としての評価と同一となる。 

使用済燃料プールの評価フローを図 2－6 に示す。 
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図2－6 使用済燃料プールの評価フロー 

※：Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の

結果を踏まえた評価を行う。 

＜地震応答解析による評価＞※ 

評価開始 

評価終了 

＜応力解析による評価＞※ 

○構造強度の確認

○機能維持の確認

・支持機能

資料Ⅴ-2-2-2 

「原子炉建屋の耐震性につい

ての計算書」にて評価 

断面の評価 

基本方針 
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適用規格・基準等 

使用済燃料プールの評価において，適用する規格，基準等を以下に示す。 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会）

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（（社）日本電気協会）

・ 原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（（社）日本電気協会）

・ 建築基準法・同施行令

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，

1999）

・ 原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005）

・ 発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，

2003）（以下「ＣＣＶ規格」という。）
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応力解析による評価方法 

評価対象部位及び評価方針 

使用済燃料プールの応力評価における評価対象部位は，プールを構成する壁及び底版とし，以

下の方針に基づき評価を行う。 

Ｓｓ地震時に対する評価は，3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析によることとし，地震

力と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「ＣＣＶ規格」に基づき設定した許容

限界を超えないことを確認する。 

3 次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析に当たっては，資料Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応

答計算書」により得られた結果を用いて，荷重の組合せを行う。また，断面の評価については，

地盤物性のばらつきを考慮した断面力に対して行うこととする。応力解析による評価フローを図

3－1に示す。 
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図3－1 応力解析による評価フロー 

※：地盤物性のばらつきを考慮する。 

評価開始 

固定荷重 

及び 

積載荷重 

資料Ⅴ-2-2-1 

「原子炉建屋の 

地震応答計算書」 

荷重の組合せ 

静水圧荷重 
長期 

ラック荷重
Ｓｓ地震荷重※ 

＜Ｓｓ地震時の評価＞ 

許容限界の設定 

（「ＣＣＶ規格」に基づき設定） 

解析モデル及び諸元の設定 

Ｓｓ地震時の応力評価 

断面の評価 

評価終了 
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荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，資料Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及び

荷重の組合せを基本とする。なお，プール部及び原子炉ウェルの水位は炉内点検時の状態を対

象とし，プール部が満水で原子炉ウェルには水が無い状態とする。 
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 荷重 

固定荷重（G）及び積載荷重（P） 

解析モデルに考慮する固定荷重を表 3－1 に示す。 

解析モデルの床に考慮する積載荷重を表 3－2 に示す。これらは，床のＦＥＭ要素に面

荷重として与える。また，プール部に連続する床が負担する荷重のうち，プール部に考慮

する荷重を表 3－3に示す。これらは，床が取りつくプール部の要素の一辺に線荷重とし

て与える。 

 

表3－1 固定荷重（床及び壁） 

部位 
使用済燃料プール 

（kN/m3） 

蒸気乾燥器・気水分離器ピット 

（kN/m3） 

床 24.0 24.0 

壁 24.0 24.0 

 

表3－2 積載荷重（床） 

荷重 

使用済 

燃料プール 

（kN/m2） 

蒸気乾燥器・ 

気水分離器ピット 

（kN/m2） 

EL.46.5 m 床 

（kN/m2） 

EL.38.8 m 床 

（kN/m2） 

機器荷重 58.4 88.3 
48.1 

（積載荷重含む） 
9.32 

（積載荷重含む）

配管荷重   2.94   2.94 2.94 2.94 

積載荷重   4.90   4.90 － － 

 

表3－3 プール部に連続する床に作用する荷重 

荷重 
EL.46.5 m 

東側床 

EL.46.5 m 

西側床 

EL.38.8 m 

東側床 

EL.38.8 m 

西側床 

躯体自重（kN/m2） 25.9 16.1 16.8 14.4 

機器荷重（kN/m2） 48.1 48.1   9.32   9.32 

配管荷重（kN/m2）   2.94   2.94   2.94   2.94 

考慮する床の幅（m）   2.15   2.30   2.15   2.30 
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静水圧荷重（Hs） 

解析モデルに考慮するプール内の静水圧荷重の算定条件を表 3－4に示す。 

 

表3－4 プールの静水圧荷重の算定条件 

荷重 
最大水位 

（m） 

プール底面レベル 

（m） 

最大水深 

（m） 

使用済燃料プール EL.＋46.500 EL.＋34.689 11.811 

蒸気乾燥器･ 

気水分離器ピット 
EL.＋46.500 EL.＋38.880 7.620 

 

 

長期ラック荷重（R0） 

解析モデルに考慮する使用済燃料プール底版に作用する長期ラック荷重を表 3－5 に示

す。 

 

表3－5 長期ラック荷重 

部位 鉛直方向荷重 

使用済燃料プール 20.7 kN/m2 

 

 

Ｓｓ地震荷重（Ss） 

Ｓｓ地震荷重は，水平地震力，鉛直地震力，プール内の水のスロッシングによる動水圧

（以下「水平地震力による動水圧荷重」という。）及びプール内の水の鉛直地震力による

動水圧（以下「鉛直地震力による動水圧荷重」という。）により構成される。Ｓｓ地震荷

重のうち水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定さ

れる動的地震力に材料物性の不確かさ等を考慮した余裕を踏まえて設定する。 

水平地震荷重（水平地震力による動水圧荷重を含む）と鉛直地震荷重（鉛直地震力によ

る動水圧荷重を含む）の組合せは，組合せ係数法を用いて次のとおりとする。 

① 1.0×水平地震荷重＋0.4×鉛直地震荷重 

② 0.4×水平地震荷重＋1.0×鉛直地震荷重 
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 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－6 に示す。 

 

表3－6 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震時 GP＋Hs＋R0＋Ss 

 

GP ：固定荷重及び積載荷重 

Hs ：静水圧荷重 

R0 ：長期ラック荷重 

Ss ：Ｓｓ地震荷重 
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許容限界 

応力解析による評価における使用済燃料プールの許容限界は，資料Ⅴ-2-1-9「機能維持の基

本方針」に基づき，表 3－7 及び表 3－8のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 3－9 及び表 3－10 に，コンクリート及び鉄

筋の許容ひずみを表 3－11 に示す。 

 

表3－7 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値）

― 
構造強度を 

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

使用済燃料

プール躯体 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＣＣＶ規格」に

おける荷重状態Ⅳ

の許容値 

 

 

表3－8 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の

性能目標 
地震力 部位 

機能維持のための 

考え方 

許容限界 

（評価基準値）

― 
構造強度を 

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

使用済燃料

プール躯体 

部材に生じる応力が

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

「ＣＣＶ規格」に

おける荷重状態Ⅳ

の許容値 
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表3－9 コンクリートの許容応力度 

荷重状態 

Fc＝22.1（N/mm2） 

応力状態 1※ 

圧縮 

（N/mm2） 

せん断 

（N/mm2） 

Ⅲ 14.7 1.06 

Ⅳ 18.7 － 

※：「応力状態 1」とは，各荷重時において温度荷重により生じる応力

を除いた応力が生じている状態をいう。 

表3－10 鉄筋の許容応力度 

荷重状態 

SD345※ 

引張及び圧縮 

（N/mm2） 

面外せん断 

（N/mm2） 

Ⅲ 345 345 

※：建設当時の鉄筋の種類は SD35 であるが現在の規格（SD345）に読

み替えた応力度を示す。 

表3－11 コンクリート及び鉄筋の許容ひずみ 

荷重状態 

コンクリート 鉄筋 

圧縮ひずみ 
圧縮ひずみ及び 

引張ひずみ 

Ⅳ 0.003 0.005 



17 

N
T
2
 
補

②
Ⅴ

-2
-
4
-2
-
1

R
0
 

解析モデル及び諸元 

モデル化の基本方針

基本方針 

応力解析は，3次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力解析とする。解析には，解析コード

「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ ver 2016.1.1」を用いる。解析コードの検証及び妥当性確認等

の概要については，付録 15「計算機プログラム（解析コード）の概要・ＭＳＣ ＮＡＳＴ

ＲＡＮ」に示す。 

解析モデルは，使用済燃料プール，原子炉ウェル及び蒸気乾燥器・気水分離器ピットを

一体としてモデル化する。また，プール部に連続する壁及び床については，これらのプー

ル部に対する拘束効果を適切に反映した解析モデルとする。

解析モデル概要図を図 3－2 に示す。

使用要素

解析モデルに使用するＦＥＭ要素は，プール部についてはシェル要素とする。プール部

の要素分割展開図を図 3－3 に示す。有限要素分割は四辺形及び三角形で，この要素は均

質等方性な板要素である。各要素には板の曲げと軸力を同時に考えるが，板の曲げには面

外せん断変形の影響も考慮する。 

プール部に取りつくプール部外側の床及び壁は，プール側壁の面外方向へのはらみ出し

に対する拘束効果を評価した梁要素とする。 

鉛直方向荷重に対する解析においては，原子炉棟の外壁（以下「内部ボックス壁」とい

う。）については，軸剛性が等価な線材に置換する。 
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節点数：1028 

要素数：1038 

図3－2 解析モデル概要図 
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東側プール壁（A－A断面） 

 

 

西側プール壁（B－B断面） 

 

図3－3（1／2） プール部の要素分割展開図 
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北側プール壁（C－C断面） 

 

 

プール底版 

 

図 3－3（2／2） プール部の要素分割展開図 
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 解析諸元 

コンクリート及び鉄筋の物性値を表 3－12 に示す。なお，鉄筋は SD345（SD35）を使用

しているが，弾性解析において鉄筋はモデル化しない。 

 

表3－12（1／2） コンクリートの物性値 

コンクリートの 

設計基準強度 

Fc（N/mm2） 

ヤング 

係数 

E（N/mm2） 

せん断 

弾性係数 

G（N/mm2） 

22.1 2.21×104 9.21×103 

 

 

表 3－12（2／2） 鉄筋の物性値 

鉄筋の種類 
ヤング係数 

E（N/mm2） 

SD345 相当 

（SD35） 
2.05×105 
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評価方法 

 応力解析方法 

使用済燃料プールについて，Ｓｓ地震時に対して 3次元ＦＥＭモデルを用いた弾性応力

解析を行う。 

荷重ケース 

Ｓｓ地震時の応力は，単独荷重による解析で求まる応力を組合せて求める。 

単独荷重の記号を以下に示す。 

 

GP ：固定荷重及び積載荷重 

Hs  ：静水圧荷重 

R0 ：長期ラック荷重 

SsWE※ ：Ｓｓ地震荷重  W→E方向 GP による慣性力 

SsSN※ ：Ｓｓ地震荷重  S→N方向 GP による慣性力 

SsDU※ ：Ｓｓ地震荷重  鉛直方向 GP による慣性力 

HsWE※ ：Ｓｓ地震荷重  W→E方向 水平地震力による動水圧荷重 

HsSN※ ：Ｓｓ地震荷重  S→N方向 水平地震力による動水圧荷重 

HsDU※ ：Ｓｓ地震荷重  鉛直方向 鉛直地震力による動水圧荷重 

 

※：加力方向により絶対値の差異はないため，計算上の座標軸を基本として，EW 方向

は W→E 方向加力，NS 方向は S→N方向加力，鉛直方向は上向き加力を記載してい

る。 
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荷重の組合せケース 

荷重の組合せケースを表 3－13に示す。 

水平地震力と鉛直地震力による応力の組合せは，「原子力発電所耐震設計技術規定ＪＥ

ＡＣ４６０１－2008（（社）日本電気協会）」を参考に，組合せ係数法（組合せ係数は

1.0 と 0.4）を用いるものとする。 

 

表3－13 荷重の組合せケース 

組合せ

係数 
鉛直 
方向 

水平 
方向 

ケース 
No. 

荷重の組合せケース 

水平

1.0 

鉛直

0.4 

上 

W→E 1－1 GP＋Hs＋R0＋1.0SsWE＋1.0HsWE＋0.4SsDU 

E→W 1－2 GP＋Hs＋R0－1.0SsWE－1.0HsWE＋0.4SsDU 

S→N 1－3 GP＋Hs＋R0＋1.0SsSN＋1.0HsSN＋0.4SsDU 

N→S 1－4 GP＋Hs＋R0－1.0SsSN－1.0HsSN＋0.4SsDU 

下 

W→E 1－5 GP＋Hs＋R0＋1.0SsWE＋1.0HsWE－0.4SsDU 

E→W 1－6 GP＋Hs＋R0－1.0SsWE－1.0HsWE－0.4SsDU 

S→N 1－7 GP＋Hs＋R0＋1.0SsSN＋1.0HsSN－0.4SsDU 

N→S 1－8 GP＋Hs＋R0－1.0SsSN－1.0HsSN－0.4SsDU 

水平

0.4 

鉛直

1.0 

上 

W→E 1－9 GP＋Hs＋R0＋0.4SsWE＋0.4HsWE＋1.0SsDU 

E→W 1－10 GP＋Hs＋R0－0.4SsWE－0.4HsWE＋1.0SsDU 

S→N 1－11 GP＋Hs＋R0＋0.4SsSN＋0.4HsSN＋1.0SsDU 

N→S 1－12 GP＋Hs＋R0－0.4SsSN－0.4HsSN＋1.0SsDU 

下 

W→E 1－13 GP＋Hs＋R0＋0.4SsWE＋0.4HsWE－1.0SsDU 

E→W 1－14 GP＋Hs＋R0－0.4SsWE－0.4HsWE－1.0SsDU 

S→N 1－15 GP＋Hs＋R0＋0.4SsSN＋0.4HsSN－1.0SsDU 

N→S 1－16 GP＋Hs＋R0－0.4SsSN－0.4HsSN－1.0SsDU 
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荷重の入力方法 

固定荷重及び積載荷重 

固定荷重は，プール部の要素に作用する物体力として入力する。また，表 3－2示す

積載荷重は面荷重として，表 3－3に示す連続する床の荷重は線荷重として入力する。 

静水圧荷重 

表 3－4 に示す静水圧荷重を面荷重として入力する。 

長期ラック荷重 

表 3－5 に示す長期ラック荷重を使用済燃料プール底版に面荷重として入力する。 

Ｓｓ地震荷重 

固定・積載荷重による慣性力 

水平地震力及び鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定さ

れる動的地震力に地盤物性のばらつき等を考慮した余裕を踏まえて設定する。 

NS 方向の水平地震力は，プール部の壁が負担するせん断力をプール部の壁の内部

ボックス壁端部に線荷重として入力する。EW方向の水平地震力は，内部ボックス壁

の回転変形をプール壁の内部ボックス壁端部の節点に変形量として入力する。 

鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓにより算出される動的地震力を包絡したプール部

における鉛直震度とし，固定荷重及び機器荷重，配管荷重及び積載荷重に乗じて入

力する。 
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動水圧荷重 

水平地震力による動水圧荷重は，各基準地震動Ｓｓによる応答解析結果から衝撃

圧及び揺動圧を算定し，それらのうち最大となるケースの評価値に対してばらつき

を考慮した割増係数を乗じ，プール部の壁及び床の各要素に面荷重として入力する。

水平地震力による動水圧荷重を図 3－4に示す。 

鉛直地震力による動水圧荷重は，基準地震動Ｓｓにより算出される動的地震力を

包絡したプール部における鉛直震度とし，静水圧荷重に乗じ面荷重として入力する。

鉛直地震力による動水圧荷重の算定に用いる鉛直震度を表 3－14に示す。 

 

 

表3－14 Ｓｓ地震時 鉛直地震力による動水圧荷重の算定に用いる鉛直震度 

質点番号 
基 本※1 
（cm/s2） 

地盤＋σ※2 

（cm/s2） 
地盤－σ※2 

（cm/s2） 
最大値 

（cm/s2） 
鉛直震度 

3 823 913 729 913 

0.94 4 785 869 693 869 

5 726 799 640 799 

※1：Ｓｓ－Ｄ１，Ｓｓ－１１，Ｓｓ－１２，Ｓｓ－１３，Ｓｓ－１４，Ｓｓ－２１，Ｓｓ－２

２及びＳｓ－３１の最大値 

※2：Ｓｓ－Ｄ１，Ｓｓ－２１，Ｓｓ－２２及びＳｓ－３１の最大値 
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（a）NS 方向 （b）EW 方向 

（a） 使用済燃料プール 

 

 
（a）NS 方向 （b）EW 方向 

（b） 蒸気乾燥器・気水分離器ピット 

 

図3－4 Ｓｓ地震時 水平地震力による動水圧荷重 

 

 

衝撃圧

揺動圧

全スロッシング荷重

20

84.8

32.9

CL

kN/m2

5.2m

11.811m

84.8

衝撃圧

揺動圧

全スロッシング荷重

20

96.4

30.1

CL

kN/m2

6.1m

11.811m

96.4

衝撃圧

揺動圧

全スロッシング荷重

20

92.9

27.5

CL

kN/m2

6.5m

7.620m

92.9

衝撃圧

揺動圧

全スロッシング荷重

20

95.7

33.7

CL

kN/m2

6.85m

7.620m

95.7
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 断面の評価方法 

Ｓｓ地震時に対する評価 

壁 

軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートのひずみ，軸力

による圧縮応力度，面内せん断力並びに面外せん断力を算定し，「ＣＣＶ規格」に準拠

して設定した各許容値を超えないことを確認する。 

具体的には，軸力，曲げモーメント及び面内せん断力による鉄筋及びコンクリートの

ひずみの算定においては，CVE-3511 に基づき等価膜力を考慮した上で，CVE-3511.2 に

示す各許容値を超えないことを確認する。ここで，鉄筋のひずみ算定において，発生応

力が鉄筋の降伏応力度を超える場合は，エネルギ一定則に基づきひずみを算定する。 

軸力による圧縮応力度については，CVE-3511.3 に基づきコンクリートの設計基準強

度の 2/3 倍の値を超えないことを確認する。 

面内せん断力については，CVE-3512.2 に示す許容値を超えないことを確認する。 

面外せん断力については，CVE-3513.2 に示す許容値を超えないことを確認する。 

底版 

軸力，曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみ並びに面外せん断力を算

定し，「ＣＣＶ規格」に準拠して設定した各許容値を超えないことを確認する。 

具体的には，軸力及び曲げモーメントによる鉄筋及びコンクリートのひずみについて

は，CVE-3521.2 に示す各許容値を超えないことを確認する。ここで，鉄筋のひずみ算

定において，発生応力が鉄筋の降伏応力度を超える場合は，エネルギ一定則に基づきひ

ずみを算定する。 

面外せん断力については，CVE-3522 に示す許容値を超えないことを確認する。 
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1. 一般事項  

本計算書は，使用済燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）（耐震設計上の重要度分類 

Ｓクラス）の耐震性についての計算方法と計算結果を示す。 

ラックは，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処施設におい

ては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応

じた耐震評価を示す。 

 

1.1 適用基準  

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984 及びＪＥＡＧ４６０１－1987）（日本電気協会 電気技術基準調査委員

会 昭和 59 年 9 月及び昭和 62年 8月）に準拠して評価する。 

 

1.2 計算条件 

(1)  ラックは，原子炉建屋の使用済燃料プールの底部（EL.34.689 m）に置かれた共通ベース

上に設置され，ラック取付ボルトにより固定されるものとする。 

(2) ラックの質量には，使用済燃料の質量とラック自身の質量のほか，ラックに含まれる水 

   の質量及びラック外形の排除水質量＊を考慮する。 

(3) 地震力は，ラックに対して水平方向から作用するものとする。 

ここで，水平方向地震力は，ラックの長辺方向に作用する場合と短辺方向に作用する場

合を考慮する。 

また，鉛直方向地震力は，水平方向地震力と同時に不利な方向に作用するものとする。 

(4) 構造説明を 2 章に，構造概念図（110 体ラックの例）を図 1－1に，各ラックの構造概 

要図を図 1－2～図 1－3に示す。 

 

 

注記 ＊：排除水質量とは，水中の機器の形状により排除される機器周囲の流体の質量である。 
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図 1－1 構造概念図（110 体ラック）
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図 1－2 構造概要図（70 体ラック）（単位：mm） 
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図 1－3 構造概要図（110 体ラック）（単位：mm） 
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1.3 設計条件 

(1) 使用材料及び材料定数

部材 使用材料 縦弾性係数（MPa） 

角管及びプレート 
 

213000 

シートプレート及び

ラックベース
SUS304L 192000 

ラック取付ボルト及び

基礎ボルト 
SUS304 192000 

(2) 荷重及び荷重の組合せ

a. 設計荷重

(a) 圧力及び温度

最高使用圧力 － 

最高使用温度 66 ℃ 

周囲環境温度 － 

(b) 死荷重

運転時質量（70 体ラック）  kg 

運転時質量（110 体ラック）  kg 

(c) 機械的荷重

無し
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b. 荷重の組合せ 

耐震クラス 荷重の組合せ 許容応力状態 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

  記号の説明 

     Ｄ  ：死荷重 

     ＰＤ ：最高使用圧力による荷重 

     ＭＤ ：機械的荷重 

     Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

     Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

     ⅢＡＳ：発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設

計・建設規格」という。）の運転状態Ⅲ相当の許容応力を基準として，それに

地震により生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

     ⅣＡＳ：設計・建設規格の運転状態Ⅳ相当の許容応力を基準として，それに地震により

生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

 

(3) 許容応力 

部材 応力 

許容応力（MPa） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

角管及びプレート 

引張り 205 205 

せん断 118 118 

組合せ 205 205 

シートプレート及び 

ラックベース 

引張り 175 175 

せん断 101 101 

組合せ 175 175 

ラック取付ボルト 
引張り 153 153 

せん断 118 118 

基礎ボルト 

引張り 150 150 

せん断 118 118 

* 

* 
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(4)  設計震度 

a. 70 体ラック 

 固有周期（s）

設計震度 

方向 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

1
 

ＮＳ － － 
1.10 

又は＊2 

ＥＷ － － 
1.10 

又は＊2 

鉛直方向 － 0.90 

注記 ＊1：1次のみを示す。 

   ＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値 

 

b. 110 体ラック 

 固有周期（s）

設計震度 

方向 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 
静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

＊1
 

ＮＳ － － 
1.10 

又は＊2 

ＥＷ － － 
1.10 

又は＊2 

鉛直方向 － 0.90 

注記 ＊1：1次のみを示す。 

   ＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値 

 

なお，Ｓｓの方がＳｄより大きいため，Ｓｄの応力計算は省略し，許容応力状態ⅢＡＳの評価

は，Ｓｓでの計算結果値を用いて行う。

* * 

線

線

線

線
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1.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

 Ａｂ 

 ＣＨ 

 ＣＶ 

 Ｅ 

 Ｆ 

 Ｆ 

Ｆｉ 

 Ｆａｉ 

Ｆｂｉ 

 ｆｊｉ 

 ｆｓ 

 ｆｓｂ 

 

 ｆｔ 

 ｆｔｏ 

 

 ｆｔｓ 

 

  Ｇ 

 ｇ 

  ｈ1 

  ｈ2 

 ｇｉ

ｊｉ 

 Ｍｉ 

 Ｍａｉ 

Ｍｂｉ 

Ｍｃｉ 

 

Ｍｔｉ 

ｎ 

 ｎｊｉ 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1 又は SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3 又は SSB-3133 に定める値 

ラックベース底部に働くせん断力（70 体又は 110 体） 

110 体ラックベース底部に働くせん断力 

共通ベース底部に働くせん断力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに働く引張力（1 本当たり） 

部材の許容せん断応力 

せん断力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許

容せん断応力 

部材の許容引張応力 

引張力のみを受けるラック取付ボルト又は基礎ボルトの許容

引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるラック取付ボルト又は基礎

ボルトの許容引張応力 

せん断弾性係数 

重力加速度（=9.80665） 

使用済燃料貯蔵時のラック重心高さ 

共通ベース高さ 

ラックベース端又は共通ベース端から重心までの距離 

ラックベース端又は共通ベース端から各ボルトまでの距離 

ラックベース底部の転倒モーメント（70 体又は 110 体） 

110 体ラックベース底部の転倒モーメント 

共通ベース底部の転倒モーメント 

110 体ラックのせん断力による共通ベース底部の転倒モーメ

ント 

ラック据付時の全体の転倒モーメント 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトの全本数 

ラック取付ボルト又は基礎ボルト各部の本数 

mm2 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

 

N･mm 

－ 

－ 

＊
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Ｓｕ 

 Ｓｙ 

ｔ 

ｍ 

ｍａ 

ｍｂ 

ｍＦ 

ｍＲ 

ｍｔ 

ｍＷ 

 σｂ 

 σｘ,σｙ 

 σｆａ 

 τｂ 

 τｘｙ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

部材の板厚 

使用済燃料貯蔵時のラック全質量（70 体又は 110 体） 

110 体ラックの全質量 

共通ベースの質量 

燃料の質量 

ラックの質量 

ラック据付時の共通ベースの全質量 

ラックに含まれる水の質量 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じる引張応力 

部材に生じる引張応力 

部材に生じる組合せ応力 

ラック取付ボルト又は基礎ボルトに生じるせん断応力 

部材に生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

mm 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

kg 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 注 1：Ｆｉ，Ｆａｉ，Ｆｂｉ，ｆｊｉ， ｇｉ， ｊｉ，Ｍｉ，Ｍａｉ，Ｍｂｉ，Ｍｃｉ，Ｍｔｉ及び 

ｎｊｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

                 ｉ＝Ｎ：ＮＳ方向 

                       ｉ＝Ｅ：ＥＷ方向 

  注 2：ｆｊｉ， ｊｉ及びｎｊｉの添字ｊはボルトの列番号を示す。 
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1.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりとする。 

 

表 1－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

最高使用温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － － 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計引張強さ 

及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て， 

整数位までの値とする。 
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2. 構造説明

2.1 構造計画 

 使用済燃料貯蔵ラックの構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

使用済燃料

貯蔵ラック 

ラックは，たて置形

で原子炉建屋の使用

済燃料プールの床に

置かれた共通ベース

上に設置されラック

取付ボルトで固定し

ている。共通ベース

は，使用済燃料プー

ル床に取り付けてあ

る基礎ボルトにより

固定している。 

角管市松模様

配列構造ラック 

使用済燃料貯蔵ラッ

クは，70 体ラックが

7 個，110 体ラック

が 16 個ある。 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-2 R0 

1
1
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3. 計算方法

3.1  固有周期の計算方法 

。

 

また，計算に用いる設計条件を 5 章に，固有周期の算出及び部材とラック取付ボルト，基

礎ボルトの応力評価に用いる要目を 6 章にそれぞれ示す。 

固有周期は，計算機コード「 」を用いて求める。

線
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図 3－1  70 体ラック計算モデル
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図 3－2  110 体ラック計算モデル
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3.2 応力の計算方法 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処施設の評価に用いるも

のを表 3－2 に，許容限界を表 3－3に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

使用済燃料 

貯蔵ラック 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-2 R1 

* 
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表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類＊1 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

使用済燃料 

貯蔵ラック 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ
＊4＋ＭＳＡＤ

＊5＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊6，＊7 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊4：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計上定められた設計圧力による荷重 

＊5：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計上定められた機械的荷重 

＊6：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態を基本として，それに地震により生じる応力に対する特別な応力の制限を加え 

た許容応力状態 

＊7：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

1
6
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表 3－3 許容限界 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等以外） 許容限界（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 組合せ 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ Min｛1．5・ｆｔ，（2.1・ｆｔ-1.6・τｂ）｝ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ Min｛1．5・ｆｔ，（2.1・ｆｔ-1.6・τｂ）｝ 1.5・ｆｓ 

ⅤＡＳ＊ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ Min｛1．5・ｆｔ，（2.1・ｆｔ-1.6・τｂ）｝ 1.5・ｆｓ 

注記 ＊：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

* 

* * * 

* 

* 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-2 R1 

* * 

* * 

* 

* 

1
7
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3.2.2  部材の応力 

部材についての応力計算は，図 3－1～図 3－2 の計算モデルにて，角管及びプレート， 

シートプレート，ラックベースから成る系全体での応力計算を計算機コード

を使用して行い，引張応力，せん断応力を求め，本項に示す計算方法に従って組合

せ応力を計算する。 

計算機コード内では，各部材の局所座標系及びせん断応力τｘｙ，引張応力σｘ,σｙの 

働く向きを図 3－3 に示すように設定している。 

各シェル部材の組合せ応力σｆａは，上述で計算したせん断応力τｘｙ，引張応力σｘ,

σｙを用いて（3.2.1）式より求める。 

                                       （3.2.1） 

Ｙ

Ｘ
σｙ

τｘｙ

σｘ

τｘｙ

σｙ

τｘｙ

τｘｙ

σｘ

図 3－3 部材の応力計算モデル 

2

ｘｙｙｘ

2

ｙ

2

ｘｆａ τ･3＋σ･σ－σ＋σ＝σ

線
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3.2.3 ラック取付ボルトの応力 

ラックの系全体での荷重計算を計算機コード「 を使用して行い，求め

られた地震時のラックに作用する転倒モーメントＭｉ及びラックベース底部に作用す

るせん断力Ｆｉが，ラックに図 3－4 のように負荷されるものとしてラック取付ボルト

の応力を求める。 

ラック取付ボルトの荷重状態を図 3－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 ラック取付ボルトの荷重状態 

 

 

 

 



 

  20

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-2
 
R
1 

(1) 引張応力 

図 3－4 において支点回りのモーメントの平衡によりラック取付ボルト 1 本当たりの

引張力ｆ1ｉ～ｆｊｉを求める。 

               ｆ1ｉ＞ｆ2ｉ＞・・・・＞ｆｊｉの関係にあるのでｆ1ｉのみを（3.2.2）式より求める。 

                                                                （3.2.2） 

 

したがって，引張力ｆ1ｉによりラック取付ボルトに生じる引張応力σｂは，（3.2.3）式

より求める。 

  
ｂ

ｉ1
ｂ

Ａ

ｆ
＝σ                                                        （3.2.3） 

 

    ただし，ｆ1ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計算 

   は省略する。 

 

(2) せん断応力 

せん断力Ｆｉによりラック取付ボルトに生じるせん断応力τｂは，（3.2.4）式より求め

る。 

                                                                    （3.2.4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2

ｊｉｊｉ

2

ｉ2ｉ2

2

ｉ1ｉ1

ｇｉＶｉｉ1

ｉ1
･n＋･･････＋･n＋･n

｝･･ｍ･Ｃ－(1－Ｍ｛･
＝

ｇ)  
ｆ

ｂ

ｉ
ｂ

Ａ･ｎ

Ｆ
＝τ
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3.2.4 基礎ボルトの応力 

共通ベースの種類としては 110 体ラック 1 台と 70 体ラック 1 台設置用が 4 台，110  

体ラック2 台設置用が3 台，110 体ラック2 台と70 体ラック1 台設置用が3 台あり， 

この中で荷重条件が厳しい 110 体ラック 2 台設置用について以下に示す。 

本ケースのラック及び共通ベースに作用する水平方向の力は合計 18 本の共通ベース

基礎ボルトで固定される。地震時に発生するラック据付時の全体の転倒モーメント 

Ｍｔｉ及び共通ベース底部に作用するせん断力Ｆｂｉが，ラック及び共通ベースから成る

系全体において図 3－5のように負荷されるものとして基礎ボルトの応力を求める。 

基礎ボルトの荷重状態を図 3－5 に示す。 

 

 

 

図 3－5 基礎ボルトの荷重状態 
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(1) 引張応力 

図 3－5 において支点回りのモーメントの平衡により基礎ボルト 1 本当たりの引張力 

ｆ1ｉ～ｆｊｉを求める。 

               ｆ1ｉ＞ｆ2ｉ＞・・・・＞ｆｊｉの関係にあるのでｆ1ｉのみを（3.2.5）式より求める。 

                                                                （3.2.5） 

ここで， 

     

 

 

したがって，引張力ｆ1ｉにより基礎ボルトに生じる引張応力σｂは，（3.2.6）式より 

    求める。 

  
ｂ

ｉ1
ｂ

Ａ

ｆ
＝σ                                                        （3.2.6） 

 

    ただし，ｆ1ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計算 

   は省略する。 

 

(2) せん断応力 

せん断力Ｆｂｉにより基礎ボルトに生じるせん断応力τｂは，（3.2.7）式より求める。 

                                                                    （3.2.7） 
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4. 評価方法 

4.1 固有周期の評価 

3.1 節で求めた固有周期から添付書類「Ⅴ-2-1 耐震設計の基本方針｣に基づき，水平方向

設計震度及び鉛直方向設計震度を求める。 

 

4.2 応力の評価 

4.2.1 部材の応力評価 

3.2.2 項で求めた各部材の引張応力σｘ，σｙ及び組合せ応力σｆａが，許容引張応力 

ｆｔ以下であること。 

また，3.2.2 項で求めた各部材のせん断応力τｘｙが，許容せん断応力ｆｓ以下であるこ

と。 

ただし，ｆｔ及びｆｓは下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

許容引張応力ｆｔ 1.5･
1.5

Ｆ  ＊ 1.5･
1.5

Ｆ  ＊ 

許容せん断応力ｆｓ 1.5･
3･1.5

Ｆ  ＊ 1.5･
3･1.5

Ｆ  ＊ 

注記 ＊： の引張強さと降伏点（0.2 ％耐力）の値は，SUS304 

      の規格値を上回っているので安全側の評価とするため，Ｆ値は SUS304 の値 

      を使用する。 

4.2.2 ラック取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

    3.2.3 項，3.2.4 項で求めたラック取付ボルト，基礎ボルトの引張応力σｂが，次式よ 

り求めた許容引張応力ｆｔｓ以下であること。 

  また，3.2.3 項，3.2.4 項で求めたラック取付ボルト，基礎ボルトのせん断応力τｂが， 

せん断力のみを受けるラック取付ボルト，基礎ボルトの許容せん断応力ｆｓｂ以下である 

こと。 

  ｆｔｓ＝1.4 ･ｆｔｏ－1.6 ･τｂ                                                （4.2.1） 

        かつ，                          

  ｆｔｓ≦ｆｔｏ                                                      （4.2.2） 

        ただし，ｆｔｏ及びｆｓｂは下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

許容引張応力ｆｔｏ 1.5･
2

Ｆ  1.5･
2

Ｆ
 

許容せん断応力ｆｓｂ 1.5･
3･1.5

Ｆ
 1.5･

3･1.5

Ｆ
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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5. 設計条件 

 

機器名称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

減衰定数

（％） 
水平方向設計震度 鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 水平方向 鉛直方向 弾性設計用地震動Ｓｄ 静的震度

使用済燃料貯蔵ラック 

（70 体ラック） 
Ｓ 

（設計基準 

対象施設） 

 

常設耐震／防止

常設／緩和 

（重大事故等

対処施設） 

原子炉建屋 

EL.34.7
＊1
 

ＮＳ － －
 

－ 

ＣＨ＝1.10 

    又は＊3 

ＣＶ = 0.90 

66（設計基準 

対象施設） 

 

80（重大事故等

対処施設） 

 

 

ＥＷ －
 

－
 ＣＨ＝1.10 

    又は＊3
 

使用済燃料貯蔵ラック 

（110 体ラック） 

ＮＳ － －
 ＣＨ＝1.10 

    又は＊3 

ＥＷ －
 

－
 ＣＨ＝1.10 

    又は＊3
 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1 次のみを示す。2次以降は 8章に示す。 

＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答スペクトルより得られる値 
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6. 機器要目 

6.1 固有周期の算出及び部材の応力評価に用いる要目 

6.1.1 各部材の材料及び物性値（施設区分共通） 

 

項目

部材 材料 
ｔ 

（mm） 

Ｅ
＊1
 

（MPa） 

角管及び

プレート

 
213000

＊2
 

シート 

プレート
SUS304L 25.0 192000 

ラック 

ベース 
SUS304L 22.0 192000 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：  

 

6.1.2 各部材の材料及び物性値（設計基準対象施設） 

 

項目

部材 材料 
Ｓｙ

＊1
 

（MPa） 

Ｓｙ
＊2
 

（MPa） 

Ｓｕ
＊1
 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

角管及び

プレート
188

＊3
 205

＊3
 479

＊3
 205

＊4
 205

＊4
 

シート 

プレート
SUS304L 160 175 443 175 175 

ラック 

ベース 
SUS304L 160 175 443 175 175 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

＊3： のＳｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の規格値を上回っているので

安全側の評価とするため，Ｓｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の値を使用する。 

＊4： のＳｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の規格値を上回っているので

安全側の評価とするため，Ｆ，Ｆ の値は，SUS304 の値を使用する。 

* 

* 

線
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6.1.3 各部材の材料及び物性値（重大事故等対処施設） 

項目

部材 材料 
Ｓｙ

＊1

（MPa） 

Ｓｙ
＊2

（MPa） 

Ｓｕ
＊1

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

角管及び

プレート
180

＊3
205

＊3
461

＊3
205

＊4
205

＊4

シート

プレート
SUS304L 153 175 426 175 175 

ラック

ベース 
SUS304L 153 175 426 175 175 

注記 ＊1：最高使用温度（80 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

＊3： のＳｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の規格値を上回っているので

安全側の評価とするため，Ｓｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の値を使用する。 

＊4： のＳｙ，Ｓｕの値は，SUS304 の規格値を上回っているので

安全側の評価とするため，Ｆ，Ｆ の値は，SUS304 の値を使用する。 

* 

*



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-2
 
R
1 

6.2 ラック取付ボルトの応力評価に用いる要目 

ラック
ｍ 

（kg） 
ｍＦ 

（kg）
ｍＲ 

（kg）
ｍＷ 

（kg）
ｈ１ 

 （mm） 
１Ｎ 

（mm） 
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm） 
１Ｅ 

（mm）
２Ｅ 

（mm）
３Ｅ 

（mm）
４Ｅ 

（mm） 
gＮ 

（mm） 
gＥ 

（mm） 

70 体ラック 2100 1072 909 257 94 1561 1398 257 94 583 827.5 

110 体ラック 2100 1724 1561 257 94 1561 1398 257 94 909 827.5 

Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

1017.9 
（M36） 

16 4 4 4 4 4 4 4 4 

（設計基準対象施設） 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

（重大事故等対処施設） 

注記 ＊1：最高使用温度（80 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

ラック取付
ボルト材料

Ｓｙ＊1

（MPa） 
Ｓｙ＊2

（MPa） 
Ｓｕ＊1

（MPa） 
Ｆ（ラック取付ボルト）

（MPa） 
Ｆ  （ラック取付ボルト）

（MPa） 

SUS304 188 205 479 205 205 

SUS304 188 205 479 205 205 

ラック取付
ボルト材料

Ｓｙ＊1

（MPa） 
Ｓｙ＊2

（MPa） 
Ｓｕ＊1

（MPa） 
Ｆ（ラック取付ボルト）

（MPa） 
Ｆ  （ラック取付ボルト）

（MPa） 

SUS304 180 205 461 205 205 

SUS304 180 205 461 205 205 

ラック 地震力の種類 
ＦＮ

（N） 
ＦＥ

（N） 
ＭＮ

（N･mm） 
ＭＥ

（N･mm） 

70 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 4.767×105 3.465×105 1.152×109 7.993×108 

110 体ラック 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.263×109 1.341×109 
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6.3 基礎ボルトの応力評価に用いる要目 

ｍｔ 
（kg） 

ｍｂ 
（kg）

ｈ２ 
（mm） 

１Ｎ 

（mm）
２Ｎ 

（mm） 
３Ｎ 

（mm） 
４Ｎ 

（mm） 
５Ｎ 

 （mm） 
６Ｎ 

（mm） 
７Ｎ 

（mm）
８Ｎ 

（mm）
９Ｎ 

（mm）
１Ｅ 

（mm）
２Ｅ 

（mm） 
３Ｅ 

（mm） 
４Ｅ 

（mm） 

共通ベース 195 3264 3191 2634 2561 1374 1301 744 671 114 1572 1415 270 113 

ｇＮ 

（mm） 
ｇＥ 

（mm） 
Ａｂ

（mm2） 
ｎ ｎ１Ｎ ｎ２Ｎ ｎ３Ｎ ｎ４Ｎ ｎ５Ｎ ｎ６Ｎ ｎ７Ｎ ｎ８Ｎ ｎ９Ｎ ｎ１Ｅ ｎ２Ｅ ｎ３Ｅ ｎ４Ｅ 

1929.75 842.5 
1551.8 

（1 3/4-5UNC）
18 2 2 2 2 2 2 2 2 2 4 5 4 5 

（設計基準対象施設） 

注記 ＊1：最高使用温度（66 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

（重大事故等対処施設） 

注記 ＊1：最高使用温度（80 ℃）で算出 

＊2：室温で算出 

基礎ボルト材料 
Ｓｙ＊1

（MPa） 
Ｓｙ＊2

（MPa） 
Ｓｕ＊1

（MPa） 
Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 
Ｆ （基礎ボルト） 

（MPa） 

SUS304 188 205 479 205 205 

基礎ボルト材料 
Ｓｙ＊1

（MPa） 
Ｓｙ＊2

（MPa） 
Ｓｕ＊1

（MPa） 
Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 
Ｆ （基礎ボルト） 

（MPa） 

SUS304 180 205 461 205 205 

地震力の種類 
ＦａＮ

（N） 

ＦａＥ

（N） 

ＦｂＮ

（N） 

ＦｂＥ

（N） 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

－ － － － 

基準地震動Ｓｓ 5.407×105 5.407×105 1.103×106 1.103×106 

ＭａＮ

（N･mm） 

ＭａＥ

（N･mm） 

ＭｂＮ

（N･mm） 

ＭｂＥ

（N･mm） 

－ － － － 

1.263×109 1.341×109 2.151×106 2.151×106

* 
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7. 計算数値 

7.1 部材に生じる応力 

(1) 角管及びプレート 

（単位：MPa）  

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック 

 

引張り σｘ － － 5 5 

引張り σｙ － － 37 21 

せん断τｘｙ － － 28 17 

組合せσｆａ － － 59 35 

110 体 

ラック 

引張り σｘ － － 7 5 

引張り σｙ － － 31 36 

せん断τｘｙ － － 30 19 

組合せσｆａ － － 59 47 

 

 

(2) シートプレート及びラックベース 

（単位：MPa）  

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック 

SUS304L 

引張り σｘ － － 14 5 

引張り σｙ － － 55 20 

せん断τｘｙ － － 10 4 

組合せσｆａ － － 52 19 

110 体 

ラック 

引張り σｘ － － 14 12 

引張り σｙ － － 20 42 

せん断τｘｙ － － 15 15 

組合せσｆａ － － 31 46 
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7.2 ラック取付ボルトに生じる応力

（単位：MPa） 

ラック取付

ボルト
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

70 体 

ラック
SUS304 

引張り σｂ － － 146 67 

せん断 τｂ － － 30 22 

110 体 

ラック

引張り σｂ － － 94 112 

せん断 τｂ － － 34 34 

7.3 基礎ボルトに生じる応力 

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＥＷ方向 

共通ベース SUS304 
引張り σｂ － － 69 141 

せん断 τｂ － － 40 40 
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8. 結論 

8.1  固有周期  

 

ラック 次数 固有周期（s） 方向 

70 体 

ラック 

1 

水平方向 
2 

3 

4 

23 鉛直方向 

110 体 

ラック 

1 

水平方向 
2 

3 

4 

23 鉛直方向 

線
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8.2 応力（設計基準対象施設） 

(1) 部材に生じる応力 

a.  角管及びプレート 

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック 

 

引張り σｘ ＝ 5＊ ｆｔ＝205 σｘ ＝ 5 ｆｔ＝205 

引張り σｙ ＝37＊ ｆｔ＝205 σｙ ＝37 ｆｔ＝205 

せん断 τｘｙ＝28＊ ｆｓ＝118 τｘｙ＝28 ｆｓ＝118 

組合せ σｆａ＝59＊ ｆｔ＝205 σｆａ＝59 ｆｔ＝205 

110 体 

ラック 

引張り σｘ ＝ 7＊ ｆｔ＝205 σｘ ＝ 7 ｆｔ＝205 

引張り σｙ ＝31＊ ｆｔ＝205 σｙ ＝31 ｆｔ＝205 

せん断 τｘｙ＝30＊ ｆｓ＝118 τｘｙ＝30 ｆｓ＝118 

組合せ σｆａ＝59＊ ｆｔ＝205 σｆａ＝59 ｆｔ＝205 

注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

すべて許容応力以下である。 

 

b.  シートプレート及びラックベース 

（単位：MPa） 

ラック 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック 

SUS304L 

引張り σｘ ＝14＊ ｆｔ＝175 σｘ ＝14 ｆｔ＝175 

引張り σｙ ＝55＊ ｆｔ＝175 σｙ ＝55 ｆｔ＝175 

せん断 τｘｙ＝10＊ ｆｓ＝101 τｘｙ＝10 ｆｓ＝101 

組合せ σｆａ＝52＊ ｆｔ＝175 σｆａ＝52 ｆｔ＝175 

110 体 

ラック 

引張り σｘ ＝12＊ ｆｔ＝175 σｘ ＝12 ｆｔ＝175 

引張り σｙ ＝42＊ ｆｔ＝175 σｙ ＝42 ｆｔ＝175 

せん断 τｘｙ＝15＊ ｆｓ＝101 τｘｙ＝15 ｆｓ＝101 

組合せ σｆａ＝46＊ ｆｔ＝175 σｆａ＝46 ｆｔ＝175 

注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

すべて許容応力以下である。 
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(2) ラック取付ボルトに生じる応力 

（単位：MPa） 

ラック取付 

ボルト 
材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

70 体 

ラック 

SUS304 

引張り σｂ＝146＊1 ｆｔｓ＝153＊2 σｂ＝146 ｆｔｓ＝153＊2

せん断 τｂ＝ 30＊1 ｆｓｂ＝118 τｂ＝ 30 ｆｓｂ＝118 

110 体 

ラック 

引張り σｂ＝112＊1 ｆｔｓ＝153＊2 σｂ＝112 ｆｔｓ＝153＊2

せん断 τｂ＝ 34＊1 ｆｓｂ＝118 τｂ＝ 34 ｆｓｂ＝118 

注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

   ＊2：（4.2.2）式より算出         

すべて許容応力以下である。 

 

(3) 基礎ボルトに生じる応力 

（単位：MPa） 

基礎ボルト 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

共通ベース SUS304 

引張り σｂ＝141＊1 ｆｔｓ＝150＊2 σｂ＝141 ｆｔｓ＝150＊2

せん断 τｂ＝ 40＊1 ｆｓｂ＝118 τｂ＝ 40 ｆｓｂ＝118 

注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出応力の値 

   ＊2：（4.2.2）式より算出 

すべて許容応力以下である。 

 

8.3 応力（重大事故等対処施設） 

使用済燃料貯蔵ラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の許容応力状態ⅣＡＳの評価は，

6.1.2 項，6.2 節，6.3 節に示すＦ，Ｆ の値よりＳｓでの計算結果値を用いた設計基準対象施

設の評価結果と同一であることから記載は省略する。重大事故等対処施設として算出応力はす

べて許容応力以下である。

*
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別添 計算モデルの寸法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図 1  70 体ラック計算モデルの寸法
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付図 2  110 体ラック計算モデルの寸法 
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1.  概要 

 本計算書は，キャスク容器及び中間胴に関する応力計算書である。 

1.1  形状・寸法・材料 

  本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

 

1.2  計算結果の概要 

  計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

  なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点（面）

を本計算書に記載している。 
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2. 温度分布計算

2.1  計算方法 

温度分布計算は，解析コードＡＢＡＱＵＳにより行う。軸対称固体(連続体)要素によ

る解析モデルを図 2-1 に示す。 

温度分布計算に使用する外表面の熱伝達率を表 2-1 に示す。 

2.2  温度分布図 

 2.1 項の計算により得られた温度分布を図 2-2 に示す。 
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3. 応力計算

3.1  応力評価点 

キャスク容器及び中間胴の応力評価点（面）を図 3-1 に示す。

3.2  貯蔵時（Ｓｄ
 及びＳＳ地震力が作用する場合） 

3.2.1  荷重条件 

  貯蔵時においてＳｄ
 及びＳＳ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとす

る。 

キャスク容器内圧力（－0.1MPa)＋蓋間圧力(0.4MPa)＋ボルト初期締付け力

＋熱荷重＋地震力＋自重 

3.2.2 計算方法 

（1）一次応力及び一次＋二次応力

a. 一次蓋，一次蓋締付けボルト，内胴，上部フランジ，底板及び中間胴

解析コードＡＢＡＱＵＳの三次元固体（連続体）要素による解析モデルを図 3-2

に示す。

熱荷重として，貯蔵時での熱解析の結果から得られたキャスク容器，中間胴及

びガンマ線遮へい体に生じる温度変化，温度勾配による荷重を用いる。 

加速度として次の値を用いる。 

G1 = αH，G2 = 9.81－αV

ここで，αH：水平方向設計加速度 (= CHG = 11.48m/s2) 

αV：鉛直方向設計加速度 (= CVG =  6.38m/s2) 

（2）支圧応力

バスケット底面との接触部の底板に発生する平均支圧応力（σp）は次式で表わ

される。 

σp= WG・ＧZ／Ａ 

ここで，WG ：バスケット及び燃料の質量（=25200kg） 

ＧZ ：鉛直方向加速度 (=9.81＋αV = 16.19m/s2) 

Ａ ：接触面積  (=1.17×106 mm2) 

（3）座屈応力

中間胴に生じる圧縮応力（σb）は（1）a.の計算方法と同様である。

3.2.3  計算結果 

応力計算結果を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 
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4. 応力の評価

4.1  キャスク容器（ボルトを除く）の応力評価 

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の一次一般膜応力強さ（Pm），一次局部膜応力強

さ（PL），一次膜＋一次曲げ応力強さ（PL＋Pb）及び一次応力と二次応力を加えて求め

た応力強さ（PL＋Pb＋Q）は「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

4.2  ボルトの応力評価 

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の平均引張応力及び平均引張応力＋曲げ応力は 

「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

4.3  中間胴の応力評価 

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

表 4-1 及び表 4-2 より，キャスク容器との溶接部近接部分における各設計事象の一次

一般膜応力強さ（Pm），一次局部膜応力強さ（PL），一次膜＋一次曲げ応力強さ（PL＋

Pb）及び一次応力と二次応力を加えて求めた応力強さ（PL＋Pb＋Q）は「応力解析の方針」

5.5 項の規定を満足する。 

また，上記以外の範囲における各設計事象の引張応力，せん断応力，圧縮応力，曲げ

応力，支圧応力及び座屈応力並びに地震時の組合せ応力は「応力解析の方針」5.5 項の

規定を満足する。 

4.4  特別な応力の評価 

（1）純せん断応力

各設計事象において純せん断応力（σs）に該当する評価箇所がないため，評価を

省略する。 

（2）支圧応力

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。

表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の平均支圧応力（σp）は「応力解析の方針」

5.5 項の規定を満足する。 

（3）圧縮応力

各設計事象における評価を表 4-1 及び表 4-2 に示す。

表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の圧縮応力（σb）は「応力解析の方針」

5.5 項の規定を満足する。 
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5. 繰返し荷重の評価

5.1  キャスク容器（ボルトを除く）の評価 

 設計・建設規格 PVB-3140 により，疲労解析が不要となる条件を満足する評価の詳細

を示す。地震力により発生する応力の全振幅を表 4-1 及び表 4-2 に示した応力強さ(一次＋

二次応力：地震力のみによる全振幅を示す)の最大値(Smax＝62MPa)とすると，この応力値は設

計・建設規格 添付 4-2 3.2 において 10 の 11 乗を許容繰返し数としたときにこれに対応す

る繰返しピーク応力強さの値の 114MPa(設計・建設規格 添付 4-2-2 曲線 B に相当)以下とな

る（表 5-1）。したがって，地震力による応力は設計・建設規格 PVB-3140 の規定を満足し

ているので，疲労評価を必要としない。 

5.2  ボルトの評価 

「応力解析の方針」5.5 項の規定にしたがって疲労解析を行う。なお，本項において

燃料装荷･取出しサイクルの回数を 100 回に想定しても規定を十分満足することを示す。 

5.2.1  設計・建設規格 PVB-3122 及び添付 4-2 3.4 に対する検討 

（1）一次蓋締付けボルト及びバルブカバー締付けボルトの最小引張強さは 1000 MPa であ

り，設計・建設規格 PVB-3122(2)に従い，設計疲労曲線として設計・建設規格 添

付 4-2 3.4 を使用する。

（2）ねじは三角ねじであり，ねじ底部の半径は一次蓋締付けボルトが 0.375 ㎜，バ

ルブカバー締付けボルトが 0.25 ㎜であって 0.07 ㎜より大である。

（3）シャンク部の直径に対するシャンク部の端の丸みの半径の比は，

一 次 蓋 締 付 け ボ ル ト  ：
31
2.2

＝0.071 

バルブカバー締付けボルト：
13
1.0

＝0.077 

であって，0.06 以上である。 

5.2.2  一次蓋締付けボルトの疲労解析 

疲労解析で考慮する事象とその繰返し回数は以下とする。 

① 運搬時（前後方向）   各 800 回 

② 吊上げ時  2000 回 

③ 支持構造物への衝突（下部トラニオンの衝突）  3 回 

④ 支持構造物への衝突（底部脚部の衝突）  3 回 

⑤ 地震時（Ｓｄ
 地震力及びＳＳ地震力が作用する場合）   各 60 回 

⑥ 一次蓋締付けボルトの取付け（ゼロ応力状態）  100 回 

①から⑤の事象において，一次蓋締付けボルトに生じる繰返しピーク応力強さは，

次式で計算する。 

A
GW

KS 1・
・＝p  （５.１） 

ただし，①から④の事象においては⑥の一次蓋締付けボルト締付けによるピーク
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応力強さが付加される。 

pS ：繰返しピーク応力強さ（MPa） 

K ：一次蓋締付けボルトのねじ部の応力集中係数（＝4） 

W ：運搬時においては（一次蓋＋バスケット＋燃料）の質量 

（=30600kg），運搬時以外は一次蓋の質量（=5400kg） 

G1 ：軸方向の加速度 

運搬時（前後方向）  19.62 m/s2 

吊上げ時    12.95 m/s2 

支持構造物への衝突（下部トラニオンの衝突）   29.42 m/s2 

支持構造物への衝突（底部脚部の衝突）  68.85 m/s2 

地震時(Ｓｄ
 地震力が作用する場合)     6.38 m/s2

地震時(ＳＳ地震力が作用する場合)   6.38 m/s2

A ：全数のボルト最小断面積（＝3.01×104㎜2）

⑥の一次蓋締付けボルトの締付けによるピーク応力強さは，次式で計算する。

bp SKS ・＝

22
b +S ・＝ 4  （５.２） 

16d

T
3
s／・

＝

 ここで， 

Sp,K ：（５.１）式と同じ。

Sb ：ボルト締付け時に発生する応力強さ（＝385.6MPa）

σ ：設計時を除く全事象のうち一次蓋締付けボルトに発生する平均 

引張応力の最大値（213MPa） 

τ ：ねじり応力（MPa） 

T ：ボルト締付けトルク（＝9.4×105 N・㎜） 

ds ：一次蓋締付けボルトの最小径（＝31 ㎜） 

以上から，ピーク応力強さの範囲は図 5-1 に示すとおりとなる。 

また，繰返しピーク応力強さは次式で計算する。ただし，Sp はピーク応力強さの変動

範囲である。 

pS
2
1

S ・＝  （５．３） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4 (4)のとおり，（2.07×105）と材料の使用温度にお

ける縦弾性係数（E＝1.83×105MPa）の比を繰返しピーク応力強さに乗じて補正する。 



 7 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

E
102.07

SS
5

・＝’  （５．４） 

設計・建設規格 添付 4-2 3.4 により，補正した繰返しピーク応力強さ（S '）に

対する許容繰返し回数を求める。各応力サイクルの繰返し回数と許容繰返し回数と

の比は表 5-2 に示すとおりとなり，疲労累積係数は次式で計算する。 

a

c

N
N

U＝  （５.５） 

ここで， 

U ：疲労累積係数（－）

Nc ：繰返し回数（回）

Na ：許容繰返し回数（回）

したがって，表 5-2 に示すとおり設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱによる疲労累積係数

は 1.0 以下であり，地震時における疲労累積係数との和も 1.0 以下となるため「応

力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

5.2.3  バルブカバー締付けボルトの疲労解析 

バルブカバー締付けボルトの疲労解析は一次蓋締付けボルトの場合と同様である。 

ただし， 

W  ：バルブカバーの質量（＝8kg）

A ：全数のボルト最小断面積（＝1.06×103㎜2）

T ：ボルト締付けトルク（＝8.0×104 N・㎜）

ds ：バルブカバー締付けボルトの最小径（＝13 ㎜）

である。 

ピーク応力の範囲は図 5-2 に示すとおりであり，各応力サイクルの繰返しサイク

ルと許容繰返し回数との比は表 5-3 に示すとおりである。

したがって，表 5-3 に示すとおり設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱによる疲労累積係数

は 1.0 以下であり，地震時における疲労累積係数との和も 1.0 以下となるため「応

力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 
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6．穴の補強 

設計・建設規格 PVB-3520 により貫通孔の補強が不要となることを示す。 

貫通孔部の応力強さは，応力集中係数を用いて次式で表わされる。 

Sc＝K・S                                                        （７.１） 

ここで， Sc ：貫通孔部の応力強さ(MPa) 

 K ：応力集中係数（＝3.0）（参考文献（２）参照） 

 S ：貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ(MPa) 

貫通孔を無視した場合の一次蓋の応力強さ（S）は表 4-1 及び表 4-2 より求められる。 

 したがって，貫通孔部の応力強さ（Sc）は表 6-1 に示すとおりとなり，すべて許容応力

を満足するため，貫通孔の補強は不要となる。 



 

 9  

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 形状・寸法・材料 
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図 2-1 温度分布計算モデル 
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図 2-2 温度分布図（貯蔵時） 
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図 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力評価点（面）
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図 3-2 キャスク容器及び中間胴の解析モデル（地震時） 
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（単位：MPa） 

No. 運転条件 運転条件 Ｓp 

1 
運搬時 

（前方向加速度） 
ゼロ応力状態 1622 

2 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（底部脚部の衝突） 
 129 

3 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（下部トラニオンの衝突） 
 101 

4 
運搬時 

（前方向加速度） 

運搬時 

（後方向加速度） 
  94 

5 貯蔵時 
運搬時 

（後方向加速度） 
  14 

6 貯蔵時 吊上げ時   10 

 

図 6-1 応力差の変動（一次蓋締付けボルト） 

  

0

21

支持構造物への衝突 3 回 

（底部脚部の衝突） 

吊上げ時 2000 回 

運搬時（後方向加速度） 800 回 

運搬時（前方向加速度） 800 回 

ボルト締付け（貯蔵時） 100 回 

1493

1622

1300 1400 1500 1600 1700 1800

応力 (MPa)

1522

1533

1529

1543

支持構造物への衝突 3 回 

（下部トラニオンの衝突） 
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（単位：MPa） 

No. 運転条件 運転条件 Ｓp 

1 
運搬時 

（前方向加速度） 
ゼロ応力状態 1666 

2 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（底部脚部の衝突） 
   3 

3 
運搬時 

（前方向加速度） 

支持構造物への衝突 

（下部トラニオンの衝突） 
   2 

4 
運搬時 

（前方向加速度） 

運搬時 

（後方向加速度） 
   2 

5 貯蔵時 
運搬時 

（後方向加速度） 
   1 

6 貯蔵時 吊上げ時    1 

 

図 6-2 応力差の変動（バルブカバー締付けボルト） 

0

21

支持構造物への衝突 3 回 
（下部トラニオンの衝突） 

支持構造物への衝突 3 回 

（底部脚部の衝突） 

吊上げ時 2000 回 

運搬時（後方向加速度） 800 回 

運搬時（前方向加速度） 800 回 

ボルト締付け（貯蔵時） 100 回 

1663

1665

1665

1665

1666

1666

1650 1660 1670 1680 1690 1700 

応力 (MPa)
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NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 

表 1-1(1) 計算結果の概要 

（単位：MPa） 

部  位 材  料 設計事象
一次一般膜応力強さ 一次局部膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点

一次蓋 SUSF304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 17 162 ①－①’ － － － 27 243 ①’  2 405 ② 

Ⅰ＋ＳＳ 17 278 ①－①’ － － － 27 418 ①’  2 405 ② 

内  胴 SUS304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 62 162 ⑤－⑤’ 72 243 ⑥－⑥’ － － － 62 405 ⑥’

Ⅰ＋ＳＳ 62 278 ⑤－⑤’ 72 418 ⑥－⑥’ － － － 62 405 ⑥’

上部フランジ SUSF304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 － － － 32 243 ⑨－⑨’ － － －  4 405 ⑩ 

Ⅰ＋ＳＳ － － － 32 418 ⑨－⑨’ － － －  4 405 ⑩ 

底  板 SUSF304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 30 162 ⑪－⑪’ － － － 39 243 ⑪ 34 405 ⑫ 

Ⅰ＋ＳＳ 30 278 ⑪－⑪’ － － － 39 418 ⑪ 34 405 ⑫ 

密 封 

シール部 
SUSF304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 29 152 ⑬ － － － 48 152 ⑬  2 152 ⑬ 

Ⅰ＋ＳＳ 29 152 ⑬ － － － 48 152 ⑬  2 152 ⑬ 
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NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 

表 1-1(2) 計算結果の概要 

（単位：MPa） 

部  位 材  料 設計事象
一次一般膜応力強さ 一次局部膜応力強さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一次＋二次応力強さ 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点

バルブカバー SUS304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 － － － － － － － － － － － － 

Ⅰ＋ＳＳ － － － － － － － － － － － － 

中間胴 (キャス

ク容器との溶接

部近接部分) 
SUS304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 － － － 113 243 ⑧－⑧’ － － － 116 405 ⑧ 

Ⅰ＋ＳＳ － － － 113 418 ⑧－⑧’ － － － 116 405 ⑧ 

底部プラグ 

溶接部 SUSF304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 68 81 ⑲ － － － － － － 94 202 ⑲ 

Ⅰ＋ＳＳ 68 139 ⑲ － － － － － － 94 202 ⑲ 

 

（単位：MPa） 

部  位 材 料 設 計 事 象 

引張応力 

(引張・圧縮応力1)) 
圧縮応力 せん断応力 曲げ応力 座屈応力 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点

中間胴 

(キャスク容

器との溶接部

近接部分を除

く) 

SUS304 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

一次応力 125  204 ⑰ － － － 7  117 ⑱ 107  204 ⑱  

一次＋ 

二次応力
71  408 ⑱ 

 
14  234 ⑱ 71  408 ⑱ － － － 

Ⅰ＋ＳＳ 

一次応力 125  204 ⑰ － － － 7  117 ⑱ 107  204 ⑱  

一次＋ 

二次応力
71  408 ⑱  14  234 ⑱ 71  408 ⑱ － － － 

注記１）：一次＋二次応力に対する評価に用いる。 
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表 1-1(3) 計算結果の概要 

 （単位：MPa） 

部  位 材料 設 計 事 象 
垂直応力+せん断応力 

圧縮又は引張応力+曲げ応力

(引張・圧縮応力+曲げ応力 1))

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点

中間胴 

(キャスク容器との溶接

部近接部分を除く) 

SUS304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 

一次応力 110 2042) ⑰ 107 2042) ⑱ 

一次＋二次応力 65 4082) ⑱ 71 4082) ⑱ 

Ⅰ＋ＳＳ

一次応力 110 2042) ⑰ 107 2042) ⑱ 

一次＋二次応力 65 4082) ⑱ 71 4082) ⑱ 

注記１）：一次＋二次応力に対する評価に用いる。 

  ２）：ft=fc=fb 及び ft
*=fc

*=fb
*であるので，組合せ応力が引張応力に対する許容値以下であれば規定を満足する。 

 

 

 （単位：MPa） 

部     位 材  料 設計事象

平 均 引 張 応 力 平 均 引 張 応 力 ＋ 曲 げ 応 力 

計算値 許容応力 
評価点 

（面） 
計算値 許容応力

評価点 

（面） 

一次蓋締付けボルト SNB23-3

 Ⅰ＋Ｓｄ
 211 550 ③ 218 825 ③ 

Ⅰ＋ＳＳ 211 825 ③ 218 825 ③ 

バルブカバー 

締付けボルト 
SNB23-3

 Ⅰ＋Ｓｄ
 － － － － － － 

Ⅰ＋ＳＳ － － － － － － 
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表 2-1(1) 貯蔵時における熱伝達率の計算 

熱伝達の形式：空気(45℃)の自然対流による乱流熱伝達 

領域 1) 部 位 形状 

熱伝導率 2) 

λ 

(Ｗ/ｍ･K) 

ﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数 2) 

Ｐｒ 

（－） 

ﾚｰﾚｰ数 3) 4) 

Ｒa 

（－） 

熱伝達率 4) 

ｈ 

（Ｗ/㎡･K） 

① 
貯蔵容器

側面 
垂直円筒 27.45×10-3 0.719 1.33×1010 1.48×ΔＴ1/3 

② 
二次蓋 

表面 

上向き 

水平平板
27.45×10-3 0.719 6.22×108 1.59×ΔＴ1/3 

③ 底板表面
下向き 

水平平板
27.45×10-3 0.719 2.31×108 0.133×ΔＴ1/3 

 

注記１）：図 2-1 参照 

２）：参考文献（１）参照 

３）：温度差ΔＴ=1.0℃に対する値を示す。 

４）：レーレー数及び熱伝達率は下記の式を用いて計算する。 

Ｒa＝
2

3

ν

PｒＤTG
 

ｈ＝0.13
Ｄ

λ
aＲ3  （垂直円筒）5) 

ｈ＝0.14
Ｄ

λ
aＲ3  （上向き水平平板）5) 

ｈ＝1.17×10-2
Ｄ

λ
aＲ3  （下向き水平平板）2) 

ここで  G ：重力加速度（＝9.81 m/s2） 

 β ：体膨張係数（＝１/318 1/K） 

 ΔT ：周囲空気と表面の温度差（℃） 

 D ：代表長さ（ｍ） 

 ν ：動粘性係数（=17.66×10-6 m2/s） 

５）：参考文献（４）参照 
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表 2-1(2) 運搬時における熱伝達率の計算 

熱伝達の形式：空気(38℃)の自然対流による乱流熱伝達 

領域 1) 部 位 形状 

熱伝導率 2) 

λ 

(Ｗ/ｍ･K) 

ﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数 2) 

Ｐｒ 

（－） 

ﾚｰﾚｰ数 3) 4) 

Ｒa 

（－） 

熱伝達率 4) 

ｈ 

（Ｗ/㎡･K） 

① 
貯蔵容器

側面 
水平円筒 26.94×10-3 0.718 1.08×109 1.16×ΔＴ1/3 

② 
二次蓋 

表面 垂直平板 26.94×10-3 0.718 6.89×108 1.50×ΔＴ1/3 

③’ 底板表面
 

注記１）：図 2-1 参照 

２）：参考文献（１）参照 

３）：温度差ΔＴ=1.0℃に対する値を示す。 

４）：レーレー数及び熱伝達率は下記の式を用いて計算する。 

Ｒa＝
2

3

ν

PｒＤTG
 

ｈ＝0.1
Ｄ

λ
aＲ3  （水平円筒）2) 

ｈ＝0.13
Ｄ

λ
aＲ3  （垂直平板）5) 

ここで  G  ：重力加速度（＝9.81 m/s2） 

 β  ：体膨張係数（＝１/311 1/K） 

 ΔT ：周囲空気と表面の温度差（℃） 

 Ｄ ：代表長さ（ｍ） 

 ν ：動粘性係数（=16.95×10-6 m2/s） 

５）：参考文献（４）参照 
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表 2-2 温度分布計算の評価条件 

項 目 評 価 条 件 

対象燃料 高燃焼度燃料 1) 

収納体数（体） 61 

発 熱 量（kW） 17.12) 

姿   勢 縦置き 横置き 3) 

周囲温度（℃） 45 38 

注記１）：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃料

及び高燃焼度８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼度

８×８燃料について行う。

２）：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

３）：運搬時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (1/5) 
（貯蔵時：Ｓｄ

 地震力が作用する場合） 
（単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

一 

次 

蓋 

① 

Pm 17 162

PL+Pb 7 243

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

① ′ 

Pm 17 162

PL+Pb 27 243

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

② 

Pm － － 

PL+Pb 20 243

PL+Pb+Q2) 2 405

σs － － 

σp － － 

② ′ 

Pm － － 

PL+Pb 10 243

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

一
次
蓋 

締
付
け 

ボ
ル
ト 

③ 

平均引張応力 211 550

平均引張応力
+曲げ応力 218 825

内 
 

胴 

④ 

Pm － － 

PL 45 243

PL+Pb+Q2) 6 405

σs － － 

σp － － 

④ ′ 

Pm － － 

PL 45 243

PL+Pb+Q2) 6 405

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｄ
 地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (2/5) 
（貯蔵時：Ｓｄ

 地震力が作用する場合） 
（単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

内 
 

胴 

⑤ 

Pm 62 162 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 15 405 

σs － － 

σp － － 

⑤′ 

Pm 62 162 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 11 405 

σs － － 

σp － － 

⑥ 

Pm － － 

PL 72 243 

PL+Pb+Q2) 48 405 

σs － － 

σp － － 

⑥′ 

Pm － － 

PL 72 243 

PL+Pb+Q2) 62 405 

σs － － 

σp － － 

上
部
フ
ラ
ン
ジ 

⑨ 

Pm － － 

PL 32 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

⑨′ 

Pm － － 

PL 32 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｄ
 地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (3/5) 
 （貯蔵時：Ｓｄ

 地震力が作用する場合） 
（単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

上
部
フ
ラ
ン
ジ 

⑩ 

Pm － － 

PL 19 243 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑩′ 

Pm － － 

PL 19 243 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

底 
 

板 

⑪ 

Pm 30 162 

PL+Pb 39 243 

PL+Pb+Q2) 9 405 

σs － － 

σp 1 152 

⑪′ 

Pm 30 162 

PL+Pb 23 243 

PL+Pb+Q2) 14 405 

σs － － 

σp 1 152 

⑫ 

Pm － － 

PL+Pb 36 243 

PL+Pb+Q2) 34 405 

σs － － 

σp － － 

⑫′ 

Pm － － 

PL+Pb 29 243 

PL+Pb+Q2) 31 405 

σs － － 

σp － － 

密
封 

シ
ー
ル
部

⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q2) 2 152 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｄ
 地震力のみによる全振幅について示す。 

線
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (4/5) 

（貯蔵時：Ｓｄ
 地震力が作用する場合） （単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応 力 分 類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
） 

⑯ 

一
次
応
力 

引張応力 105 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 2 117 
曲げ応力 79 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 93 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 79 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 3 408 
せん断応力2) 3 234 
曲げ応力 2) 3 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 5 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 3 4083)

⑰ 

一
次
応
力 

引張応力 125 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 3 117 
曲げ応力 77 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 77 2043)

一
次
＋
二
次
応
力 

引張･圧縮応力2) 10 408 
せん断応力2) 6 234 
曲げ応力 2) 10 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 12 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 10 4083)

⑱ 

一
次
応
力 

引張応力 113 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 7 117 
曲げ応力 107 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 107 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 71 408 
せん断応力2) 14 234 
曲げ応力 2) 71 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 65 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 71 4083)

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｄ
 地震力のみによる全振幅について示す。 

  ３）：ft＝fc＝fbであるので組合せ応力が引張応力に対する許容値以下であれば規定を満足する。 
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表 3-1 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (5/5) 
 （貯蔵時：Ｓｄ

 地震力が作用する場合） 
（単位：MPa） 

部位 
評価点 

（面） 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τt τnθ 

中
間
胴(

キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分) 

⑦ 

Pm － － 

PL 65 243 

PL+Pb+Q2) 5 405 

σs － － 

σp － － 

⑦′

Pm － － 

PL 65 243 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑧ 

Pm － － 

PL 113 243 

PL+Pb+Q2) 116 405 

σs － － 

σp － － 

⑧′

Pm － － 

PL 113 243 

PL+Pb+Q2) 36 405 

σs － － 

σp － － 

底
部
プ
ラ
グ
溶
接
部 

⑲ 

Pm 68 81 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 94 202 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： Ｓｄ
 地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (1/5) 
（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

一 

次 

蓋 

① 

Pm 17 278

PL+Pb 7 418

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

① ′ 

Pm 17 278

PL+Pb 27 418

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

② 

Pm － － 

PL+Pb 20 418

PL+Pb+Q2) 2 405

σs － － 

σp － － 

② ′ 

Pm － － 

PL+Pb 10 418

PL+Pb+Q2) 1 405

σs － － 

σp － － 

一
次
蓋 

締
付
け 

ボ
ル
ト 

③ 

平均引張応力 211 825

平均引張応力
+曲げ応力 218 825

内 
 

胴 

④ 

Pm － － 

PL 45 418

PL+Pb+Q2) 6 405

σs － － 

σp － － 

④ ′ 

Pm － － 

PL 45 418

PL+Pb+Q2) 6 405

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (2/5) 
（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

（単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

内 
 

胴 

⑤ 

Pm 62 278 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 15 405 

σs － － 

σp － － 

⑤′ 

Pm 62 278 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 11 405 

σs － － 

σp － － 

⑥ 

Pm － － 

PL 72 418 

PL+Pb+Q2) 48 405 

σs － － 

σp － － 

⑥′ 

Pm － － 

PL 72 418 

PL+Pb+Q2) 62 405 

σs － － 

σp － － 

上
部
フ
ラ
ン
ジ 

⑨ 

Pm － － 

PL 32 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

⑨′ 

Pm － － 

PL 32 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (3/5) 
               （貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

       （単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

上
部
フ
ラ
ン
ジ 

⑩ 

Pm － － 

PL 19 418 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑩′ 

Pm － － 

PL 19 418 

PL+Pb+Q2) 2 405 

σs － － 

σp － － 

底 
 

板 

⑪ 

Pm 30 278 

PL+Pb 39 418 

PL+Pb+Q2) 9 405 

σs － － 

σp 1 418 

⑪′ 

Pm 30 278 

PL+Pb 23 418 

PL+Pb+Q2) 14 405 

σs － － 

σp 1 418 

⑫ 

Pm － － 

PL+Pb 36 418 

PL+Pb+Q2) 34 405 

σs － － 

σp － － 

⑫′ 

Pm － － 

PL+Pb 29 418 

PL+Pb+Q2) 31 405 

σs － － 

σp － － 

密
封 

シ
ー
ル
部

⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q2) 2 152 

 
注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
 σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 
  ２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (4/5) 

（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） （単位：MPa） 

部位 
評価点

(面) 
応 力 分 類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
） 

⑯ 

一
次
応
力 

引張応力 105 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 2 117 
曲げ応力 79 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 93 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 79 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 3 408 
せん断応力2) 3 234 
曲げ応力 2) 3 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 5 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 3 4083)

⑰ 

一
次
応
力 

引張応力 125 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 3 117 
曲げ応力 77 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 77 2043)

一
次
＋
二
次
応
力 

引張･圧縮応力2) 10 408 
せん断応力2) 6 234 
曲げ応力 2) 10 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 12 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 10 4083)

⑱ 

一
次
応
力 

引張応力 113 204 
圧縮応力 － － 
せん断応力 7 117 
曲げ応力 107 204 
支圧応力 － － 
垂直＋せん断応力 110 2043)

圧縮＋曲げ応力 － － 
引張＋曲げ応力 107 2043)

一
次
＋
二
次
応
力

引張･圧縮応力2) 71 408 
せん断応力2) 14 234 
曲げ応力 2) 71 408 
支圧応力 － － 
座屈応力 － － 
垂直+せん断応力2) 65 4083)

引張･圧縮＋曲げ2) 71 4083)

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

  ２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 
  ３）：ft＝fc＝fb及び ft*＝fc*＝fb*であるので組合せ応力が引張応力に対する許容値以下 

であれば規定を満足する。 
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表 3-2 キャスク容器及び中間胴の応力計算結果 (5/5) 
               （貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

       （単位：MPa） 

部位 
評価点 

（面） 
応力分類 

応 力 成 分1） 
計算値

許容 

応力 σn σt σθ τnt τt τnθ 

中
間
胴(

キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分) 

⑦ 

Pm － － 

PL 65 418 

PL+Pb+Q2) 5 405 

σs － － 

σp － － 

⑦′

Pm － － 

PL 65 418 

PL+Pb+Q2) 4 405 

σs － － 

σp － － 

⑧ 

Pm － － 

PL 113 418 

PL+Pb+Q2) 116 405 

σs － － 

σp － － 

⑧′

Pm － － 

PL 113 418 

PL+Pb+Q2) 36 405 

σs － － 

σp － － 

底
部
プ
ラ
グ
溶
接
部 

⑲ 

Pm 68 139 

PL － － 

PL+Pb+Q2) 94 405 

σs － － 

σp － － 

 

注記１）： σn ：評価断面に垂直な方向の応力 σθ  ：円周方向応力 
 σt ：評価断面に平行な方向の応力 τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 
  ２）： ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 
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表 4-1 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｄ
 地震力が作用する場合) (1/3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

一 次 蓋 

①－①’ Pm 17 162 

① 
PL+Pb 

7 243 

①’ 27 243 

① 
PL+Pb+Q 

1 405 

①’ 1 405 

② 
PL+Pb 

20 243 

②’ 10 243 

② 
PL+Pb+Q 

2 405 

②’ 1 405 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 211 550 

平均引張応力+ 

曲げ応力 
218 825 

内  胴 

④－④’ PL 45 243 

④ 
PL+Pb+Q 

6 405 

④’ 6 405 

⑤－⑤’ Pm 62 162 

⑤ 
PL+Pb+Q 

15 405 

⑤’ 11 405 

⑥－⑥’ PL 72 243 

⑥ 
PL+Pb+Q 

48 405 

⑥’ 62 405 

注記１）： PL+Pb+Q はＳｄ
 地震力のみによる全振幅について評価する。
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表 4-1 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｄ
 地震力が作用する場合) (2/3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

上部フランジ 

⑨－⑨’ PL 32 243 

⑨ 
PL+Pb+Q 

2 405 

⑨’ 2 405 

⑩－⑩’ PL 19 243 

⑩ 
PL+Pb+Q 

4 405 

⑩’ 2 405 

底  板 

⑪－⑪’ 
Pm 30 162 

σP 1 152 

⑪ 
PL+Pb 

39 243 

⑪’ 23 243 

⑪ 
PL+Pb+Q 

9 405 

⑪’ 14 405 

⑫ 
PL+Pb 

36 243 

⑫’ 29 243 

⑫ 
PL+Pb+Q 

34 405 

⑫’ 31 405 

密封シール部 ⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q 2 152 

 

 

中間胴 

(キャスク容器との

溶接部近接部分) 

⑦-⑦’ PL 65 243 

⑦ 
PL+Pb+Q 

5 405 

⑦’ 4 405 

⑧-⑧’ PL 113 243 

⑧ 
PL+Pb+Q 

116 405 

⑧’ 36 405 

底部プラグ溶接部 ⑲ 
Pm 68 81 

PL+Pb+Q 94 202 

注記１）： PL+Pb+Q はＳｄ
 地震力のみによる全振幅について評価する。（密封シール部を除く） 
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表 4-1 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：Ｓｄ
 地震力が作用する場合) (3/3) 

(単位：MPa） 

部位 
評価点 

（面） 
応 力 分 類 計 算 値 許容応力 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
） 

⑯ 

一
次
応
力 

引張応力 105 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 2 117 

曲げ応力 79 204 

垂直応力+せん断応力 93 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 79 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 3 408 

せん断応力 1) 3 234 

曲げ応力 1) 3 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 5 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 3 408 2) 

⑰ 

一
次
応
力 

引張応力 125 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 3 117 

曲げ応力 77 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 77 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 1) 10 408 

せん断応力 1) 6 234 

曲げ応力 1) 10 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 12 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 10 408 2) 

⑱ 

一
次
応
力 

引張応力 113 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 7 117 

曲げ応力 107 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 107 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 71 408 

せん断応力 1) 14 234 

曲げ応力 1) 71 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 65 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 71 408 2) 

注記１） ：Ｓｄ
 地震力のみによる全振幅について示す。 

  ２） ：ft=fc=fbであるので，組合せ応力が引張応力に対する許容値以下であれば規定を 

満足する。 
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表 4-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合) (1/3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

一 次 蓋 

①－①’ Pm 17 278 

① 
PL+Pb 

7 418 

①’ 27 418 

① 
PL+Pb+Q 

1 405 

①’ 1 405 

② 
PL+Pb 

20 418 

②’ 10 418 

② 
PL+Pb+Q 

2 405 

②’ 1 405 

一次蓋締付け 

ボルト 
③ 

平均引張応力 211 825 

平均引張応力+ 

曲げ応力 
218 825 

内  胴 

④－④’ PL 45 418 

④ 
PL+Pb+Q 

6 405 

④’ 6 405 

⑤－⑤’ Pm 62 278 

⑤ 
PL+Pb+Q 

15 405 

⑤’ 11 405 

⑥－⑥’ PL 72 418 

⑥ 
PL+Pb+Q 

48 405 

⑥’ 62 405 

注記１）： PL+Pb+Q はＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。



 

36 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

表 4-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合) (2/3) 

（単位：MPa） 

部  位 評価点（面） 応力分類 計算値 1) 許容応力 

上部フランジ 

⑨－⑨’ PL 32 418 

⑨ 
PL+Pb+Q 

2 405 

⑨’ 2 405 

⑩－⑩’ PL 19 418 

⑩ 
PL+Pb+Q 

4 405 

⑩’ 2 405 

底  板 

⑪－⑪’ 
Pm 30 278 

σP 1 418 

⑪ 
PL+Pb 

39 418 

⑪’ 23 418 

⑪ 
PL+Pb+Q 

9 405 

⑪’ 14 405 

⑫ 
PL+Pb 

36 418 

⑫’ 29 418 

⑫ 
PL+Pb+Q 

34 405 

⑫’ 31 405 

密封シール部 ⑬ 

Pm 29 152 

PL+Pb 48 152 

PL+Pb+Q 2 152 

 

 

中間胴 

(キャスク容器との

溶接部近接部分) 

⑦-⑦’ PL 65 418 

⑦ 
PL+Pb+Q 

5 405 

⑦’ 4 405 

⑧-⑧’ PL 113 418 

⑧ 
PL+Pb+Q 

116 405 

⑧’ 36 405 

底部プラグ溶接部 ⑲ 
Pm 68 139 

PL+Pb+Q 94 202 

注記１）： PL+Pb+Q はＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。（密封シール部を除く） 
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表 4-2 キャスク容器及び中間胴の応力評価 (貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合) (3/3) 

(単位：MPa） 

部位 
評価点 

（面） 
応 力 分 類 計 算 値 許容応力 

中
間
胴
（
キ
ャ
ス
ク
容
器
と
の
溶
接
部
近
接
部
分
を
除
く
） 

⑯ 

一
次
応
力 

引張応力 105 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 2 117 

曲げ応力 79 204 

垂直応力+せん断応力 93 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 79 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 3 408 

せん断応力 1) 3 234 

曲げ応力 1) 3 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 5 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 3 408 2) 

⑰ 

一
次
応
力 

引張応力 125 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 3 117 

曲げ応力 77 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 77 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 1) 10 408 

せん断応力 1) 6 234 

曲げ応力 1) 10 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 12 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 10 408 2) 

⑱ 

一
次
応
力 

引張応力 113 204 

圧縮応力 - － 

せん断応力 7 117 

曲げ応力 107 204 

垂直応力+せん断応力 110 204 2) 

圧縮応力+曲げ応力 - － 

引張応力+曲げ応力 107 204 2) 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 1) 71 408 

せん断応力 1) 14 234 

曲げ応力 1) 71 408 

座屈応力 - － 

垂直応力+せん断応力 1) 65 408 2) 

引張・圧縮応力+曲げ応力 1) 71 408 2) 

注記１） ：ＳＳ地震力のみによる全振幅について示す。 

  ２）：ft=fc=fb及び ft*=fc*=fb*であるので，組合せ応力が引張応力に対する許容値以下で 

あれば規定を満足する。 



 

 

3
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表 5-1 キャスク容器(ボルトを除く)の疲労解析不要の評価結果 

設計・建設規格 

PVB-3140 
繰返し荷重 

設定繰返

し回数
評価値 許容値 評価 

(6) 機械的荷重の変動 地震力  120 応力振幅，S=62 MPa 

1×1011回に対する許容 

繰返しピーク応力強さ， 

Sa=114 MPa 

S ＜ Saであるので本

条件に対する評価に考

慮する必要がない。
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表 5-2 各事象の繰返し回数と許容繰返し回数（一次蓋締付けボルト） 

事 象 
繰返し数

Ｎc（回）

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa（回）

繰返し回数と許容

繰返し回数の比

Ｎc／Ｎa（－）

No.1 100 811 918 574 1.74×10-1 

No.2 3 65 73 1.00×106 3.00×10-6 

No.3 3 51 58 1.00×106 3.00×10-6 

No.4 694 47 54 1.00×106 6.94×10-4 

No.5 106 7 8 1.00×106 1.06×10-4 

No.6 2000 5 6 1.00×106 2.00×10-3 

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱ） 0.18 

地震時 
Ｓｄ 60 5 6 1.00×106 6.00×10-5 

ＳＳ 60 5 6 1.00×106 6.00×10-5 

Ｕ（地震時） 1.20×10-4 

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱと地震時の和） 0.18 

表 5-3 各事象の繰返し回数と許容繰返し回数（バルブカバー締付けボルト） 

事 象 
繰返し数

Ｎc（回）

繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ （MPa） 

縦弾性係数を補正

した繰返しピーク

応力強さ 

Ｓ ’(MPa) 

許容繰返

し回数 

Ｎa（回）

繰返し回数と許容

繰返し回数の比

Ｎc／Ｎa（－）

No.1 100 833 943 545 1.83×10-1 

No.2 3 2 2 1.00×106 3.00×10-6 

No.3 3 1 2 1.00×106 3.00×10-6 

No.4 694 1 2 1.00×106 6.94×10-4 

No.5 106 1 1 1.00×106 1.06×10-4 

No.6 2000 1 1 1.00×106 2.00×10-3 

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱ） 0.19 

地震時 
Ｓｄ 60 1 1 1.00×106 6.00×10-5 

ＳＳ 60 1 1 1.00×106 6.00×10-5 

Ｕ（地震時） 1.20×10-4 

Ｕ（設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱと地震時の和） 0.19 
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表 6-1 貫通孔部の応力強さ 

（単位：MPa）

設計事象 応力分類 

貫通孔を無視した 

場合の応力強さ 

貫通孔部の応力 

許容応力 

（Ｓ） （Ｓｃ） 

 I＋Ｓｄ

PL+Pb 27 81 243 

PL+Pb+Q  2  6 405 

I＋ＳＳ 
PL+Pb 27 81 418 

PL+Pb+Q  2  6 405 
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補足資料－１ 

キャスク容器及び中間胴の応力解析の方針
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1.  概要 

 本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のキャスク容器及び中間胴に関する応力解析の方針を

述べるものである。 

 

 注：図表は，一括して巻末に示す。 
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2.  適用基準 

(1) キャスク容器 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，放射性物質を閉じ込める圧力バウンダリ境界を構成し

ているキャスク容器は，貯蔵時において，放射性物質を貯蔵するという観点から，使用済燃

料プールや使用済樹脂貯蔵タンク等と同様に「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005

年版(2007 年追補版を含む)）JSME S NC1-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）」（以

下，「設計・建設規格」という。）のクラス３容器相当に区分される。 

したがって，圧力荷重に関してはクラス３容器における規格計算式に基づく手法で構造強

度を評価することができる。しかし，熱荷重や取扱い時の衝撃荷重等の各種の荷重の作用が

想定されることから，これらの荷重に対する強度評価に当たっては，圧力荷重も含め，応力

解析により発生応力を求めて評価することが必要であり，同様な「解析による設計」の考え

方が採用されているクラス１容器に準じて設計する。 

ここで，設計事象とその許容応力状態は下記のとおりとする。 

・設計事象Ⅰ＋Ｓｄ
 は，地震力として基準地震動ＳＳを考慮し， 

許容応力状態ⅢＡＳで評価する。 

・設計事象Ⅰ＋ＳＳは，地震力として基準地震動ＳＳを考慮し， 

許容応力状態ⅣＡＳで評価する。 

 

(2) 中間胴 

中間胴は，キャスク容器胴部を支持する部材であることから，キャスク容器の評価手

法との整合性をとり，設計・建設規格のクラス１支持構造物に準じて設計する。 

ここで，設計事象とその許容応力状態はキャスク容器と同じとする。 

 

 

注：本書及び応力計算書において，設計･建設規格の条項は「設計･建設規格○○○－

○○○○」として示す。 
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3. 記 号 

3.1  記号の説明 

  本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本

文中に特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

A 

CH 

CV 

D 

E 

G 

Pb 

PL 

Pm 

Q 

 Ｓｄ
  

 

ＳＳ 

S12 

S23 

S31 

Sm 

Su 

Sy 

S  

 S ' 

K 

U 

T  

N 

W 

α 

ft 

断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

直径 

縦弾性係数 

重力加速度(=9.80665) 

一次曲げ応力 

一次局部膜応力 

一次一般膜応力 

二次応力 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力

のいずれか大きい方 

基準地震動ＳＳにより定まる地震力 

主応力差  │σ1 ―σ2│ 

主応力差  │σ2 ―σ3│ 

主応力差  │σ3 ―σ1│ 

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

繰返しピーク応力強さ 

縦弾性係数を補正した繰返しピーク応力強さ 

応力集中係数 

疲労累積係数 

締付けトルク 

許容繰返し回数 

質量 

熱膨張係数 

許容引張応力 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

m／s2 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

― 

N・mm 

回 

㎏ 

㎜／㎜℃ 

MPa 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

fs 

fc 

fb 

fp 

  ft
* 1) 

  fs
* 1) 

  fc
* 1) 

  fb
* 1) 

  fp
* 1)

 

σ1 

σ2 

σ3 

σb 

σbb 

cσbb 

tσbb 

σcc 

σp 

σs 

σtt 

σn 

σt 

σθ 

τn t 

τtθ 

τnθ 

αH 

αV 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 
 

 

Ⅰ＋ＳＳ 

 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

主応力 

主応力 

主応力 

圧縮応力 

曲げ応力 

圧縮側曲げ応力 

引張側曲げ応力 

圧縮応力 

平均支圧応力 

平均せん断応力 

引張応力 

評価断面に垂直な方向の応力 

評価断面に平行な方向の応力 

円周方向応力 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

水平方向設計加速度 

鉛直方向設計加速度 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力が

作用した場合の許容応力区分 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が

作用した場合の許容応力区分 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m／s2 

m／s2 

― 

 

― 

注記 1)：ft
*, fs

*, fc
*, fb

*, fp
*：ft, fs, fc, fb, fp の値を算出する際に設計・建設規格

SSB-3121.1(1)における「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点」

とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍の

値」と読み替えて算出した値。 
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4.  設計条件 

 キャスク容器及び中間胴は以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1  基本仕様 

最高使用圧力  1.0MPa 

最高使用温度  160℃ 

 

4.2  燃料条件 

   使用済燃料乾式貯蔵容器の収納物である使用済燃料の条件を表 4-1 に示す。 

 

4.3  設計事象 

  設計上考慮する事象については表 4-2 に示す。 

4.4  荷重の種類とその組合せ 

  キャスク容器及び中間胴の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4-3及び表

4-4 に示す。応力解析に用いる荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件

5.1  解析対象とする事象 

  表 5-1 に示すように解析対象とする設計事象は I＋Ｓｄ
 及びⅠ＋ＳＳとし，解析を実施

する。 

5.2  解析箇所 

キャスク容器及び中間胴の応力解析を行う箇所は，次のとおりである(図 5-1 参照)。

(1) 内胴

(2) 中間胴

(3) 上部フランジ

(4) 底板

(5) 一次蓋

(6) 一次蓋締付けボルト

(7) バルブカバー

(8) バルブカバー締付けボルト

(9) 密封シール部

(10) 底部プラグ

5.3  形状及び寸法 

   応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

5.4  物性値 

  温度分布計算，応力計算及び疲労解析の必要性検討に使用する材料の物性値は以下の

とおりである。 

（1）温度分布計算に使用する物性値を表 5-2 及び表 5-3 に示す。

なお，熱伝導率はその温度依存性を考慮する。

（2）熱応力計算に使用する物性値を表 5-4 に示す。

なお，熱応力計算に使用する物性値はその温度依存性を考慮する。

（3）内圧及び機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する

値を用いる。なお，常温は 20℃とする。

（4）物性値を温度補正して使用する場合には，補正方法を応力計算書に示す。
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5.5  許容応力 

  材料の応力強さ限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

Ⅰ  キャスク容器 

(1)  キャスク容器（穴の周辺部及びボルトを除く。）にあっては，次によること。

この場合において，キャスク容器に直接溶接されるブラケット等（バスケット

及び中間胴を除く）を取り付けるすみ肉溶接部にあっては，次の値の２分の１

とする。 

a.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力が作用して生じる応力の応力

解析による一次応力強さは，設計・建設規格 PVB-3111(2)a.及び d. の規定

を満足すること。 

b.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる応力の応力

解析による一次応力強さは，設計・建設規格 PVB-3111(3)a.及び c. の規定

を満足すること。 

c.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 又はＳＳ地震動のみによって生じる

一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さのサイクルにお

いて，その最大値と最小値との差は，設計・建設規格 PVB-3112 の規定を満足

すること。 

d.  設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる応力の疲労解析は，設計・建設規格 

PVB-3114 の規定を満足すること。 

e.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 又はＳＳ地震動のみによる応力の疲

労解析を行い，疲労累積係数を求め，d.で求めた疲労累積係数との和が 1.0 を

超えないこと。 

f.  純せん断荷重を受ける部分にあっては，a.及び b.の規定にかかわらず，平均せ

ん断応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
 地震力が作用する場合においては，

設計・建設規格 PVB-3115(1)の規定 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用する場合においては， 

設計・建設規格 PVB-3115(2)の規定 

g.  支圧荷重を受ける部分にあっては，平均支圧応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
 地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 PVB-3116(1)又は(2)の規定。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用して生じる場合で，支圧

荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の平

均支圧応力は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に規定する値の 1.5

倍の値を超えないこと。 

(c) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用して生じる場合で，(b)

以外の場合の平均支圧応力は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に

規定する値を超えないこと。  
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h.  密封シール部にあっては，次によること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
 地震力が作用する場合において生じ

る応力の応力解析による一次一般膜応力強さ及び一次膜応力と一次曲げ応力

を加えて求めた応力強さ，並びに一次応力と二次応力を加えて求めた応力解

析による応力強さのサイクルにおいて，その最大値と最小値との差は，いず

れも設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用する場合において生じ

る応力の応力解析による一次一般膜応力強さ及び一次膜応力と一次曲げ応力

を加えて求めた応力強さ，並びに一次応力と二次応力を加えて求めた応力解

析による応力強さのサイクルにおいて，その最大値と最小値との差は，いず

れも設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する値を超えないこと。 

 

(2)  ボルトにあっては，次によること。 

a.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳｄ
 地震力が作用する場合において生じ

る応力は，設計・建設規格 PVB-3121(2)の規定を満足すること。 

b.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態においてＳＳ地震力が作用する場合において生じる

応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 軸方向に垂直な断面の平均引張応力は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8

にて規定される値を超えないこと。 

(b) (a) に規定する平均引張応力と曲げ応力の和は，ボルトの断面の外周において，設

計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8にて規定される値を超えないこと。 

c.  設計事象Ⅰ及び設計事象Ⅱにおいて生じる応力の疲労解析は，設計・建設規格 

PVB-3122 の規定を満足すること。 

d.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 又はＳＳ地震動のみによる応力の疲

労解析を行い，疲労累積係数を求め，c.で求めた疲労累積係数との和が 1.0 を

超えないこと。 

(3)  疲労解析において使用する疲労強度減少係数及び応力集中係数は設計・建設規

格 PVB-3130 の規定によること。 

(4)  (1)及び(2)において，繰返し荷重が設計・建設規格 PVB-3140(1)から(6)の規定

に適合するときは，疲労解析を行うことを要しない。 

(5)  (1)，(2)，(3)及び(4)の場合において，設計・建設規格の“供用状態Ａ，供用

状態Ｂ”はそれぞれ“設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ”と読み替える。 

(6)  キャスク容器に穴を設ける場合は，設計・建設規格 PVB-3500 の規定を満足す

ること。 

 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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Ⅱ  中間胴 

(1)  中間胴(キャスク容器との溶接部近接部分)にあっては，5.5 項Ⅰ(1)の規定によ

る。 

(2)  中間胴（前号に掲げる範囲を除く）にあっては，次によること。 

a.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力が作用して生じる一次応力は，

設計・建設規格 SSB-3121.2 の規定を満足すること。 

b.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる一次応力は，

設計・建設規格 SSB-3121.3 の規定を満足すること。 

c.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震動のみによって生じる一次応力

と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）は，次の値を

超えないこと。 

(a) 引張応力と圧縮応力（引張応力の符号は正とし，圧縮応力の符号は負として

計算する。），せん断応力及び曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値

との差，並びに支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(1)，(2)，

(3)及び(4)に定める値 

(b) 座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める

値の 1.5 倍の値 

d.  設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震動のみによって生じる一次応力

と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）は，次の値を

超えないこと。 

(a) 引張応力と圧縮応力（引張応力の符号は正とし，圧縮応力の符号は負として

計算する。），せん断応力及び曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値

との差は，設計・建設規格 SSB-3122.1(1)，(2)及び(3)に定める値 

(b) 支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。

この場合において，設計・建設規格 SSB-3121.1(1)a.本文中「付録材料図表

Part5 表 8 に規定する材料の設計降伏点」とあるのは，「付録材料図表 Part5 

表 8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍の値」に読み替えるものとする。 

(c) 座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める

値の 1.5 倍の値 

e.  a.，b.，c.，及び d.において応力の組合せが考えられる場合は，組合せ応力に

対する評価は，設計・建設規格 SSB-3121.1(6)の規定による。 

(3)  (2)の場合において，設計・建設規格の“供用状態Ａ，供用状態Ｂ”はそれぞ

れ“設計事象Ⅰ，設計事象Ⅱ”と読み替える。 

 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6.  応力解析の手順 

 応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1  解析手順の概要 

  キャスク容器及び中間胴の応力解析フローを図 6-1 に示す。 

  キャスク容器及び中間胴の応力解析は，想定される圧力荷重，機械的荷重及び熱荷重

を基に，キャスク容器及び中間胴の実形状をモデル化し，汎用解析コードである 

ＡＢＡＱＵＳ及び応力評価式を用いて行う。 

 ＡＢＡＱＵＳとは，有限要素法に基づく，伝熱解析，応力解析等の汎用解析コードで

ある。温度分布計算及び応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部

を小さなメッシュに分割し，各メッシュについて計算を実施することによって行う。 

 

6.2  荷重条件の選定 

 荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要

な荷重条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書

に示す。 

 

6.3 温度分布計算 

6.3.1 温度分布計算の方法 

（1）計算を行う設計事象は，貯蔵容器姿勢が縦置きの貯蔵時及び横置きの運搬時とす

る。 

（2）計算モデルは次の方針に従う。 

a. 温度分布計算では，軸対称要素による解析モデル（以下「軸対称モデル」とい

う）を用いる。軸対称モデルは，キャスク容器，中間胴，ガンマ線遮へい体，二

次蓋及び外筒の形状について対称性を考慮する。また，キャスク容器内面に伝わ

る熱流束の周方向変化は熱伝導のよいアルミニウム合金のバスケットにより小

さくなるので，バスケット，使用済燃料及びヘリウムを均質化して燃料有効長で

発熱させ，その発熱量をキャスク容器内面に与える。 

 中性子遮へい体及び伝熱フィンについては均質体として扱うため，二次元平面

要素によるモデルにより中間胴外面と外筒内面との温度を求め伝熱抵抗と等価

な熱伝導率を与える。  
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b. 形状及び材料の不連続性を考慮して，温度計算のためのメッシュ分割を行う。 

c. 外表面からの放熱は自然対流及びふく射とする。 

d. モデル図及び境界条件を応力計算書に示す。 

なお，境界には計算で求めた熱伝達率を考慮する。 

（3）計算機コードを用いて，温度分布を計算する。 

（4）温度分布の計算結果を応力計算書に示す。 

 

6.4 応力計算と評価 

6.4.1 応力計算の方法 

（1）応力計算は代表事象毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の３つである。 

a. 内圧 

b. 機械的荷重 

  自重(燃料集合体を含む貯蔵容器(二次蓋を含む)の貯蔵時の設計重量を用い

る。)，衝撃荷重及びその他の負荷荷重をいう。 

c. 熱荷重 

  キャスク容器に生じる温度変化，温度勾配による荷重であって，温度分布計

算の結果から得られるものをいう。 

（2）計算モデルは次の方針に従う。 

a. モデル化に当たっては，キャスク容器，中間胴，ガンマ線遮へい体の形状の

対称性及び荷重の対称性を考慮する。 

b. 解析モデルは，1/2 対称の三次元固体（連続体）要素による解析モデルとす

る。また，モデル化に当たり対称性を考慮して境界条件を設定する。モデル

図及び境界条件を応力計算書に示す。  

（3）構造及び材料の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，

応力計算書に示す。応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

（4）溶接部については，母材と同等の物性値及び機械的性質を用いる。 
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6.4.2 応力評価 

  応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎

に分類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σθ ：円周方向応力 

σn ：評価断面に垂直な方向の応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 

τnθ ：せん断応力 

τnt ：せん断応力 

τtθ ：せん断応力 

 

 

 

キャスク容器用材料の許容応力値を表 6-1 及び表 6-2 に示す。 

また，中間胴用材料の許容応力値を表 6-3 及び表 6-4 に示す。 

 

(1) キャスク容器（ボルトを除く）及び中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分）

の応力評価 

キャスク容器及び中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分）の応力評価は，

設計・建設規格 PVB-3110 に従い以下の項目を実施する。 

a. 一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ 

c. 繰返し荷重の評価 

d. 特別な応力の検討 

(a) 純せん断応力の評価 

(b) 支圧応力の評価 

(c) 圧縮応力の評価 

(2) ボルトの応力評価 

ボルトの応力評価は，設計・建設規格 PVB-3120 に従い実施する。 

(3) 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分を除く）の応力評価 

中間胴の応力評価は，設計・建設規格 SSB-3010 に従い以下の項目を実施する。 

a. 一次応力強さ 

b. 一次＋二次応力強さ 

c. 組合せ応力 

  

  評価断面 

σt 

σθ 

σn 
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6.4.3 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力等

については，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めないことを原則とし，規格，

基準等を内挿して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6-5 に示す。 
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図 5-1(1) キャスク容器及び中間胴の応力解析箇所（全体断面図） 

  

 



 16 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-3
 
R
0 

図 5-1(2) キャスク容器及び中間胴の応力解析箇所（一次蓋貫通部） 
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図 6-1 キャスク容器及び中間胴の応力解析フロー図
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表 4-1 使用済燃料の条件 

項 目 燃料条件 

対象燃料 高燃焼度８×８燃料１) 

貯蔵容器１基当たりの収納体数(体) 61 

貯蔵容器１基当たりの発熱量(kW) 17.1 ２) 

姿勢 縦置き／横置き ３) 

周囲温度(℃) 45／38 ３) 

注記 1)：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃料及び高燃焼度

８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼度８×８燃料について行う。 

2)：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

3)：貯蔵時／運搬時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 
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表 4-2 貯蔵容器の設計事象 

設計 

事象 
定    義 解      説 事象の例 選定事象 

Ⅰ 

貯蔵容器の通常の

取扱い時及び貯蔵

時の状態をいう。

貯蔵状態及び計画的な

取扱い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上げ，

吊下げ，移動 

・事業所内運搬 

・貯蔵 

 

 

 

表 4-3 キャスク容器の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設計事象 

荷  重 

 

 

 

 

 

 

荷 重 時 

圧
力
に
よ
る
荷
重 

自
重
に
よ
る
荷
重 

ボ
ル
ト
初
期
締
付
け
力 

運
搬
時
荷
重 

吊
上
げ
荷
重 

衝
撃
荷
重

熱 

荷 

重 

備 
 

考 

異
常
着
床
・ 

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突 

Ⅰ 貯    蔵    時 ○ ○ ○    ○ (1)

（1）Ｓｄ
 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ⅰの貯蔵時における荷重と 

組み合わせるものとする。 
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表 4-4 中間胴の設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設計事象 

荷  重 

 

 

 

 

 

 

荷 重 時 

自
重
に
よ
る
荷
重 

運
搬
時
荷
重 

吊
上
げ
荷
重 

衝
撃
荷
重 

熱 

荷 

重 
(1) 

備 
 

考 

異
常
着
床
・ 

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突 

Ⅰ 貯    蔵    時 ○    ○ (2)

（1）キャスク容器の熱膨張により生ずる応力に限る。 

（2）Ｓｄ
 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ｉの貯蔵時における荷重と 

組み合わせるものとする。 
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表 5-1 代  表  事  象 

 

設計事象 代表事象 1） 包絡される事象 荷重条件 備    考 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

貯  蔵  時 

Ｓｄ
 地震力が

作用する場合
          

キャスク容器内圧：-0.1MPa 

蓋間圧力：0.4MPa 

自 重:1G(=9.81m/s2) 

ボルト初期締付け力 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2) 

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2) 

熱荷重 

         

Ⅰ＋ＳＳ 

貯  蔵  時 

ＳＳ地震力が

作用する場合
          

キャスク容器内圧：-0.1MPa 

蓋間圧力：0.4MPa 

自 重:1G(=9.81m/s2) 

ボルト初期締付け力 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2) 

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2) 

熱荷重 

         

注記 1)：本事象について応力解析を行う。 
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表 5-2 温度分布計算に使用する材料の物性値 

構  成  部  材 材        料 
温  度 

（℃） 

熱伝導率 1) 

（W／m・K） 

内    胴 

上部フランジ 

底    板 

底部プラグ 

中 間 胴 

外    筒 

一 次 蓋 

バルブカバー 

二 次 蓋 

ステンレス鋼

（SUS304 又は 

SUSF304） 

27 

127 

327 

16.0 

16.5 

19.0 

ガンマ線遮へい体 鉛 27 35.2 

伝熱フィン 銅 

（C1020） 

27 

327 

398 

383 

中性子遮へい体 レジン ― 

内部気体 ヘリウム 27 

127 

227 

327 

0.1527 

0.1882 

0.2212 

0.2523 

周囲環境 空気 27 

127 

227 

327 

0.02614 

0.03305 

0.03951 

0.0456 

注記１）：参考文献（１）参照。ただし，レジンは参考文献（７）参照。 
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表 5-3 温度分布計算に使用するふく射率 

構 成 部 材 材 料 ふ  く  射  率 1) 

外      筒 

二  次  蓋 

内      胴 

中  間  胴 

上部フランジ 

一次蓋 

バルブカバー 

底   板 

底部プラグ 

ステンレス鋼

（SUS304 又は

SUSF304） 
0.15 

ガンマ線遮へい材 鉛 0.28 

注記１）：参考文献（３）参照 

表 5-4 熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材    料 温  度

（℃）

縦弾性係数 1) 

（MPa） 

熱膨張係数 1) 

（×10－6㎜/㎜℃）

ポアソン比

(－) 

内      胴 

上部フランジ 

底      板 

底部プラグ 

一  次  蓋 

中  間  胴 

ステンレス鋼

(SUS304 

又は 

SUSF304）

20 

50 

75 

100 

125 

150 

175 

200 

195000 

193000 

191000 

190000 

188000 

186000 

184000 

183000 

15.21 

15.49 

15.68 

15.87 

16.05 

16.21 

16.37 

16.52 

0.3 

一次蓋締付け 

ボルト 

バルブカバー

締付けボルト 

合金鋼 

(SNB23－3) 

20 

50 

75 

100 

125 

150 

175 

200 

192000 

189000 

188000 

186000 

185000 

184000 

182000 

180000 

11.14 

11.40 

11.62 

11.82 

12.00 

12.21 

12.37 

12.54 

― 

ガンマ線遮へ

い材 
鉛 

20 

100 

200 

1370 

1280 

1170 

28.8 

29.0 

29.6 

0.44 

0.45 

0.45 

注記１）：鉛については，参考文献（５）及び（６）参照。
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表 6-1 キャスク容器用材料の許容応力値 

 (単位：MPa) 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許容応力値 

オーステナイト系ステンレス鋼 

密封シール部 

以外の部位 1) 
密封シール部 

SUS 304 

SUS F304 

許容値 

基準 
SUS F304

許容値 

基準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

一次一般膜応力強さ     Pm
 162 1.2Sm 152 

Min{Sy, 

1.2Sm} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb
 4） 243 1.8Sm 152 Sy 

一次＋二次応力強さ   PL＋Pb＋Q 3） 405 3Sm 152 Sy 

純せん断応力           σs
 81 0.6Sm   

支圧応力               σp
2) 152(228) Sy(1.5Sy)  

設計事象 

Ⅰ＋ＳＳ 

一次一般膜応力強さ     Pm
 278 

Min{2.4Sm,

2/3Su} 
152 Sy 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb
 4） 418 

Min{3.6Sm,

Su} 
152 Sy 

一次＋二次応力強さ   PL＋Pb＋Q 3） 405 3Sm 152 Sy 

純せん断応力           σs
 167 0.4Su  

支圧応力               σp
2) 418(627) Su(1.5Su)  

注記１）：底部プラグ溶接部の許容応力値は表に示される値の 1/2 とする。 

  ２）：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大き

い場合の値 

  ３）：Ｓｄ
 又はＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。 

  ４）：PLの許容応力は PL＋Pbの許容応力と同一とする。 
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表 6-2 キャスク容器用材料（ボルト用材料）の許容応力値 

 （単位：MPa） 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許  容  応  力  値 

合金鋼 SNB23－3 許 容 値 基 準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

平均引張応力 550 2 Sm 

平均引張応力＋曲げ応力 825 3 Sm 

設計事象 

Ⅰ＋ＳＳ 

平均引張応力 825   Sy 

平均引張応力＋曲げ応力 825   Sy 

 

 

表 6-3 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分）用材料の許容応力値 

 （単位：MPa） 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許容応力値 

オーステナイト系ステンレス鋼 

SUS 304 許容値基準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

一次一般膜応力強さ  Pm
 162 1.2 Sm 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb
 3） 243 1.8 Sm 

一次＋二次応力強さ  PL＋Pb＋Q 2） 405 3 Sm 

純せん断応力        σs
 81 0.6 Sm 

支圧応力            σp
1) 152(228) Sy(1.5Sy) 

設計事象 

Ⅰ＋ＳＳ 

一次一般膜応力強さ  Pm
 278 

Min 
{2.4Sm,2/3Su} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ  PL＋Pb
 3） 418 

Min 
{3.6Sm,Su} 

一次＋二次応力強さ  PL＋Pb＋Q 2） 405 3 Sm 

純せん断応力        σs
 167 0.4 Su 

支圧応力            σp
1) 418(627) Su(1.5Su) 

注記１）：（ ）内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大

きい場合の値 

  ２）：Ｓｄ
 又はＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。 

  ３）：PLの許容応力は PL＋Pbの許容応力と同一とする。 
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表 6-4(1) 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分を除く）用材料の許容応力値 

 （単位：MPa） 

許容応力 

区    分 応  力  の  種  類 

許  容  応  力  値 

オーステナイト系ステンレス鋼 

SUS304 許 容 値 基 準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｄ
 
 
1） 

一
次
応
力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

204 

204 

117 

204 

279 

1.5 ft 

1.5 fc 

1.5 fS 

1.5 fb 

1.5 fP 

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 2) 

せん断応力 2) 

曲げ応力 2) 

支圧応力 

座屈応力 

408 

234 

408 

279 

117 

3 ft 

3 fS 

3 fb 

1.5 fP 

1.5 fb,1.5 fS又は 1.5fc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力とせん断応力を組み合わせた応力

(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

2
n

2
t

2
ntnttn

22
t

2
nT 333･－･－･－  

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

b

bbc

c

cc

f51f51 ..
≦1 かつ 

t

ccbbt

f51.
－

≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

t

bbttt

f51.
≦1 かつ 

b

ttbbc

f51.
－

≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力

の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，3 fc，3 fb，3 ftとする。 

  ２)：Ｓｄ
 地震力のみによる応力振幅について評価する。 
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表 6-4(2) 中間胴（キャスク容器との溶接部近接部分を除く）用材料の許容応力値 

 （単位：MPa） 

許容応力 

区    分 応  力  の  種  類 

許  容  応  力  値 

オーステナイト系ステンレス鋼 

SUS304 許 容 値 基 準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｓ 
1） 

一
次
応
力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

204 

204 

117 

204 

279 

1.5 ft
* 

1.5 fc
* 

1.5 fS
* 

1.5 fb
* 

1.5 fP
* 

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 2) 

せん断応力 2) 

曲げ応力 2) 

支圧応力 

座屈応力 

408 

234 

408 

279 

117 

3 ft 

3 fS 

3 fb 

1.5 fP
*
 

1.5 fb,1.5 fS又は 1.5fc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力とせん断応力を組み合わせた応力

(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

2
n

2
t

2
ntnttn

22
t

2
nT 333･－･－･－  

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

b

bbc

c

cc

f51f51 ..
≦1 かつ 

t

ccbbt

f51.
－

≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

t

bbttt

f51.
≦1 かつ 

b

ttbbc

f51.
－

≦1 

ただし，②及び③において，一次応力については上式による。一次＋二次応力

の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，3 fc，3 fb，3 ftとする。 

  ２)：ＳＳ地震力のみによる応力振幅について評価する。 
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表 6-5 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単  位 処  理  桁 処  理  法 表示最小桁 

最高使用圧力 

最高使用温度 

縦弾 性係 数 

許容 応力 値 

計算 応力 値1） 

長        さ 

設 計 震 度 

面        積 

角        度 

質    量 

力 

MPa 

℃ 

MPa 

MPa 

MPa 

㎜ 

－ 

㎜ 2 

° 

kg 

N 

－ 

－ 

有効数字 4桁目 

小数点以下第 1 位 

小数点以下第 1 位 

－ 

小数点以下第 3 位 

有効数字 4 桁目 

－ 

－ 

有効数字 4桁目 

－ 

－ 

四捨五入 

切  捨  て 

切  上  げ 

－ 

切  上  げ 

安全側に処理する 

－ 

－ 

四捨五入 

設  計  値 

設  計  値 

有効数字 3桁 

整 数 値 位 

整 数 値 位 

設  計  値 

小数点以下第 2 位

有効数字 3桁 

設  計  値 

設  計  値 

有効数字 3桁 

注記１）：応力成分は，小数点以下第 2 位を四捨五入し，小数点以下第 1 位までの値を

記載する。 
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1．概要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器の二次蓋に関する応力計算書である。 

 

2．適用基準 

二次蓋は，貯蔵時の密封監視のために圧力空間を保持するための部材であり，二次蓋及

び一次蓋の蓋間内が正圧となることから，構造強度評価手法としては「発電用原子力設備

規格（設計・建設規格（2005 年版(2007 年追補版を含む)）JSME S NC1-2005/2007）（日本

機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設計・建設規格」という。）のクラス３容器に従っ

て設計する。 

また，地震時における荷重の組合せ及び許容応力については設計・建設規格 GNR-2200

に従い，「日本電気協会 原子力発電所耐震設計技術指針・補 許容応力・重要度分類編」

（JEAG 4601・補－1984）に準ずる。 

ここで，設計事象とその許容応力状態は下記のとおりとする。 

・設計事象Ⅰ＋Ｓｄ
 は，地震力として基準地震動ＳＳを考慮し， 

許容応力状態ⅢＡＳで評価する。 

・設計事象Ⅰ＋ＳＳは，地震力として基準地震動ＳＳを考慮し， 

許容応力状態ⅣＡＳで評価する。 
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3．記 号 

3.1 記号の説明 

本計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本文中に特記

ある場合は，この限りでない。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

CH 水平方向設計震度 ― 

CV 鉛直方向設計震度 ― 

D 死荷重 ― 

G 重力加速度(=9.80665) m/s2 

Md 当該設備に設計上定められた機械的荷重 ― 

Pd 

 

当該設備に設計上定められた最高使用圧力による機械的

荷重 

MPa 

 

Pb 一次曲げ応力 MPa 

Pm 一次一般膜応力 MPa 

PL 一次局部膜応力 MPa 

Q 二次応力 MPa 

S 

 

最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表

Part5 表 5 に規定する材料の許容引張応力 

MPa 

 
 Ｓｄ

  

 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいず

れか大きい方 

― 

 

ＳＳ 基準地震動ＳＳにより定まる地震力 ― 

S12 主応力差 ｜σ1―σ2｜ MPa 

S23 主応力差 ｜σ2―σ3｜ MPa 

S31 主応力差 ｜σ3―σ1｜ MPa 

Su 設計引張強さ MPa 

Sy 設計降伏点 MPa 

σ1 主応力 MPa 

σ2 主応力 MPa 

σ3 主応力 MPa 

σｎ 評価断面に垂直な方向の応力 MPa 

σｔ 評価断面に平行な方向の応力 MPa 

σθ 円周方向応力 MPa 

τnt せん断応力 MPa 

τtθ せん断応力 MPa 

τnθ せん断応力 MPa 

αH 水平方向設計加速度 m/s2 

αV 鉛直方向設計加速度 m/s2 

I＋Ｓｄ
 
 

 

設計事象 I の貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力が作用し

た場合の許容応力区分 

― 

 

I＋ＳＳ 

 

設計事象 I の貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用し

た場合の許容応力区分 

― 
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4．設計条件及び構造 

4.1 設計条件 

最高使用圧力及び最高使用温度を表 4-1 に示す。 

 

4.2 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力等に

ついては，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めないことを原則とし，規格，基

準等を内挿して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 4-2 に示す。 

 

4.3 二次蓋の構造 

二次蓋の構造を図 4-1 に示す。 
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5．応力計算（Ｓｄ
 及びＳＳ地震時） 

5.1 荷重条件 

応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の３つである。 

a. 最高使用圧力（0.4MPa） 

b. ボルト初期締付け力（4.6×106N） 

c. 地震力 

 

5.2 計算方法 

(1) 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 4-1 に示す。 

 

(2) 物性値 

応力計算に使用する材料の物性値を表 5-1 に示す。 

 

(3) 計算モデル 

二次蓋の応力計算は，二次蓋の実形状をモデル化し，汎用解析コードである 

ＡＢＡＱＵＳを用いて行う。 

ＡＢＡＱＵＳとは，有限要素法に基づく，伝熱解析，応力解析等の汎用解析コード

である。応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部を小さなメッ

シュに分割し，各メッシュについて計算を実施することによって行う。 

計算モデルは次の方針に従う。 

a. モデル化に当たっては，二次蓋の形状の対称性及び荷重の対称性を考慮する。 

b. 解析モデルは三次元固体（連続体）要素による解析モデルとする。 

加速度として次の値を用いる。 

Ｓｄ
 地震力が作用する場合：αH＝CHG＝11.48m/s2，αV＝CVG＝6.38 m/s2 

ＳＳ 地震力が作用する場合：αH＝CHG＝11.48m/s2，αV＝CVG＝6.38 m/s2 

 

二次蓋の応力評価点（面）を図 5-1 に示す。解析コードＡＢＡＱＵＳの三次元固体

（連続体）要素による解析モデルを図 5-2 に示す。 
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5.3 評価方法 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎に分

類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は下記のとおりである。 

σθ ：円周方向応力 

σn ：評価断面に垂直な方向の応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力 

τnθ ：せん断応力 

τnt ：せん断応力 

τtθ ：せん断応力 

二次蓋用材料の許容応力値を表 5-2 に示す。 

二次蓋締付けボルトの許容応力値を表 5-3 に示す。 

(1) 二次蓋の応力評価

二次蓋の応力評価は，以下の項目を実施する。

a. 一次応力強さ

b. 一次＋二次応力強さ（地震力のみによる応力振幅）

(2) 二次蓋締付けボルトの応力評価

二次蓋締付けボルトの応力評価は一次応力強さについて実施する。

5.4 計算結果 

評価対象として応力評価点（面）についての応力評価を表 5-4 に示す。 

評価断面

σt

σθ

σn
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6．応力評価（Ｓｄ
 及びＳＳ地震時） 

各設計事象における二次蓋及び二次蓋締付けボルトの評価を表 6-1 に示す。 

表 6-1 より各部の一次応力は許容値を満足する。また，二次蓋の一次＋二次応力は 2 Sy

以下となり，疲労評価不要の条件を満足する。 
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図 4-1 二次蓋の構造 
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図 5-1 応力評価点（面） 
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表 4-1 設 計 条 件 

項   目 設 計 値 

最高使用圧力 MPa 0.4 

最高使用温度 ℃ 160 

 

 

表 4-2 数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単  位 処  理  桁 処  理  法 表示最小桁 

最高使用圧力 

最高使用温度 

許容 応力 値 

計算 応力 値1）

必 要 厚 さ 

最 小 厚 さ 

長        さ 

面        積 

力 

MPa 

℃ 

MPa 

MPa 

㎜ 

㎜ 

㎜ 

㎜ 2 

N 

－ 

－ 

小数点以下第 1位 

小数点以下第 1位 

小数点以下第 2位 

小数点以下第 2位 

－ 

有効数字４桁目 

有効数字４桁目 

－ 

－ 

切  捨  て 

切  上  げ 

切  上  げ 

切  捨  て 

－ 

安全側に処理する 

切  上  げ 

設  計  値 

設  計  値 

整 数 値 位 

整 数 値 位 

小数点以下第 1位

小数点以下第 1位

設  計  値 

有効数字３桁 

有効数字３桁 

注記 1)：応力成分は，小数点以下第 2 位を四捨五入し，小数点以下第 1 位までの値を 

記載する。 
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表 5-1 応力計算に使用する材料の物性値 

部位 材料 
温度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

ポアソン比 

（－） 

二次蓋 
ステンレス鋼

（SUSF304） 
160 185000 0.3 

二次蓋締め付けボルト
合金鋼 

（SNB23-3） 
160 183000 － 

 

 

 

表 5-2 二次蓋の許容応力値 

(単位：MPa) 

許容応力 

区分 

荷重の 

組合せ 
応力の種類 

許容応力値 

オーステナイト系ステンレス鋼 

SUSF304 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
 
 D+Pd+Md+Sd 

一次一般膜応力(Pm) 152 
Min{Sy,0.6Su}と

1.2Sの大きい方

一次膜＋一次曲げ応力(PL+Pb) 228 上記の 1.5 倍 

一次＋二次応力 1)(PL+Pb+Q) 304 2Sy 

Ⅰ＋ＳＳ D+Pd+Md+SS 

一次一般膜応力(Pm) 250 0.6Su 

一次膜＋一次曲げ応力(PL+Pb) 376 0.9Su 

一次＋二次応力 1)(PL+Pb+Q) 304 2Sy 

注記１)：Ｓｄ
 又はＳＳ地震動のみによる応力振幅について評価する。 

 

 

 

表 5-3 二次蓋締付けボルトの許容応力値 

(単位：MPa) 

許容応力

区分 

荷重の 

組合せ 
応力の種類 

許容応力値 

合金鋼 SNB23-3 許容値基準 

Ⅰ＋Ｓｄ
  D+Pd+Md+Sd 平均引張応力 300 1.5S 

Ⅰ＋ＳＳ D+Pd+Md+SS 平均引張応力 400 2S 
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表 5-4(1) 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：D+Pd+Md+Sd
 の場合） 

       （単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類

応 力 成 分1） 
計算値 許容応力

σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

二 

次 

蓋 

①-①’ PL+Pb 23 228 

① 
PL+Pb+Q2)

1 304 

①’ 1 304 

②-②’ PL+Pb 22 228 

② 
PL+Pb+Q2)

1 304 

②’ 1 304 

③-③’ PL+Pb 18 228 

③ 
PL+Pb+Q2)

1 304 

③’ 1 304 

④-④’ Pm 5 152 

④ 
PL+Pb 34 228 

PL+Pb+Q2) 1 304 

④’ 
PL+Pb 25 228 

PL+Pb+Q2) 1 304 

二
次
蓋 

締
付
け 

ボ
ル
ト

⑤ 
平均引張 

応力 
146 300 

注記１）：σn ：評価断面に垂直な方向の応力  σθ ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力  τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）：Ｓｄ
 地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 5-4(2) 二次蓋の応力計算結果（荷重組合せ：D+Pd+Md+SSの場合） 

       （単位：MPa） 

部位 
評価点 

(面) 
応力分類

応 力 成 分1） 
計算値 許容応力

σn σt σθ τnt τtθ τnθ 

二 

次 

蓋 

①-①’ PL+Pb 23 376 

① 
PL+Pb+Q2)

1 304 

①’ 1 304 

②-②’ PL+Pb 22 376 

② 
PL+Pb+Q2)

1 304 

②’ 1 304 

③-③’ PL+Pb 18 376 

③ 
PL+Pb+Q2)

1 304 

③’ 1 304 

④-④’ Pm 5 250 

④ 
PL+Pb 34 376 

PL+Pb+Q2) 1 304 

④’ 
PL+Pb 25 376 

PL+Pb+Q2) 1 304 

二
次
蓋 

締
付
け 

ボ
ル
ト

⑤ 
平均引張 

応力 
146 400 

注記１）：σn ：評価断面に垂直な方向の応力  σθ ：円周方向応力 

σt ：評価断面に平行な方向の応力  τnt  ,τtθ   ,τnθ  ：評価断面上のせん断応力 

２）：ＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6-1 二次蓋の応力評価 

           (単位：MPa) 

許容応力 

区分 
荷重の組合せ 部 位 応力分類 評価点 計算値 

許容 

応力値 

Ⅰ＋Ｓｄ
  D+Pd+Md+Sd  

二次蓋 

Pm  ④－④’   5 152 

PL+Pb ④  34 228 

PL+Pb+Q1) ②   1 304 

二次蓋 

締付けボルト 平均引張応力 ⑤ 146 300 

Ⅰ＋ＳＳ D+Pd+Md+SS 

二次蓋 

Pm  ④－④’   5 250 

PL+Pb ④  34 376 

PL+Pb+Q1) ②   1 304 

二次蓋 

締付けボルト 平均引張応力 ⑤ 146 400 

注記１)：Ｓｄ
 及びＳＳ地震動のみによる応力振幅について評価する。 
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1. 概  要 

本計算書は，使用済乾式貯蔵容器のバスケットに関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

 

1.2 計算結果の概要 

 計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

 なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点(面)を

本計算書に記載している。 

 表中の「－」は，評価すべき応力が発生しない又は評価上厳しくないため評価を省略

している。以下，本計算書において同様である。 

 



 2  

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

2. 温度分布計算

2.1 計算方法 

温度分布計算は，解析コードＡＢＡＱＵＳにより行う。計算のためのモデル図を 

図 2-1 に示す。 

温度分布計算に使用する外表面の熱伝達率の計算条件と計算結果を表 2-1 に示す。 

2.2 温度分布図 

2.1 項の計算により得られた温度分布図を図 2-2 に示す。 
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3. 応力計算

3.1 応力評価点 

バスケットの応力評価点(面)を図 3-1 に示す。 

3.2 貯蔵時（Ｓｄ
 及びＳＳ地震力が作用する場合） 

3.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
 及びＳＳ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとす

る。 

地震力＋自重＋熱荷重 

3.2.2 計算方法 

(1) チャンネル，サポートブロック，補強板及び仕切板

a．一次応力強さ 

(a) 鉛直方向(Z 方向)の加速度による応力

鉛直方向加速度により発生するバスケット軸方向の応力(σy)は次式で表される。 

σy=－ρ・G1・L

ここで， ρ ：材料の密度（＝2.70×10－６㎏／㎜３） 

G1 ：鉛直方向加速度（m/s2） 

  L ：バスケット全長（＝4495 ㎜） 

他の応力成分は零である。 

 ただし，G1＝9.81＋αv 

αv：鉛直方向設計加速度（＝CvG＝6.38 m/s2） 

(b) 水平方向（X 方向または Y 方向）の加速度による応力

解析コードＡＢＡＱＵＳの二次元平面固体(連続体)要素及びはり要素による解析

モデルを図 3-2(1)及び図 3-2(2)に示す。

 各部材間は相互の接触を考慮し，サポートブロックは内胴に設置されているサポ 

ートガイド接触面と接触境界を設けている。加速度は X 方向または Y 方向に作用さ 

れるものとし，その大きさは以下の通りとする。 

X 方向加速度：G2（＝αH） 

 Y 方向加速度：G3（＝αH） 

 ただし， αH：水平方向設計加速度（＝CHG＝11.48 m/s2） 
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b．支圧応力 

水平方向加速度によりサポートブロックにおいてサポートガイドとの接触部に発

生する平均支圧応力(σp)は次式で表される。 

A4
αW H

pσ  

ここで， W ：バスケット＋使用済燃料(61 体)の質量（=25200kg） 

 A ：サポートガイドとの接触面積（＝1.76×105 ㎜ 2） 

 αH ：a.と同じ 

c．座屈応力 

チャンネル及び仕切板に発生する圧縮応力は a.と同様にして求められる。ただし，

熱荷重は，2.2 項の結果から得られた貯蔵時(縦置き姿勢)での温度分布による。 

 

(2) サポートガイド 

a．一次応力強さ 

解析コードＡＢＡＱＵＳの二次元平面固体(連続体)要素による解析モデルを図 3-3

に示す。 

 水平方向（X 方向または Y 方向）に加速度がバスケットに作用する場合，サポー

トガイド１個に作用する貯蔵容器軸方向単位長さ当たりの荷重は次式で与えられる。 

S

2
X L4

GWF   

S

3
Y L4

GW
F  

ここで， FX：X 方向荷重（N/㎜） 

 FY：Y 方向荷重（N/㎜） 

 W：バスケット＋使用済燃料(61 体)の質量（=25200kg） 

 G2：X 方向加速度（= αH =11.48 m/s2） 

 G3：Y 方向加速度（= αH =11.48 m/s2） 

 LS：サポートガイドの長さ（＝4350 ㎜） 

したがって， 

 FX = 16.6 N/㎜， FY = 16.6 N/㎜ 

内胴との溶接部(コーナー)を拘束する。 
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(3) サポートガイド溶接部

a．平均せん断応力 

サポートガイド溶接部において発生する平均せん断応力(σｓ)は次式で表される。

A4
GWσ 2

s  または 

A4
GWσ 3

s

ここで，W，G2，G3 ：(2)と同じ 

A ：サポートガイド溶接部の断面積（=4.31×104mm2） 

(4) 底板

a．支圧応力

底板底面に発生する平均支圧応力(σｐ)は次式で表される。 

A
GW

σ 1
p

ここで， W ：(2)と同じ 

G1 ：(1)と同じ 

A ：底板底面のキャスク容器との接触面積（＝1.17×106 ㎜ 2） 

3.2.3  計算結果 

応力計算結果を表 3-1 及び表 3-2 に示す。 
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4. 応力の評価 

4.1 応力強さの評価 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の一次一般膜応力強さ(Ｐｍ)及び一次膜＋一次曲

げ応力強さ(Ｐｍ＋Ｐｂ)は「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

 

4.2 特別な応力の評価 

4.2.1 純せん断応力 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の平均せん断応力(σｓ)は「応力解析の方針」

5.5 項の規定を満足する。 

4.2.2 支圧応力 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の平均支圧応力(σｐ)は「応力解析の方針」5.5

項の規定を満足する。 

4.2.3 座屈応力 

 各設計事象における応力計算結果と許容応力を表 4-1 及び表 4-2 に示す。 

 表 4-1 及び表 4-2 より，各設計事象の座屈応力(σb)は「応力解析の方針」5.5 項

の規定を満足する。 
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図 2-1 温度分布計算モデル 
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図 2-2 温度分布図（貯蔵時） 
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(単位：㎜) 

図 3-2(1) バスケットの解析モデル 

（Ｘ方向の加速度が作用する場合） 
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(単位：㎜) 

図 3-2(2) バスケットの解析モデル 

（Ｙ方向の加速度が作用する場合） 
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(単位：㎜) 

図 3-2(3)  バスケットの解析モデル 

（熱荷重作用時） 
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(単位：㎜) 

図 3-3  サポートガイドの解析モデル
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NT2 補② Ⅴ-2-4-2-3 R0 

表 1-1 計算結果の概要 

 （単位：MPa） 

部     位 材  料 設 計 事 象
一 次 一 般 膜 応 力 強 さ 一次膜＋一次曲げ応力強さ 一 次 ＋二 次 応 力 強 さ 

計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点 計算値 許容応力 評価点

チャンネル 
A5052TD－H34

相当 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 1 ① 3 ①  

Ⅰ＋ＳＳ 1 ① 3 ①  

補強板 A5083P－O 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 1 ⑤ 4 ⑥  

Ⅰ＋ＳＳ 1 ⑤ 4 ⑥  

仕切板 A5083P－O 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 1 ⑨ 3 ⑨  

Ⅰ＋ＳＳ 1 ⑨ 3 ⑨  

サポートブロック A5083FH－O 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 3 ⑪ 6 ⑪  

Ⅰ＋ＳＳ 3 ⑪ 6 ⑪  

サポートガイド SUS304 

 Ⅰ＋Ｓｄ
 4 202 ⑭ 6 303 ⑭  

Ⅰ＋ＳＳ 4 278 ⑭ 6 418 ⑭  
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線
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表 2-1 熱伝達率の計算 

熱伝達の形式：空気の自然対流による乱流熱伝達 

事 象 領域 1) 部 位 形 状

空気

温度

(℃)

熱伝導率 2) 

λ 

(Ｗ/ｍ･Ｋ) 

ﾌﾟﾗﾝﾄﾙ数 2) 

Ｐｒ 

（－） 

ﾚｰﾚｰ数 3) 4)

Ｒa 

（－） 

熱伝達率 4)

ｈ 

（Ｗ/㎡･Ｋ）

貯蔵時 

① 
貯蔵容器

側面 

垂直 

円筒 
45 27.45×10-3 0.719 1.33×1010 1.48×ΔＴ 1/3

運搬時 
水平 

円筒 
38 26.94×10-3 0.718 1.08×109 1.16×ΔＴ 1/3

注記 1)：図 3-1 参照 

   2)：参考文献（１）参照 

   3)：温度差ΔＴ=1.0℃に対する値を示す。 

   4)：レーレー数及び熱伝達率は下記の式を用いて計算する。 

Ｒa＝
2

3

ν

PｒＤTG
 

ｈ＝0.13
Ｄ

λ
aＲ3  （垂直円筒）5) 

ｈ＝0.1
Ｄ

λ
aＲ3  （水平円筒）2) 

ここで  G ：重力加速度（＝9.81 m/s2） 

 β  ：熱膨張係数（＝１/318 ㎜/㎜℃：貯蔵時） 

         （＝１/311 ㎜/㎜℃：運搬時） 

 ΔT ：周囲空気と表面の温度差（℃） 

 Ｄ  ：代表長さ（ｍ） 

 ν  ：動粘性係数（＝17.66×10-6 m2/s：貯蔵時） 

         （＝16.95×10-6 m2/s：運搬時） 

   5)：参考文献（５）参照 



 

 17  

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

表 2-2 温度分布計算の評価条件 

項   目 評 価 条 件 

 

対象燃料 

 

収納体数（体） 

 

発 熱 量（kW） 

 

姿  勢 

 

周囲温度（℃） 

 

 

高燃焼度８×８燃料 1) 

 

61 

 

17.1 2) 

 

縦置き／横置き 3) 

 

45／38 3) 

 

注記 1)：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃料

及び高燃焼度８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼度

８×８燃料について行う。 

   2)：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

   3)：貯蔵時／運搬時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 
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表 3-1 Ｓｄ
 地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (1/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類 
評価点

（面）

応力成分１） 
計算値

許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ 

チ 

ャ 

ン 

ネ 

ル 

Pm 

① 1 

② 1 

③ 1 

Pm+Pb 

① 3 

② 2 

③ 3 

σs － －

σp － －

σb ① 1 

補 

強 

板 

① 

Pm 
④ 1 

⑤ 1 

Pm+Pb 
④ 2 

⑤ 3 

σs －

σp －

σb －

補 

強 

板 
② 

Pm 
⑥ 1 

⑦ 1 

Pm+Pb 
⑥ 4 

⑦ 4 

σs －

σp －

σb －

仕 

切 

板 

Pm 
⑧ 1 

⑨ 1 

Pm+Pb 
⑧ 2 

⑨ 3 

σs － 

σp － 

σb ⑨ 1 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

   σy ：評価断面に平行な方向の応力 

σz ：評価断面に平行な方向の応力 

τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 
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表 3-1 Ｓｄ
 地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (2/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類 
評価点

（面）

応力成分１） 
計算値

許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ 

サ
ポ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク 

Pm 
⑩ 2 

⑪ 3 

Pm+Pb 
⑩ 3 

⑪ 6 

σs － － 

σp ⑫ 1 

σb － － 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド 

Pm ⑭ 4 202 

Pm+Pb ⑭ 6 303 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

溶
接
部 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 48 

σp － － － 

σb － － － 

底 
 

板 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 150 

σb － － － 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

   σy ：評価断面に平行な方向の応力 

σz ：評価断面に平行な方向の応力 

τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 

線



 

 20  

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
4
-
2
-
3
 
R
0
 

表 3-2 ＳＳ地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (1/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類 
評価点

（面）

応力成分１） 
計算値

許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ 

チ 

ャ 

ン 

ネ 

ル 

Pm 

① 1 

② 1 

③ 1 

Pm+Pb 

① 3 

② 2 

③ 3 

σs － － 

σp － － 

σb ① 1 

補 

強 

板 

① 

Pm 
④ 1 

⑤ 1 

Pm+Pb 
④ 2 

⑤ 3 

σs － － 

σp － － 

σb － － 

補 

強 

板 
② 

Pm 
⑥ 1 

⑦ 1 

Pm+Pb 
⑥ 4 

⑦ 4 

σs － － 

σp － － 

σb － － 

仕 

切 

板 

Pm 
⑧ 1 

⑨ 1 

Pm+Pb 
⑧ 2 

⑨ 3 

σs － － 

σp － － 

σb ⑨ 1 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

      σy ：評価断面に平行な方向の応力 

 σz ：評価断面に平行な方向の応力 

 τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 

線
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表 3-2 ＳＳ地震力が作用する場合のバスケットの応力計算結果 (2/2) 

（単位：MPa） 

部位 応力分類 
評価点

（面）

応力成分１） 
計算値

許容 

応力 σｘ σｙ σｚ τｘｙ τｙｚ τｘｚ 

サ
ポ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク 

Pm 
⑩ 2 

⑪ 3 

Pm+Pb 
⑩ 3 

⑪ 6 

σs － － 

σp ⑫ 1 

σb － － 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド 

Pm ⑭ 4 278 

Pm+Pb ⑭ 6 418 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

 
 

溶
接
部 

 

サ
ポ
ー
ト
ガ
イ
ド 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 64 

σp － － － 

σb － － － 

底 
 

板 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 200 

σb － － － 

注記 1） σx ：評価断面に垂直な方向の応力 

      σy ：評価断面に平行な方向の応力 

 σz ：評価断面に平行な方向の応力 

 τｘｙ,τｙｚ,τｚｘ ：評価断面上のせん断応力 
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表 4-1 バスケットの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
 地震力が作用する場合） 

 (単位：MPa) 

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

チャンネル 

Pm ① 1 

Pm+Pb ① 

σs － 

σp － 

σb ① 

補強板① 

Pm ⑤ 

Pm+Pb ⑤ 

σs － 

σp － 

σb － 

補強板② 

Pm ⑥ 

Pm+Pb ⑥ 

σs － 

σp － 

σb － 

仕切板 

Pm ⑨ 

Pm+Pb ⑨ 

σs － 

σp － 

σb ⑨ 

サポートブロック 

Pm ⑪ 

Pm+Pb ⑪ 

σs － 

σp ⑫ 1 

σb － 

サポートガイド 

Pm ⑭ 4 202 

Pm+Pb ⑭ 6 303 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

サポートガイド 

溶 接 部 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 48 

σp － － － 

σb － － － 

底    板 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 150 

σb － － － 
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表 4-2 バスケットの応力評価（貯蔵時：ＳＳ地震力が作用する場合） 

 (単位：MPa) 

部位 応力の種類 評価点（面） 計算値 許容応力 

チャンネル 

Pm ①  1 

Pm+Pb ① 3 

σs － －

σp － －

σb ① 

補強板① 

Pm ⑤ 1 

Pm+Pb ⑤ 3 

σs － －

σp － －

σb － －

補強板② 

Pm ⑥ 1 

Pm+Pb ⑥ 4 

σs － －

σp － －

σb － －

仕切板 

Pm ⑨ 1 

Pm+Pb ⑨ 3 

σs － －

σp － －

σb ⑨ 

サポートブロック 

Pm ⑪ 3 

Pm+Pb ⑪ 6 

σs － －

σp ⑫ 1 

σb － －

サポートガイド 

Pm ⑭ 4 278 

Pm+Pb ⑭ 6 418 

σs － － － 

σp － － － 

σb － － － 

サポートガイド 

溶 接 部 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs ⑮ 2 64 

σp － － － 

σb － － － 

底    板 

Pm － － － 

Pm+Pb － － － 

σs － － － 

σp ⑬ 1 200 

σb － － － 
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1. 概  要 

 本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のバスケットに関する応力解析の方針を述べるもので

ある。 

 

注：図表は，一括して巻末に示す。 
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，バスケットは，貯蔵時において，使用済燃料貯蔵ラ

ックと同様に「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版(2007 年追補版を含む)）

JSME S NC1-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設計・建設規格」という。）

の機器等の区分に当てはまらないと考えられるが，使用済燃料集合体を直接支持する部材

であるため，炉心支持構造物に準じて設計する。 

ここで，設計事象とその許容応力状態は下記のとおりとする。 

・設計事象Ⅰ＋Ｓｄ
 は，地震力として基準地震動ＳＳを考慮し， 

許容応力状態ⅢＡＳで評価する。 

・設計事象Ⅰ＋ＳＳは，地震力として基準地震動ＳＳを考慮し， 

許容応力状態ⅣＡＳで評価する。 

 

 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は｢設計・建設規格○○○－

○○○○｣として示す。 
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3. 記 号 

3.1 記号の説明 

 本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，本

文中に特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

A 

CH 

CV 

FX 

FY 

fs 

fc 

fb 

G 

G1 

G2 

G3 

L 

LS 

Pb 

Pm 

Q  

Ｓｄ
  

 

ＳＳ 

Sm 

Su 

Sy 

W 

Z 

αH 

αV 

ρ 

σ1 

σ2 

σ3 

断面積または接触面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

単位長さあたりの X 方向荷重 

単位長さあたりの Y 方向荷重 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

重力加速度(=9.80665) 

Z 方向加速度 

X 方向加速度 

Y 方向加速度 

バスケット全長 

サポートガイドの長さ 

一次曲げ応力 

一次一般膜応力 

二次応力 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震

力のいずれか大きい方 

基準地震動ＳＳにより定まる地震力 

設計応力強さ 

設計引張強さ 

設計降伏点 

質量 

断面係数 

水平方向設計加速度 

鉛直方向設計加速度 

密度 

主応力 

主応力 

主応力 

mm2 

― 

― 

N／mm 

N／mm 

MPa 

MPa 

MPa 

m／s2 

m／s2 

m／s2 

m／s2 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

㎏ 

mm3 

m／s2 

m／s2 

㎏／mm3 

MPa 

MPa 

MPa 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

σb 

σp 

σs 

σx 

σy 

σz 

τxy 

τyz 

τzx 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

 

Ⅰ＋ＳＳ 

 

座屈応力 

平均支圧応力 

平均せん断応力 

評価断面に垂直な方向の応力(x 方向) 

評価断面に平行な方向の応力(y 方向) 

評価断面に平行な方向の応力(z 方向) 

せん断応力 

せん断応力 

せん断応力 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力が

作用した場合の許容応力区分 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が

作用した場合の許容応力区分 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

 

― 
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4. 設計条件 

バスケット及びサポートガイドは，以下の設計条件に耐えるように設計する。 

4.1  基本仕様 

最高使用温度（バスケット） ： 210 ℃ 

最高使用温度（サポートガイド） ： 160 ℃ 

 

4.2  温度分布計算条件 

温度分布計算条件として，使用済燃料乾式貯蔵容器の収納物(使用済燃料)，姿勢及び

周囲温度の条件を表 4-1 に示す。 

 

4.3  設計事象 

設計上考慮する事象を表 4-2 に示す。 

 

4.4 荷重の種類とその組合せ 

バスケットの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4-3 に示す。応力解析に

用いる荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件 

5.1  解析対象とする事象 

表 5-1 に示すように，設計事象は I＋Ｓｄ
 及びⅠ＋ＳＳとし，解析を実施する。 

 

5.2  解析箇所 

バスケットの応力解析を行う箇所は次のとおりである(図 5-1 参照)。 

(1) チャンネル 

(2) サポートブロック 

(3) 補強板① 

(4) 補強板② 

(5) 仕切板 

(6) 底板 

(7) サポートガイド 

(8) サポートガイド溶接部 

 

5.3  形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

 

5.4  物性値 

温度分布計算及び応力計算に使用する材料の物性値は下記のとおりである。 

(1) 温度分布計算に使用する物性値を表 5-2 及び表 5-3 に示す。 

なお，熱伝導率はその温度依存性を考慮する。 

(2) 熱応力計算に使用する物性値を表 5-4 に示す。 

なお，熱応力計算に使用する物性値はその温度依存性を考慮する。 

(3) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度に対する値を用いる。 

なお，常温は 20℃とする。 
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5.5  許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次に各号に掲げるとおりとする。 

(1) バスケットにあっては，次によること。 

a．設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力が作用して生じる応力の応力解

析による一次応力強さは，設計・建設規格 CSS-3111(3) の規定を満足すること。 

b．設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる応力の応力解析

による一次応力強さは，設計・建設規格 CSS-3111(4) の規定を満足すること。 

c．純せん断荷重を受ける部分にあっては，a.及び b.の規定にかかわらず，平均せん

断応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 CSS-3114(2)に定める値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 CSS-3114(3)に定める値を超えないこと。 

d．支圧荷重を受ける部分にあっては，平均支圧応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 CSS-3115(2)に定める値を超えないこと。 

(b) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる場合におい

ては，設計・建設規格 CSS-3115(3)に定める値を超えないこと。 

e．圧縮荷重を受ける部分にあっては，座屈応力は，次の規定を満足すること。 

(a) 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力又はＳＳ地震力が作用して生

じる場合においては，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める値

の 1.5 倍の値を超えないこと。 

f．設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用してバスケットに塑性変形

が生じる場合には，臨界防止評価のため変形量の評価を行う。 

g．溶接部にあっては，設計・建設規格 CSS-3150 に規定される継手効率を考慮する

こと。 

 

(2) (1)において，設計・建設規格の｢供用状態Ａ｣及び｢供用状態Ｂ｣は，それぞれ｢設計

事象Ⅰ｣及び｢設計事象Ⅱ｣と読み替える。 

 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6. 応力解析の手順 

応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1  解析手順の概要 

バスケット及びサポートガイドの応力解析フローを図 6-1 に示す。 

バスケット及びサポートガイドの応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基

にバスケット及びサポートガイドの実形状をモデル化し，汎用解析コードであるＡＢＡ

ＱＵＳ及び応力評価式を用いて行う。 

ＡＢＡＱＵＳとは，有限要素法に基づく，伝熱解析，応力解析等の汎用解析コードで

ある。温度分布計算及び応力計算は，解析しようとする箇所を形状，材料等の不連続部

を小さなメッシュに分割し，各メッシュについて計算を実施することによって行う。 

 

6.2  荷重条件の選定 

荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要

な荷重条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書

に示す。 

 

6.3  温度分布計算 

6.3.1  温度分布計算の方法 

(1) 計算を行う設計事象は，貯蔵容器姿勢が縦置きの貯蔵時及び横置きの運搬時とす

る。 

(2) 計算モデルは次の方針に従う。 

ａ. チャンネル，中性子吸収板，補強板，仕切板，サポートブロック，内胴，ガンマ

線遮へい体，中間胴，中性子遮へい体，伝熱フィン及び外筒は形状の対称性を考

慮し，二次元 1/4 断面モデルとする。 

なお，使用済燃料はチャンネル内面に伝わる熱流束の対称性を考慮し集合体毎に

均質化してこの領域の発熱量をチャンネル内面に与える。 

ｂ. 形状及び材料の不連続性を考慮して，温度計算のためのメッシュ分割を行う。 

ｃ. バスケット各部の温度差が最も大きくなる貯蔵容器中央部の半径方向断面につ

いてモデル化し，軸方向の熱の流れはないと仮定する。 

ｄ. 外表面からの放熱は自然対流及びふく射とする。 

ｅ. モデル図及び境界条件を応力計算書に示す。 

なお，境界には計算で求めた熱伝達率を考慮する。 

(3) 計算機コードを用いて，温度分布を計算する。 

(4) 温度分布の計算結果を応力計算書に示す。 
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6.4  応力計算と評価 

6.4.1  応力計算の方法 

(1) 応力計算は代表事象毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の２つである。 

ａ. 機械的荷重 

  自重（燃料集合体を含む貯蔵容器の貯蔵時の設計重量を用いる。），衝撃荷重及 

びその他の負荷荷重をいう。 

ｂ. 熱荷重 

  バスケットに生じる温度変化，温度勾配による荷重であって，温度分布計算の 

 結果から得られるものをいう。 

(2) 計算モデルは次の方針に従う。 

ａ. モデル化にあたっては，バスケットの形状の対称性及び荷重の対称性を考慮し，

1/2 形状の２次元平面固体要素及びはり要素による解析モデルとする。ただし，

熱荷重に対しては，対称性を考慮し，1/4 形状の解析モデルとする。 

ｂ. 中性子吸収板は非構造強度部材としてモデルより除外する。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点(面)をとる。評価点(面)は，計算書に示

す。 

応力評価は，この応力評価点(面)について行う。 

 

6.4.2  応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎

に分類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σｘ ：評価断面に垂直な方向の応力(ｘ方向) 

σｙ ：評価断面に平行な方向の応力(ｙ方向) 

σｚ ：評価断面に平行な方向の応力(ｚ方向) 

τxy：せん断応力 

τyz：せん断応力 

τzx：せん断応力 

 

 

バスケット用材料の許容応力値を表 6-1 に示す。 

 

(1) バスケット及びサポートガイドの応力評価 

バスケット及びサポートガイドの応力評価は，設計・建設規格 CSS-3110 及び

SSB-3120 に従い以下の項目を実施する。 

ａ. 一次応力強さ 

ｂ. 特別な応力の検討 

(a) 純せん断応力の評価 

σｘ σｚ 

評価断面 

σｙ 
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(b) 支圧応力の評価

(c) 座屈応力の評価

6.4.3  数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力

等については，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めないことを原則とし，規格，

基準等を内挿して使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6-2 に示す。 
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図 6-1  バスケットの応力解析フロー図 
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表 4-1 使用済燃料の条件 

項 目 燃料条件 

対象燃料 高燃焼度８×８燃料 1) 

貯蔵容器１基当たりの収納体数(体) 61 

貯蔵容器１基当たりの発熱量(kW) 17.1 2) 

姿勢 縦置き／横置き 3) 

周囲温度(℃) 45／38 3) 

注記 1)：８×８燃料，新型８×８燃料，新型８×８ジルコニウムライナ燃料及び 

高燃焼度８×８燃料のうち最も厳しい発熱量となる高燃焼度８×８燃料 

について行う。 

2)：ＯＲＩＧＥＮ２コードにより求めた。 

3)：貯蔵時／運搬時における貯蔵容器姿勢及び周囲温度 
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表 4-2  貯蔵容器の設計事象 

設
計
事
象 

定    義 解      説 事象の例 選定事象 

 

Ⅰ 

貯蔵容器の通常の

取扱い時及び貯蔵

時の状態をいう。

貯蔵状態及び計画的な取

扱い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上げ，

吊下げ，移動 

・事業所内運搬 

・貯蔵 

 

 

表 4-3  バスケットの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設計事象 

荷  重 

 

 

 

 

 

 

荷 重 時 

自
重
に
よ
る
荷
重 

運
搬
時
荷
重 

吊
上
げ
荷
重 

衝
撃
荷
重

熱 

荷 

重 

備 
 

考 

 

異
常
着
床
・ 

 

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突 

Ⅰ 貯    蔵    時 ○    ○ (1)

（1）Ｓｄ
 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ⅰの貯蔵時における 

荷重と組み合わせるものとする。 
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表 5-1  代  表  事  象 

設計事象  代表事象 1） 包絡される事象 荷重条件 備    考 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

貯  蔵  時 

Ｓｄ
 地震力が

作用する場合
         

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2) 

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2) 

熱荷重 

         

Ⅰ＋ＳＳ 

貯  蔵  時 

ＳＳ地震力が

作用する場合
         

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2) 

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2) 

熱荷重 

         

注記 1)：本事象について応力解析を行う。 
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表 5-2  温度分布計算に使用する材料の物性値 

構  成  部  材 材        料 温  度 

（℃） 

熱伝導率 1) 

（W／m・K） 

内      胴 

中  間  胴 

外      筒 

ステンレス鋼 

（SUS304 又は 

SUSF304） 

27 

127 

327 

16.0 

16.5 

19.0 

ガンマ線遮へい体 鉛 27 35.2 

中性子遮へい体 レジン － 

伝熱フィン 銅 

（C1020） 

27 

327 

398 

383 

チャンネル アルミニウム合金 

（A5052TD-H34 相当） 

20 

50 

100 

150 

200 

250 

補強板 

仕切板 

サポートブロック 

底板 

アルミニウム合金 

（A5083FH－0 

又は A5083P－0） 

20 

50 

100 

150 

200 

250 

中性子吸収板 ボロン添加アルミ 

ニウム合金及び 

アルミニウム合金 

20 

100 

200 

内部気体 ヘリウム 27 

127 

227 

327 

0.1527 

0.1882 

0.2212 

0.2523 

周囲気体 空気 27 

127 

227 

327 

0.02614 

0.03305 

0.03951 

0.0456 

注記 1)：参考文献（１）参照。ただし，レジンは参考文献（４）参照。 

 

 

線
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表 5-3  温度分布計算に使用するふく射率 

構 成 部 材 材  料 ふ  く  射  率 1) 

外      筒 

内      胴 

中  間  胴 

ステンレス鋼 

（SUS304 又は

SUSF304） 

0.15 

ガンマ線遮へい体 鉛 0.28 

チャンネル，補強板，

仕切板，サポートブ

ロック，底板 

アルミニウム合金 

（A5052TD-H34, 

A5083FH-O 又は

A5083P-O） 

0.04 

注記 1)：参考文献（２）参照。 

 

 

表 5-4  熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材    料 温  度

（℃）

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

(×10-6㎜/㎜℃) 

ポアソン比

(－) 

チャンネル ア ルミニ ウ

ム合金 

（A5052TD

-H34） 

20 

50 

100 

150 

200 

250 

サポートブロック 

補 強 板 

仕 切 板 

底 板 

ア ルミニ ウ

ム合金 

（A5083FH-O

又は 

A5083P-O）

20 

50 

100 

150 

200 

250 

サポートガイド ス テンレ ス

鋼 

（SUS304） 

20 

50 

75 

100 

125 

150 

175 

200 

195000 

193000 

191000 

190000 

188000 

186000 

184000 

183000 

15.21 

15.49 

15.68 

15.87 

16.05 

16.21 

16.37 

16.52 

0.3 
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表 6-1  バスケット用材料の許容応力値 

許容応力 

区  分 
応  力  の  種  類 

許容応力値（MPa） 

アルミニウム合金 2) ｵｰｽﾃﾅｲﾄ系ｽﾃﾝﾚｽ鋼 

A5052TD 

-H34 

A5083FH-O2) 

及び

A5083P-O 

許容値 

基 準 
SUS3042) 許容値 

基 準 

設計事象 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

一次一般膜応力強さ 

        Pm 1.5 Sm 202 1.5 Sm 

一次膜＋一次曲げ応力強さ

        Pm＋Pb 
2.25 Sm 303 2.25 Sm 

純せん断応力  

           σs 
0.9 Sm 121 0.9 Sm 

支圧応力  

             σp
1） 

1.5 Sy 

(2.25 Sy) 

228 

(342) 

1.5 Sy 

(2.25 Sy) 

座屈応力  

             σb 

1.5fb,1.5fs
又は 1.5 fc 

117 
1.5fb,1.5fs

又は 1.5 fc

設計事象 

Ⅰ＋ＳＳ 

一次一般膜応力強さ 

        Pm 
2/3 Su 278 

Min{2.4Sm, 

 2/3Su} 

一次膜＋一次曲げ応力強さ

        Pm＋Pb 
Su 418 

Min{3.6Sm, 

 Su} 

純せん断応力  

           σs 
1.2 Sm 162 1.2 Sm 

支圧応力  

             σp
1） 

2 Sy 

(3 Sy) 

304 

(456) 

2 Sy 

(3 Sy) 

座屈応力  

             σb 

1.5fb,1.5fs
又は 1.5 fc 

117 
1.5fb,1.5fs
又は 1.5 fc

注記 1)：(  )内は支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大き

い場合の値。 

   2)：サポートブロック内の周溶接は完全溶込み溶接とし，設計・建設規格 CSS-3150

に定められる検査の種類を A とするため，溶接効率は 1.0 である。また，サポー

トガイドと内胴との溶接は片側すみ肉溶接とし，設計・建設規格 CSS-3150 に定

められる検査の種類を E とするため，溶接効率は 0.4 である。 
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表 6-2  数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単  位 処  理  桁 処  理  法 表示最小桁 

最高使用温度 

縦 弾 性 係 数  

許 容 応 力 値  

計 算 応 力 値 1）

長        さ 

設 計 震 度 

面        積 

   力 

角        度 

質        量 

℃ 

MPa 

MPa 

MPa 

㎜ 

－ 

㎜ 2 

N 

° 

kg 

－ 

有効数字 4 桁目 

小数点以下第 1 位 

小数点以下第 1 位 

－ 

小数点以下第 3 位 

有効数字 4 桁目 

有効数字 4 桁目 

－ 

－ 

－ 

四捨五入 

切  捨  て 

切  上  げ 

－ 

切  上  げ 

安全側に処理する 

四捨五入 

－ 

－ 

設  計  値 

有効数字 3 桁 

整 数 値 位 

整 数 値 位 

設  計  値 

小数点以下第 2 位

有効数字 3 桁 

有効数字 3 桁 

設  計  値 

設  計  値 

注記 1)：応力成分は，小数点以下第 2 位を四捨五入し，小数点以下第 1 位までの値を 

記載する。 
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1. 概要 

本計算書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のトラニオンに関する応力計算書である。 

1.1 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を図 1-1 に示す。 

1.2 計算結果の概要 

計算結果の概要を表 1-1 に示す。 

なお，応力評価点の選定に当たっては，応力評価上厳しくなる代表的な評価点(面)を本計

算書に記載している。 

表中の「－」は，評価すべき応力が発生しない又は評価上厳しくないため評価を省略して

いる。以下，本計算書において同様である。 
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2．応力計算 

2.1 応力評価点 

 トラニオンの応力評価点(面)を図 1-1 に示す。 

 

2.2 貯蔵時（Ｓｄ
 及びＳＳ地震力が作用する場合） 

2.2.1 荷重条件 

貯蔵時においてＳｄ
 及びＳＳ地震力が作用する場合の荷重は次に示す組合せとする。 

地震力＋自重＋熱荷重 

 

2.2.2 計算方法 

(1) 一次応力 

a. せん断応力 

最大応力が発生する箇所は，図 1-1 に示す下部トラニオンの評価点①である。 

水平方向加速度及び鉛直方向加速度により発生するせん断応力(τ)は，次式で表わさ

れる(図 2-1 参照)。 

A
F

τ W  

                                                  

1
1

2
2

23CG1
W

a
a
a2

aGhGW
F

・－・・
          

ここで，Ｇ1＝αH，Ｇ3＝9.81－αV 

ｈCG ：貯蔵容器底面から重心までの高さ（＝2870mm） 

a1 ：支点Ｏから支持台①のトラニオン固定金具中心までの距離 

   （＝2077.5mm） 

a2   ：支点Ｏから支持台②のトラニオン固定金具中心評価位置までの 

距離（＝949.5mm） 

ＦＷ ：地震力によりトラニオンに作用する荷重（=1.19×106Ｎ） 

Ｗ ：貯蔵容器の質量(=118000 ㎏) 

Ａ ：図 1-1 の評価点①の断面積(=1.75×104 ㎜ 2) 

αH ：水平方向設計加速度(=CHG=11.48m/s2) 

αV ：鉛直方向設計加速度(=CVG=6.38m/s2) 

b. 曲げ応力 

最大応力が発生する箇所は，図 1-1 に示す下部トラニオンの評価点④である。水平方

向加速度及び鉛直方向加速度により発生する曲げ応力(σb)は，次式で表わされる。 

(２．１) 
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Z
LFW

b
・

σ                                         (２．２) 

ここで， ＦＷ ：（２．１）式と同じ 

 Ｚ ：図 1-1 の評価点④の断面係数(=1.04×106 ㎜ 3) 

 Ｌ ：図 1-1 の評価点④と荷重作用位置との距離(=184.5 ㎜) 

 

ｃ. 支圧応力 

応力が発生する箇所は，図 1-1 の下部トラニオンの評価点⑤である。トラニオン固

定金具によって生じる支圧応力は（σp）は，次式で表される。 

5

w
p A

F
σ                                            (２．３) 

ここで， 

ＦＷ  ：（２．１）式と同じ 

Ａ5  ：評価点⑤に接触するトラニオン固定金具の投影面積（＝1.94×103 mm2） 

ｄ. 組合せ応力 

  せん断応力（τ）と曲げ応力（σb）との組合せ応力（σＴ）は，次式で表される。 

22
b 3σ τ＋σＴ                                 (２．４) 

 

ここで，  

σb ：（２．２）式と同じ 

τ ：（２．１）式と同じ 

 (2) 一次＋二次応力 

a. せん断応力 

 せん断応力の全振幅(τ)は，（２．１）式と同様に与えられる。 

b. 曲げ応力 

 曲げ応力の全振幅(σb)は，（２．２）式と同様に与えられる。 

ｃ. 支圧応力 

支圧応力の全振幅（σp）は，（２．３）式と同様に与えられる。 

ｄ. 組合せ応力 

せん断応力（τ）と曲げ応力（σb）との組合せ応力（σＴ）は，（２．４）式と同

様に与えられる。 

 

2.2.3 計算結果 

応力計算結果を表 2-1 に示す。 
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3．応力の評価 

3.1 一次応力の評価 

 各設計事象における評価を表 2-1 に示す。 

表 2-1 より，各設計事象の一次応力は「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

 

3.2 一次＋二次応力の評価 

 各設計事象における評価を表 2-1 に示す。 

 表 2-1 より，各設計事象の一次＋二次応力は「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 

 

3.3 組合せ応力の評価 

 各設計事象における評価を表 2-1 に示す。 

 表 2-1 より，地震時における組合せ応力は「応力解析の方針」5.5 項の規定を満足する。 
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図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点（面） 
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① ～③：支持台番号 

 

図 2-1 地震時に作用する荷重の計算モデル 
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表 1-1 計算結果の概要 

（単位：MPa） 

注１：各設計事象において，既存設備により荷重作用点がずれた場合でも評価結果は許容応力を

満足する。また，一次＋二次応力の計算値は一次応力と等しく，許容応力は大きくなるた

め問題ない。 

 

（単位：MPa） 

部位 材 料 
設 計 

事 象 

一次応力＋二次応力 

せん断応力 曲げ応力 支圧応力 座屈応力 組合せ応力 

計算値
許容

応力
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値

許容

応力

トラニ 

オン 

SUS630 

H1150 

Ⅰ+Ｓｄ
 68 678 212 1176 614 801 － － 243 1176

Ⅰ+ＳＳ 68 678 212 1176 614 801 － － 243 1176

 

 

部 位 材 料 
設 計 

事 象 

一次応力 

せん断応力  曲げ応力 支圧応力 圧縮応力 組合せ応力 

計算値
許容

応力
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値 

許容 

応力 
計算値

許容

応力

トラニ 

オン 

SUS630 

H1150 

Ⅰ+Ｓｄ
  68 339 212 588 614 801 － － 243 588

Ⅰ+ＳＳ  68 339 212 588 614 801 － － 243 588
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表 2-1 トラニオンの応力評価（貯蔵時：Ｓｄ
 地震力及びＳＳ地震力が作用する場合） 

   （単位：MPa） 

部 

位 
応力の種類 

Ｓｄ
 地震力 ＳＳ地震力 

許容応力
計算値 

評価点 

（面） 
計算値 

評価点 

（面） 

下

部 

ト

ラ

ニ

オ

ン 

一

次

応

力 

せん断応力 68 ① 68 ① 339 

曲げ応力 212 ④ 212 ④ 588 

支圧応力 614 ⑤ 614 ⑤ 801 

組合せ応力 243 ④ 243 ④ 588 

1) 

一

次

＋

二

次 

応

力 

せん断応力 68 ① 68 ① 678 

曲げ応力 212 ④ 212 ④ 1176 

支圧応力 614 ⑤ 614 ⑤ 801 

組合せ応力 243 ④ 243 ④ 1176 

注記 1)：地震力のみによる全振幅について評価する。 
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1. 概  要 

 本書は，使用済燃料乾式貯蔵容器のトラニオンに関する応力解析の方針を述べるもので

ある。 

 

 注：図表は，一括して巻末に示す。 
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2. 適用基準 

使用済燃料乾式貯蔵容器において，トラニオンは，貯蔵容器の取扱時及び貯蔵時の支

持のための部品であり，貯蔵容器全体を支持する。したがって，キャスク容器の評価方

法と整合をとり，「発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版(2007 年追補版を

含む)）JSME S NC1-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）」（以下，「設計・建設規格」

という。）のクラス 1 支持構造物に従って設計する。 

ここで，設計事象とその許容応力状態は下記のとおりとする。 

・設計事象 I＋Ｓｄ
 は，地震力として基準地震動ＳＳを考慮し，許容応力状態をⅢＡ

Ｓで評価する。 

・設計事象 I＋ＳＳは，地震力として基準地震動ＳＳを考慮し，許容応力状態をⅣＡＳ

で評価する。 

 

注：本書及び応力計算書において，設計・建設規格の条項は｢設計・建設規格○○○－

○○○○｣として示す。 
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3. 記 号 

3.1 記号の説明 

本書及び応力計算書において，応力評価に関する以下の記号を使用する。ただし，

本文中に特記ある場合は，この限りでない。 

なお，応力計算書の字体及び大きさについては，本書と異なる場合がある。 

計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

A 

a1 

 

a2 

 

CH 

CV 

FW 

G 

ft 

fs 

fc 

fb 

fp 

ft
* 1) 

fs
* 1) 

fc
* 1) 

fb
* 1) 

fp
* 1) 

断面積 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台①のトラ

ニオン固定金具中心までの距離 

地震時の貯蔵容器回転支点Ｏから支持台②のトラ

ニオン固定金具中心評価位置までの距離 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

トラニオンに作用する荷重 

重力加速度(=9.80665) 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

許容引張応力 

許容せん断応力 

許容圧縮応力 

許容曲げ応力 

許容支圧応力 

mm2 

mm 

 

mm 

 

― 

― 

N 

m／s2 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

G1 

G3 

hCG 

L 

M 

Ｓｄ
  

貯蔵容器軸に直角方向の加速度 

貯蔵容器軸方向の加速度 

貯蔵容器底面から重心までの高さ 

荷重位置と評価点との距離 

曲げモーメント 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震

力のいずれか大きい方 

m／s2 

m／s2 

mm 

mm 

N・mm 

― 

注記 1)：ft
*, fs

*, fc
*, fb

*, fp
*：ft, fs, fc, fb, fpの値を算出する際に設計・建設規格

SSB-3121.1(1)における「付録材料図表 Part5 表８に規定する材料の設計降

伏点」とあるのを「付録材料図表 Part5 表８に規定する材料の設計降伏点

の 1.2 倍の値」と読み替えて算出した値。 
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計算書の記号 記 号 の 説 明 単 位 

ＳＳ 

W 

Z 

σ 

σb 

cσb 

tσb 

σc 

σT 

σt 

τ 

αH 

αV 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

 

Ⅰ＋ＳＳ 

 

基準地震動ＳＳにより定まる地震力 

質量 

断面係数 

評価断面に垂直な方向の応力 

曲げ応力 

圧縮側曲げ応力 

引張側曲げ応力 

圧縮応力 

組合せ応力 

引張応力 

せん断応力 

水平方向設計加速度 

鉛直方向設計加速度 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力

が作用した場合の許容応力区分 

設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が

作用した場合の許容応力区分 

― 

㎏ 

mm3 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m／s2 

m／s2 

― 

 

― 
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4. 設計条件 

 トラニオンは以下の設計条件に耐えるように設計する。 

 

4.1 基本仕様 

最高使用温度：160 ℃ 

 注：トラニオンはキャスク容器に取り付けられており一体であることから，トラニ

オンの最高使用温度は，キャスク容器と同じ 160℃とする。 

 

4.2 設計事象 

設計上考慮する事象を表 4-1 に示す。 

 

4.3 荷重の種類とその組合せ 

トラニオンの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せを表 4-2 に示す。応力解析に

用いる荷重は応力計算書に記載する。 
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5. 計算条件 

5.1 解析対象とする事象 

設計事象Ⅰにおける事象のうち，表 5-1 に示すように荷重条件等を考慮して代表事象

を選定し，代表事象について解析を実施する。 

 

5.2 解析箇所 

トラニオンの応力解析を行う箇所は，次のとおりである(図 5-1 参照)。 

   (1) トラニオン 

 

5.3 形状及び寸法 

応力解析を行う部位の形状及び寸法は，応力計算書に示す。 

 

5.4 物性値 

温度分布計算及び応力計算に使用する材料の物性値は下記のとおりである。 

(1) 熱応力計算に使用する物性値を表 5-2 に示す。 

(2) 機械的荷重による応力計算に使用する物性値は，最高使用温度（160℃）に対する

値を用いる。 

 なお，常温は 20℃とする。 

 

5.5 許容応力 

材料の応力強さの限界及び許容応力は，次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) トラニオンにあっては，次によること。 

ａ. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震力が作用して生じる一次応力は，

設計・建設規格 SSB-3121.2 の規定を満足すること。 

ｂ. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震力が作用して生じる一次応力は，

設計・建設規格 SSB-3121.3 の規定を満足すること。 

ｃ. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，Ｓｄ
 地震動のみによって生じる一次応力

と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた

応力は，次の値を超えないこと。 

（a）引張応力及び圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力の

符号は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・建

設規格 SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

（b）せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設

規格 SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

（c）曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規

格 SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

（d）支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。 

（e）座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める
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値の 1.5 倍を超えないこと。 

ｄ. 設計事象Ⅰの貯蔵時の状態において，ＳＳ地震動のみによって生じる一次応力

と二次応力（キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。）を加えて求めた

応力は，次の規定を満足すること。 

（a）引張応力及び圧縮応力のサイクルにおける最大値と最小値との差（引張応力の

符号は正とし，圧縮応力の符号は負として計算する。）については，設計・建

設規格 SSB-3122.1(1)の規定を満足すること。 

（b）せん断応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設

規格 SSB-3122.1(2)の規定を満足すること。 

（c）曲げ応力のサイクルにおける最大値と最小値との差については，設計・建設規

格 SSB-3122.1(3)の規定を満足すること。 

（d）支圧応力については，設計・建設規格 SSB-3122.1(4)の規定を満足すること。

この場合において，設計・建設規格 SSB-3121.1(1)a.本文中「付録材料図表

Part5 表 8に規定する材料の設計降伏点」とあるのは，「付録材料図表 Part5 表

8 に規定する材料の設計降伏点の 1.2 倍の値」に読み替えるものとする。 

（e）座屈応力については，設計・建設規格 SSB-3121.1(2)，(3)又は(4)に定める

値の 1.5 倍を超えないこと。 

ｅ. ｃ.及びｄ.において応力の組合せが考えられる場合は，組合せ応力に対する評

価は設計・建設規格 SSB-3121.1(6)の規定による。 

(2) (1)において，設計・建設規格の「供用状態Ａ」及び｢供用状態Ｂ｣は，それぞれ

「設計事象Ⅰ」及び｢設計事象Ⅱ｣と読み替える。 

 

許容応力は，最高使用温度に対する値を用いる。 
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6. 応力解析の手順 

  応力解析を行う場合の手順について一般的な事項を述べる。 

6.1 解析手順の概要 

トラニオンの応力解析フローを図 6-1 に示す。 

トラニオンの応力解析は，想定される機械的荷重及び熱荷重を基に応力評価式を用い

て行う。 

 

6.2 荷重条件の選定 

荷重条件は 4.項に示されているが，各部の計算においては，その部分についての重要

な荷重条件を選定して計算を行う。それぞれの部分について考慮した荷重は応力計算書

に示す。 

 

6.3 応力計算と評価 

6.3.1 応力計算の方法 

(1) 応力計算は荷重毎に行う。荷重条件として与えられるものは次の２つである。 

ａ. 機械的荷重 

ｂ. 熱荷重 

(2) 貯蔵時においては，地震力が作用する場合の鉛直方向及び水平方向荷重は，下部

トラニオン４個で支持する。 

  なお，荷重作用点位置は荷重支持面の中央点とする。 

(3) 構造の不連続性を考慮して，応力評価点（面）をとる。評価点（面）は，応力計

算書に示す。 

  応力評価は，この応力評価点（面）について行う。 

 

6.3.2 応力評価 

応力の計算結果は，設計・建設規格 GNR-2130 による定義に従い，応力の種類毎

に分類し，以下の評価を応力計算書に示す。 

なお，応力の記号とその方向は次のとおりである。 

σ：評価断面に垂直な方向の応力 

τ：せん断応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

τ 

σ 

評価断面 
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トラニオン用材料の許容応力値を表 6-1 に示す。 

 

(1) トラニオンの応力評価 

トラニオンの応力評価は，設計・建設規格 SSB-3120 に従い以下の項目を実施す

る。 

a. 一次応力 

b. 一次＋二次応力 

c. 組合せ応力 

 

6.3.3 数値の丸め方 

数値は，原則として四捨五入とする。また，評価に用いる許容応力及び算出応力

等については，安全側に丸めて使用する。 

また，規格，基準等により決まる数値については丸めず，規格，基準等を内挿し

て使用する場合は原則として安全側に処理する。 

表示する数値の丸め方を表 6-2 に示す。 
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図 5-1 トラニオンの応力解析箇所 

荷重作用点

運搬時荷重支持面 

注記）貯蔵時に地震力が作用する場合は，

下部トラニオンのみで荷重を支持す

る。 
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図 6-1 トラニオンの応力解析フロー図

計  算  始  め 

熱 応 力 計 算 

計  算  終  り 

機械的荷重による

応力の計算 

一 次 

応力の評価 

荷 重 の 選 定 

一次＋二次 

応力の評価 
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表 4-1 貯蔵容器の設計事象 

設
計
事
象 

定    義 解      説 事象の例 選定事象 

 

Ⅰ 

貯蔵容器の通常の取

扱い時及び貯蔵時の

状態をいう。 

貯蔵状態及び計画的

な取扱い状態。 

・貯蔵 

・貯蔵容器の吊上げ，

吊下げ，移動 

・事業所内運搬 

・貯蔵 

 

 

 

表 4-2 トラニオンの設計上考慮すべき荷重の種類とその組合せ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設計事象 

荷  重 

 

 

 

 

 

 

荷 重 時 

自
重
に
よ
る
荷
重 

運
搬
時
荷
重 

吊
上
げ
荷
重 

衝
撃
荷
重

熱 

荷 

重
(1) 

備 
 

考 

異
常
着
床
・ 

支
持
構
造
物
へ
の
衝
突 

Ⅰ 貯    蔵    時 ○    ○ (2)

（1） キャスク容器の熱膨張により生じる応力に限る。 

（2） Ｓｄ
 地震力及びＳＳ地震力は，設計事象Ⅰの貯蔵時における荷重と組み合わせ

るものとする。 
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表 5-1  代  表  事  象 

設計事象  代表事象 1） 包絡される事象 荷重条件 備    考 

Ⅰ＋Ｓｄ
  

貯  蔵  時 

Ｓｄ
 地震力が

作用する場合
          

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2) 

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2) 

熱荷重 

許容応力状態

ⅢＡＳで評価 

Ⅰ＋ＳＳ 

貯  蔵  時 

ＳＳ地震力が

作用する場合
          

自 重:1G(=9.81m/s2) 

地震力 

水平方向: 

CHG=1.17G(=11.48m/s2) 

鉛直方向: 

CVG=0.65G(= 6.38m/s2) 

熱荷重 

許容応力状態

ⅣＡＳで評価 

注記 1)：本事象について応力解析を行う。 

 

 

表 5-2  熱応力計算に使用する材料の物性値 

構成部材 材    料 
温  度 

（℃） 

縦弾性係数 

（MPa） 

熱膨張係数 

（×10－6㎜/㎜℃）

上部トラニオン

下部トラニオン

析出硬化 

ステンレス鋼 

(SUS630 H1150)

160 185000 11.37 
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表 6-1  トラニオン用材料の許容応力値 

許容応力 

区    分 
応  力  の  種  類 

許容応力値（MPa） 

析出硬化ステンレス鋼 

SUS630 H1150 許 容 値 基 準 

Ⅰ＋Ｓｄ
 1) 

一

次

応

力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

 588 

 570 

 339 

 588 

 801 

1.5 ft 

1.5 fc 

1.5 fS 

1.5 fb 

1.5 fP 

一
次
＋
二
次
応
力

引張・圧縮応力 2） 

せん断応力 2） 

曲げ応力 2） 

支圧応力 

座屈応力 

1176 

 678 

1176 

 801 

 339 

3 ft 

3 fs 

3 fb 

1.5 fP 

1.5 fb,1.5 fS又は 1.5 fc

Ⅰ＋ＳＳ 
1) 

一

次

応

力 

引張応力 

圧縮応力 

せん断応力 

曲げ応力 

支圧応力 

 588 

 570 

 339 

 588 

 801 

1.5 ft
* 

1.5 fc
* 

1.5 fS
* 

1.5 fb
* 

1.5 fP
* 

一
次
＋
二
次
応
力 

引張・圧縮応力 2） 

せん断応力 2） 

曲げ応力 2） 

支圧応力 

座屈応力 

1176 

 678 

1176 

 801 

 339 

3 ft 

3 fs 

3 fb 

1.5 fP
* 

1.5 fb,1.5 fS又は 1.5 fc

注記１)：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対する評価は以下による。 

①次式で計算される評価断面に垂直な方向の応力(σ)とせん断応力(τ)を組み合

わせた応力(σT)は，引張応力に対する許容応力値以下であること。 

 22
T 3・  

②圧縮応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

** .. b

bc

c

c

f51f51
≦1 かつ *. t

cbt

f51

－
≦1 

③引張応力と曲げ応力との組合せが生じる場合は，次式を満足すること。 

*. t

btt

f51
≦1 かつ *. b

tbc

f51

－
≦1 

ただし，②及び③において，I＋Ｓｄ
 の一次応力については上式による。 

I＋ＳＳの一次応力の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，1.5 fc
*，1.5 fb

*，

1.5 ft
*とする。一次＋二次応力の場合，分母の 1.5 fc，1.5 fb，1.5 ftは，3 fc，

3 fb，3 ftとする。 

  ２)：Ｓｄ
 地震力及びＳＳ地震力のみによる全振幅について評価する。 
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表 6-2  数値の丸め方一覧表 

数値の種類 単  位 処  理  桁 処  理  法 表示最小桁 

最高使用温度 

縦弾 性係 数 

許容 応力 値 

計算 応力 値 

長        さ 

設 計 震 度 

面        積 

力 

断 面 係 数 

質    量 

℃ 

MPa 

MPa 

MPa 

㎜ 

－ 

㎜ 2 

N 

㎜ 3 

kg 

－ 

有効数字 4 桁目 

小数点以下第 1 位 

小数点以下第 1 位 

－ 

小数点以下第 3 位 

有効数字４桁目 

有効数字 4 桁目 

有効数字 4 桁目 

－ 

－ 

四捨五入 

切  捨  て 

切  上  げ 

－ 

切  上  げ 

安全側に処理する 

四捨五入 

四捨五入 

－ 

設  計  値 

有効数字 3 桁 

整 数 値 位 

整 数 値 位 

設  計  値 

小数点以下第 2 位

有効数字 3 桁 

有効数字 3 桁 

有効数字 3 桁 

設  計  値 
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1.  一般事項 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，使用済燃料プール温度計（ＳＡ）が設計用地震力に対して十分な構造

強度及び動的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機能

維持評価により行う。 

使用済燃料プール温度計（ＳＡ）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 

 

1.1 適用基準 

本計算書における計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 及びＪＥＡＧ４６０１－1987）（日本電気協会 電気技術基準調

査委員会 昭和 59年 9月及び昭和 62 年 8 月）に準拠して評価する。 
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2. 構造説明 

2.1 使用済燃料プール温度計（ＳＡ）の構造計画 

使用済燃料プール温度計（ＳＡ）の構造計画を表 2-1 に示す。 

表 2-1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

(1)使用済燃料プー

ル温度計（ＳＡ）

 

使用済燃料プール

温度計（ＳＡ）は架

構に固定された保

護管に収納されて

いる。架構は床に据

付ボルトで固定さ

れている。 

 

架構 

 

 

 

 

 

 

2
 

架構

温度計保護管 

据付ボルト 

据付部拡大図 

後打ち金物 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-4 R0 



 

 

3. 計算方法 

3. 1 固有周期の計算方法 

使用済燃料プール温度計（ＳＡ）架構の固有周期は，解析モデルにより確認する。 

 

3.2 応力の計算方法 

3.2.1 計算条件 

(1) 使用済燃料プール温度計（ＳＡ）架構の応力評価は，計算機プログラムを使用

し，最大応力を算出する。 
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1. 一般事項 

本計算書は，使用済燃料プール水位・温度計（ＳＡ広域）の耐震性についての計算方法と計

算結果を示す。本計算書では、表 1－1 に示す使用済燃料プール水位・温度計（ＳＡ広域）に

対して耐震計算を行う。 

 

表 1－1 耐震計算対象水位検出器 

NO 機器名称 

1 使用済燃料プール水位・温度計（ＳＡ広域） 

 

 

1.1 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ

４６０１・補－1984 及びＪＥＡＧ４６０１－1987）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 

昭和 59 年 9 月及び昭和 63 年 8月）に準拠して評価する。 

 

 1.2 計算条件 

(1) 検出器の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 検出器架台は検出器架台取付ボルトでベースプレートに固定し，検出器架台及びベースプ

レートは基礎ボルトにて床に固定する。 

(3) ボルトの計算は，条件の厳しい基礎ボルトについて行う。 

(4) 地震力は，検出器に対し水平方向及び鉛直方向から作用する。 

(5) 転倒方向は，図 1－1 により検討し，両転倒方向の耐震性について計算を行う。 

 

 

 

 

 

図 1－1 
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 1.3 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位 

Ａｂｉ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｌｂ 

Ｗｂ 

ｄｉ 

Ｆｉ 

Ｆｂｉ 

ｆｓｂｉ 

ｆｔｏｉ 

ｆｔｓｉ 

g 

ｈ１ 

Ｈ１ 

 ｉ１ 

 ｉ２ 

ｍ１ 

ｎ 

ｎｆｉ 

Ｑｂｉ 

Ｓｕｉ 

Ｓｙｉ 

π 

σｂｉ 

τｂｉ 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

検出器取付部における水平方向荷重 

検出器取付部における鉛直方向荷重 

検出器取付部中心から重心までの水平方向距離 

検出器取付部梁質量 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格※１SSB-3131 又は SSB-3133 に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力（1 本当たり） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

重力加速度(＝9.80665) 

ベースプレート据付面から重心までの距離 

検出器取付部から重心までの鉛直方向距離 

重心と基礎ボルト間の水平方向距離※３ 

重心と基礎ボルト間の水平方向距離※３ 

検出器取付架台及びベースプレート質量 

基礎ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格※１付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格※１付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

－ 

－ 

N 

N 

mm 

kg 

mm 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

― 

― 

N 

MPa 

MPa 

－ 

MPa 

MPa 

注記※１： 「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１－2005（2007 年追補版含む。））（日本機械学会 2007 年 9月）（以下「設計・

建設規格」という。）をいう。 
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※２： Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｂｉ，ｆｓｂｉ，ｆｔｏｉ，ｆｔｓｉ， ｉ１， ｉ２，ｎｆｉ，Ｑｂｉ，

Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：長辺方向基礎ボルト 

ｉ＝2：短辺方向基礎ボルト 

 

※３： ｉ１≦ ｉ２ 

 

1.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－2 に示すとおりとする。 

 

表 1－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊１ mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁*3 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁*3 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁*3 

算出応力 MPa 小数点以下第１位 切上げ 整数位 

許容応力＊２ MPa 小数点以下第１位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第１位の場合は，小数点以下第１位表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第１位を切り捨て，整数位までの

値とする。 

＊3：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 
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2. 計算方法 

 2.1 固有周期の計算方法 

検出器架台及びベースプレートは構造的に１個の大きなブロック状をしており，重心の位

置がブロック状のほぼ中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて固定されている。 

したがって，全体的に一つの剛体と見なせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期の

計算は省略する。 

 

 2.2 応力の計算方法 

  2.2.1 基礎ボルトの応力 

基礎ボルトの応力は地震による震度，検出器が架台の取り付け部にもたらす地震によ

る荷重から算出された転倒モーメントにより生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

図 2－1 計算モデル（長辺方向転倒） 
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図 2－2 計算モデル（短辺方向転倒） 
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(1)  引張応力 

 基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 2－1及び図 2－2 で最外列の

基礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルトで受けるものと

して計算する。 

  

引張力 

【絶対値和】 

長辺方向 

Ｆ
ｂ１

＝

    ｍ
１
・g・Ｃ

Ｈ
・ｈ

１
－ｍ

１
・g・  １－Ｃ

Ｖ
 ・ 

ｉ２
＋Ｍ

Ｚ

ｎ
ｆｉ

・   
ｉ１

＋ 
ｉ２

  

       ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.1) 

 

短辺方向 

Ｆ
ｂ２

＝

    ｍ
１
・g・Ｃ

Ｈ
・ｈ

１
－ｍ

１
・g・  １－Ｃ

Ｖ
 ・ 

ｉ２
＋Ｍ

Ｘ

ｎ
ｆｉ

・   
ｉ１

＋ 
ｉ２

  

       ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.2) 

 

ここで，検出器架台及びベースプレート全体の重心における各水平及び鉛直方向の検出

器からの作用力ＦＸＢ及びＦＹＢは次式で求める。 

 

Ｆ
Ｘ
Ｂ＝Ｃ

Ｈ
・９.８０６６５・Ｗ

ｂ
＋Ｆ

Ｘ
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.3) 

 

Ｆ
Ｙ
Ｂ＝ Ｃ

Ｖ
 １ ・９.８０６６５・Ｗ

ｂ
＋Ｆ

Ｙ
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.4) 

 

また，検出器架台及びベースプレート全体の重心における水平横軸及び水平縦軸回りの

検出器からのモーメントＭＺ及びＭＸは次式で求める。 

 

Ｍ
Ｚ
＝Ｆ

Ｙ
Ｂ・  Ｌ

ｂ
＋ 

ｉ２
 ＋Ｆ

Ｘ
Ｂ・  Ｈ

１
＋ｈ

１
   ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.5) 

 

Ｍ
Ｘ
＝Ｆ

Ｙ
Ｂ・ 

ｉ２
＋Ｆ

Ｘ
Ｂ・  Ｈ

１
＋ｈ

１
      ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.6) 
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引張応力 

         Ｆｂｉ 
 σｂｉ＝     ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.7)          

         Ａｂｉ 
                    

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂｉは 
π 

 Ａｂｉ＝  ・ｄｉ
2  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.8)          

          4 
 

 ただし，Ｆｂｉが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 

 

    (2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

 せん断力 

Ｑ
ｂｉ

＝ｍ １ ・g・Ｃ
Ｈ
＋Ｆ

Ｘ
Ｂ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.9) 

   

せん断応力 

            Ｑｂｉ 
     τｂｉ＝      ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ (2.2.10)         

           ｎ・Ａｂｉ 
 

3. 評価方法 

 3.1 応力の評価 

  3.1.1 基礎ボルトの応力評価 

2.2.1 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容引張応力ｆｔｓｉ以

下であること。 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ｆｓｂｉ以下であ

ること。 

 

 ｆｔｓｉ＝1.4・ｆｔｏｉ－1.6・τｂｉ  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(3.1.1) 

かつ， 

 ｆｔｓｉ≦ｆｔｏｉ   ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥(3.1.2) 

ただし，fｔｏｉ及び fｓｂｉは下表による。 
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許容引張応力 

ｆｔｏｉ 

許容せん断応力 

ｆｓｂｉ 

計算式 
     Ｆｉ

 

   ・1.5         
      2 

     Ｆｉ
 

      ・1.5       
      1.5・√3 

 

ここで，Ｆiは日本機械学会 設計・建設規格 付属図表 Part 5 表 8 及び表 9より， 

設計温度におけるＳｙ値，Ｓｕ値を用い，下記式にて設定した。 

 

Ｆi ＝ min (1.35×1.2Ｓｙｉ, 0.7Ｓｕｉ, 1.2Ｓｙｉ) 

N
T
2
 
補
②

 
V-
2
-
4-
2
-
5 
R
0 



 

4.  使用済燃料プール水位・温度計（ＳＡ広域）の計算 

4.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の重要度

分類 

据付場所及び床面高さ

(m) 
固有周期(s)

基準地震動SS 
周囲環境温度（℃） 

水平方向設計震度 鉛直方向設計震度 

使用済燃料プール水位・温度計

（ＳＡ広域） 
―（計算はSで実施） 原子炉建屋 EL46.50＊ 0.05以下 1.74 1.52 105 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

4.2 機器要目 

ｍ１ 
(kg) 

Ｈ１ 
(mm) 

ｈ１ 
(mm) 

 i１ 
(mm) 

 i２ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎ ｎｆｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 

113.1 9 3 174.5 472.6 246 長辺 

113.1 9 3 174.5 472.6 246 短辺 

 

ＦＸ 

(N) 

ＦＹ 

(N) 

Ｌb 

(mm) 

Ｗｂ 

(kg) 

 

 

4.3 計算数値            （単位：N） 

部  材 
基準地震動SS 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

基礎ボルト（長辺方向） 5.920×103 6.633×103 

基礎ボルト（短辺方向） 1.901×103 6.633×103 

 

4.4 結  論 

応  力             （単位：MPa） 

部 材 材 料 応 力 
基準地震動SS 

算出応力 許容応力 

基礎ボルト（長辺方向） SUS316 
引張り 53 147* 

せん断 7 113 

基礎ボルト（短辺方向） SUS316 
引張り 17 147* 

せん断 7 113 

全て許容応力以下である。                     注記 ＊：（3.1.1）式より算出 
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Ｖ-2-4-2-6 使用済燃料プール監視カメラの 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示すとおり，使用済燃料プール監視

カメラが基準地震動Ｓｓによる地震力に対しても電気的機能を維持するために，耐震性を有する

ことを確認するものである。 
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2. 使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体） 

 2.1 基本方針 

  2.1.1 位置 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）は原子炉建屋６階壁面に１台設置する。 

 

  2.1.2 構造概要 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の構造計画を第 2.1－1表に示す。 

 

第 2.1－1表 使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説 明 図 
主体構造 支持構造 

使用済燃料プール

監視カメラ 

（カメラ本体） 

監視カメラ カメラを取付

治 具 を 介 し

て，壁面に基

礎ボルトにて

固定された架

台に据え付け

る。 

 

 

  

カメラ

架台

基礎ボルト 

ベースプレート 
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  2.1.3 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の応力評価は，添付書類Ⅴ－2－1－9「機

能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1.2 

構造概要」にて示すカメラ本体の部位を踏まえ「2.2 耐震評価箇所」にて設定する箇所

に作用する応力等が許容限界内に収まることを，「2.4 応力評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。また，カメラ本体の機能維持評価は，添付書類Ⅴ－2－1－9「機能

維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電

気的機能確認済加速度以下であることを，「2.5 機能維持評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「2.7 評価結果」に示す。 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の耐震評価フローを第 2.1－1図に示す。 

 

使用済燃料プール 

監視カメラ（カメラ本体） 

の設計 

 設計用地震力 

 

 

モデル化   

 

 

固有振動数の算出   

 

 

評価用加速度の設定 

 

 

応力計算   

 

 

評価部位の応力評価  電気的機能維持評価 

 

第 2.1－1図 使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の耐震評価フロー 

 

  2.1.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62年及び平成 3 年）に準拠

して評価する。 
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 2.2 耐震評価箇所 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる架台，ベ

ースプレート，基礎ボルトを選定して実施する。カメラ本体の耐震評価箇所については，第

2.1－1 表の説明図に示す。 

 

 2.3 固有値解析 

  2.3.1 基本方針 

   (1) 固有振動数計算モデルは１質点系モデルとし，使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本

体）の重心位置に地震荷重が作用するものとする。なお，保守的な評価とするため，重

心位置は使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の先端とする。 

   (2) 固有振動数の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

  2.3.2 固有振動数の計算方法 

   2.3.2.1 記号の説明 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の固有振動数算出に用いる記号を第

2.3－1 表に示す。 

 

第 2.3－1表 使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の 

固有振動数算出に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

ｆ 固有振動数 Hz 

Ｔ 固有周期 s 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ｍ１ 使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）質量 kg 

Ｂ 取付面から重心までの距離 mm 

 

   2.3.2.2 固有振動数の算出方法 

    (1) 使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体） 

     a. 1 次固有振動数ｆの算出式 

       ｆ＝
1
Ｔ

 

       Ｔ＝
112・π

・ 3・Ｅ・Ｉ・10 
ｍ ・Ｂ

３
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   2.3.2.3 固有振動数の計算条件 

第 2.3－2 表に使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の固有振動数の計算条

件を示す。 

 

第 2.3－2表 使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の固有振動数の計算条件 

モデル材質 
縦弾性係数Ｅ 

（MPa） 

断面二次 

モーメントＩ 

（mm4） 

総質量ｍ１ 

（kg） 

全長Ｂ 

（mm） 

STKR400 1.98×105 8.09×107  

 

  2.3.3 モデル 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）は，芯材にて荷重を負担する第 2.3－1 図

の片持ち支持梁モデルとする。 

 

 

 

 

 

第 2.3－1図 使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）のモデル化の概略 

 

  2.3.4 固有値解析結果 

上記計算の結果，使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の固有振動数は 26Hz で

あり，固有振動数が，20Hz 以上であることから剛構造であることを確認した。 

 

  

ｍ1

B 

線
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 2.4 応力評価 

  2.4.1 基本方針 

   (1) 耐震計算モデルは１質点系モデルとし，使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の

重心位置に地震荷重が作用するものとする。なお，保守的な評価とするため，重心位置

は使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の先端とする。 

   (2) 各部位の発生応力と許容応力を比較し，発生応力が許容応力以下であることを確認する。 

   (3) 許容応力について，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

ただし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数点第 1位以下を切り捨てた値を用いる

ものとする。 

   (4) 耐震評価に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

  2.4.2 評価対象部位 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる架台，

ベースプレート，基礎ボルトを選定して実施する。 

 

  2.4.3 荷重の組合せ及び許容応力状態 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）にて考慮する荷重の組合せ及び許容応力状

態を第 2.4－1表に示す。 

 

  2.4.4 許容応力 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の許容応力を第 2.4－2 表に示す。また，

評価部位に応じた使用材料の許容応力を第 2.4－3表に示す。 
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NT2 補② Ⅴ-2-4-2-6 R0 

第 2.4－1表 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処施設） 

施設区分 機器名称 設備分類（注 1） 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の 

取扱施設及び 

貯蔵施設 

燃料取扱設

備及び使用

済燃料貯蔵

設備 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（カメラ本体） 

常設／防止 

常設／緩和 
－（注 2） 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
（注 3） ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ＶＡＳとしてⅣＡＳ

の許容限界を用 

いる。） 

（注 1）「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設

／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

（注 2）その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

（注 3）「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるために，評価結果の記載を省略する。 
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第 2.4－2表 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力 

状態 

許容限界（注 1）（注 2） 

（ボルト以外） 

許容限界（注 2） 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5ｆｔ

＊ 1.5ｆｓ

＊ 1.5ｆｃ

＊ 1.5ｆｂ

＊ 1.5ｆｔ

＊ 1.5ｆｓ

＊

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

（注 1）「鋼構造設計規準 SI 単位版」（2002 年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

（注 2）応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

 

第 2.4－3表 使用材料の許容応力（重大事故等対処施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa）

Ｆ ＊ 

（MPa）

架台 STKR400 

 

194 373 － 232 

ベースプレート SS400 219 373 － 261 

基礎ボルト（M16） SNB7 670 759 － 531 
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  2.4.5 設計用地震力 

耐震計算に用いる入力地震力には，添付書類Ⅴ－2－1－7「設計用床応答曲線の作成方

針」にて設定した床応答の作成方針に基づき，第 2.4－4 表にて示す条件を用いて作成し

た設計用床応答曲線を用いる。また，減衰定数は添付書類Ⅴ－2－1－6「地震応答解析の

基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

第 2.4－4表 設計用地震力 

地震動 

設置場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

設計用床応答曲線 

備 考 
建屋及び 

高さ（注） 

（m） 

方向 
減衰定数 

（％） 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

原子炉建屋 

EL.51.3 

原子炉建屋 

EL.57.0 

水平 1.0 水平方向，鉛直方向ともに

Ｓｓ1～8 の包絡曲線を用い

る。 鉛直 1.0 

（注）壁掛形なので，設置フロア上階の設計用床応答曲線を使用する。 
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  2.4.6 応力評価方法 

   2.4.6.1 個記号の説明 

耐震評価に用いる記号を第 2.4－5表に示す。 

 

第 2.4－5表 耐震評価に用いる記号 

記号 記号の説明 単位 

σｔ 引張応力 MPa 

σＣ 圧縮応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 

σｂ 曲げ応力 MPa 

ＮＫ 架台軸方向合計荷重 N 

ＰＸ１ 
カメラ本体に作用する基準地震動Ｓｓによる水平Ｘ方

向の地震慣性力 
N 

ＰＸ２ 
架台に作用する基準地震動Ｓｓによる水平Ｘ方向の地

震慣性力 
N 

ＱＫ せん断合計荷重 N 

ＭＴＫ 基準地震動Ｓｓによるねじりモーメント合計荷重 N・mm 

ＭＹＫ 
基準地震動Ｓｓによる水平Ｙ方向の曲げモーメント合

計荷重 
N・mm 

ＭＺＫ 
基準地震動Ｓｓによる鉛直Ｚ方向の曲げモーメント合

計荷重 
N・mm 

ＰＹ１ 
カメラ本体に作用する基準地震動Ｓｓによる水平Ｙ方

向の地震慣性力 
N 

ＰＹ２ 
架台に作用する基準地震動Ｓｓによる水平Ｙ方向の地

震慣性力 
N 

ＰＺ１ 
カメラ本体に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直Ｚ方

向の地震慣性力 
N 

ＰＺ２ 
架台に作用する基準地震動Ｓｓによる鉛直Ｚ方向の地

震慣性力 
N 

ＰＧ１ カメラ本体に作用する基準地震動Ｓｓによる固定荷重 N 

ＰＧ２ 架台に作用する基準地震動Ｓｓによる固定荷重 N 
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記号 記号の説明 単位 

αＸ 基準地震動Ｓｓによる水平Ｘ方向の評価用加速度 ×9.8m/s2 

αＹ 基準地震動Ｓｓによる水平Ｙ方向の評価用加速度 ×9.8m/s2 

αＺ 基準地震動Ｓｓによる鉛直Ｚ方向の評価用加速度 ×9.8m/s2 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｍ２ カメラ本体の質量 kg 

ｍ３ 架台の質量 kg 

Ｈ カメラ本体の架台からの高さ mm 

Ｂ 架台全長 mm 

Ｂ２ 壁面からカメラ本体までの長さ mm 

ａ ボルト間距離（左右） mm 

ｂ ボルト間距離（上下） mm 

Ａａ 架台の断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの断面積 mm2 

Ｚａ 架台の断面係数 mm3 

ＺＢ ベースプレートの断面係数 mm3 

ＡＳ せん断断面積 mm2 

ＺＰ ねじり断面係数 mm3 

ＬＫ カメラの長さ mm 

ＬＢ モーメントアーム mm 

Ｌｔ トルクレバー mm 

ｎ ボルト本数 － 

ｎｔ 引張力を負担するボルト本数 － 

 

  



 

12 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-6
 
R
0 

   2.4.6.2 応力計算 

    (1) 架台 

     a. 引張応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ
ｔ
＝

Ｎ
Ｋ

Ａ
ａ

 

Ｎ
Ｋ
＝Ｐ

Ｘ１
+ Ｐ

Ｘ２
 

Ｐ
Ｘ１

＝α
Ｘ
・ｍ

２
・ｇ 

Ｐ
Ｘ２

＝α
Ｘ
・ｍ

３
・ｇ 

 

     b. 圧縮応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ
Ｃ
＝

Ｎ
Ｋ

Ａ
ａ

 
Ｎ

Ｋ
＝   Ｐ

Ｘ１
 +   Ｐ

Ｘ２
  

Ｐ
Ｘ１

＝α
Ｘ
・ｍ

２
・ｇ 

カメラ本体の質量ｍ２ 

カメラ本体の質量ｍ２ 

質量ｍ３ 

鉛直 

Ｚ 

Ｘ 

水平
Ｙ 

水平 

□250×250×ｔ9 

質量ｍ３ 

鉛直 

Ｚ 

Ｘ 

水平
Ｙ 

水平 

□250×250×ｔ9 
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Ｐ
Ｘ２

＝α
Ｘ
・ｍ

３
・ｇ 

 

     c. せん断応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

τ＝
Ｑ

Ｋ

Ａ
Ｓ

+ Ｍ
ＴＫ

Ｚ
Ｐ

 
Ｑ

Ｋ
＝ Ｐ

Ｙ１

 +  Ｐ
Ｚ１

+  Ｐ
Ｇ１

   +  Ｐ
Ｙ２

 +  Ｐ
Ｚ２

+  Ｐ
Ｇ２

    
Ｍ

ＴＫ
＝Ｐ

Ｙ１
・  2502 + Ｈ  

Ｐ
Ｙ１

＝α
Ｙ
・ｍ

２
・ｇ 

Ｐ
Ｚ１

＝α
Ｚ
・ｍ

２
・ｇ 

Ｐ
Ｇ１

＝ｍ
２
・  ｇ 

Ｐ
Ｙ２

＝α
Ｙ
・ｍ

３
・ｇ 

Ｐ
Ｚ２

＝α
Ｚ
・ｍ

３
・ｇ 

Ｐ
Ｇ２

＝ｍ
３
・  ｇ 

 

  

Ｈ 

質量ｍ３ 

鉛直 

Ｚ 

Ｘ 

水平
Ｙ 

水平 

□250×250×ｔ9 

カメラ本体の質量ｍ２ 

ＭＴＫ 
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     d. 曲げ応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ
ｂ
＝

Ｍ
ＹＫ

+ Ｍ
ＺＫ

Ｚ
ａ

 
Ｍ

ＹＫ
＝  Ｐ

Ｙ１
・  Ｂ

２
+ Ｌ

Ｋ
  +  Ｐ

Ｙ２
・Ｂ  

Ｍ
ＺＫ

＝    Ｐ
Ｇ１

 + Ｐ
Ｚ１

 ・  Ｂ
２

+ Ｌ
Ｋ

 + Ｐ
Ｘ１

・  2502 + Ｈ  
+   Ｐ

Ｇ２
 ・Ｂ + Ｐ

Ｚ２
・Ｂ  

Ｐ
Ｙ１

＝α
Ｙ
・ｍ

２
・ｇ 

Ｐ
Ｙ２

＝α
Ｙ
・ｍ

３
・ｇ 

Ｐ
Ｇ１

＝ｍ
２
・  ｇ 

Ｐ
Ｚ１

＝α
Ｚ
・ｍ
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    (2) ベースプレート 

     a. 曲げ応力 
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    (3) 基礎ボルト 

     a. 引張応力 
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   2.4.6.3 応力評価条件 

第 2.4－6 表に使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の応力評価条件を示す。 

 

第 2.4－6表 使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の応力評価条件 

架台の材質 
架台の断面積Ａ 

（mm2） 

監視カメラの 

質量ｍ２ 

（kg） 

架台の質量ｍ３ 

（kg） 

STKR400 8467  

 

重力加速度ｇ 

（m/s2） 

カメラ本体の架台 

からの高さＨ 

（mm） 

架台全長Ｂ 

（mm） 

9.80665 277 1929 

 

モーメントアーム 

ＬＢ 

（mm） 

トルクレバーＬｔ 

（mm） 

ボルト本数ｎ 

（本） 

引張力を負担する 

ボルト本数ｎｔ 

（本） 

106 283 4 2 

 

基準地震動Ｓｓによる 

水平Ｘ方向の評価用加速度 

αＸ 

（×9.8m/s2） 

基準地震動Ｓｓによる 

水平Ｙ方向の評価用加速度 

αＹ 

（×9.8m/s2） 

基準地震動Ｓｓによる 

鉛直Ｚ方向の評価用加速度 

αＺ 

（×9.8m/s2） 

2.09 2.09 1.77 
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 2.5 機能維持評価 

  2.5.1 基本方針 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）は，地震時及び地震後に電気的機能が要求

されており，地震時及び地震後においても，その機能が維持されていることを示す。 

 

  2.5.2 機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の固有振動数から応答加速度を求め，機能

確認済加速度以下であることを確認する。機能確認済加速度には，器具単体の正弦波加振

試験（掃引試験及び正弦波加振試験）において，電気的機能の健全性を確認した加振波の

最大加速度を適用する。機能確認済加速度については，第 2.5－1 表に示す。 

なお，使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の加振試験の結果から，固有振動数

は水平及び鉛直方向ともに 20Hz 以上であることを確認したことから，評価用加速度は使

用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）設置床の応答加速度とする。 

 

第 2.5－1表 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

（×9.8m/s2） 

水 平 

鉛 直 

 

 2.6 評価条件 

評価結果の妥当性を確認する上で必要となる，設計条件及び評価用加速度について第 2.6－

1 表及び第 2.6－2表に記載する。 
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第 2.6－1表 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び

床面高さ 

（m） 

固有周期 

（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周辺環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

使用済燃料

プール監視

カメラ 

（カメラ本

体） 

－ 

（Ｓｓ機能維

持） 

原子炉建屋

EL.46.5 

（EL.57.0）＊

0.05 以下 0.05 以下 － － 2.09 1.77 105 

注記 ＊：評価に用いる基準床レベルを示す。 

 

第 2.6－2表 評価用加速度 

項 目 
評価用加速度 

（×9.8m/s2） 

水 平 2.09 

鉛 直 1.77 
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 2.7 評価結果 

  2.7.1 重大事故等対処施設としての評価結果 

使用済燃料プール監視カメラ（カメラ本体）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確

認した。また，評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，基準地震動Ｓｓに対して電

気的機能が維持されることを確認した。 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を第2.7－1表に示す。また，電気的機能維持評価

結果を第 2.7－2 表に示す。 
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第 2.7－1表 基準地震動 Sｓによる評価結果（Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ） 

評価対象設備 評価部位 
応力の 

種類 

最大 

発生応力 
評価基準値 

MPa MPa 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
その他 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（カメラ本体） 

架台 
組合せ 

応力 
 174 

ベース 

プレート 
曲げ応力 301 

基礎 

ボルト 

引張応力 398 

せん断 

応力 
306 

 

第 2.7－2表 電気的機能維持評価結果（重大事故等対処施設） 

評価対象設備 

機能確認済加速度との比較 

詳
細
評
価 

加速度確認 

部位 

水平加速度 

（×9.8m/s2） 

鉛直加速度 

（×9.8m/s2） 

評価用 

加速度 

機能確認済 

加速度 

評価用 

加速度 

機能確認済 

加速度 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 
その他 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

（カメラ本体） 

－ 2.09  1.77  － 
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3. 使用済燃料プール監視カメラ制御盤 

 3.1 基本方針 

  3.1.1 位置 

使用済燃料プール監視カメラ用制御盤は中央制御室に１台設置する。 

 

  3.1.2 構造概要 

使用済燃料プール監視カメラ用制御盤の構造計画を第 3.1－1 表に示す。 

 

第 3.1－1表 使用済燃料プール監視カメラ制御盤の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

使用済燃料プール 

監視カメラ制御盤 
壁掛閉鎖型 

壁に盤を基礎ボルトに

て据え付ける。 
第 3.1－1図 

 

第 3.1－1図 使用済燃料プール監視カメラ制御盤の外形図 

 

  

基礎ボルト 
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  3.1.3 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ制御盤の応力評価は，添付書類Ⅴ－2－1－9「機能維持の

基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3.1.2 構造概

要」にて示す使用済燃料プール監視カメラ制御盤の部位を踏まえ「3.2 耐震評価箇所」

にて設定する箇所に発生する応力等が許容限界内に収まることを，「3.4 応力評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。また，使用済燃料プール監視カメラ制御盤の機能

維持評価は，添付書類Ⅴ－2－1－9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持

の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「3.5 

機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「3.7 評価結果」

に示す。 

使用済燃料プール監視カメラ制御盤の耐震評価フローを第 3.1－2図に示す 

 

解析モデル設定  設計用地震力 

 

 

固有値測定試験   

 

 

 

 

 

応力解析   

 

 

地震力による応力  評価用加速度の算出 

 

 

構造強度評価  電気的機能維持評価 

 

第 3.1－2図 使用済燃料プール監視カメラ制御盤の耐震評価フロー 

 

  3.1.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62年及び平成 3 年）に準拠

して評価する。 
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 3.2 耐震評価箇所 

使用済燃料プール監視カメラ制御盤の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトを選定

して実施する。使用済燃料プール監視カメラ制御盤の耐震評価箇所については，第 3.1－1 図

に示す。 

 

 3.3 固有値解析 

  3.3.1 基本方針 

振動特性試験にて盤の固有振動数を求める。 

 

  3.3.2 固有振動数の計算方法 

振動試験装置にて1～35Hzの範囲について加速度0.1Gで掃引し，盤の応答を測定する。 

 

  3.3.3 固有値解析結果 

固有振動数の計算結果を以下に示す。 

方向 盤の固有振動数（Hz） 

水平 20 以上 

鉛直 20 以上 
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 3.4 応力評価 

  3.4.1 基本方針 

   (1) 耐震計算モデルは 1 質点系モデルとし，盤の重心位置に地震荷重が作用するものとす

る。 

   (2) 許容応力について，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が付録材料図表記載の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。ただ

し，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1位以下を切り捨てた値を用いるものと

する。 

   (3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

  3.4.2 評価対象部位 

使用済燃料プール監視カメラ制御盤の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトを

選定して実施する。 

 

  3.4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

使用済燃料プール監視カメラ制御盤の荷重の組合せ及び許容応力状態について，重大事

故等対処施設の評価に用いるものを第 3.4－1 表に示す。 

 

  3.4.4 許容応力 

使用済燃料プール監視カメラ制御盤の許容応力を第 3.4－2 表に示す。また，評価部位

に応じた使用材料の許容応力を第 3.4－3 表に示す。 

  



 

28 

2
8
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-2-6 R0 

第 3.4－1表 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処施設） 

施設区分 機器名称 設備分類（注 1） 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物 

質の取扱 

施設及び 

貯蔵施設 

燃料取扱設

備及び使用

済燃料貯蔵

設備 

使用済燃料プール 

監視カメラ制御盤 

常設／防止 

常設／緩和 
－（注 2） 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
（注 3） ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳ

の許容限界を用 

いる。） 

（注 1）「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設 

（注 1）／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

（注 2）その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

（注 3）「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

 

第 3.4－2表 許容応力（その他の支持構造物（重大事故等対処施設）） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）（注） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊ 1.5・ｆｓ

＊ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。）

（注）応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
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第 3.4－3表 使用材料の許容応力（重大事故等対処施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa）

Ｆ ＊ 

（MPa）

基礎ボルト SUS304 
 

205 520 － 246 

 

  3.4.5 設計用地震力 

耐震計算に用いる入力地震力には，添付書類Ⅴ－2－1－7「設計用床応答曲線の作成方

針」にて設定した床応答の作成方針に基づき，第 3.4－4 表にて示す条件を用いて作成し

た設計用床応答曲線を用いる。また，減衰定数は添付書類Ⅴ－2－1－6「地震応答解析の

基本方針」第 3－1表に記載の減衰定数を用いる。 

 

第 3.4－4表 設計用地震力 

地震動 

設置場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

設計用床応答曲線 

備 考 
建屋及び 

高さ（注） 

（m） 

方 向 

減衰 

定数 

（%） 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

原子炉 

建屋 

EL.20.3 

原子炉 

建屋 

EL.29.0 

水 平 4.0 
水平方向，鉛直方向と

もにＳｓ1～8 の包絡曲

線を用いる。 
鉛 直 1.0 

（注）制御盤は壁掛形であるため，設置フロア上階の設計用床応答曲線を使用する。 
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  3.4.6 応力評価方法 

基礎ボルトの応力算出概念図を第 3.4－1 図に示す。 

 

第 3.4－1図 基礎ボルトの応力算出概念図 

 

  

 ａ 

ｍ・（1＋ＣＶ）・ｇ 

 
３

 

転倒方向（水平方向） 

ｍ・ＣＨ・ｇ 

ｈ 

 
ｂ
 

基礎ボルト 

ｍ・（1＋ＣＶ）・ｇ 

基礎ボルト 基礎ボルト 

ｍ・ＣＨ・ｇ 

転倒方向 

（鉛直方向） 

ｈ 
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   3.4.6.1 記号の説明 

耐震評価に用いる記号を第 3.4－5表に示す。 

 

第 3.4－5表 耐震評価に用いる記号 

記号 記 号 の 説 明 単位 

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格*1SSB－3131 に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格*1SSB－3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（１本当たり） N 

Ｆｂ１ 
鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に

よりボルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 
N 

Ｆｂ２ 
鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に

よりボルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 
N 

ｆｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ｆｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ｆｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 取付面から重心までの距離 mm 

 ３ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

 ａ 左側取付ボルトと右側取付ボルト間の水平方向距離（壁掛形） mm 

 ｂ 上側取付ボルトと下側取付ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

ｍ 盤の質量 kg 

ｎ ボルトの本数 － 

ｎｆＨ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 
－ 

ｎｆＶ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 
－ 
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記号 記号の説明 単位 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｓｕ 設計・建設規格*1 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格*1 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

π 円周率 － 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

 ＊１：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版 

（2007 年追補版含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007（日本機械学会 

2007 年）（以下「設計・建設規格」という。）をいう。 
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   3.4.6.2 基礎ボルトの応力計算 

    (1) 基礎ボルトの引張応力計算 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，第 3.4－1 図で最外列のボルトを

支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

     a. 引張力 

Ｆ
ｂ

= Ｍａｘ  Ｆ
ｂ１

,Ｆ
ｂ２

  
Ｆ

ｂ１
= ｍ・  1 + Ｃ

Ｖ
 ・ｈ・ｇ

ｎ
ｆＶ

・ 
ｂ

+ ｍ・Ｃ
Ｈ
・ｈ・ｇ

ｎ
ｆＨ

・ 
ａ

 

Ｆ
ｂ２

= ｍ・  1 + Ｃ
Ｖ

 ・ｈ・ｇ + ｍ・Ｃ
Ｈ
・ 

３
・ｇ

ｎ
ｆＶ

・ 
ｂ

 

 

     b.引張応力 

σｂ = Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

 
Ａ

ｂ
= π

４
・ｄ

  
 

    (2) 基礎ボルトのせん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

     a. せん断力 

Ｑ
ｂ

=   Ｑ
ｂ１

  +  Ｑ
ｂ２

   
Ｑ

ｂ１
= ｍ・Ｃ

Ｈ
・ｇ 

Ｑ
ｂ２

= ｍ・  1 + Ｃ
Ｖ

 ・ｇ 

 

     b. せん断応力 

τ
ｂ

= Ｑ
ｂ

ｎ・Ａ
ｂ
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  3.4.7 応力評価条件 

   3.4.7.1 支持構造物の応力評価条件 

    (1) 盤関係 

項 目 記 号 単 位 入力値 

機器（盤）質量 ｍ kg  

重力加速度 ｇ m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離 ｈ mm 165 

左側取付ボルトと右側取付ボルト間の

水平方向距離（壁掛形） 
 ａ mm 820 

上側取付ボルトと下側取付ボルト間の

鉛直方向距離（壁掛形） 
 ｂ mm 1800 

重心と下側ボルト間の鉛直方向距離

（壁掛形） 
 ３ mm 879 

 

    (2) 設計用加速度 

項 目 記 号 
設計用加速度 

（×9.8m/s2） 

水平 ＣＨ 1.55 

鉛直 ＣＶ 1.17 

 

  



 

35 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
2
-6
 
R
0 

3.5 機能維持評価 

  3.5.1 基本方針 

使用済燃料プール監視カメラ制御盤は，地震時及び地震後に電気的機能が要求されてお

り，地震時及び地震後においても，その機能が維持されていることを示す。 

 

  3.5.2 機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ制御盤の固有振動数から応答加速度を求め，機能確認済加

速度以下であることを確認する。機能確認済加速度には，器具を実装した制御盤の正弦波

加振試験（掃引試験及びビート試験）において，電気的機能の健全性を確認した加振波の

最大加速度を適用する。機能確認済加速度を第 3.5－1表に示す。 

なお，使用済燃料プール監視カメラ制御盤の加振試験の結果から，固有振動数は水平及

び鉛直方向ともに 20Hz 以上であることを確認したことから，評価用加速度には最大床加

速度を使用する。 

 

第 3.5－1表 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

（×9.8m/s2） 

水 平 

鉛 直 

 

3.6 評価条件 

評価結果の妥当性を確認する上で必要となる，設計条件，評価用加速度及び機器要目につい

て第 3.6－1 表，第 3.6－2 表及び第 3.6－3表に記載する。 

  

線
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第 3.6－1表 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及

び床面高さ

（m） 

固有周期 

（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周辺環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

使用済燃料

プール監視

カメラ制御

盤 

－ 

（Ｓｓ機能維

持） 

EL.29.0 0.05 以下 0.05 以下 － － 1.55 1.17 40 

注記 ＊：固有周期は掃引試験により求めた使用済燃料プール監視カメラ制御盤の固有振動数ｆの逆数である。 

 

第 3.6－2表 評価用加速度 

項 目 
評価用加速度 

（×9.8m/s2） 

水 平 1.55 

鉛 直 1.17 
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第 3.6－3表 機器要目 

部材 
ｍ 

（kg） 

ｈ 

（mm） 

 ３ 

（mm） 

 ａ 

（mm） 

 ｂ 

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 
ｎ ｎｆＶ ｎｆＨ 

基礎ボルト  201.1 12 2 6 

 

部材 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ ＊ 

（MPa） 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

弾性設計用 

地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 205 520 － 246 － 鉛直 
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 3.7 評価結果 

  3.7.1 重大事故等対処施設としての評価結果 

使用済燃料プール監視カメラ制御盤の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。

また，評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，基準地震動Ｓｓに対して電気的機能

が維持されることを確認した。 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を第 3.7－1 表及び第 3.7－2 表に示す。また，電

気的機能維持評価結果を第 3.7－3表に示す。 
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第 3.7－1表 ボルトに作用する力                            （単位：N） 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト － 1420 － 7924 
 

第 3.7－2表 ボルトの応力                                    （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS304 
引張 － － 184 

せん断 － － 141 

 

第 3.7－3表 電気的機能維持の評価結果  （単位：×9.8m／s2） 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向 1.55 

鉛直方向 1.17 
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4. 使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱 

 4.1 基本方針 

  4.1.1 位置 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱は空調機械室に１台設置する。 

 

  4.1.2 構造概要 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の構造計画を第 4.1－1表に示す。 

 

第 4.1－1表 使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

使用済燃料プール 

監視カメラ用 

機器収納箱 

壁掛形 
収納箱を壁面に基礎ボ

ルトにて据え付ける。 
第 4.1－1図 

 

  

第 4.1－1図 使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱 外形図 

 

  

収納箱
壁

壁

基礎ボルト
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  4.1.3 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の応力評価は，添付書類Ⅴ－2－1－9「機能

維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「4.1.2 

構造概要」にて示す収納箱の部位を踏まえ，「4.2 耐震評価箇所」にて設定する箇所に発

生する応力等が許容限界内に収まることを，「4.4 応力評価」にて示す方法にて確認する

ことで実施する。また，使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の機能維持評価は，添

付書類Ⅴ－2－1－9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，

地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4.5 機能維持評価」

にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「4.7 評価結果」に示す。 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の耐震評価フローを第 4.1－2図に示す。 

 

解析モデル設定  設計用地震力 

 

 

固有値測定試験   

 

 

 

 

 

応力解析   

 

 

地震力による応力  評価用加速度の算出 

 

 

構造強度評価  電気的機能維持評価 

 

第 4.1－2図 使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の耐震評価フロー 

 

  4.1.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62年及び平成 3 年）に準拠

して評価する。 
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 4.2 耐震評価箇所 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト

を選定して実施する。使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の耐震評価箇所については，

第 4.1－1図に示す。 

 

 4.3 固有値解析 

  4.3.1 基本方針 

振動特性試験にて使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の固有振動数を求める。 

 

  4.3.2 固有振動数の計算方法 

振動試験装置にて 1～35Hz の範囲について加速度 0.1G で掃引し，使用済燃料プール監

視カメラ用機器収納箱の応答を測定する。 

 

  4.3.3 固有値解析結果 

固有振動数の計算結果を以下に示す。 

方向 固有振動数（Hz） 

水平 20 以上 

鉛直 20 以上 
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 4.4 応力評価 

  4.4.1 基本方針 

   (1) 耐震計算モデルは 1 質点系モデルとし，盤の重心位置に地震荷重が作用するものとす

る。 

   (2) 許容応力について，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。た

だし，比例法を用いる場合の端数処理は，小数第 1 位以下を切り捨てた値を用いるもの

とする。 

   (3) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

  4.4.2 評価対象部位 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の耐震評価は，耐震評価上厳しくなる基礎ボ

ルトを選定して実施する。 

 

  4.4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の荷重の組合せ及び許容応力状態について，

重大事故等対処施設の評価に用いるものを第 4.4－1 表に示す。 

 

  4.4.4 許容応力 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の許容応力を第 4.4－2 表に示す。また，評

価部位に応じた使用材料の許容応力を第 4.4－3表に示す。 
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第 4.4－1表 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処施設） 

施設区分 機器名称 設備分類（注 1） 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物 

質の取扱 

施設及び 

貯蔵施設 

燃料取扱設

備及び使用

済燃料貯蔵

設備 

使用済燃料プール 

監視カメラ用 

機器収納箱 

常設／防止 

常設／緩和 
－（注 2） 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
（注 3） ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

（注 1）「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設 

（注 1）／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

（注 2）その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

（注 3）「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

第 4.4－2表 許容応力（その他の支持構造物（重大事故等対処施設）） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）（注） 

一次応力 

引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊ 1.5・ｆｓ

＊ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。）

（注）応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
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第 4.4－3表 使用材料の許容応力（重大事故等対処施設） 

評価部位 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa）

Ｆ ＊ 

（MPa）

基礎ボルト SUS304 
 

201 510 － 241 

 

  4.4.5 設計用地震力 

耐震計算に用いる入力地震力には，添付書類Ⅴ－2－1－7「設計用床応答曲線の作成方

針」にて設定した床応答の作成方針に基づき，第 4.4－4 表にて示す条件を用いて作成し

た設計用床応答曲線を用いる。また，減衰定数は添付書類Ⅴ－2－1－6「地震応答解析の

基本方針」第 3－1表に記載の減衰定数を用いる。 

 

第 4.4－4表 設計用地震力 

地震動 

設置場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

設計用床応答曲線 

備 考 
建屋及び 

高さ（注） 

（m） 

方 向 

減衰 

定数 

（%） 

基準 

地震動 

Ｓｓ 

原子炉 

建屋 

EL.23.0 

原子炉 

建屋 

EL.29.0 

水 平 4.0 水平方向，鉛直方向と

もにＳｓ1～8 の包絡曲

線を用いる。 鉛 直 1.0 

（注）収納箱は壁掛形であるため，設置フロア上階の設計用床応答曲線を使用する。 
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  4.4.6 応力評価方法 

以下の基礎ボルトの応力算出概念図及び計算式を第 4.4－1図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4.4－1図 応力計算モデル 

  

 
ｂ
 

ｈ 

 
３
 

 ａ 

ｍ・ＣＨ・ｇ 
ｍ・ＣＨ・ｇ 

ｍ・（1＋ＣＶ)・ｇ 
ｍ・（1＋ＣＶ)・ｇ 

転倒方向（水平方向） 

転倒方向 

（鉛直方向） 
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   4.4.6.1 記号の説明 

耐震評価に用いる記号を第 4.4－5表に示す。 

 

第 4.4－5表 耐震評価に用いる記号 

記号 記 号 の 説 明 単位 

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格*1SSB－3131 に定める値 MPa 

Ｆ ＊ 設計・建設規格*1SSB－3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（１本当たり） N 

Ｆｂ１ 
鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震

によりボルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 
N 

Ｆｂ２ 
鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震

によりボルトに作用する引張力（１本当たり）（壁掛形） 
N 

ｆｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ｆｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ｆｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 取付面から重心までの距離 mm 

 ３ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

 ａ 左側取付ボルトと右側取付ボルト間の水平方向距離（壁掛形） mm 

 ｂ 上側取付ボルトと下側取付ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

ｍ 盤の質量 kg 

ｎ ボルトの本数 － 

ｎｆＨ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方

向）（壁掛形） 
－ 

ｎｆＶ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方

向）（壁掛形） 
－ 
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記号 記号の説明 単位 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｓｕ 設計・建設規格*1 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格*1 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

π 円周率 － 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

 ＊１：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版 

（2007 年追補版含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007（日本機械学会 

2007 年）（以下「設計・建設規格」という。）をいう。 
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   4.4.6.2 基礎ボルトの応力計算 

    (1) 基礎ボルトの引張応力計算 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，第 3.4－1 図で最外列のボルトを

支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

     a. 引張力 

Ｆ
ｂ

= Ｍａｘ  Ｆ
ｂ１

,Ｆ
ｂ２

  
Ｆ

ｂ１
= ｍ・  1 + Ｃ

Ｖ
 ・ｈ・ｇ

ｎ
ｆＶ

・ 
ｂ

+ ｍ・Ｃ
Ｈ
・ｈ・ｇ

ｎ
ｆＨ

・ 
ａ

 
Ｆ

ｂ２
= ｍ・  1 + Ｃ

Ｖ
 ・ｈ・ｇ + ｍ・Ｃ

Ｈ
・ 

３
・ｇ

ｎ
ｆＶ

・ 
ｂ

 
 

     b.引張応力 

σｂ = Ｆ
ｂ

Ａ
ｂ

 
Ａ

ｂ
= π4 ・ｄ

  
 

    (2) 基礎ボルトのせん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

     a. せん断力 

Ｑ
ｂ

=   Ｑ
ｂ１

  +  Ｑ
ｂ２

   
Ｑ

ｂ１
= ｍ・Ｃ

Ｈ
・ｇ 

Ｑ
ｂ２

= ｍ・  1 + Ｃ
Ｖ

 ・ｇ 

 

     b. せん断応力 

τ
ｂ

= Ｑ
ｂ

ｎ・Ａ
ｂ
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  4.4.7 応力評価条件 

   4.4.7.1 支持構造物の応力評価条件 

    (1) 機器収納箱関係 

項 目 記 号 単 位 入力値 

機器（機器収納箱）質量 ｍ kg 

重力加速度 ｇ m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離 ｈ mm 95 

左側取付ボルトと右側取付ボルト間の

水平方向距離（壁掛形） 
 ａ mm 380 

上側取付ボルトと下側取付ボルト間の

鉛直方向距離（壁掛形） 
 ｂ mm 320 

重心と下側ボルト間の鉛直方向距離

（壁掛形） 
 ３ mm 163 

 

    (2) 設計用加速度 

項 目 記 号 
設計用加速度 

（×9.8m/s2） 

水平 ＣＨ 1.55 

鉛直 ＣＶ 1.17 
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 4.5 機能維持評価 

  4.5.1 基本方針 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱は，地震時及び地震後に電気的機能が要求さ

れており，地震時及び地震後においても，その機能が維持されていることを示す。 

 

  4.5.2 機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の固有振動数から応答加速度を求め，機能確

認済加速度以下であることを確認する。機能確認済加速度には，器具を実装した収納箱の

正弦波加振試験（掃引試験及びビート試験）において，電気的機能の健全性を確認した加

振波の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を第 4.5－1 表に示す。 

なお，使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の加振試験の結果から，固有振動数は

水平及び鉛直方向ともに 20Hz 以上であることを確認したことから，評価用加速度には最

大床加速度を使用する。 

 

第 4.5－1表 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

（×9.8m/s2） 

水 平 

鉛 直 

 

4.6 評価条件 

評価結果の妥当性を確認する上で必要となる，設計条件，評価用加速度及び機器要目につい

て第 4.6－1 表，第 4.6－2 表及び第 4.6－3表に記載する。 
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NT2 補② Ⅴ-2-4-2-6 R0 

第 4.6－1表 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及

び床面高さ

（m） 

固有周期 

（s） 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周辺環境温度

（℃） 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

使用済燃料

プール監視

カメラ用 

機器収納箱 

－ 

（Ｓｓ機能維

持） 

EL.29.0 0.05 以下 0.05 以下 － － 1.55 1.17 46 

注記 ＊：固有周期は掃引試験により求めた使用済燃料プール監視カメラ制御盤の固有振動数ｆの逆数である。 

 

第 4.6－2表 評価用加速度 

項 目 
評価用加速度 

（×9.8m/s2） 

水 平 1.55 

鉛 直 1.17 
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第 4.6－3表 機器要目 

部材 
ｍ 

（kg） 

ｈ 

（mm） 

 ３ 

（mm） 

 ａ 

（mm） 

 ｂ 

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 
ｎ ｎｆＶ ｎｆＨ 

基礎ボルト  50.27 4 2 2 

 

部材 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ ＊ 

（MPa） 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

弾性設計用 

地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 201 510 － 241 － 鉛直 
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 4.7 評価結果 

  4.7.1 重大事故等対処施設としての評価結果 

使用済燃料プール監視カメラ用機器収納箱の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震

評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認

した。また，評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，基準地震動Ｓｓに対して電気

的機能が維持されることを確認した。 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を第 4.7－1 表及び第 4.7－2 表に示す。また，電

気的機能維持評価結果を第 4.7－3表に示す。 
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第 4.7－1表 ボルトに作用する力                            （単位：N） 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト － 189.8 － 706.1 

 

第 4.7－2表 ボルトの応力                                    （単位：MPa） 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS304 
引張 － － 180 

せん断 － － 138 

 

第 4.7－3表 電気的機能維持の評価結果  （単位：×9.8m／s2） 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向 1.55 

鉛直方向 1.17 
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5. 使用済燃料プール監視カメラ表示モニタ 

 5.1 基本方針 

  5.1.1 位置 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタは中央制御室に１台設置する。 

 

  5.1.2 構造概要 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタの構造計画を第 5.1－1表に示す。 

 

第 5.1－1表 使用済燃料プール監視カメラ表示モニタの構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

使用済燃料プール 

監視カメラ 

表示モニタ 

据付型 

表示モニタを机にボル

トにて取付けた取付治

具を介してバンドにて

固定する。 

第 5.1－1図 

 

第 5.1－1図 使用済燃料プール監視カメラ表示モニタ 外形図 

 

  

表示モニタ 
バンド 

取付治具 

ボルト 
机 
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  5.1.3 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタは，Ⅴ－2－1－9「機能維持の基本方針」にて

設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度

以下であることを，「5.5 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確

認結果を「5.7 評価結果」に示す。 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタの耐震評価フローを第 5.1－2 図に示す。 

 

 

設計用地震力 

 

 

評価用加速度の算出 

 

 

電気的機能維持評価 

 

第 5.1－2図 使用済燃料プール監視カメラ表示モニタの耐震評価フロー 

 

  5.1.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62年及び平成 3 年）に準拠

して評価する。 
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 5.2 耐震評価箇所 

評価部位は使用済燃料プール監視カメラ表示モニタ本体である。本計算書では，加振試験結

果を用いた使用済燃料プール監視カメラ表示モニタの電気的機能維持評価について示す。 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタの機能維持評価は，津使用済燃料プール監視カメラ

表示モニタ設置床の加速度により実施する。使用済燃料プール監視カメラ表示モニタの耐震評

価部位については，第 5.1－1図に示す。 

 

5.3 機能維持評価 

  5.3.1 基本方針 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタは，地震時及び地震後に電気的機能が要求され

ており，地震時及び地震後においても，その機能が維持されていることを示す。 

 

  5.3.2 機能維持評価方法 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタの電気的機能維持評価について，以下に示す。 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタは原子炉建屋付属棟（中央制御室）内に設置さ

れることから，評価用加速度はⅤ－2－1－7「設計用床応答曲線の作成方針」に示す原子

炉建屋の地震応答解析で評価した使用済燃料プール監視カメラ表示モニタを設置する床に

生じる加速度とし，評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。機能確

認済加速度には，表示モニタの加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部

位の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を第 5.3－1表に示す。 

 

第 5.3－1表 機能確認済加速度 

項 目 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

水 平 

鉛 直 
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5.4 加振試験 

  5.4.1 基本事項 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタについて実際の設置状態を模擬して加振試験を

行い，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して要求される機能が維持されることを確認する。 

 

  5.4.2 設計用地震力 

以下の加振波の最大床加速度を上回る加速度で加振を行う。 

・加振波：対象機器設置床における基準地震動Ｓｓに対する設計用床応答曲線を上回るよ

うに設定 

・加振方向：水平 2方向と鉛直方向の 3方向単軸加振 

 

                                 （単位：×9.8 m/s2） 

対象機器設置箇所 加振方向 評価用加速度（G） 

原子炉建屋 

EL.18.0m 

（EL.29.00m）*1 

水平*2 1.55 

鉛直 1.17 

   注記 *1：設置場所は中間階のため，１つ上階の最大床加速度を用いて保守的に評価する。 

      *2：水平方向はＸ方向及びＹ方向の包絡曲線を用いる。 
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5.5 評価結果 

 5.5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

使用済燃料プール監視カメラ表示モニタの設計基準対象施設としての状態を考慮した場

合の耐震評価結果を以下に示す。評価用加速度は機能確認済加速度以下であり，基準地震

動Ｓsに対して電気的機能が維持されることを確認した。 

基準地震動Ｓsに対する電気的機能維持評価結果を第 5.5－1表に示す。 

 

  



 

 

6
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第 5.5－1表 電気的機能維持の評価結果  （単位：×9.8 m/s2） 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向 1.55 

鉛直方向 1.17 
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Ｖ-2-4-2-7 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ－2－1－9「機能維持の基本方針」に示すとおり，使用済燃料プール監視カメ

ラ用空冷装置が基準地震動Ｓｓによる地震力に対しても機能を維持するために，耐震性を有する

ことを確認するものである。 
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2. 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置空気圧縮機 

 2.1 基本方針 

  2.1.1 位置 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置空気圧縮機は，原子炉建屋付属棟に２台設置す

る。 

 

  2.1.2 構造概要 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置空気圧縮機の構造計画を第 2.1－1表に示す。 

 

第 2.1－1表 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置空気圧縮機の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

使用済燃料プール 

監視カメラ用 

空冷装置空気圧縮機 

空気圧縮機 

空気圧縮機を床面に基

礎ボルトにて固定され

た架台に据え付ける。 

第 2.1－1図 

 

 

第 2.1－1図 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置空気圧縮機 外形図 

架台 

空気圧縮機 

基礎ボルト 
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  2.1.3 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置空気圧縮機は，Ⅴ－2－1－9「機能維持の基本

方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，実施する。また，使

用済燃料プール監視カメラ用空冷装置空気圧縮機の機能維持評価は，Ⅴ－2－1－9「機能

維持の基本方針」にて設定した機能維持の方針に基づき実施する。 

 

  2.1.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62年及び平成 3 年）に準拠

して評価する。 
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3. 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置除湿器 

 3.1 基本方針 

  3.1.1 位置 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置除湿器は，原子炉建屋付属棟に２台設置する。 

 

  3.1.2 構造概要 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置除湿器の構造計画を第 3.1－1 表に示す。 

 

第 3.1－1表 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置除湿器の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

使用済燃料プール 

監視カメラ用 

空冷装置除湿器 

除湿器 

除湿器を床面に基礎ボ

ルトにて固定された架

台に据え付ける。 

第 3.1－1図 

 

 

第 3.1－1図 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置除湿器 外形図 

 

 

基礎ボルト 

除湿器 

架台 
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  3.1.3 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置除湿器は，Ⅴ－2－1－9「機能維持の基本方針」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき実施する。また，使用済燃料

プール監視カメラ用空冷装置除湿器の機能維持評価は，Ⅴ－2－1－9「機能維持の基本方

針」にて設定した機能維持の方針に基づき実施する。 

 

  3.1.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62年及び平成 3 年）に準拠

して評価する。 
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4. 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置冷却器 

 4.1 基本方針 

  4.1.1 位置 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置冷却器は，原子炉建屋原子炉棟に１台設置する。 

 

  4.1.2 構造概要 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置冷却器の構造計画を第 4.1－1 表に示す。 

 

第 4.1－1表 使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置冷却器の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説 明 図 
主体構造 支持構造 

使用済燃料プール

監視カメラ用 

空冷装置冷却器 

冷却器 冷却器を取付

架 台 を 介 し

て，壁面に基

礎ボルトにて

固定された架

台に据え付け

る。 

 

 

 

 

取付架台

基礎ボルト 冷却器

ベースプレート

架台
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  4.1.3 評価方針 

使用済燃料プール監視カメラ用空冷装置冷却器は，Ⅴ－2－1－9「機能維持の基本方針」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき実施する。また，使用済燃料

プール監視カメラ用空冷装置冷却器の機能維持評価は，Ⅴ－2－1－9「機能維持の基本方

針」にて設定した機能維持の方針に基づき実施する。 

 

  4.1.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62年及び平成 3 年）に準拠

して評価する。 
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Ⅴ-2-4-3 使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-4-3-1 燃料プール冷却浄化系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-4-3-2 代替燃料プール注水系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-4-3-2-1 管の耐震性についての計算書 

 



 

1 

N
T
2
 
補
②

 Ｖ
-
2
-4
-
3
-2
-
1
 R
0
 

1. 概要 

本計算書は，「付録6 管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本

方針」に基づき，管の耐震性についての計算を実施した結果を示したものである。 
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重大事故等クラス2管の耐震性についての計算は，「Ⅴ-3-2-2-2-1-2 管の応

力計算書」に含まれている。 
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Ⅴ-2-4-3-3 代替燃料プール冷却系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-4-3-3-1 代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震性についての

計算書 
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1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，代替燃料プール冷却系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを説明するものである。 

代替燃料プール冷却系熱交換器は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 代替燃料プール冷却系熱交換器の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

支持構造 主体構造 

代替燃料プール冷却系熱交換

器は取付ボルトで架台に取り

付ける。 

伝熱板，側板，脚を有

するプレート式熱交換

器 

 

 

取付ボルト 

脚 

側板 
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2.2 評価方針 

代替燃料プール冷却系熱交換器の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造

強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示す代替燃料プール冷却系熱交換器の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所に

おいて，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，

「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」

に示す。 

代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価フロー 

 

  

計算モデルの設定 

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期の算出 

代替燃料プール冷却系熱交換器の

構造強度評価 
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2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日

本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9 月，昭和 62 年 8月及び平成 3 年 6 月）に

準拠して評価する。 
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2.4 記号の説明  

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

ａp 

Ａ,F,j 

Ａb,j 

Ａe,BP1,j 

Ａs,F,j 

Ａs,BPx,j 

Ａs,BPy,j 

ｂp 

ＣV 

ＣH 

ｄN 

Ｅ,b,j 

Ｅ,BP,j 

Ｅ,F,j 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆ,bzi,j 

Ｆ,BPx,j 

Ｆ,BPy,j 

Ｆ,BPz,j 

Ｆ,Fgv,j 

Ｆ,Fv,j 

Ｆ,Fx,j 

Ｆ,Fy,j 

fsb 

ft 
fto 

fts 

g 

Ｇ,BP,j 

Ｇ,F,j 

Ｈ 

Ｉ,BPx,j 

Ｉ,BPy,j 

Ｉ,Fi,j 

 

内圧に対する側板の有効幅 

側板の断面積 

取付ボルトの断面積 

脚の有効せん断断面積 

側板の有効せん断断面積 

長手方向地震に対する脚の有効せん断断面積 

横方向振動に対する脚の有効せん断断面積 

内圧に対する側板の有効長さ 

鉛直方向設計震度 

水平方向設計震度 

側板の開口部直径 

取付ボルト材の縦弾性係数 

脚材の縦弾性係数 

側板材の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

取付ボルトの引張力 

長手方向地震により脚に作用するせん断力 

横方向地震により脚に作用するせん断力 

運転時質量による脚のせん断力 

運転時質量による側板の軸力 

鉛直方向地震による側板の軸力 

長手方向地震により重心位置に作用するせん断力 

横方向地震により重心位置に作用するせん断力 

せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 

脚の許容引張応力 

引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

脚のせん断弾性係数 

側板のせん断弾性係数 

機器の重心高さ 

長手方向振動に対する脚の断面二次モーメント 

横方向振動に対する脚の断面二次モーメント 

側板の断面二次モーメント 

 

mm 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

MPa 

MPa 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

 

＊ 
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

ｋb,j 

ｋbθ,BPx,j 

ｋ,Fi,j 

ｋ,BPy,j 

ｋs,BPx,j 

ｋθ,bi,j 

ｋθ,Bi,j 

ｋθ,BPi,j 

Ｋi 

Ｋi,j

b,j 

x,j 

x,BP1,j 

x,BP2,j 

y,BP1,j 

y,BP2,j 

m0 

Ｍ,Fx,j 

Ｍ,Fy,j 

Ｍ,Fz,j 

ｎN 

ｎx,BP,j 

ｎy,BP1,j 

ｎy,BP2,j 

Ｐ 

Ｓa 

Ｓu 

Ｓy 

ｔ,F,j 

Ｔi 

Ｚ,Fx,j 

Ｚ,Fy,j 

Ｚ,BP2,j 

Ｚe,BP1,j 

βi 

π 

取付ボルトの締結部剛性 

長手方向振動に対する脚の曲げによる回転剛性 

側板の剛性 

横方向振動に対する脚のせん断/曲げ剛性 

長手方向振動に対する脚のせん断剛性 

取付ボルト締結部の回転剛性 

脚の剛性 

脚の回転剛性 

固定側及び可動側の並列剛性 

固定側，若しくは可動側の全体剛性 

取付ボルトの伸びに有効な長さ 

長手方向振動に対する取付ボルト締付幅 

側板中心から外側取付ボルトまでの長手方向距離 

側板中心から内側取付ボルトまでの長手方向距離 

横方向振動に対する外側取付ボルト締付幅の 1/2 

横方向振動に対する内側取付ボルト締付幅の 1/2 

機器の運転時質量 

長手方向地震による重心位置の曲げモーメント 

横方向地震による重心位置の曲げモーメント 

運転時質量により脚に作用する曲げモーメント 

側板開口部の数 

長手方向の荷重に寄与する脚片側の取付ボルト本数 

y,BP1,jの位置の取付ボルト本数 

y,BP2,jの位置の取付ボルト本数 

機器に作用する内圧 

側板の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

側板の板厚 

機器の固有周期 

長手方向地震に対する側板の断面係数 

横方向地震に対する側板の断面係数 

長手方向地震に対する脚の総断面係数 

脚の有効断面係数 

応力係数 

円周率 

N/mm 

N･mm/rad 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N･mm/rad 

N･mm/rad 

N･mm/rad 

N/mm 

N/mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm 

s 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

－ 
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

σa,BPz,j 

σa,Fz,j 

σab,BPx,j 

σab,BPy,j 

σ,b 

σ,bi,j 

σb,Fx,j 

σb,Fy,j 

σb,BPx,j 

σb,BPy,j 

σm 

σm1,j 

σm2,j 

σ(m+b) 

σ(m+b)x,j 

σ(m+b)x1,j 

σ(m+b)x2,j 

σ(m+b)y,j 

σ(m+b)y1,j 

σ(m+b)y2,j 

σp,Fi,j 

σr(m+b) 

σr(m+b)x,j 

σr(m+b)x1,j 

σr(m+b)x2,j 

σr(m+b)y,j 

σr(m+b)y1,j 

σr(m+b)y2,j 

σ,BP 

σ,BPx,j 

σ,BPy,j 

σw,BPz,j 

σw,Fz,j 

τab,BPx,j 

τab,BPy,j 

τa,BPz,j 

鉛直方向地震による脚の曲げ応力 

鉛直方向地震による側板の応力 

鉛直方向地震と長手方向地震による脚の長手方向の組合せ応力 

鉛直方向地震と横方向地震による脚の横方向の組合せ応力 

取付ボルトの最大引張応力 

取付ボルトの引張応力 

長手方向地震による側板の曲げ応力 

横方向地震による側板の曲げ応力 

長手方向地震による脚の曲げ応力 

横方向地震による脚の曲げ応力 

側板の一次一般膜応力の最大値 

側板軸方向の一次一般膜応力 

側板水平方向の一次一般膜応力 

側板の一次応力の最大値 

長手方向地震が作用した場合の側板の一次応力 

長手方向地震が作用した場合の側板軸方向の一次応力 

長手方向地震が作用した場合の側板水平方向の一次応力 

横方向地震が作用した場合の側板の一次応力 

横方向地震が作用した場合の側板軸方向の一次応力 

横方向地震が作用した場合の側板水平方向の一次応力 

内圧による側板の応力 

側板の一次＋二次応力の変動値の最大値 

長手方向地震による側板の一次＋二次応力の変動値 

長手方向地震による側板軸方向の一次＋二次応力の変動値 

長手方向地震による側板水平方向の一次＋二次応力の変動値 

横方向地震による側板の一次＋二次応力の変動値 

横方向地震による側板軸方向の一次＋二次応力の変動値 

横方向地震による側板水平方向の一次＋二次応力の変動値 

脚の組合せ応力の最大値 

鉛直方向地震と長手方向地震による脚の組合せ応力 

鉛直方向地震と横方向地震による脚の組合せ応力 

運転時質量による脚の曲げ応力 

運転時質量による側板の応力 

鉛直方向地震と長手方向地震による脚長手方向の組合せせん断応力

鉛直方向地震と横方向地震による脚横方向の組合せせん断応力 

鉛直方向地震による脚のせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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注 1：添字の意味は，以下のとおりとする。 

x：長手方向，y：横方向 

i：1＝長手方向，2＝横方向  

j：1＝固定側，2＝可動側 

注 2：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追

補版含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以

下「設計・建設規格」という。）をいう。 

 

 

  

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

τ,b 

τ,bi,j 

τb,BPx,j 

τb,BPy,j 

τw,BPz,j 

τ,Fx,j 

τ,Fy,j  

取付ボルトの最大せん断応力 

取付ボルトのせん断応力 

長手方向地震による脚のせん断応力 

横方向地震による脚のせん断応力 

運転時質量による脚のせん断応力 

長手方向地震による側板のせん断応力 

横方向地震による側板のせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度＊1 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

地震荷重を受け持つ主要な部材である側板，脚，取付ボルトについて実施する。代替燃料プール

冷却系熱交換器の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

代替燃料プール冷却系熱交換器の固有周期の計算方法を以下に示す。 

4.1.1 水平方向 

(1) 代替燃料プール冷却系熱交換器の質量は，重心に集中するものとする。 

(2) 代替燃料プール冷却系熱交換器は，固定側板と可動側板の並列結合により 1質点を支持

するものとし，図 4－1に示す計算モデルとして考える。 

(3) 各側板は，脚及び取付ボルト締結部の剛性からなる回転ばねと側板の剛性からなる曲げ

せん断ばねの直列結合と考える。長手方向の振動モデルを図 4－2，横方向の振動モデルを

図 4－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 長手方向の振動モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 横方向の振動モデル 

 

ｋ,Ｆi,1 

ｋθ,Bi,1 

Ｈ 

ｍ０ 

Ｈ 

固定 
側板 

可動 
側板 

取付 
ボルト 

脚（可動側） 脚（固定側）

取付 
ボルト 

Ｈ 脚 
取付 
ボルト 

側板 

ｋ,Ｆi,2 

ｋθ,Bi,2 
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(4) 固有周期は次式で求める。 

3
i

0
i

10Ｋ

m
・π・ 2＝Ｔ   ···························································· （4.1.1.1） 

i,2i,1i Ｋ＋ＫＫ＝  ········································································ （4.1.1.2） 

jBi,,θ

2

jFi,,

ji,

ｋ

Ｈ
＋

ｋ

1

1
＝Ｋ   ·································································· （4.1.1.3） 

 
ここに，添字： 21,i （1：長手方向，2：横方向） 

21,j （1：固定側，2：可動側） 

 

1) 側板の剛性 

3

jFi,,jF,,jF,,sjF,,

jFi,,

Ｈ

･ＩＥ･3

1
＋

Ｈ

･ＡＧ

1
1

＝ｋ   ······································ （4.1.1.4） 

 
2) 脚の剛性 

jbi,θ,jBPi,θ,

jBi,θ,

ｋ

1
＋

ｋ

1
1

＝ｋ   ························································· （4.1.1.5） 

 

a. 長手方向に対する脚の剛性 

(a) 脚の回転剛性 

jBPx,bθ,
2

jx,jBPx,s,

jBP1,θ,

ｋ

1
＋

･ｋ

1

1
＝ｋ   ········································· （4.1.1.6） 

 

イ. せん断剛性 

jx,

jBPx,,sjBP,,

jBPx,s,

Ａ･Ｇ
＝ｋ   ·················································· （4.1.1.7） 

 

ロ. 曲げによる回転剛性 

2

jBP2,x,

2

jBP1,x,jBP2,x,jBP1,x,

jx,jBPx,,jBP,,
jBPx,bθ,

－－･

･･Ｉ･Ｅ3
＝ｋ   ······················ （4.1.1.8） 
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(b) 取付ボルト締結部の回転剛性 

jx,jx, n

1

2

jBP2,x,jb,

n

1

2

jBP1,x,jb,jb1,θ, ･ｋ＋･ｋ＝ｋ   ································· （4.1.1.9） 

ここに， jBP,x,jx, n＝n  

 

b. 横方向に対する脚の剛性 

(a) 脚の回転剛性 

）・ｋ＋・2・(ｋ＝ｋ
2

jBP2,y,jBPy,,

2

jBP1,y,jBPy,,jBP2,θ,   ······················· （4.1.1.10） 

 
イ. 固定脚の面外剛性 

3

x,1

BPy,1,BP,1,

x,1

BPy,1,sBP,1,

BPy,1,

I･Ｅ･48

1
＋

･ＡＧ

1
1

＝ｋ  ·············· （4.1.1.11） 

 

ロ. 可動脚の面外剛性 

x,2

2

BP2,2x,

2

BP1,2x,

BPy,2,BP,2,

x,2

BPy,2,sBP,2,

BPy,2,

・

・Ｉ3･Ｅ
1

＋
･ＡＧ

1

1
＝ｋ   ··········· （4.1.1.12） 

 

(b) 取付ボルト締結部の回転剛性 

jy2,jy1, n

1

2

jBP2,y,jb,

n

1

2

jBP1,y,jb,jb2,θ, ･ｋ＋･ｋ･2＝ｋ   ························· （4.1.1.13） 

ここに， jBP1,y,jy1,＝ｎｎ  ， jBP2,y,jy2,＝ｎｎ  

 

c. 取付ボルト締結部の剛性 

jb,

jb,
jb,

jb,

ＡＥ
ｋ

・
＝ ···································································· （4.1.1.14） 

 

4.1.2 鉛直方向 

鉛直方向は十分な剛性を有していることから，固有周期の計算を省略する。 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計算方法は既往研究「ＢＷＲプラントへのプレート式熱交換器適用化に関する研究」（引用

文献(1)）に準拠する。 

(2) 代替燃料プール冷却系熱交換器の質量は，重心に集中するものとする。 

(3) 地震力は，代替燃料プール冷却系熱交換器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。 

(4) 代替燃料プール冷却系熱交換器は 2個の脚で支持され，脚は 1 個につき取付ボルトが 2 列

以上になっている。このため，脚は固定支持として扱う。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替燃料プール冷却系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

代替燃料プール冷却系熱交換器の許容応力を表 5－2 及び表 5－3 に示す。 

 



 

 

1
5
 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R0 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質

の取扱施設

及び 

貯蔵施設 

使用済燃料

貯蔵槽冷却

浄化設備 

代替燃料プール冷却系熱交換器 
常設/防止 

常設/緩和 

 重大事故等 

クラス２容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。）

注記 ＊1：「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R0 

表5－2 許容応力（重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 

   一次＋ 

 二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析＊2 を行い，疲労累積係数

が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 

2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析＊2 は不要。 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡ

Ｓの許容限界を用

いる。） 

   注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

         ＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと

読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 
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NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R0 

表 5－3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（脚） 

許容限界＊1，＊2 

（取付ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 組合せ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min{1.5・ｆｔ，2.1・ｆｔ－1.6・τｂ} ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許

容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。 

 

   

＊ ＊＊ ＊ ＊
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5.3 計算方法 

 5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 部材力の算定 

水平地震時に固定側及び可動側の各部材に作用する部材力は，1 質点系の重心位置

に作用した地震応答力を固定側と可動側の剛性比で案分して求める。また，地震応答

力に基づくモーメントは，案分した部材力と重心高さより求める。 

 

(1) 運転時質量による軸力 

2

･m
＝Ｆ 0
jFgv,,

g
  ······································································· （5.3.1.1.1） 

添字： 21,j  （1：固定側，2：可動側） 

 

(2) 鉛直方向地震力 

2

･Ｃ･m
＝Ｆ v0
jFv,,

g
 ······································································· （5.3.1.1.2） 

 

(3) 長手方向地震力 

1) 側板のせん断力 

a. 固定側 

H0

1

1,1
Fx,1, ･Ｃ･m･

Ｋ

Ｋ
＝Ｆ g   ······················································ （5.3.1.1.3） 

 

b. 可動側 

Fx,1,H0Fx,2, －Ｆ･Ｃ･m＝Ｆ g   ···················································· （5.3.1.1.4） 

 
2) 側板の曲げモーメント 

･Ｈ＝ＦＭ jFx,,jFx,,   ································································· （5.3.1.1.5） 

 

(4) 横方向地震力 

1) 側板のせん断力 

a. 固定側 

H0

2

2,1
Fy,1, ･Ｃ･m･

Ｋ

Ｋ
＝Ｆ g   ······················································ （5.3.1.1.6） 

 

b. 可動側 

Fy,1,H0Fy,2, －Ｆ･Ｃ･m＝Ｆ g   ···················································· （5.3.1.1.7） 
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2) 側板の曲げモーメント 

･Ｈ＝ＦＭ jFy,,jFy,,   ································································· （5.3.1.1.8） 

 

 

5.3.1.2 側板の計算方法  

(1) 内圧による応力 

側板の内圧による応力は，等分布荷重が作用するａp，ｂp の長方形板の応力として求め

る。なお，βiは長方形板の支持条件及びｂp / ａpより，引用文献(2)を用いて求められる。 

2

jF,,

3

p

N

2

Npp

p
ijFi,p,

ｔ

ａ･
・

･ｎｄ・
4

π
－ｂ･ａ

ｂ
・6･β＝σ

Ｐ
  ···························· （5.3.1.2.1） 

ここに，添字 i＝1：長方形板の長辺方向，i＝2：長方形板の短辺方向  

11 ββ ' ， 'ββ2 （ 1β' ， 'βは引用文献(2)による。） 

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

jF,,

jFgv,,
jFz,w,

Ａ

Ｆ
＝σ   ········································································ （5.3.1.2.2） 

jF,,

jFv,,
jFz,a,

Ａ

Ｆ
＝σ   ········································································· （5.3.1.2.3） 

(3) 長手方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

jFx,,

jFx,,

jFx,b,
Ｚ

Ｍ
＝σ   ···································································· （5.3.1.2.4） 

b. せん断応力 

jF,s,

jFx,,
jFx,,

Ａ

Ｆ
＝τ   ······································································ （5.3.1.2.5） 

 

(4) 横方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

jFy,,

jFy,,
jFy,b,

Ｚ

Ｍ
＝σ   ····································································· （5.3.1.2.6） 

 

b. せん断応力 

jF,s,

jFy,,
jFy,,

Ａ

Ｆ
＝τ   ······································································ （5.3.1.2.7） 
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(5) 組合せ応力 

a. 一次一般膜応力 

長手方向地震力及び横方向地震力がそれぞれ単独で側板に作用した場合，側板には曲

げ及びせん断応力のみが発生する。このため，鉛直方向地震と長手方向地震が作用した

場合及び鉛直方向地震と横方向地震が作用した場合の側板の一次一般膜応力は，内圧に

よる応力，運転時質量及び鉛直方向地震による応力のみとなり，水平地震の方向に依ら

ず以下となる。ここで，内圧により側板に発生する応力は曲げ応力が支配的となるが，

保守側の評価結果を得るために膜応力として扱う。 

)σ,σ＝Max(σ
j,m2j,m1m   ························································· （5.3.1.2.8） 

jFz,a,jFz,w,jF1,p,j1,m σ＋σ＋σ＝σ   ················································· （5.3.1.2.9） 

jF2,p,j2,m σ＝σ   ······································································ （5.3.1.2.10） 

 

b. 一次応力 

(a) 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jb)x2,(m

2

jFx,,

2

jb)x1,(mjb)x1,(mjb)x,(m σ,4･τ＋σ＋σ･
2

1
Max＝σ  （5.3.1.2.11） 

jFx,b,jFz,a,jFz,w,jF1,p,j1,b)x(m σ＋σ＋σ＋σ＝σ   ···························· （5.3.1.2.12） 

jF2,p,jb)x2,(m σ＝σ   ····························································· （5.3.1.2.13） 

 

(b) 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

2
jFy,,

2
jb)y2,(mjb)y1,(mjb)y2,(mjb)y1,(mjy,b)(m 4･τ＋σ－σ＋σ＋σ･

2

1
＝σ  

 ··········· （5.3.1.2.14） 

jFy,b,jFz,a,jFz,w,jF1,p,jb)y1,(m σ＋σ＋σ＋σ＝σ   ···························· （5.3.1.2.15） 

jF2,p,jb)y2,(m σ＝σ   ····························································· （5.3.1.2.16） 

 

(c) 一次応力の最大値 

)σ,σ＝Max(σ jb)y,(mjb)x,(mb)(m   ········································ （5.3.1.2.17） 
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c. 地震力のみによる一次＋二次応力の変動値 

(a) 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

2

jFx,,

2

jb)x1,r(mjb)x1,r(mjb)x,r(m 4･τ＋σ＋σ＝σ   ······················· （5.3.1.2.18） 

jFx,b,jFz,a,jb)x1,r(m σ＋σ＝σ   ················································· （5.3.1.2.19） 

0＝σ jb)x2,r(m   ·································································· （5.3.1.2.20） 

 

(b) 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

2

jFy,,

2

jb)y1,r(mjb)y1,r(mjb)y,r(m τ･4＋σ＋σ＝σ   ························ （5.3.1.2.21） 

jFy,b,jFz,a,jb)y1,r(m σ＋σ＝σ   ················································· （5.3.1.2.22） 

0＝σ jb)y2,r(m   ·································································· （5.3.1.2.23） 

 

(c) 一次＋二次応力の変動値の最大値 

)σ,σ＝Max(σ jb)y,r(mj,b)xr(mb)r(m   ····································· （5.3.1.2.24） 
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5.3.1.3 脚の計算方法 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

a. 曲げモーメント 

jBP1,x,jBPz,,jFz,, ・＝ＦＭ   ··························································· （5.3.1.3.1） 

jBP2,x,jBP1,x,

jBP2,x,
jFgv,,jBPz,,

＋
・＝ＦＦ   ················································ （5.3.1.3.2） 

ただし， jBP2,x,jBP1,x, ≦  

 

b. 運転時質量により脚に作用する応力 

(a) 曲げ応力 

jBP1,,e

jFz,,
jBPz,w,

Ｚ

Ｍ
＝σ   ······························································ （5.3.1.3.3） 

 

(b) せん断応力 

jBP1,,e

jBPz,,
jBPz,w,

Ａ

Ｆ
＝τ   ······························································ （5.3.1.3.4） 

 

c. 鉛直方向地震により脚に作用する応力 

(a) 曲げ応力 

jBP1,,e

jFz,,
vjBPz,a,
Ｚ

Ｍ
･Ｃ＝σ   ························································· （5.3.1.3.5） 

 

(b) せん断応力 

jBP1,,e

jBPz,,
vjBPz,a,
Ａ

Ｆ
･＝Ｃτ   ························································· （5.3.1.3.6） 

 

(2) 長手方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

jBP2,,

jFx,,
jBPx,b,

Ｚ

Ｍ
＝σ   ···································································· （5.3.1.3.7） 

 

b. せん断応力 

 

jBPx,,s

jBPx,,
jBPx,b,

Ａ

Ｆ
＝τ   ·································································· （5.3.1.3.8） 

jBP2,x,jBP1,x,

jFx,,
jBPx,,

＋

Ｍ
＝Ｆ   ························································· （5.3.1.3.9） 
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(3) 横方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

)nＺ(

1
･
)＋(

･
･＝Ｆσ

jBP,x,jBP1,,ejBP2,x,jBP1,x,

jBP2,x,jBP1,x,
jBPy,,jBPy,b,   ······················ （5.3.1.3.10） 

ただし， jBP2,x,jBP1,x, ≦   

jBP1,y,

jFy,,
jBPy,,

･2

Ｍ
＝Ｆ   ································································ （5.3.1.3.11） 

 

b. せん断応力 

)/nＡ(

1
･
)＋(

･＝Ｆτ
jBP,x,jBP1,,ejBP2,x,jBP1,x,

jBP2,x,
jBPy,,jBPy,b,    ······················ （5.3.1.3.12） 

ただし， jBP2,x,jBP1,x, ≦    

 

(4) 組合せ応力 

a. 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

2

jBPx,ab,

2

jBPx,ab,jBPx,, τ･3＋σ＝σ   ············································· （5.3.1.3.13） 

jBPx,b,jBPz,a,jBPz,w,jBPx,ab, σ＋σ＋σ＝σ   ······································ （5.3.1.3.14） 

jBPx,b,jBPz,a,jBPz,w,jBPx,ab, τ＋τ＋τ＝τ  ······································· （5.3.1.3.15） 

 

b. 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

2

jBPy,ab,

2

jBPy,ab,jBPy,, τ･3＋σ＝σ   ············································· （5.3.1.3.16） 

jBPy,b,jBPz,a,jBPz,w,jBPy,ab, ＋σ＋σ＝σσ   ······································ （5.3.1.3.17） 

jBPy,b,jBPz,a,jBPz,w,jBPy,ab, ＋τ＋τ＝ττ  ······································· （5.3.1.3.18） 

 

c. 組合せ応力の最大値 

)σ,σ＝Max(σ jBPy,,jBPx,,BP,   ··················································· （5.3.1.3.19） 
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5.3.1.4 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，運転時質量による軸力と水平方向（長手方向，横方向）及

び鉛直方向地震の組合せによる引張力，水平方向地震によるせん断力に基づき計算

する。 

 

(1) 取付ボルトの引張応力 

最も厳しい条件として，取付ボルトを支点とした転倒モーメントを考え，これを片

側最外列の取付ボルトで受けるものとする。 
ただし， 0≦Ｆ jbzi,, の場合，取付ボルトに引張力は作用しないので，取付ボルトの引張

応力の評価は行わない。 

 

a.  取付ボルトに作用する引張力 

jBP2,x,jBP1,x,

jBP1,x,
vjFgv,,jBPi,,jbzi,,

＋
・1－Ｃ・Ｆ－＝ＦＦ   ··················· （5.3.1.4.1） 

ただし， jBP2,x,jBP1,x, ≦  

ここに，添字 i： x＝長手方向，y＝横方向，j：1＝固定側，2＝可動側 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.  鉛直方向地震及び水平方向地震による引張応力 

図 5－1 脚部に作用する外荷重と取付ボルトの引張力の関係 

長手方向地震と鉛直方向地震が作用する場合 横方向地震と鉛直方向地震が作用する場合 

Ｍ,Fx,j Ｆ,bzx,j 

 x,BP1,j  x,BP2,j 

Ｆ,Fx,j 

Ｆ,Fgv,j 

Ｈ
 

 y,BP1,j  y,BP1,j 

Ｍ,Fy,j Ｆ,bzy,j 

Ｆ,Fy,j 

Ｆ,Fgv,j 
Ｈ

 

 y,BP2,j 

 x
,B

P
1,

j 
 x

,B
P

2,
j 
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引張力は，片側最外列に設置された取付ボルトで受け持つものとする。 

jb,jtbi,

ji,bz,

jbi,,
Ａ・ｎ

Ｆ
＝σ   ··························································· （5.3.1.4.2） 

ただし， jBP,x,jtbx,＝nn ， jBP1,y,jtby,＝nn  

 

(2) 取付ボルトのせん断応力 

取付ボルトに対するせん断力は，それぞれの脚に設置された全取付ボルト本数で受

け持つものとする。 

jBP,x,bj

jFi,,

jbi,,
・ｎＡ・2

Ｆ
＝τ   ·························································· （5.3.1.4.3） 

 

(3) 最大応力 

a. 引張応力 

)σ,＝Max(σσ jby,,jbx,,b,   ······················································ （5.3.1.4.4） 

 

b. せん断応力 

)τ,＝Max(ττ jby,,jbx,,b,   ······················································  （5.3.1.4.5） 
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5.4 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

  

5.5 応力の評価 

5.5.1 側板の応力評価 

5.3.1.2 項で求めた側板の組合せ応力σ(ｍ＋ｂ)は許容応力Ｓa以下であること。 

 

 許 容 応 力 Ｓa 

応力の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組

合せの場合 

一次一般膜応力 ＳｙとＳyと0.6・Ｓｕの小さい方。 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡについて

は上記値と1.2・Ｓとの大きい方。 

0.6・Ｓｕ 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次＋二次応力 地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が2・Ｓｙ以下であれば，疲

労解析は不要。 

 

 

 

 

5.5.2 脚の応力評価 

5.3.1.3 項で求めた脚の組合せ応力σ,ＢＰは許容引張応力 ƒｔ以下であること。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 引 張 応 力  

ƒｔ 
   ・1.5

1.5

Ｆ

 
   ・1.5

1.5

Ｆ

 

 

 

 

  

＊ 
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5.5.3 取付ボルトの応力評価 

5.3.1.4項で求めた取付ボルトの引張応力σ,ｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下

であること。 

せん断応力τ,ｂはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。 

 

ƒｔｓ＝ 1.4・ƒｔｏ－ 1.6・τ,ｂ                                （5.5.3.1） 

かつ， 

ƒｔｓ≦ƒｔｏ                                                  （5.5.3.2） 

 

ただし，ƒｔｏ及び ƒｓｂは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏ 
   ・1.5

2

Ｆ

 
   ・1.5

2

Ｆ

 

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂ 
   ・1.5

31.5・

Ｆ 

 

   ・1.5
31.5・

Ｆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 

＊ 



 

28 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
3
-3
-
1
 R
0
E
 

6. 引用文献 

(1) 大山 ほか，ＢＷＲプラントへのプレート式熱交換器適用化に関する研究，火力原子力発

電，第 576 号，Vol. 55, No.9，2004 年，pp.962-969. 

(2) チモシェンコ・ヴォアノフスキークリーガー共著,板とシェルの理論＜上＞（長谷川 節

訳）,ブレイン図書出版,1994 年 5 月 

(3) Warren C. Young, Richard G. Budynas: Roark’s Formulas for Stress and Strain, 7th 

Edition, 2002, McGraw-Hill, pp.194-196. 

 

 

 
 



 

 

 

Ⅴ-2-4-3-3-2  代替燃料プール冷却系ポンプの耐震性についての計算書

N
T
2
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
3
-3
-
2
 R
0
 



 

目   次 

 

1. 概要                                                                           1 

2. 構造説明                                                                       1 

2.1 構造計画                                                                     1 

3. 応力評価                                                                       2 

3.1 基本方針                                                                     2 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力                                                      2 

4. 機能維持評価                                                                   4 

4.1 機能維持評価方法                                                              4 

 

 

N
T
2
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
3
-3
-
2
 R
0
 



 

1. 概要 

本計算書は，添付書類 Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，代替燃料プール冷却系ポンプが設計用地震力に対して

十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，

応力評価及び機能維持評価により行う。 

代替燃料プール冷却系ポンプは，重大事故等対処設備においては        に

分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

代替燃料プール冷却系ポンプの構造計画を表 2－1に示す。

1 

N
T
2
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
3
-3
-
2
 R
0
 



 

3. 応力評価 

3.1 基本方針 

応力評価は，付録 4「横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載

の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替燃料プール冷却系ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故

等対処設備の評価に用いるものを表 3－1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

代替燃料プール冷却系ポンプの許容応力を表 3－2に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

代替燃料プール冷却系ポンプの使用材料の許容応力を表 3－3 に示す。 
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表 3－2 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 組合せ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，(2.1・ｆｔ－1.6・τｂ)｝ 

ⅤＡＳ＊3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆｔ ，(2.1・ｆｔ－1.6・τｂ)｝ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：クラス２支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙ及びＳｙ(RT)をそれぞれ 1.2・Ｓｙ及び 1.2・Ｓｙ(RT)と読み替える。 

クラス３支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金 

については，本読み替えを行わない。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-2 R0 

3
 

＊2 ＊2 ＊ ＊

＊2 ＊ ＊2 ＊

＊
＊

＊2 

＊2 

＊
＊



 

 

4. 機能維持評価 

代替燃料プール冷却系ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

 

4.1 機能維持評価方法 

代替燃料プール冷却系ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造

及び振動特性を持っているため，添付書類 Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の

機能確認済加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1に示す。 
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1. 概要 

本計算書は，「付録 6 管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管の耐震性についての計算を実施した結果を示したものである。 

 評価結果記載方法は以下に示す通りとする。 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル

単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小

となる解析モデルを代表として記載する。 

(2) 支持装置 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評価結果

を代表として記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

記  号 内    容 

  

 （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

  

 （太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

  

 （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算

書記載範囲の管 

  

 （破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記する

管 

  

 鳥瞰図番号（評価結果を記載する範囲） 

  

 鳥瞰図番号（評価結果の記載を省略する範囲） 

  

アンカ 

  

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 
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代替燃料プール冷却系概略系統図
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へ

 

DB2/SA2SA2 DB2/SA2 SA2 SA2 SA2 

AFPC-2 AFPC-1 

MO 

MO 

MO

AFPC-3FPC-10 FPC-6

代替燃料プール 

冷却系ポンプ 
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Ⅴ-2-5-1 原子炉冷却系統施設の耐震計算結果



 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
1
 R
0 

 

目次 

 

1. 概要                                                                        1 

2. 耐震評価条件整理                                                            1 

 



 

1 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
1
 R
0
E 

 

1. 概要 

本資料は，原子炉冷却系統施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明

するものである。 

 

2. 耐震評価条件整理 

原子炉冷却系統施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大事故等対

処施設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における

手法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重大事

故等対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施設の

評価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。 

原子炉冷却系統施設の耐震評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実

績と差異がない施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及び評価結果を

示すことを基本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 
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Ⅴ-2-5-3-1 主蒸気系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-5-3-1-1 アキュムレータの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，アキュムレータが設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを説明するものである。 

アキュムレータは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備にお

いては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に

応じた構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

アキュムレータの構造計画を表2－1に示す。 

 



2
 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0 

        表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 備考 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を 4 個の脚で支持

し，脚を溶接で架台

に据え付ける。 

上面及び下面に鏡

板を有するたて置

円筒形 

 

 

 

  

・逃がし安全弁 

自動減圧機能用 

アキュムレータ 

 

胴を 4 個の脚で支持

し，脚を溶接で架台

に据え付ける。 

上面及び下面に鏡

板を有するたて置

円筒形 

・逃がし安全弁 

逃がし弁機能用 

アキュムレータ 

 

 

胴板 

脚 
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2.2 評価方針 

アキュムレータの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度

上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示すアキュムレータの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」にて算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造

強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

アキュムレータの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 アキュムレータの耐震評価フロー 

 

 

 

 

計算モデルの設定 設計用地震力 

理論式による固有周期の算出 

地震時における応力 

アキュムレータの 

構造強度評価 
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2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補

版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及び平成 3

年 6 月）に準拠して評価する。 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊1 mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点 

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ及び逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレ

ータは，胴及び脚について評価を実施する。 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ及び逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレ

ータの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，6.1 設計基準対象施設としての評価結果及び6.2 

重大事故等対処設備としての評価結果の機器要目に示す。 

 

4.2 固有周期の計算結果 

6.項の評価結果に示す。 

 

5.  構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1)  容器及び内容物の質量は，重心に集中するものとする。 

(2)  地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) アキュムレータは胴を 4 個の脚で支持し，脚は溶接で架台に据え付けているため，固定

端として評価する。  

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

アキュムレータの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2 に示す。 

5.2.2 許容応力 

アキュムレータの許容応力を表 5－3 及び表 5－4 に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力 

アキュムレータの許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 5－5 に，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－6 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉冷却材

の循環設備 

・逃がし安全弁自動減圧機能用

アキュムレータ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用

アキュムレータ 

Ｓ クラス３容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉冷却材

の循環設備 

・逃がし安全弁自動減圧機能用

アキュムレータ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとし

てⅣＡＳの許

容限界を用い

る。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備， 

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。

S2 Ⅴ-2-5-3-1-1 R0 NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0 

＊ 

＊3 

＊2 

＊1 
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表 5－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さ

い方 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高 

ニッケル合金について 

は上記の値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓ

のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の

変動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析

は行わない。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。) 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行

い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の

変動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析

は行わない。 

      注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略

する。 

NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0 

＊1, ＊2 



1
0
 

 

 

 

 

表 5－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

 許容限界 

 （脚） 

 一 次 応 力 

組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・f ｔ 

ⅣＡＳ 

1.5・f ｔ 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。)

注記 ＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合

は評価を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0 

＊

＊ 



1
1
 

 

 

 

表 5－5 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS304 最高使用温度 171 113 150 413 ― 

脚 SS400 周囲環境温度 171 ― 201 373 ― 

  

     

 

表 5－6 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SUS304 最高使用温度 171 113 150 413 ― 

脚 SS400 周囲環境温度 171 ― 201 373 ― 

 

NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0 



 

12 

 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
5
-
3
-
1
-
1
 
R
0
 

5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－7～表 5－9 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は「Ⅴ-2-1-

7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 5－7 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震 
重要度分類 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

Ｓ 
原子炉格納

容器 
EL. 27.432＊1

Ｃ H＝0.88＊2 Ｃ V＝0.66＊2Ｃ H＝1.61＊3Ｃ V＝1.25＊3

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度と同等以上の設計震度 

   ＊3：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

 

表 5－8 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震 
重要度分類 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

Ｓ 
原子炉格納

容器 
EL. 27.432＊1

Ｃ H＝0.88＊2 Ｃ V＝0.66＊2Ｃ H＝1.61＊3Ｃ V＝1.25＊3

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度と同等以上の設計震度 

   ＊3：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 
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表 5－9 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの設計用地震力（重大事故等対処設備） 

耐震 
重要度分類 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

Ｓ 
原子炉格納

容器 
EL. 27.432＊1

― ― Ｃ H＝1.61＊2Ｃ V＝1.25＊2

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

   ＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 
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5.4  計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ

の耐震性についての計算結果】及び【逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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6. 評価結果 

6.1  設計基準対象施設としての評価結果 

6.1.1 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの設計基準対象施設としての耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造

強度を有していることを確認した。 

 

  (1) 構造強度評価結果 

    構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 

 

6.1.2 逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの設計基準対象施設としての耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造

強度を有していることを確認した。 

 

  (1) 構造強度評価結果 

    構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 

 

6.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

6.2.1 逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 

逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの重大事故等時の状態を考慮した場合の

耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して

十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

  (1) 構造強度評価結果 

    構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 



NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0
【逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】

1.　設計基準対象施設

 1.1　設 計 条 件

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

（m） 設計震度 設計震度 設計震度 設計震度 （MPa） （℃） （℃）

＊2 ＊2 ＊3 ＊3

＊1

 1.2　機 器 要 目

（kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm）

＊1 ＊2 ＊1 ＊2

（mm
2
）

― ―

― ―

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 ＊2

(厚さ≦16mm)

注記   : 最高使用温度で算出

  : 周囲環境温度で算出

  : 表中で上段は一次応力、下段は二次応力の係数とする。

201150 413 113 201 373 201

1.760×10
4 100

2.347×10
3

耐震重要度分類

860 ―

3.760×10
4

7.520×10
3

968

1
6

75 90 9.890×10
4

1.880×10
6

2.600×10
5 375.0 1.192×10

3 420.8

411

666.7 489.0 536.4 426.4

Ａｓ2

171Ｓ

550 12.0 184000 193000 70800 74200 141

ＣＨ＝0.88 ＣＶ＝0.66 ＣＨ＝1.61 ＣＶ＝1.25 2.28 171

Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（脚）Ｓｙ（脚）Ｓ（胴板）Ｓｕ（胴板） Ｆ（脚） Ｆ（脚）

ＫＣ2 Ｃ 1 Ｃ 2Ｋ 2 ＫＣ1

注記　＊1：基準床レベルを示す。　＊2：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度と同等以上の設計震度　＊3：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度

EL.27.432

鉛直方向水平方向

ＣＣ1 ＣＣ2

固有周期(s)

Ｋ11 Ｋ12 Ｋ21 Ｋ22 Ｋ 1

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

ＪＳ ｈ

（mm
4
） （mm）

Ｃ1 Ｃ2 Ｉｓｆ Ｉｓｒ Ｉｓｔ

（mm
2
） （mm

2
）

Ａｆ Ａｓ Ａｓｆ Ａｓｒ

（mm
3
） （mm

3
）

Ｚｓｐ Ｚｓｒ Ｚｓｔ

（mm） （mm） （mm
4
） （mm

4
） （mm

4
）

c

（mm
2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
）

Ａｓｔ Ａｓ1

645 689

ｇ Ｈ

（mm
3
）

ｍ０ Ｄｉ ｔ Ｅ ＥＳ Ｇ ＧＳ

最高使用圧力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度

機 器 名 称

*1
*2

原子炉格納容器

ＫＣ Ｋｒ

*3

逃がし安全弁
自動減圧機能用
アキュムレータ

*3 *3 *3 *3

据付場所及び床面高さ

Ｋ

*



NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0

 1.3　計算数値

　 1.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ 54 σφ1＝ 54

σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 0 σＸ5＝ 1 σ０＝ 54 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 1 σＸ5＝ 1 σ０＝ 54

　　  (2)　胴に生じる一次応力 （単位：MPa）

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 σ11＝ 55

せん断

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σ12＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σ13＝ 55

せん断 τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ101＝ 1 σ15＝ 55

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ111＝ 1 σ16＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

―

―

―

―

―

―

―

― ―

―

―

―

― ―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

――

―― ―

―

――

―1
7

―

―

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

組合せ一次
一般膜応力

内圧による応力
自重による応力 転倒モーメントによる応力

―

―

―

運転時質量による応力

―

―

応　　力 内圧による応力
運転時質量による応力

自重による応力

水平地震による応力

転倒モーメントによる応力

鉛直地震による応力

自重による応力

―

―

―

―

―

基準地震動Ｓｓ

鉛直地震による応力 水平地震による応力
組合せ一次
一般膜応力

自重による応力

第
一
評
価
点

―

―

―

―

―

―

―

―

―

第
二
評
価
点

第

一

脚

側

第

二

脚

側

地
震
の
方
向

応  力評価点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

運 転 時 重 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径 方向 荷重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 σ11＝ 56

せん断

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σ12＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σ13＝ 55

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 55

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ101＝ 1 σ15＝ 56

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ111＝ 1 σ16＝ 55

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

― ―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

― ―

― ―

― ―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ―

―

―

地
震
の
方
向

評価点 応  力

第

一

脚

側

基準地震動Ｓｓ

1
8

―

―

―

―

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

運 転 時 重 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径 方向 荷重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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　　  (3)　胴に生じる地震動のみによる一次＋二次応力 （単位：MPa）

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 1 σ21＝ 6

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 3

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 4

せん断 τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 3

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 1 σ24＝ 7

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 1 σＸ102＝ 1 σ25＝ 6

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 1 σ26＝ 7

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

―

―

―

―
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―

―

―

―

―

―
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―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

―

―

―

―

―

―

―

―

第
二
評
価
点

1
9

―

―

―

―

―

―

― ―

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

評価点 応  力

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 2 σ21＝ 11

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 6

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 7

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 5

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 2 σ24＝ 13

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 1 σＸ102＝ 2 σ25＝ 11

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 4

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 2 σ26＝ 12

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―
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―
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―

―

―
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―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

第
二
評
価
点

基準地震動Ｓｓ

2
0

―

―

―

―

―

―

―

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

評価点 応  力

地
震
の
方
向

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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   1.3.2  脚に生じる応力

（単位：MPa）

地震の方向

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 2 σＳ6＝ 10 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 14

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 10 τＳ4＝ 3 σsz2＝ 13

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 2 σＳ9＝ 7 σＳ10＝ 7 τＳ5＝ 3 σｓｘ＝ 18

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 3 σＳ6＝ 17 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 24

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 18 τＳ4＝ 5 σsz2＝ 23

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 3 σＳ9＝ 12 σＳ10＝ 13 τＳ5＝ 4 σｓｘ＝ 31

2
1

―

―

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組合せ応力

運 転 時 重 量 に よ る 応 力 水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

圧 縮 圧 縮曲 げ せ ん 断

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

圧 縮

地 震 力
の 種 類

Ｓｄ

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

Ｓｓ
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 1.4　結  論
   1.4.1　固有周期

（単位：ｓ）
方          向 固   有   周   期
水  平  方  向
鉛　直　方　向

   1.4.2　 応    力
（単位：MPa）

σ0＝ 54 Ｓａ＝ 150 σ0＝ 54 Ｓａ＝ 248

σ1＝ 55 Ｓａ＝ 225 σ1＝ 56 Ｓａ＝ 372

σ2＝ 7 Ｓａ＝ 300 σ2＝ 13 Ｓａ＝ 300

σＳ＝ 18 ƒｔ＝ 201 σＳ＝ 31 ƒｔ＝ 241

0.09 0.13

すべて許容応力以下である。

（座屈の評価）

2
2

胴     板 SUS304

SS400脚

一次一般膜

一      次

一次＋二次

組  合  せ

圧縮と曲げ
の組合せ

基準地震動Ｓｓ

算　出　応　力 許　容　応　力
部     材 材     料 応     力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算　出　応　力 許　容　応　力

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ
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【逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】

2.　設計基準対象施設

 2.1　設 計 条 件

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

（m） 設計震度 設計震度 設計震度 設計震度 （MPa） （℃） （℃）

＊2 ＊2 ＊3 ＊3

Ｓ
＊1

 2.2　機 器 要 目

（kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm）

＊1 ＊2 ＊1 ＊2

（mm
2
）

― ―

― ―

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 ＊2

150 413 113 201 373 201 201

(厚さ≦16mm)

注記   : 最高使用温度で算出

  : 周囲環境温度で算出

  : 表中で上段は一次応力、下段は二次応力の係数とする。

耐震重要度分類

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

ｔ

（mm
4
）

Ｉｓｒ

（mm
4
）

Ｉｓｔ

Ｄｉ cＧＳＧｍ０ ＥＳＥ

ＪＳ

（mm
4
）

（MPa） （MPa） （MPa）

（mm）

ｈ

Ｓｙ（胴板）

Ｚｓｒ

（mm
3
）

Ｚｓｔ

（mm
3
）

Ｈｇ

Ａｓｔ

（mm
2
） （mm

2
）

Ｚｓｐ

（mm
4
）

Ａｆ

（mm
2
）

881.8

ＫＣ2 Ｃ 1 Ｃ 2

（mm
2
）

ＡｓＣ1 Ｃ2

（mm） （mm）

Ｉｓｆ

501.2 366.3 4.470×10
3

1.169×10
4 75

396.6 314.1 1.670×10
3

2.010×10
4

199 83.4 615

Ａｓ1 Ａｓ2

（mm
3
）

50 75 4.506×10
4

7.530×10
5

1.220×10
5 280.0

400 12.0 ―184000 193000 70800 74200 577 534

2
3

注記　＊1：基準床レベルを示す。　＊2：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度と同等以上の設計震度　＊3：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度

ＣＨ＝0.88 ＣＶ＝0.66 ＣＨ＝1.61 ＣＶ＝1.25 1.46 171 171

EL.27.432

Ｓｕ（脚）Ｓｙ（脚）Ｓ（胴板）Ｓｕ（胴板） Ｆ（脚） Ｆ（脚）

Ｋ 2 ＫＣ1

600

307.5

Ａｓｆ

（mm
2
）

Ａｓｒ

（mm
2
）

鉛直方向水平方向

ＣＣ1 ＣＣ2

固有周期(s)

Ｋ11 Ｋ12 Ｋ21 Ｋ22 Ｋ 1

最高使用圧力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度

機 器 名 称

*1
*2

原子炉格納容器

ＫＣ Ｋ Ｋｒ

*3

逃がし安全弁
逃がし弁機能用
アキュムレータ

*3 *3 *3 *3

据付場所及び床面高さ

*
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 2.3　計算数値

　 2.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ 26 σφ1＝ 26

σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 0 σＸ5＝ 0 σ０＝ 26 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 1 σＸ5＝ 0 σ０＝ 26

　　  (2)　胴に生じる一次応力 （単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ1＝ 26 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 0 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 0 σ11＝ 26

せん断

周方向 σφ1＝ 26 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σ12＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 0 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 26 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 0 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σ13＝ 26

せん断 τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 26 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 0 τ3＝ 1

周方向 σφ1＝ 26 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 0 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 0 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 0 σＸ101＝ 0 σ15＝ 26

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 26 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 0 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 0 σＸ111＝ 1 σ16＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 0 τ6＝ 1 τ 5＝ 1
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弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―
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運転時質量による応力 鉛直地震による応力 水平地震による応力
組合せ一次
一般膜応力

自重による応力

組合せ一次
一般膜応力

内圧による応力
自重による応力 転倒モーメントによる応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

応　　力 内圧による応力
運転時質量による応力

自重による応力

水平地震による応力

転倒モーメントによる応力

鉛直地震による応力

自重による応力

―

―
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―

―

―
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第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

運 転 時 重 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径 方向 荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ1＝ 26 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 0 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 σ11＝ 27

せん断

周方向 σφ1＝ 26 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σ12＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 26 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 0 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σ13＝ 26

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 26 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ1＝ 26 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 0 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 1 σＸ101＝ 0 σ15＝ 27

せん断 τ6＝ 2 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 26 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 13 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 1 σＸ111＝ 1 σ16＝ 26

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 2 τ 5＝ 1
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脚

側

第
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点

第
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点

運 転 時 重 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径 方向 荷重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類



NT2 補② Ⅴ-2-5-3-1-1 R0

　　  (3)　胴に生じる地震動のみによる一次＋二次応力 （単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 0 σＸ72＝ 1 σ21＝ 3

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 2

せん断 τ 3＝ 0 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 4

せん断 τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 1 σ24＝ 6

せん断 τ 3＝ 0 τ3＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 0 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 0 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 0 σＸ102＝ 1 σ25＝ 4

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 0 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 0 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 1 σ26＝ 5

せん断 τ 3＝ 0 τ6＝ 1 τ 5＝ 1
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転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 1 σ21＝ 6

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 3

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 6

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 4

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 2 σ24＝ 11

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 0 σＸ102＝ 1 σ25＝ 7

せん断 τ6＝ 2 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 3

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 0 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 1 σ26＝ 9

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 2 τ 5＝ 1
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鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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   2.3.2  脚に生じる応力

（単位：MPa）

地震の方向

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 1 σＳ6＝ 8 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 11

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 9 τＳ4＝ 2 σsz2＝ 12

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 1 σＳ9＝ 6 σＳ10＝ 7 τＳ5＝ 2 σｓｘ＝ 15

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 2 σＳ6＝ 15 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 19

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 17 τＳ4＝ 4 σsz2＝ 20

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 2 σＳ9＝ 11 σＳ10＝ 12 τＳ5＝ 3 σｓｘ＝ 27

2
8

―

―

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組合せ応力

運 転 時 重 量 に よ る 応 力 水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

圧 縮 圧 縮曲 げ せ ん 断

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

圧 縮

地 震 力
の 種 類

Ｓｄ

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

Ｓｓ
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 2.4　結  論
   2.4.1　固有周期

（単位：ｓ）
方          向 固   有   周   期
水  平  方  向
鉛　直　方　向

   2.4.2　 応    力
（単位：MPa）

σ0＝ 26 Ｓａ＝ 150 σ0＝ 26 Ｓａ＝ 248

σ1＝ 26 Ｓａ＝ 225 σ1＝ 27 Ｓａ＝ 372

σ2＝ 6 Ｓａ＝ 300 σ2＝ 11 Ｓａ＝ 300

σＳ＝ 15 ƒｔ＝ 201 σＳ＝ 27 ƒｔ＝ 241

0.08 0.11

すべて許容応力以下である。

一次＋二次

組  合  せ

圧縮と曲げ
の組合せ

（座屈の評価）

応     力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算　出　応　力 許　容　応　力

一次一般膜

一      次

2
9

胴     板 SUS304

SS400脚

基準地震動Ｓｓ

算　出　応　力 許　容　応　力
部     材 材     料

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ
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【逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの耐震性についての計算結果】

3.　重大事故等対処設備

 3.1　設 計 条 件

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

（m） 設計震度 設計震度 設計震度 設計震度 （MPa） （℃） （℃）

＊2 ＊2

＊1

 3.2　機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔ Ｅ ＥＳ Ｇ ＧＳ c ｇ Ｈ

（kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm）

＊1 ＊2 ＊1 ＊2

Ｃ1 Ｃ2 Ｉｓｆ Ｉｓｒ Ｉｓｔ Ａｆ Ａｓ Ａｓｆ Ａｓｒ Ａｓｔ Ａｓ1 Ａｓ2 Ｚｓｐ Ｚｓｒ Ｚｓｔ

（mm） （mm） （mm
4
） （mm

4
） （mm

4
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
） （mm

3
）

― ―

― ―

ＪＳ ｈ

（mm
4
） （mm）

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2

(厚さ≦16mm)

注記   : 最高使用温度で算出

  : 周囲環境温度で算出

  : 表中で上段は一次応力、下段は二次応力の係数とする。

201150 413 113 201 373 ―

1.760×10
4 100

375.0 1.192×10
3 420.8 2.347×10

3
3.760×10

4
7.520×10

3

3
0

75 90 9.890×10
4

1.880×10
6

2.600×10
5

411

666.7 489.0 536.4 426.4

968

171 171Ｓ

550 12.0 184000 193000 70800 74200

― ― ＣＨ＝1.61 ＣＶ＝1.25 2.28

141645 689 860 ―

EL.27.432

Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（脚）Ｓｙ（脚）Ｓ（胴板）Ｓｕ（胴板）

Ｋ11 Ｋ12 Ｋ21 Ｋ22 Ｋ 1

Ｆ（脚）

ＫＣ2 Ｃ 1 Ｃ 2Ｋ 2

Ｆ（脚）

耐震重要度分類

鉛直方向水平方向

ＣＣ1 ＣＣ2

固有周期(s)

ＫＣ1

注記　＊1：基準床レベルを示す。　＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度

最高使用圧力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度

機 器 名 称

*1
*2

原子炉格納容器

ＫＣ Ｋｒ

*3

逃がし安全弁
自動減圧機能用
アキュムレータ

*3 *3 *3 *3

据付場所及び床面高さ

Ｋ

*
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 3.3　計算数値

　 3.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ 54

σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 1 σＸ5＝ 1 σ０＝ 54

　　  (2)　胴に生じる一次応力 （単位：MPa）

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

評価点 応  力

地
震
の
方
向

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ―

―

――

―

― ――

―

―

―

―

―

―

― ―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

― ―

― ― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ― ―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

―

―

―― ―

―

―

―

―

―

3
1

―

―

―

―

―

―

―

― ―

運転時質量による応力 鉛直地震による応力 水平地震による応力
組合せ一次
一般膜応力

自重による応力

組合せ一次
一般膜応力

内圧による応力
自重による応力 転倒モーメントによる応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

応　　力 内圧による応力
運転時質量による応力

自重による応力

水平地震による応力

転倒モーメントによる応力

鉛直地震による応力

自重による応力

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ―

―

―

― ― ―

―

―

― ―

― ―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

運 転 時 重 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径 方向 荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1 σφ71＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 σ11＝ 56

せん断

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ61＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σ12＝ 54

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σ13＝ 55

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ81＝ 1 σ14＝ 55

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ1＝ 54 σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ101＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ101＝ 1 σ15＝ 56

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 54 σφ4＝ 0 σφ9＝ 0 σφ91＝ 1 σφ111＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 27 σＸ2＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ111＝ 1 σ16＝ 55

せん断 τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

評価点 応  力

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

― ―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

― ―

― ―

― ―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

― ―

―

――

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

基準地震動Ｓｓ

3
2

―

―

― ―

運 転 時 重 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

内圧による応力 半径 方向 荷重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半径 方向 荷重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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　　  (3)　胴に生じる地震動のみによる一次＋二次応力 （単位：MPa）

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

周方向

軸方向

せん断

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

地
震
の
方
向

評価点 応  力

第

一

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

3
3

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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（単位：MPa）

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 2 σ21＝ 11

せん断

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ61＝ 1 σφ62＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σ22＝ 6

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σ23＝ 7

せん断 τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ81＝ 1 σφ82＝ 5

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 2 σ24＝ 13

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 1 σＸ102＝ 2 σ25＝ 11

せん断 τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ111＝ 1 σφ112＝ 4

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 2 σ26＝ 12

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

第
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価
点
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二
評
価
点
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震
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向

評価点 応  力
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一
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側
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一
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価
点
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二
評
価
点

第

二

脚

側

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

基準地震動Ｓｓ

3
4

―

―

―

―

―

―

―

―

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類
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   3.3.2  脚に生じる応力

（単位：MPa）

地震の方向

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 3 σＳ6＝ 17 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 24

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 18 τＳ4＝ 5 σsz2＝ 23

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 3 σＳ9＝ 12 σＳ10＝ 13 τＳ5＝ 4 σｓｘ＝ 31

―

3
5

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―― ―

―

―

―

―

―

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組合せ応力

運 転 時 重 量 に よ る 応 力 水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

圧 縮 圧 縮曲 げ せ ん 断

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

圧 縮

地 震 力
の 種 類

Ｓｄ

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

Ｓｓ
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 3.4　結  論
   3.4.1　固有周期

（単位：ｓ）
方          向 固   有   周   期
水  平  方  向
鉛　直　方　向

   3.4.2　 応    力
（単位：MPa）

― ― σ0＝ 54 Ｓａ＝ 248

― ― σ1＝ 56 Ｓａ＝ 372

― ― σ2＝ 13 Ｓａ＝ 300

― ― σＳ＝ 31 ƒｔ＝ 241

0.13

すべて許容応力以下である。

3
6

胴     板 SUS304

SS400脚

―

―

一次一般膜

一      次

一次＋二次

部     材 材     料 応     力
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算　出　応　力 許　容　応　力

組  合  せ

圧縮と曲げ
の組合せ

（座屈の評価）

基準地震動Ｓｓ

算　出　応　力 許　容　応　力

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ƒｂｒ ƒｂｔ ƒｃ
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Ⅴ-2-5-3-1-2 流出制限器の耐震性についての計算書 



 

1 

 

N
T
2
 
補

②
 
Ⅴ

-
2
-
5
-
3
-
1
-
2
 
R
0
E
 

 

本計算書の評価結果については，添付書類「Ⅴ-2-5-3-1-3 管の耐震性についての計算書」に

よる。 
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Ⅴ-2-5-4 残留熱除去設備の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-5-4-1 残留熱除去系の耐震性についての計算書 



  

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-5-4-1-3 残留熱除去系ストレーナの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の検討方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，残留熱除去系ストレーナが設計用地震力に対して十分な構造強度を有

していることを説明するものである。その耐震評価は残留熱除去系ストレーナの地震応答解析，

応力評価により行う。 

残留熱除去系ストレーナは，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等

対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設耐震重要重大事故防止設備以外の

常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた

耐震評価を示す。 

なお，残留熱除去系ストレーナ，高圧炉心スプレイ系ストレーナ及び低圧炉心スプレイ系スト

レーナは同形状のストレーナを使用することから，本計算書においては代表して残留熱除去系ス

トレーナに残留熱除去系ストレーナ，高圧炉心スプレイ系ストレーナ及び低圧炉心スプレイ系ス

トレーナの荷重条件で最大となる値を用いて評価している。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系ストレーナ，高圧炉心スプレイ系ストレーナ及び低圧炉心スプレイ系ストレー

ナの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 適用 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉格納容器

貫通部に取り付

けられたティー

に据え付ける。 

円錐支持ディスク形

 

 ・残留熱除去系ストレーナ 

・高圧炉心スプレイ系ストレーナ 

・低圧炉心スプレイ系ストレーナ 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-5-4-1-3 R0 

ストレーナ 原子炉格納容器 

ティー 

原子炉格納容器貫通部 
ストレーナ 
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2.2 適用基準 

 非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規），

平成 20・02・12 原院第 5号（平成 20 年 2 月 27 日原子力安全・保安院制定） 
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3. 評価部位 

残留熱除去系ストレーナの取付け状況，形状及び主要寸法を図 3－1，図 3－2 に示し，ディス

クセット幅，スペーサ内径，ロングフィンガ長さ及びショートフィンガ長さを表 3－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 残留熱除去系ストレーナの取付け状況 

  

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
4
-1
-
3
 R
0
 

Ａ～Ａ断面図 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

原子炉格納容器シェル部 

Ｘ（軸直角方向） 

Ｚ（軸直角方向） 

EL.  

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ 

ストレーナ 

Ａ Ａ 

Ｘ（軸直角方向） 

Ｙ（軸方向） 
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 ①ディスクセット   ②中間ディスクセット  

 ③ディスクセット   ④スペーサ  

 ⑤リブ （厚さ  ⑥コンプレッションプレート （厚さ  

 ⑦ロングフィンガ＊ （厚さ  ⑧ショートフィンガ （厚さ  

 ⑨ディスクサポートリング （厚さ  ⑩ストラップ （厚さ  

 ⑪ボトムスペーサ   ⑫フランジ 

 （①～④及び⑪は多孔プレート形状であり，多孔プレートの厚さは である。） 

 注記  ＊：ディスクセット におけるロングフィンガの厚さは である。 

 

図 3－2 残留熱除去系ストレーナの形状及び主要寸法（単位：mm） 
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多孔プレート詳細図 

Ｐ 

 

φｄ 

Ａ～Ａ矢視図 
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表 3－1 ディスクセット幅，スペーサ内径，ロングフィンガ長さ及び 

ショートフィンガ長さ 

（単位：mm） 

ディスク 

セット番号 

ディスク 

セット幅 
スペーサ内径 

ロング 

フィンガ長さ 

ショート 

フィンガ長さ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 
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4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 残留熱除去系ストレーナの応力評価は，東海第二発電所 平成 20年 4 月 7 日付け平成 20･

02･29 原第 41 号（既工認）にて認可された実績のある手法を適用する。各荷重による応

力は，実績のある３次元シェルモデルによる有限要素解析手法を適用する。 

(2) 解析コードはＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＮＡＳＴＲＡＮの

検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」

に示す。 
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4.2 計算条件 

4.2.1 温度 

(1) 設計基準対象施設としての最高使用温度 

温度ＴD  104.5 ℃ 

(2) 重大事故等対処施設としての評価温度 

温度ＴSA  148 ℃ 

 

4.2.2 設計荷重 

残留熱除去系ストレーナの設計荷重のうち，地震荷重，水力学的動荷重及びフランジの

設計荷重は，ストレーナ，貫通部，原子炉格納容器及び原子炉格納容器外側の配管系を接

続した影響を考慮（ストレーナから外側配管までの連成モデルを用いて解析を行い，各部

の反力を算出）して設定する。また，ストレーナは水中に設置されるため，付加質量を考

慮する。 

(1) 死荷重 

残留熱除去系ストレーナの自重による荷重及び残留熱除去系ストレーナに付着する異

物の自重による異物荷重＊1の 2つの死荷重を考慮する。 

死荷重及び異物荷重は，各部材の密度として設定する。 

残留熱除去系ストレーナの自重＝

異物荷重＝  

注記 ＊1：異物荷重は運転状態Ⅳ（プールスウェル時は除く。）及び運転状態Ⅴの荷

重の組合せ時に考慮する。 

(2) 差圧 

差圧荷重＊2は，異物付着時の残留熱除去系ストレーナを通しての最大設計差圧より設定

し，以下のとおりとする。 

差圧荷重の作用方向を図 4－1に示す。 

差圧荷重＝  

注記 ＊2：差圧荷重は運転状態Ⅳ（プールスウェル時は除く。）及び運転状態Ⅴの荷

重の組合せ時に考慮する。 
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図 4－1 差圧荷重の作用方向 

注：ディスク,スペーサ,ディスクサポートリング 

に作用させる 
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(3) 地震荷重 

残留熱除去系ストレーナの設計震度を表 4－1 に示す。 

地震荷重は表 4－1に示す設計震度により計算する。 

地震荷重は，各部材に設定した密度に対し，設計震度を各方向に作用させる。 

 

 

表4－1 設計震度 

 

取付け位置 EL

地震荷重 軸方向 軸直角方向 

Ｓd 

Ｓs 

注：方向は図3－1参照。ただし，軸直角方向 

（Ｘ方向及びＺ方向）については，二乗和 

 平方根としている。 

 

 

(4) 水力学的動荷重（逃がし安全弁作動時荷重及び原子炉冷却材喪失時荷重） 

逃がし安全弁作動時及び原子炉冷却材喪失時には，サプレッションチェンバ内の水中構

造物に様々な荷重が水力学的動荷重として作用する。これらの荷重については，原子力安

全委員会が策定した評価指針（ＭＡＲＫ Ⅱ動荷重指針）に準じて荷重の評価を実施する。 

ＭＡＲＫ Ⅱ動荷重指針に基づき，残留熱除去系ストレーナに加わる水力学的動荷重を

算出した結果を表 4－2に示す。表 4－2に示した荷重は，考慮すべき水力学的動荷重が最

大となる位置を選定して算出した値である。なお，地震荷重と組み合わせる逃がし安全弁

作動時荷重のみ記載する。 

なお，残留熱除去系ストレーナは，プールスウェル荷重の内のプールスウェル，ブレー

クスルー及びフォールバックによる荷重は十分小さいため評価対象としない。また，逃が

し安全弁作動時荷重の内の水ジェット及び蒸気凝縮過程による荷重についても十分小さ

いため評価対象としない。 

水力学的動荷重の作用方向を図 4－2 に示す。 

軸方向の荷重は，引用文献(1)の考え方に基づき，最前列のディスクと最後列のディス

クで軸方向荷重の１／２ずつを受け持つとし，この荷重を最前列と最後列のディスクの投

影面積で除算し，軸方向の圧力荷重として作用させる。 

軸直角方向の荷重は，ストレーナの片面のみで荷重を受け持つとし，ストレーナの片面

の投影面積で軸直角方向荷重を除算し，軸直角方向の圧力荷重として作用させる。 
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表4－2 水力学的動荷重（逃がし安全弁作動時荷重） 

（単位：N） 

荷重名称 軸方向 軸直角方向 

ＳＲＶ荷重（運転時，中小破断時）＊ 

 注記 ＊：方向は図 3－1 参照。ただし，軸直角方向（Ｘ方向及びＺ方向）については，二乗

和平方根としている。 

 定常ドラッグ荷重と圧力荷重との二乗和平方根とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 水力学的動荷重の作用方向 
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(5) フランジの設計荷重 

ストレーナ取付部フランジの設計荷重は，ストレーナに作用する荷重から算出したフラ

ンジ部のモーメントを用いる。ここでのモーメントとは，図 4－3 に示すように，ストレ

ーナ重心に作用する荷重とその作用点からフランジまでのモーメントアームから計算し

たモーメントであり，フランジに対して面外方向の曲げモーメント（2方向ある面外方向

曲げモーメントの二乗和平方根の合成値）とする。ストレーナ重心がフランジ中心軸上に

位置することから，フランジ面内方向のモーメント（ねじりモーメント）は発生しないた

め，ここでは評価対象としない。 

フランジの設計荷重を表 4－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 4－3 フランジに作用するモーメント 
 
 

表 4－3 フランジの設計荷重 

(単位：N･mm) 

荷重 モーメント 

1 死荷重 

2 異物荷重＊1 

3 差圧（ＤＢＡ） 

4 ＳＲＶ荷重 

5 ストレーナＳd地震荷重 

6 ストレーナＳs地震荷重 

7 異物Ｓd 地震荷重＊2 

8 差圧（ＳＡ） 

9 異物Ｓｓ地震荷重＊2 

注記 ＊1：異物による荷重は死荷重に含めて計算している。 

  ＊2：異物による地震荷重はストレーナの地震荷重に含めて 

計算している。 
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評価対象部位 

Ｍfmax 
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4.3 材料及び許容応力 

4.3.1 材料 

多孔プレート    

リブ     

コンプレッションプレート  

フィンガ    

ストラップ    

フランジ    

 

4.3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

残留熱除去系ストレーナに生じる荷重のうち，地震荷重以外については従来から変更が

ないことから，地震荷重との組合せ以外の強度に関わる評価については変更がなく，既工

認での結果を引用する。よって，基準地震動の策定に伴う地震荷重との組合せの評価とし

て，荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4

－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5 に示す。各材料の許容応力状

態に対する許容応力のうち，設計基準対象施設の評価に用いるものを表 4－6 に，重大事

故等対処施設の評価に用いるものを表 4－7に示す。 

 

 

表 4－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

 

施設区分 機器名称 
耐震重要 

度分類 

機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 

原子炉 

冷却系統 

施設 

残留熱 

除去設備

残留熱除去系

ストレーナ 
Ｓ 

― 

(クラス 

２相当) 

Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓd ⅢAＳ 

Ｄ＋ＰL＋ＭL＋Ｓd ⅢAＳ 

Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓs ⅣAＳ 

非常用 

炉心冷却

設備その

他原子炉

注水設備

残留熱除去系

ストレーナ 
Ｓ 

― 

(クラス 

２相当) 

Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓd ⅢAＳ 

Ｄ＋ＰL＋ＭL＋Ｓd ⅢAＳ 

Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓs ⅣAＳ 

高圧炉心 

スプレイ系 

ストレーナ 

Ｓ 

― 

(クラス 

２相当) 

Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓd ⅢAＳ 

Ｄ＋ＰL＋ＭL＋Ｓd ⅢAＳ 

Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓs ⅣAＳ 

低圧炉心 

スプレイ系 

ストレーナ 

Ｓ 

― 

(クラス 

２相当) 

Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓd ⅢAＳ 

Ｄ＋ＰL＋ＭL＋Ｓd ⅢAＳ 

Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓs ⅣAＳ 
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表4－5(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

 

施設区分 機器名称 設備分類＊ 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

冷却系統 

施設 

残留熱 

除去設備

残留熱除去系

ストレーナ 

常設 

／防止 

― 

(重大事

故等 

クラス 

２相当) 

Ｄ＋ＰSA＋ＭSA

＋Ｓs 

ⅤAＳ 

（ⅤAＳと

してⅣAＳ

の許容限界

を用いる）

注記 ＊：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重

大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備

を示す。 

 

表4－5(2) 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

 

施設区分 機器名称 設備分類＊ 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

原子炉 

冷却系統 

施設 

非常用 

炉心冷却

設備その

他原子炉

注水設備

残留熱除去系

ストレーナ 

常設 

／防止 
 

常設 

／緩和 

― 

(重大事

故等 

クラス 

２相当) 

Ｄ＋ＰSA＋ＭSA

＋Ｓs 

ⅤAＳ 

（ⅤAＳと

してⅣAＳ

の許容限界

を用いる）

高圧炉心 

スプレイ系 

ストレーナ 

常設耐震 

／防止 
 

常設 

／防止 

― 

(重大事

故等 

クラス 

２相当) 

Ｄ＋ＰSA＋ＭSA

＋Ｓs 

ⅤAＳ 

（ⅤAＳと

してⅣAＳ

の許容限界

を用いる）

低圧炉心 

スプレイ系 

ストレーナ 

常設 

／防止 

― 

(重大事

故等 

クラス 

２相当) 

Ｄ＋ＰSA＋ＭSA

＋Ｓs 

ⅤAＳ 

（ⅤAＳと

してⅣAＳ

の許容限界

を用いる）

注記 ＊：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重

大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備

を示す。 
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表4－6 許容応力（設計基準対象施設） 

(単位：MPa) 

材料 
許容応力 

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力＊

Ｐm ＰL＋Ｐb ＰL＋Ｐb＋Ｑ 

SUS304L 
ⅢAＳ 143 143 

287 
ⅣAＳ 243 365 

SUS304 
ⅢAＳ 169 169 

339 
ⅣAＳ 263 395 

注記 ＊：二次応力が発生する場合のみ考慮する。（今回の計算においては，二次応力（通常

運転時温度による応力を含む。）は発生しない。） 

 

 

表4－7 許容応力（重大事故等対処設備） 

(単位：MPa) 

材料 
許容応力 

状態 

許容応力 

一次応力 一次＋二次応力＊

Ｐm ＰL＋Ｐb ＰL＋Ｐb＋Ｑ 

SUS304L ⅣAＳ 234 351 263 

SUS304 ⅣAＳ 253 380 311 

注記 ＊：二次応力が発生する場合のみ考慮する。（今回の計算においては，二次応力（通常

運転時温度による応力を含む。）は発生しない。） 
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4.4 計算方法  

ストレーナの形状が同一であること及び考慮すべき荷重として最大となる値を使用して計

算することから，応力評価は代表して 1つの残留熱除去系ストレーナにつき実施する。 

4.4.1 応力評価点 

残留熱除去系ストレーナの構造は，図 3－2 に示すように，リブ及びフィンガが主強度

部材となり各ディスクを支える構造になっている。各ディスクの表面は多孔プレートとな

っており，ろ過装置としての機能を果たしている。4.2 項で設定した設計荷重の大部分は，

フィンガにより支えられた各ディスクの多孔プレート表面に加わり，負荷された荷重は最

終的にはリブに伝達される。したがって，ここではストレーナの主要構成部材である多孔

プレート，リブ，コンプレッションプレート，フィンガ，ストラップ及びフランジの構造，

形状を考慮した応力評価点を選定し，評価を実施する。 

応力評価点を表 4－8 及び図 4－4 に示す。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
4
-1
-
3
 R
0
 



 

17 

表 4－8 応力評価点 

 

名称 応力評価点番号 応力評価点 

多孔 

プレート 

ディスク Ｐ１ 全ディスクセットの多孔プレート 

スペーサ＊ Ｐ２ ディスクセット間の円筒形多孔プレート 

リブ Ｐ３ リブ 

コンプレッションプレート Ｐ４ コンプレッションプレート 

フィンガ Ｐ５ フィンガ 

ストラップ Ｐ６ ストラップ 

フランジ Ｐ７ フランジ 

注記 ＊：ボトムスペーサを含む。 

 

 

 

 

 

注：各応力評価点（Ｐ１～Ｐ６）は，許容応力に対する発生応力が，すべての許容応力状態を 

通じて最も厳しくなる点を代表で記載している。 

なお，図中の矢印は応力評価部位を示す。 

 

 

図 4－4 応力評価点 
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4.4.2 応力計算方法 

(1) ストレーナ（応力評価点Ｐ１～Ｐ６） 

各荷重により残留熱除去系ストレーナに生じる応力は，解析コードＮＡＳＴＲＡＮを使

用して計算する。 

残留熱除去系ストレーナの計算モデルを図 4－5 に示す。また，計算モデルの各部材は

溶接により接合されており，溶接部は健全性が確保されるよう設計する。 

なお，多孔プレートの等価縦弾性係数，等価ポアソン比及び応力増倍率は，引用文献(2)

の考え方に基づき設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：フランジ部のボルト締結部を固定する。 

 

図 4－5 残留熱除去系ストレーナの計算モデル 
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(2) フランジ（応力評価点Ｐ７） 

ストレーナ取付部のフランジは，一般的なフランジとは異なりガスケットを使用しない。

そこで，フランジを以下のようにモデル化し，応力評価を行う。 

フランジを外周（ボルト穴中心円直径）が固定された平板と考え，表 4－3 に示すモー

メントが中心部に作用すると考える。この場合の発生応力は，引用文献(3)より，図 4－6

に示す計算モデルで下記の計算式より求める。 

2

fmax
r

a･ｔ

β・Ｍ
＝σ

 

ここに， 

σr ：曲げ応力(MPa) 

Ｍfmax：表 4－3に示すモーメント(N･mm) 

ａ ：ボルト穴中心円半径＝  

ｂ ：フランジ内半径＝  

ｔ ：フランジ板厚＝  

β ：ｂ／ａ（＝0.800）から決まる計算上の係数＝0.471 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図 4－6 フランジ断面の計算モデル 

 

ａ 

ｂ

フランジ 

ｔ 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

残留熱除去系ストレーナの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣAＳに対する評価 

許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果を表 5－1に示す。 

表 4－4 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓsについて評価を記載している。 

(2) 許容応力状態ⅢAＳに対する評価 

許容応力状態ⅢAＳに対する応力評価結果を表 5－2に示す。 

表 4－4 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓd 及びＤ＋ＰL＋ＭL＋Ｓd の評価に

ついて，それぞれ発生値が高い方の評価を記載している。 
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表 5－1 許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓs） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣAＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

残留熱除去系 

ストレーナ 

Ｐ１ 
全ディスクセットの 

多孔プレート 
膜応力＋曲げ応力 18 365 ○  

Ｐ２ 
ディスクセット間の 

円筒形多孔プレート 
膜応力＋曲げ応力 36 365 ○  

Ｐ３ リブ 膜応力＋曲げ応力 48 395 ○  

Ｐ４ コンプレッションプレート 膜応力＋曲げ応力 20 395 ○  

Ｐ５ フィンガ 膜応力＋曲げ応力 43 395 ○  

Ｐ６ ストラップ 膜応力＋曲げ応力 27 395 ○  

Ｐ７ フランジ 曲げ応力 85 395 ○  
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表 5－2 許容応力状態ⅢAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓd 及びＤ＋ＰL＋ＭL＋Ｓd） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅢAＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

残留熱除去系 

ストレーナ 

Ｐ１ 
全ディスクセットの 

多孔プレート 
膜応力＋曲げ応力 116 143 ○ ②＊ 

Ｐ２ 
ディスクセット間の 

円筒形多孔プレート 
膜応力＋曲げ応力 43 143 ○ ②＊ 

Ｐ３ リブ 膜応力＋曲げ応力 38 169 ○ ①＊ 

Ｐ４ コンプレッションプレート 膜応力＋曲げ応力 17 169 ○ ①，②＊ 

Ｐ５ フィンガ 膜応力＋曲げ応力 34 169 ○ ①＊ 

Ｐ６ ストラップ 膜応力＋曲げ応力 21 169 ○ ①＊ 

Ｐ７ フランジ 曲げ応力 68 169 ○ ①＊ 

注記 ＊：①Ｄ＋ＰD＋ＭD＋Ｓd／②Ｄ＋ＰL＋ＭL＋Ｓd における結果を示す。 
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5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

残留熱除去系ストレーナの重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 許容応力状態ⅣAＳに対する評価 

許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果を表 5－3に示す。 

表 4－5 に示す荷重の組合せのうち，Ｄ＋ＰSA＋ＭSA＋Ｓs について評価を記載している。 
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表 5－3 許容応力状態ⅣAＳに対する応力評価結果（Ｄ＋ＰSA＋ＭSA＋Ｓs） 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

ⅣAＳ 

判定 備考 発生値 評価基準値 

MPa MPa 

残留熱除去系 

ストレーナ 

Ｐ１ 
全ディスクセットの 

多孔プレート 
膜応力＋曲げ応力 118 351 ○  

Ｐ２ 
ディスクセット間の 

円筒形多孔プレート 
膜応力＋曲げ応力 49 351 ○  

Ｐ３ リブ 膜応力＋曲げ応力 43 380 ○  

Ｐ４ コンプレッションプレート 膜応力＋曲げ応力 21 380 ○  

Ｐ５ フィンガ 膜応力＋曲げ応力 37 380 ○  

Ｐ６ ストラップ 膜応力＋曲げ応力 23 380 ○  

Ｐ７ フランジ 曲げ応力 60 380 ○  
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Ⅴ-2-5-4-2 耐圧強化ベント系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-5-4-2-1 管の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，「付録6 管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本

方針」及び「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐震支持設計方針」に基づき，管，支持構

造物及び弁の耐震性についての計算を実施した結果を示したものである。 

評価結果記載方法は以下に示す通りとする。 

(1) 管 

 工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結

果を解析モデル単位に記載する。また、各応力区分における最大応力評価点の

許容値／発生値（裕度）が最少となる解析モデルを代表として記載する。 

(2) 支持構造物 

 工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支

持点の評価結果を代表として記載する。 

(3) 弁 

 機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最少となる動的機能維持要求

弁を代表として評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図 
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Ⅴ-2-5-5 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備の耐震性についての

計算書 
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Ⅴ-2-5-5-1 高圧炉心スプレイ系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-5-5-2 低圧炉心スプレイ系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-5-5-3 高圧代替注水系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ－2－5－5－3－1－2 常設高圧代替注水系ポンプの 

耐震性についての計算書【動的機能維持評価】 
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1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方針に

基づき，常設高圧代替注水系ポンプが設計用地震力に対して十分な動的機能を有している

ことを説明するものである。 

常設高圧代替注水系ポンプは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防

止設備に分類される。以下，動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

常設高圧代替注水系ポンプの構造計画を表 2－1 に示す。 

 



 

 

2
 

NT2 補② Ⅴ-2-5-5-3-1-2 R0 

 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベースに固定さ

れ，ポンプベースは基礎ボルトで

基礎に据え付ける。 

ターボ形  

 

 

基礎ボルト 

ポンプ 取付ボルト 
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2.2 評価方針 

  常設高圧代替注水系ポンプの機能維持評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.1 動

的機能維持」にて設定した動的機能維持の方針に基づき，地震動を模擬した加振試験により，

「4. 機能維持評価」にて示す方法にて機能維持を確認する。 

  常設高圧代替注水系ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 横軸ポンプの耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  ＪＥ

ＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6

月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

常設高圧代替注水系ポンプは，ポンプベースに固定され，ポンプベースは基礎ボルトで基礎

に据え付けられている。常設高圧代替注水系ポンプの構造強度評価は「Ｖ-2-5-5-3-1-1 常設

高圧代替注水系ポンプの耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書では，加

振試験を用いた常設高圧代替注水系ポンプの動的機能維持評価について示す。 

設計用地震力 

加振試験 

横軸ポンプの動的機能維持評価 
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4. 機能維持評価 

 4.1 動的機能維持評価方法 

常設高圧代替注水系ポンプの動的機能維持評価について，以下に示す。 

常設高圧代替注水系ポンプは実験による機能維持評価として，地震を模擬した加振試験に

より，機能維持の確認をする。 

 

4.2 加振試験 

4.2.1 基本事項 

常設高圧代替注水系ポンプについて実際の設置状態を模擬して加振試験を行い，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対して要求される機能が維持されることを確認する。 

 

4.2.2 設計用地震力 

以下の加振波の最大加速度を上回る加速度で加振を行う。 

   ・加振波：対象機器設置箇所における基準地震動Ｓｓに対する設計用床応答スペクトルを上

回るように設定 

   ・加振方向：水平（前後）＋鉛直，水平（左右）＋鉛直 

                            （単位：×9.8m/s2) 

対象機器設置箇所 加振方向 
最大加速度 

Ss 

原子炉建屋 

EL. -4.0（m） 

水平 
NS 0.73 

EW 0.73 

鉛直 0.76 

 

 

 



 
N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
5
-3
-
2
 R
0
 

Ⅴ-2-5-5-3-2 管の耐震性についての計算書 



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
5
-3
-
2
 R
0
 

目 次 

1. 概要  1 

2. 概略系統図及び鳥瞰図  2 

2.1 概略系統図  2 

2.2 鳥瞰図   4 



 

1 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
5
-3
-
2
 R
0
 

1. 概要 

本計算書は，「付録 6 管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管の耐震性についての計算を実施した結果を示したものである。 

 評価結果記載方法は以下に示す通りとする。 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル

単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小

となる解析モデルを代表として記載する。 

(2) 支持装置 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評価結果

を代表として記載する。 

(3) 弁 

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表として

評価結果を記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

記  号 内    容 

  

 （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

  

 （太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

  

 （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計

算書記載範囲の管 

  

 （破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記す

る管 

  

 鳥瞰図番号（評価結果を記載する範囲） 

  

 鳥瞰図番号（評価結果の記載を省略する範囲） 

  

アンカ 

  

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 
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2.2 鳥瞰図 

鳥瞰図記号凡例 

記   号 内  容 

（太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（Ｓ

Ａ）」，設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（Ｄ

Ｂ）」とする。) 

（細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算書

記載範囲の管 

（破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のうち，

他系統の管であって解析モデルの概略を示すために表記する

管 

○ 節 点 

◎ 質 点 

ア ン カ

レストレイント

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分

を示す。スナッバについても同様とする。） 

スナッバ

ハンガ

拘束点の地震による相対変位量（mm） 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，□内に変

位量を記載する。） 

注： 鳥瞰図中の寸法の単位は mmである。 
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Ⅴ-2-5-5-4 低圧代替注水系の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類 Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，常設低圧代替注水系ポンプが設計用地震力に対して十

分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，

応力評価及び機能維持評価により行う。 
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2. 応力評価 

2.1 基本方針 

応力評価は，付録 4「横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 
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3. 機能維持評価 

常設低圧代替注水系ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

 

3.1 機能維持評価方法 

常設低圧代替注水系ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及

び振動特性を持っているため，添付書類 Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機

能確認済加速度を適用する。 
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1. 概要 

本計算書は，「付録6 管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本

方針」に基づき，管の耐震性についての計算を実施した結果を示したものである。 
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重大事故等クラス2管の耐震性についての計算は，「Ⅴ-3-3-3-4-4-2 管の応

力計算書」に含まれている。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類 Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，代替循環冷却系ポンプが設計用地震力に対して十分な

構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力

評価及び機能維持評価により行う。 
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2. 応力評価 

2.1 基本方針 

応力評価は，付録 4「横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 
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3. 機能維持評価 

代替循環冷却系ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

 

3.1 機能維持評価方法 

代替循環冷却系ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振

動特性を持っているため，添付書類 Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確

認済加速度を適用する。 
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1. 概要 

本計算書は，「付録 6 管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づ

き，管の耐震性についての計算を実施した結果を示したものである。 

 評価結果記載方法は以下に示す通りとする。 

(1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析モデル

単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（裕度）が最小

となる解析モデルを代表として記載する。 

(2) 支持装置 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評価結果

を代表として記載する。 
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2. 概略系統図及び鳥瞰図 

2.1 概略系統図 

 

概略系統図記号凡例 

 

記  号 内    容 

  

 （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備） 

  

 （太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

（設計基準対象施設） 

  

 （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計算

書記載範囲の管 

  

 （破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって系統の概略を示すために表記する

管 

  

 鳥瞰図番号（評価結果を記載する範囲） 

  

 鳥瞰図番号（評価結果の記載を省略する範囲） 

  

アンカ 

  

[管クラス] 

DB1 

DB2 

DB3 

DB4 

SA2 

SA3 

DB1/SA2 

DB2/SA2 

DB3/SA2 

DB4/SA2 

 

クラス１管 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス１管 

重大事故等クラス２管であってクラス２管 

重大事故等クラス２管であってクラス３管 

重大事故等クラス２管であってクラス４管 
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代替循環冷却系概略系統図

代替循環冷却系 

ポンプ A 残
留

熱
除

去
系

よ
り

 

残
留

熱
除

去
系

へ
 

MO 

代替循環冷却系 

ポンプ B 残
留

熱
除

去
系

よ
り

 

残
留

熱
除

去
系

へ
 

DB2/SA2 SA2 

DB2/SA2SA2 

DB2/SA2 SA2 

DB2/SA2 SA2 

DB2/SA2 SA2 

DB2/SA2 SA2 

DB2/SA2 SA2 

DB2/SA2SA2 

RHR-6,7,47,48ARC-3 

RHR-3,11,18ARC-1 ARC-2 

ARC-4 

ARC-2RHR-34,37,38,39,50 

RHR-6,7,47,48 

ARC-4

ARC-4

ARC-4RHR-60 

RHR-70 

ARC-2RHR-31 

ARC-2RHR-3,11,18 

MO 

MO

MO

MO

MO

MO

MO
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2.2 鳥瞰図 

 

鳥瞰図記号凡例 

 

記   号 内    容 

  

（太線） 工事計画記載範囲の管のうち，本計算書記載範囲の管 

(重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「（Ｓ

Ａ）」,設計基準対象施設の場合は鳥瞰図番号の末尾を

「（ＤＢ）」とする。) 

  

（細線） 工事計画記載範囲の管のうち，本系統の管であって他計

算書記載範囲の管 

  

（破線） 工事計画記載範囲外の管又は工事計画記載範囲の管のう

ち，他系統の管であって解析モデルの概略を示すために

表記する管 

  

○ 節   点 

◎ 質   点 

  

 
ア ン カ 

  

 

レストレイント 

（本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向

成分を示す。スナッバについても同様とする。） 

  

 
スナッバ 

 
ハンガ 

  

 

拘束点の地震による相対変位量（mm） 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，□内

に変位量を記載する。） 

 

注： 鳥瞰図中の寸法の単位は mm である。 
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3. 計算条件 

3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類＊1 
設備分類＊2 

機器等 

の区分 

耐震 

クラス 
荷重の組合せ＊3,4

許容応力

状態＊5 

原子炉冷却系統施設 
非常用炉心冷却設備 

その他原子炉注水設備
代替循環冷却系 ＳＡ 常設／緩和 

重大事故等 

クラス２管 
－ 

ⅤL(Ｌ)＋Ｓｄ
＊6,7

ⅤAＳ 
ⅤL(Ｌ)＋Ｓｓ

＊6 

注記 ＊1： ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2： 「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故

防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3： 運転状態の添字 L は荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態を示す。 

＊4： 許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

＊5： 許容応力状態ⅤAＳは許容応力状態ⅣAＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣAＳとして評価を実施する。 

＊6： 重大事故時の原子炉格納容器バウンダリ閉じ込め機能維持要求として，原子炉格納容器バウンダリにおいて考慮する荷重の

組合せを示す。 

＊7： 荷重の組合せⅤL(Ｌ) ＋ＳｄはⅤL(Ｌ) ＋Ｓｓに包絡されるため，評価を省略する。 
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3.2 設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 耐震クラス

縦弾性係数

(MPa) 

1 

212,502,  2,  4,600,311 

901,312,  6,801,503,  7 

601,  9,802,321,902,322 

11,803,504, 12, 14,602 

15, 17,505,804,603,506 

805,412,411,413,421,221 

423,621,829,622, 96, 98 

830, 99,623,101,102,104 

831,105,624,107,832,341 

904 

3.45 80 216.3 8.2 STPT410 －  

2 
904,342,108,625,110,833 

111,113,114,626,116,834 
0.86 80 216.3 8.2 STPT410 －  
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設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 耐震クラス

縦弾性係数

(MPa) 

3 

1001,501,211,411,414,604 

806, 18, 20, 21, 23,605 

807,507,606, 24, 26,808 

27, 29,701, 30, 32,809 

607, 33, 35,810, 36, 38 

39, 41,811 

3.45 80 165.2 7.1 STPT410 － 
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設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

管番号 対応する評価点 
最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 耐震クラス

縦弾性係数

(MPa) 

4 

222,812, 42, 44,608, 45 

47,813, 48, 50,609,814 

610,815,611, 51, 53,816 

54, 56,612, 57, 59, 60 

62,817, 63, 65, 66, 68 

613, 69, 71, 72, 74,818 

75, 77,819, 78, 80, 81 

614, 83,820,615,821,616 

508,822, 84, 86,823, 87 

89,824,617,825,618,826 

619,331,903,332,827, 90 

92,620, 93, 95,828 

3.45 80 114.3 6.0 STPT410 － 
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配管の付加質量 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

質量 対応する評価点 

212,502,  2,  4,600,311,901,312,  6,801,503,  7,601,  9 

802,321,902,322, 11,803,504, 12, 14,602, 15, 17,505,804 

603,506,805,412,411,413,421,221,423,621,829,622, 96, 98 

830, 99,623,101,102,104,831,105,624,107,832,341,904,342 

108,625,110,833,111,113,114,626,116,834 

1001,501,211,411,414,604,806, 18, 20, 21, 23,605,807,507 

606, 24, 26,808, 27, 29,701, 30, 32,809,607, 33, 35,810 

36, 38,39, 41,811 

222,812, 42, 44,608, 45, 47,813, 48, 50,609,814,610,815 

611, 51, 53,816, 54, 56,612, 57, 59, 60, 62,817, 63, 65 

66, 68,613, 69, 71, 72, 74,818, 75, 77,819, 78, 80, 81 

614, 83,820,615,821,616,508,822, 84, 86,823, 87, 89,824 

617,825,618,826,619,331,903,332,827, 90, 92,620, 93, 95 

828 
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フランジ部の質量 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

質量 対応する評価点 

501 

502,503,504,505 

506 

507 

508 
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弁部の質量 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点 

901 902 

903 953 

904 954 
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弁部の寸法 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 
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支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

 1001  

 801  

 802  

 803  

 804  

 805  

 806  

 807  

 808  

 809  

 810  

 811  

 812  

 813  

 814  

 815  

 816  

 817  

 818  

 819  

 820  

 821  

 822  

 823  

 824  

 825  

 826  

 827  

 828  
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支持点及び貫通部ばね定数 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N・mm/rad)

Ｘ Ｙ Ｚ Ｘ Ｙ Ｚ 

 829  

 830  

 831  

 832  

 833  

 834  
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3.3 材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa) 

Ｓm Ｓy Ｓu Ｓh 

STPT410 80 － 225 406 103 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトルを下

表に示す。 

なお，設計用床応答スペクトルは，「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基

づき策定したものを用いる。また，減衰定数は「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」

に記載の減衰定数を用いる。 

 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 減衰定数(％)

ARC-2 原子炉建屋 
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4. 解析結果及び評価 

4.1 固有周期及び設計震度 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

耐震クラス － 

適用する地震動等 Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 
応答鉛直 

震度 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

4.48 4.48 8.41 

4.48 4.48 8.41 

4.20 4.20 7.42 

4.20 4.20 7.42 

3.31 3.31 4.77 

3.05 3.05 4.74 

2.44 2.44 3.81 

1.95 1.95 3.66 

1.11 1.11 0.84 

1.11 1.11 0.84 

動的震度 1.34 1.34 1.01 
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各モードに対応する刺激係数 

 

鳥瞰図番号 ARC-2 

モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 
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代表的振動モード図 

 

振動モード図は，3 次モードまでを代表とし，各質点の変位の相対量・方向を破線

で図示し，次ページ以降に示す。 
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4.2 評価結果 

4.2.1 管の応力評価結果 

下表に示すごとく最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

 

重大事故等クラス２管 

鳥瞰図 
許容応力 

状態 

最大応力 

評価点 

最大応力 

区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

計算応力 

Ｓprm(Ｓｓ) 

許容応力 

0.9Ｓu 

計算応力 

Ｓn(Ｓｓ) 

許容応力 

2Ｓy 

疲労累積係数

ＵＳｓ 

ARC-2 ⅤAＳ 68 Ｓprm(Ｓｓ) 186 365 － － － 

ARC-2 ⅤAＳ 68 Ｓn(Ｓｓ) － － 316 450 － 
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4.2.2 支持構造物評価結果 

下表に示すごとく計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

 

支持構造物評価結果(荷重評価) 

支持構造物番号 種類 型式 材質 温度 

評価結果 

支持点荷重 

(kN) 

許容荷重 

(kN) 

SNO-ARC-1-002 オイルスナッバ SN-3 「Ⅴ-2-1-11 機器・配

管 の 耐 震 支 持 設 計 方

針」参照 

20 45 

RO-ARC-1-003 ロッドレストレイント RSA-3 40 54 

 

 

支持構造物評価結果(応力評価) 

支持構造物 

番号 
種類 型式 材質 

温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力(kN) モーメント(kN･m) 
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa)

許容 

応力 

(MPa)
ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

RE-ARC-2-032 レストレイント U ボルト SS400 80 ― 6.8 33 ― ― ― 組合せ 125 277 

AN-ARC-2-004 アンカ ラグ STKR400 80 15.8 22 42 46 11.2 15.6 組合せ 110 141 
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Ⅴ-2-5-5-6 原子炉隔離時冷却系の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の検討方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，原子炉隔離時冷却系ストレーナが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。その耐震評価は原子炉隔離時冷却系ストレーナの地震応答解

析，応力評価により行う。 

原子炉隔離時冷却系ストレーナは，重大事故等対処施設においては常設耐震重要重大事故防止

設備以外の常設重大事故防止設備に分類される。以下，耐震評価を示す。 

 

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの構造計画を表 2－1 に示す。 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
5
-6
-
1
 R
0
 



 

 

2
 

表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 適用 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉格納容器

貫通部に取り付

けられたティー

に据え付ける。 

円筒形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・原子炉隔離時冷却系ストレーナ 

 

NT2 補② Ⅴ-2-5-5-6-1 R0 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

原子炉格納容器シェル部 

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ 

ストレーナ 



 

3 

2.2 適用基準 

非常用炉心冷却設備又は格納容器熱除去設備に係るろ過装置の性能評価等について（内規）,

平成 20・02・12 原院第 5号（平成 20 年 2 月 27 日原子力安全・保安院制定） 
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3. 評価部位 

原子炉隔離時冷却系ストレーナの取付け状況，形状及び主要寸法を図3－1及び図3－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 原子炉隔離時冷却系ストレーナの取付け状況 
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Ｘ（軸直角方向） 

Ｙ（軸方向） 

Ａ～Ａ断面図 

Ｘ（軸直角方向） 

Ｚ（軸直角方向） 

原子炉格納容器シェル部 

ストレーナ 

ストレーナ 
Ａ Ａ 

原子炉格納容器底部 

ストレーナ 

原子炉格納容器シェル部 

EL.  
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 ①多孔プレート ②フランジ（厚さ  mm） 

注記 ＊：Ｗ（死荷重）の作用点を示す。 

 

図 3－2 原子炉隔離時冷却系ストレーナの形状及び主要寸法（単位：mm） 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
5
-6
-
1
 R
0
 

Ａ 

Ａ 

φｄ 

Ｐ 

 

多孔プレート詳細図 

① 

φ
Ｄ
 

Ｗ* 

ｔ 

ＬW 

Ａ～Ａ矢視図 

② 

Ｌ 
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4. 引用文献 

(1) WARREN C. YOUNG 

“ROARK’S FORMULAS for Stress and Strain”7th Edition 
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Ⅴ-2-5-6-1 原子炉隔離時冷却系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-5-7 原子炉補機冷却設備の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-5-7-2 残留熱除去系海水系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-5-7-3 緊急用海水系の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類 Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，緊急用海水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造

強度及び動的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価

及び機能維持評価により行う。 
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2. 応力評価 

2.1 基本方針 

応力評価は，付録 5「たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 
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3. 機能維持評価 

緊急用海水ポンプの地震後の動的機能維持評価について，以下に示す。 

 

3.1 機能維持評価方法 

緊急用海水ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特

性を持っているため，添付書類 Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済

加速度を適用する。 
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Ⅴ-2-5-7-3-2 緊急用海水系ストレーナの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，緊急用海水系ストレーナが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を説明するものである。 

緊急用海水系ストレーナは，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

緊急用海水系ストレーナの構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ストレーナは胴と一体の

脚で支持し，脚を基礎ボ

ルトで支持する。 

容器  

 

 

基礎ボルト 

脚 

ストレーナ胴体 

（長辺方向） （短辺方向） 
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2.2 評価方針 

緊急用海水系ストレーナの応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上

の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて

示す緊急用海水系ストレーナの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法に

て確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４

６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電

気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6 月）に準拠

して評価する。 
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆｂ 

fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 

g 

ｈ 

１ 

２ 

ｍ 

ｎ 

ｎf

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

π 

σｂ 

τｂ 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格＊1 SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面から重心までの距離 

重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊2 

重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊2 

運転時質量 

基礎ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

N 

MPa 

MPa 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007

年追補版含む。）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007）（日本機械学会 2007

年9月）をいう。  

＊2： １i ≦  2i 

＊
 



 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-5
-
7
-3
-
2
 R
0
 

5 

2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示す通りとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積＊2 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

緊急用海水系ストレーナの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震

評価上厳しくなる基礎ボルト及び取付ボルトについて実施する。 

緊急用海水系ストレーナの耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ストレーナは1個の大きなブロック状をしており，

重心の位置がブロック状のほぼ中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて固定されている。した

がって全体を一つの剛体とみなせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期の計算は省略する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) ストレーナ及び内容物の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力はストレーナに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) ストレーナは基礎ボルトで基礎に固定された固定端とする。ここで，基礎については剛と

なるよう設計する。 

(4) 転倒方向は図 5－1により検討し，計算書には結果の厳しい方を記載する。 

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

h 

1 2 

h

ｍ･ｇ
ｍ･ｇ 

1 2 

（長辺方向） （短辺方向） 

図 5－1 概要図 
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5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

緊急用海水系ストレーナの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 5－1 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

緊急用海水系ストレーナの許容応力を表 5－2 に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力 

緊急用海水系ストレーナの使用材料の許容応力のうち重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 5－3 に示す。 

 

 



 

 

8
 

NT2 補② Ⅴ-2-5-7-3-2 R0 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

原子炉補機

冷却設備 
緊急用海水系ストレーナ

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

     ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

   

 

 

 

＊ ＊



 

 

1
0
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表 5－3 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

基礎ボルト SUS316 周囲環境温度 66 191 496 205 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4 に示す。 

「基準地震動Ｓs」による地震力は，「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 5－4 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

耐震 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

－（Ｓｓ） 

緊急用海水 
ポンプピット

EL. 0.8＊1 
－＊2 －＊2 － － 

ＣＨ=2.37

＊3 

ＣV=1.09

＊3 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：基準地震動Ｓsの震度と同等以上の設計震度。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－2 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3 計算モデル（長辺方向転倒） 

転倒方向 

1 2 ( 1≦ 2)12

h

転倒支点 

引張りを受ける
ボルト列 

転倒支点となる
ボルト列 

ｍ･(ＣＶ－1)･g  

ｍ･ＣＨ･g 

h

( 1≦ 2)1 2 12

ｍ･(ＣＶ－1)･g
  

転倒支点 

 

 転倒支点となる
ボルト列 

転倒方向 

ｍ･ＣＨ･g 

引張りを受ける
ボルト列 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，図5－2及び図5－3でそれぞれのボルトを支点とす

る転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものとして計算する。 

引張力 

 

Ｆｂ＝ 

  

                              (5.4.1.1.1) 

引張応力 

 

σｂ ＝                                             (5.4.1.1.2) 

 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ は次式により求める。 

Ａｂ ＝
π

4
・ｄ2                                        (5.4.1.1.3) 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

Ｑｂ ＝ ｍ・ＣＨ・g                                   (5.4.1.1.4) 

 

せん断応力 

 

τｂ1 ＝                                           (5.4.1.1.5) 

 

ｍ・ＣＨ・ｈ・g + ｍ・（ＣＶ-1）・ 2・g 

ｎf・（ 1+ 2） 

Ｆｂ 

Ａｂ 

Ｑｂ 

ｎ・Ａｂ
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる数値を表 5－5 に示す。 

 

表 5－5 基礎ボルトの応力計算条件 

項目 記号 単位 数値等 

材質 ― ― SUS316 

温度条件（周囲環境温度） ― ℃ 66 

ボルトの呼び径 ｄ mm 36 

運転時質量 ｍ kg 5600 

重力加速度 g m/s2 9.80665 

据付面から重心までの距離 ｈ mm 779 

重心とボルト間の水平方向距離（長辺方向） １ mm 428 

重心とボルト間の水平方向距離（長辺方向） ２ mm 432 

重心とボルト間の水平方向距離（短辺方向） １ mm 377 

重心とボルト間の水平方向距離（短辺方向） ２ mm 463 

ボルトの本数 ｎ ― 4 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（長辺方向） 
ｎf ― 2 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（短辺方向） 
ｎf ― 2 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 fts 以下である

こと。 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 fsb 以下であること。 

fts ＝1.4・fto－1.6・τｂ                                    (5.6.1.1) 

かつ， 

fts ≦ fto                                                   (5.6.1.2) 

ただし，fto 及び fsb は下表による。 

 

 
基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fto 
 Ｆ  

2
・1.5 

許容せん断応力

fsb 
 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5 

 

 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

緊急用海水系ストレーナの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 

 

 

 

＊
＊
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【緊急用海水系ストレーナの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 耐震重要度分類
据付場所及び 
床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

緊急用海水系ストレーナ －（Ｓs） 

緊急用海水 
ポンプピット 

EL.  0.8＊1 
0.05 以下 0.05 以下 － － ＣH＝2.37＊2 ＣV＝1.09＊2 66 

 

1.2 機器要目 

 1.2.1 基礎ボルト 

部     材 
ｍ 

(kg) 

h 

(mm) 

 1 

(mm) 

 2 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 
ｎ ｎf 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 5600 779 377 463 1.018×103

(M36) 4 2 191 496 246 － 短辺方向 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 基礎ボルトに作用する力                       (単位：N) 

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動ＳＳ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト － 6.171×104 － 1.302×105 

 

 

 

 

 

 

 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

 

＊＊
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1.4 結    論  
1.4.1  ボルトの応力                                                                  (単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SUS316 
引張り － － σb＝61 ƒts＝184＊ 

せん断 － － τb＝32 ƒsb＝142 

すべて許容応力以下である。         

 

 

 

 

注記 ＊：（5.6.1.2）式により算出 

転倒方向 

1 2 
( 1≦ 2) 12

h

基礎ボルト 

ｍ･g
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Ⅴ-2-5-8 原子炉冷却材浄化設備の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-5-8-1 原子炉冷却材浄化系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-6 計測制御系統施設の耐震性についての計算書
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Ⅴ-2-6-1 計測制御系統施設の耐震計算結果
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1. 概要 

本資料は，計測制御系統施設の設備の耐震計算の手法及び条件の整理について説明す

るものである。 

 

2. 耐震評価条件整理 

計測制御系統施設の設備に対して，設計基準対象施設の耐震クラス，重大事故等対処

施設の設備分類を整理した。既設の設計基準対象施設については，耐震評価における手

法及び条件について，既に認可を受けた実績と差異の有無を整理した。また，重大事故

等対処施設のうち，設計基準対象施設であるものについては，重大事故等対処施設の評

価条件と設計基準対象施設の評価条件の差異の有無を整理した。 

計測制御系統施設の耐震評価における手法及び条件について，既に認可を受けた実績

と差異がない施設の耐震計算は，工事計画認可実績を示し，入力条件及び評価結果を示

すことを基本とする。 

なお，既設の設備における弾性設計用地震動Ｓｄによる耐震計算については，基準地

震動Ｓｓによる評価結果が弾性設計用地震動Ｓｄの許容限界を満足する場合，省略するこ

ととし，省略せず耐震評価を実施する場合は，静的地震力についても考慮することとす

る。 
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Ⅴ-2-6-3 制御棒駆動装置の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-6-3-1 制御棒駆動機構の耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

1.1 適用基準 

(1) 強度計算は，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版を含

む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）（以下「設計・建設

規格」という。）により行う。 

(2) フランジの強度計算は，設計・建設規格 PPB-3414(2)により，以下に掲げる日本工業規

格（以下「ＪＩＳ」という。）を適用して行う。 

ＪＩＳ Ｂ ８２６５（2003）「圧力容器の構造－一般事項」（以下「ＪＩＳ Ｂ ８２

６５」という。）附属書 3（規定）「圧力容器のボルト締めフランジ」 

(3) 耐震性についての計算は，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥ

ＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年，昭和 62年及び平成 3年）（以下「指

針」という。）に準拠する。 

 

1.2 計算条件 

(1) 制御棒駆動機構は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備以外の常設重大事故等対処

設備に分類される。 

(2) 設計基準対象施設としての耐震条件に，重大事故等対処設備としての耐震条件が包絡され

ることから，重大事故等対処設備の耐震評価は省略する。 

(3) 評価対象を，制御棒駆動機構ハウジングの下端フランジとの接合部品である制御棒駆動機

構フランジとし，フランジ部の強度計算と，フランジの最小板厚部を管とみなしての強度計

算と耐震計算により評価を実施する。評価モデルを図 1－1に示す。 

 

図 1－1 評価モデル 
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1.3 記号の説明 

各計算に用いる記号を以下に示す。 

それぞれに示す記号のうち，各計算において説明しているものはそれに従う。 

 

(1) 共通 

記号 記号の説明 単位 

ＮＯ． 管及びフランジの番号 

 数字のみ：管 

 Ｆ：フランジ 

－ 

Ｐ 最高使用圧力（内圧） MPa 

 

(2) フランジの強度計算 

記号 記号の説明 単位 

Ａｎ フランジ断面（0）並びに穴断面（1）から（5）の断面積 

（ｎ：0～5） 

mm2 

ＩＧ フランジリングの断面二次モーメント（流水口を含まない。） mm4 

Ｉｎ 流水口の断面二次モーメント（ｎ：1～5） mm4 

ＩＴ フランジリングの断面二次モーメント mm4 

Ｊ ガスケットの円周単位長さ当たりの設計締付荷重 N/mm 

 n フランジ断面（0）並びに穴断面（1）から（5）における 

Ｘ軸方向の長さ（ｎ：0～5） 

mm 

 断面減少を考慮した場合の壁の厚さ mm 

Ｍｇ’ ガスケット締付時でのフランジに生じる単位長さ当たりの 

モーメント 

N･mm/mm

Ｍｏ’ 使用状態でのフランジに生じる単位長さ当たりのモーメント N･mm/mm

Ｒ
 

 フランジリングの平均半径 mm 

ｔｎ フランジ断面（0）並びに穴断面（1）から（5）における 

Ｙ軸方向の長さ（ｎ：0～5） 

mm 

ｙｎ フランジ断面（0）並びに穴断面（1）から（5）における 

図心のＸ軸からの距離（ｎ：0～5） 

mm 

ｙ
 

 フランジリング図心のＸ軸からの距離（流水口を考慮した場合。） mm 

Ｙ’2 係数 － 

Ｚ’2 係数 － 
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(3) 管の応力計算及び耐震性についての計算 

記号 記号の説明 単位 

Ｂ１，Ｂ２ 設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（一次応力の計算に使用するもの） 

－ 

Ｃ１，Ｃ２,

Ｃ３ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（一次＋二次応力の計算に使用するもの） 

－ 

Ｄ０ 管の外径 mm 

Ｅ 設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1 に規定する縦弾性係数 MPa 

Ｅａｂ 構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高いと推定した点又は材

質を異にする点を境とするそれぞれの側の室温における設計・建設規

格 付録材料図表 Part6 表 1に規定する縦弾性係数の平均値 

MPa 

Ｆｗ 制御棒駆動機構の自重 N 

Ｆｓｃｒ スクラム反力により制御棒駆動機構に生じる荷重 N 

Ｆｖ 鉛直方向震度により制御棒駆動機構に生じる地震荷重 N 

Ｋ１，Ｋ２, 

Ｋ３，Ｋｅ 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 

（ピーク応力の計算に使用するもの） 

－ 

Ｍｈｓｇ 水平方向震度により制御棒駆動機構ハウジングに生じるモーメント N･mm 

Ｍｉｐ ・応力計算：管の機械的荷重により生じるモーメント 

・耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震による慣性力を含

む。）により生じるモーメント 

N･mm 

Ｍｉｓ ・応力計算：管の熱膨張，支持点の変位及び機械的荷重（自重を除

く。）により生じるモーメント 

・耐震性についての計算：管の地震動の慣性力と相対変位により生じ

るモーメントの全振幅 

N･mm 

ｎｉ 繰返し荷重 i の実際の繰返し回数 回 

Ｎｉ 設計・建設規格 PPB-3534 による繰返し荷重 i の許容繰返し回数 回 

Ｐ ・応力計算：最高使用圧力 

・耐震性についての計算：地震と組合せるべき運転状態における圧力

MPa 

Ｐ０ 供用状態Ａ及びＢにおいて生じる圧力 MPa 

Ｓ  繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1 に規定する材料の 

設計応力強さ 

MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力 MPa 

Ｓｐ ピーク応力 MPa 

Ｓｐｒｍ 一次応力 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する材料の 

設計降伏点 

MPa 
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記号 記号の説明 単位 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｔａ，Ｔｂ 構造上の不連続部のうち応力集中度が最も高いと推定した点又は材質

を異にする点を境とするそれぞれの側における次の計算式により計算

した範囲 a，b内の平均温度 

 
ａ

=  ｄ
ａ

 ｔ
ａ
 ， 

ｂ
=  ｄ

ｂ
 ｔ

ｂ
 

da及び db：構造上の不連続部のうち応力集中度が最も高いと推定した

点を境とするそれぞれの側における管の内径(mm) 

ta及び tb：a 及び bの範囲内における管の平均厚さ(mm) 

℃ 

ΔＴ１ 線形化した厚さ方向の温度分布における管の内外面温度差 ℃ 

ΔＴ２ 管の内面又は外面において生じる温度とそれに対応する線形化した温

度との差のうちいずれか大きい方の温度（負の場合は 0とする。） 

℃ 

Ｕ 疲労累積係数 － 

Ｚｉ 管の断面係数 mm3 

α 室温における設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 2 に規定する

熱膨張係数 

mm/mm℃

αａ，αｂ 構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高いと推定した点を境と

するそれぞれの側の室温における設計・建設規格 付録材料図表

Part6 表 2 に規定する熱膨張係数 

mm/mm℃
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1.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりである。 

 

表 1－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

ボルト断面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁 

断面二次モーメント mm4 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊1 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

設計震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

圧力 MPa 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位

長

さ 

下記以外の長さ mm 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位

計算上必要な厚さ mm 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

最小厚さ mm 小数点以下第 3位 切捨て 小数点以下第 2位

温度 ℃ － － 整数位 

疲労累積係数 － 小数点以下第 5位 切上げ 小数点以下第 4位

注記 ＊1：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における設計応力強さ，

許容引張応力及び設計降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を

切り捨て，整数位までの値とする。  

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

制御棒駆動機構の構造計画を表 2－1 に示す。 

 

 



 

 

NT2 補② Ⅴ-2-6-3-1 R0 

表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

制御棒駆動機構 制御棒駆動機構は，圧力

容器下部から延長してい

る制御棒駆動機構ハウジ

ング内に収容する一体構

造物で，制御棒駆動機構

ハウジングの下端フラン

ジに締付ボルトで接合さ

れる。 

管  

 

制御棒駆動機構 6
 

（ ） 
＜コメント＞ 
計画の概要の中に、「制御棒駆動機構」の名称が出てくるが、概

略構造図の中では「制御棒駆動機構」の所在が不明なので、例え

ば、アウターチューブを図の中に記載し、制御棒駆動機構（フラ

ンジ）、制御棒駆動機構（アウターチューブ）のような記載をし

た方が理解しやすいのではないか、と思われる。（右図参照） 

制御棒駆動機構 
(アウターチューブ)
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3. 計算方法 

3.1 固有周期の計算方法 

表 2－1 の概略構造図に示すように，制御棒駆動機構は制御棒駆動機構ハウジングに据付部

材を介さずに，締付ボルトにて直接接続される構造である。添付書類「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子

炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」において，制御

棒駆動機構ハウジングの固有周期は 0.050 秒以下であることが確認できるため，固有周期の

計算は省略する。 
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3.2 応力の計算方法 

3.2.1 管の強度計算 

管の強度計算は，添付書類「付録 10 管の基本板厚計算書の基本方針」（以下「基本

方針」という。）に基づき計算した結果を表にまとめて示すものである。 

なお，本計算においては，基本方針で定義された記号を使用する。 

 

3.2.2 フランジの強度計算 

フランジの強度計算は，設計・建設規格 PPB-3414 を適用する。 

計算は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書 3 を適用する。 

ただし，ボルトにかかる荷重は，ガスケットの締付荷重を考慮し，(1)項 a の計算式に

従う。また，フランジ部の半径方向応力及び周方向応力の評価は，穴の影響を考慮し，

(3)項 a，b及び c の計算式に従う。 

 

(1) ボルトにかかる荷重 

a. 計算上必要なボルト荷重 

（使用状態） 

Ｗ
ｍ１

= Ｈ＋Ｈ
ｐ
 ・・・・・・・・・・・（3.1）

ここで， 

Ｈ＝
π

４
Ｇ

２
Ｐ ・・・・・・・・・・・（3.2）

Ｈ
ｐ
＝Ｊ π Ｇ ・・・・・・・・・・・（3.3）

（ガスケット締付時） 

Ｗ
ｍ２

＝Ｊ π Ｇ ・・・・・・・・・・・（3.4）

 

b. ボルトの総有効断面積及び実際に使用するボルトの総有効断面積 

(a) 使用状態及びガスケット締付時の両方に対して必要なボルトの総有効断面積 

Ａ
ｍ

= Ｍａｘ Ａ
ｍ１

，Ａ
ｍ２

  ・・・・・・・・・・・（3.5）

（使用状態） 

Ａ
ｍ１

＝
Ｗ

ｍ１

σ
ｂ

 ・・・・・・・・・・・（3.6）

（ガスケット締付時） 

Ａ
ｍ２

＝
Ｗ

ｍ２

σ
ａ

 ・・・・・・・・・・・（3.7）
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(b) 実際に使用するボルトの総有効断面積 

Ａ
ｂ

= π

４
ｄ

ｂ

２
ｄ

ｉ

２  ｎ ・・・・・・・・・・・（3.8）

 

c. フランジの計算に用いるボルト荷重 

（使用状態） 

Ｗ
ｏ

= Ｗ
ｍ１

 ・・・・・・・・・・・（3.9）

（ガスケット締付時） 

Ｗ
ｇ

= Ａ
ｍ
＋Ａ

ｂ

２
σ

ａ
 ・・・・・・・・・・・（3.10）

 

(2) フランジに作用するモーメント 

（使用状態） 

Ｍ
ｏ

= Ｍ
Ｄ
＋Ｍ

Ｇ
＋Ｍ

Ｔ
 ・・・・・・・・・・・（3.11）

ここで， 

Ｍ
Ｄ
＝Ｈ

Ｄ
ｈ

Ｄ
 ・・・・・・・・・・・（3.12）

Ｍ
Ｇ
＝Ｈ

Ｇ
ｈ

Ｇ
 ・・・・・・・・・・・（3.13）

Ｍ
Ｔ
＝Ｈ

Ｔ
ｈ

Ｔ
 ・・・・・・・・・・・（3.14）

Ｈ
Ｄ
＝

π

４
Ｂ

２
Ｐ ・・・・・・・・・・・（3.15）

Ｈ
Ｇ
＝Ｗ

Ｏ
Ｈ ・・・・・・・・・・・（3.16）

Ｈ
Ｔ
＝Ｈ Ｈ

Ｄ
 ・・・・・・・・・・・（3.17）

ｈ
Ｄ
＝Ｒ＋０．５ ｇ

１
 ・・・・・・・・・・・（3.18）

ｈ
Ｇ
＝

Ｃ Ｇ

２
 ・・・・・・・・・・・（3.19）

ｈ
Ｔ
＝

Ｒ＋ｇ
１
＋ｈ

Ｇ

２
 ・・・・・・・・・・・（3.20）

Ｒ＝
Ｃ Ｂ

２
ｇ

１
 ・・・・・・・・・・・（3.21）
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（ガスケット締付時） 

Ｍ
ｇ
＝Ｗ

ｇ
ｈ

Ｇ
 ・・・・・・・・・・・（3.22）

 

(3) フランジの応力 

a. ハブの軸方向応力 

（使用状態） 

σ
Ｈｏ

= ｆ Ｍ
ｏ

Ｌ ｇ
１

 
Ｂ

＋
Ｐ

ｏ
 Ｂ

４  ｇ
０

 ・・・・・・・・・・・（3.23）

（ガスケット締付時） 

σ
Ｈｇ

= ｆ Ｍ
ｇ

Ｌ ｇ
１

2
Ｂ
 ・・・・・・・・・・・（3.24）

ここで， 

Ｌ=ｔ ｅ + １

Ｔ
+ ｔ

３

ｄ
 ・・・・・・・・・・・（3.25）

ｈ
０

= Ｂ ｇ
０
 ・・・・・・・・・・・（3.26）

ｄ=Ｕ

Ｖ
ｈ

０
ｇ

０

２
 ・・・・・・・・・・・（3.27）

ｅ= Ｆ

ｈ
０

 ・・・・・・・・・・・（3.28）

 

b. フランジの半径方向応力 

（使用状態） 

σ
Ｒｏ

＝

Ｐ １ Ｚ
２ 

Ｙ
２

１

 ・・・・・・・・・・・（3.29）

（ガスケット締付時） 

σ
Ｒｇ

=０ ・・・・・・・・・・・（3.30）
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ここで， 

Ｙ
 ２

＝Ｚ
 ２

＝

Ｂ

２
＋ 

 
Ｂ

２  
２

 ・・・・・・・・・・・（3.31）

 

c. フランジの周方向応力 

（使用状態） 

引張り： σ
Ｔｏ

＝

Ｐ  １＋Ｚ
 ２ 

Ｙ
 ２  １

＋
Ｍ

Ｏ

’  Ｒ ２   ｔ  ｙ
 

Ｂ

２
 Ｉ

Ｇ

 ・・・（3.32）

圧縮： σ
Ｔｏ

＝

Ｐ  １＋Ｚ
 ２ 

Ｙ
 ２  １

＋
Ｍ

Ｏ

’  Ｒ ２    ｙ
  

Ｂ

２
 Ｉ

Ｇ

 ・・・（3.33）

（ガスケット締付時） 

引張り： σ
Ｔｇ

＝
Ｍ

ｇ

’  Ｒ ２   ｔ  ｙ
  

Ｂ

２
 Ｉ

Ｇ

 ・・・・・・・・・・（3.34）

圧縮： σ
Ｔｇ

＝
Ｍ

ｇ

’  Ｒ ２    ｙ
  

Ｂ

２
 Ｉ

Ｇ

 ・・・・・・・・・・（3.35）

ここで， 

Ｍ
ｏ

’
＝

Ｍ
ｏ

２ π Ｒ
 ・・・・・・・・・・・（3.36）

Ｍ
ｇ

’
＝

Ｍ
ｇ

２ π Ｒ
 ・・・・・・・・・・・（3.37）

Ｉ
Ｇ
＝ Ｉ

ｎ
＋

５

ｎ＝０

Ａ
ｎ

 ｙ
ｎ

２  ｙ
   Ａ

ｎ
 ｙ

ｎ

５

ｎ＝０

５

ｎ＝０

 ・・・・（3.38）

Ｒ＝
Ａ＋Ｂ

４
 ・・・・・・・・・・・（3.39）
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ｙ＝
Ａ

ｎ
ｙ

ｎ

５

ｎ＝０

Ａ
ｎ

５

ｎ＝０

 ・・・・・・・・・・・（3.40）

 ＝
Ａ

ｎ

５

ｎ＝０

ｔ
 ・・・・・・・・・・・（3.41）

Ｉ
ｏ
＝Ｉ

Ｔ
＝Ｒ

ｔ
０

３

１２
 ln  Ａ

Ｂ
  ・・・・・・・・・・・（3.42）

Ｉ
ｎ
＝

１

１２
 
ｎ

ｔ
ｎ

３
 ：ｎ＝１～５ ・・・・・・・・・・・（3.43）

Ａ
０
＝ 

０
ｔ

０
＝

Ａ Ｂ

２
 ｔ ・・・・・・・・・・・（3.44）

Ａ
ｎ
＝  

ｎ
ｔ

ｎ
 ：ｎ＝１～５ ・・・・・・・・・・・（3.45）

 

  



 

13 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
3
-1
 
R
0 

 

 

図 3－1 フランジＮＯ．Ｆ１，Ｆ２（制御棒駆動機構フランジ） 
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注：Ｇ0～Ｇ5は各断面の図心を示す。 

 

図 3－2 リング断面 
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3.2.3 管の応力計算 

管の応力計算は，設計・建設規格 PPB-3500 を適用する。 

(1) 算式 

荷重として自重とスクラム反力による荷重が作用するものとして実施する。 

評価モデルを図 3－3 に示す。 

 

図 3－3 評価モデル 

 

a. 管に作用するモーメント 

図3－3の評価部位において，鉛直方向に作用する荷重Ｆｍを管に作用するモーメント

Ｍｅへ換算する換算式は以下となる。 

Ｍ
ｅ

= Ｄ
０

+ Ｄ
０

２  ｔ  
８ Ｄ

０

 Ｆ
ｍ
 ・・・・・・・・・・・・・（3.46）

 

(a) 管の機械的荷重により生じるモーメント 

機械的荷重として自重とスクラム反力による荷重を考慮すると以下となる。 

Ｍ
ｉｐ

= Ｄ
０

+ Ｄ
０

２  ｔ  
８ Ｄ

０

  Ｆ
ｗ

+ Ｆ
ｓｃｒ

  ・・・・・・・（3.47）

(b) 管の熱膨張，支持点の変位及び機械的荷重（自重を除く）により生じるモーメント 

熱膨張と支持点の変位によるモーメントは生じないことから，以下とする。 

Ｍ
ｉｓ

= Ｍ
ｉｐ

 ・・・・・・・・・・・・・（3.48）
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b. 応力計算 

(a) 一次応力 

Ｓ
ｐｒｍ

= Ｂ
１

Ｐ Ｄ
０

２ ｔ
+ Ｂ

２
 Ｍ

ｉｐ

Ｚ
ｉ

 ・・・・・・・・・・・・（3.49）

ここで， 

Ｚ
ｉ

= π

３２

Ｄ
０

Ｄ
０

 ２  ｔ  
Ｄ

０

 ・・・・・・・・・・・・（3.50）

とする。 

(b) 一次＋二次応力 

Ｓ
ｎ

= Ｃ
１

 Ｐ
０

 Ｄ
０

２  ｔ ＋
Ｃ

２
 Ｍ

ｉｓ

Ｚ
ｉ

＋Ｃ
３

 Ｅ
ａｂ

  α
ａ

 Ｔ
ａ

 α
ｂ

 Ｔ
ｂ

  
・・・・・・（3.51） 

(c) ピーク応力 

Ｓ
ｐ

= Ｋ
１

 Ｃ
１

 Ｐ
０

 Ｄ
０

２  ｔ ＋
Ｋ

２
 Ｃ

２
 Ｍ

ｉｓ

Ｚ
ｉ

＋
Ｋ

３
 Ｅ  α    Ｔ

１
 

１．４
 

＋Ｋ
３

Ｃ
３

Ｅ
ａｂ

α
ａ

 Ｔ
ａ

 α
ｂ

 Ｔ
ｂ

 ＋Ｅ  α    Ｔ
２

 
０．７

 
・・（3.52）

(d) 繰返しピーク応力強さ 

Ｓ
 

= Ｓ
ｐ

２
 ・・・・・・・・・・・・（3.53）

(e) 疲労累積係数 

ｎ
ｉ

Ｎ
ｉ

１．０ ・・・・・・・・・・・・（3.54）
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(2) 計算条件 

a. 設計条件 

表 3－1 設計条件 

管番号 
対応する

評価点 

最高 

使用圧力

(MPa) 

最高 

使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震 

クラス

ＮＯ．１ 最小断面 Ｓ 

ＮＯ．２ 最小断面
 

Ｓ 

 

b. 材料及び許容応力 

表 3－2 使用材料の許容応力 

材料 最高使用温度(℃) 
許容応力(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ 

114 126 

114 126 
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ｃ. 管の応力計算の計算条件 

表 3－3 計算条件 

項目 記号 単位 
数値等 

管ＮＯ．１ 管ＮＯ．２

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｂ１ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｂ２ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｃ１ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｃ２ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｃ３ － 

管の外径 Ｄｏ mm 

室温における材料の縦弾性係数 Ｅ MPa 

構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高

いと推定した点又は材質を異にする点を境とす

るそれぞれの側の室温における設計・建設規格 

付録材料図表 Part6 表 1 に規定する縦弾性係

数の平均値 

Ｅａｂ MPa 

自重 Ｆｗ N 

スクラム反力により生じる荷重 Ｆｓｃｒ N 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｋ１ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｋ２ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｋ３ － 

供用状態Ａ及びＢにおいて生じる圧力 Ｐ０ MPa 

管の厚さ ｔ mm 

室温における設計・建設規格 付録材料図表

Part6 表 2 に規定する熱膨張係数 
α mm/mm℃ 

構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高

いと推定した点を境とするそれぞれの側の室温

における設計・建設規格 付録材料図表 Part6 

表 2 に規定する熱膨張係数 

αａ mm/mm℃ 

構造上の不連続部分のうち応力集中度が最も高

いと推定した点を境とするそれぞれの側の室温

における設計・建設規格 付録材料図表 Part6 

表 2 に規定する熱膨張係数 

αｂ mm/mm℃ 
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3.2.4 管の耐震性についての計算 

耐震性についての計算は添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している

構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，制御棒駆動機構が設計用地震力に対して十分

な構造強度を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価により行

う。 

(1) 荷重の組合せ及び許容応力 

a. 荷重の組合せ及び許容応力状態 

制御棒駆動機構の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用

いるものを表 3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5に示す。 

 

b. 許容応力 

制御棒駆動機構の許容応力を表 3－6 に示す。 

 

c. 使用材料の許容応力 

制御棒駆動機構の使用材料の許容応力を表 3－7～表 3－8 に示す。 

 

 



 

 

NT2 補② Ⅴ-2-6-3-1 R0 

表 3－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統 

設備 

制御材駆動 

装置 
制御棒駆動機構 Ｓ クラス１管 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

 

表 3－5 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統 

設備 

制御材駆動 

装置 
制御棒駆動機構 常設／その他 

重大事項等 

クラス２管 
Ｄ＋ＰＳＡＳ＋ＭＳＡＳ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊2 

注記 ＊1：「常設／その他」は常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備以外の常設重大事故等対処設備を示す。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

表 3－6 許容応力（クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管） 

許容応力状態 

許容限界 

一次応力 一次＋二次応力 

ⅢＡＳ Min(2.25･Ｓｍ，1.8･Ｓｙ) 
3･Ｓｍ 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる応力振幅について評価する。 ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ＊ 
Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) 

注記 ＊：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

2
0
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表 3－7 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

114 126 － － 

114 126 － － 

 

表 3－8 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa) 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓｈ 

114 126 － － 

114 126 － － 

 

 

(2) 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 3－9 に示す。 

 

表 3－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び

床面高さ 

（m） 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 17.142＊1 －＊2 － ＣV＝0.73＊3 － ＣV＝1.34＊4

注記 ＊1：制御棒駆動機構ハウジングの取付面のレベルを示す。 

   ＊2：制御棒駆動機構ハウジングの解析結果を用いるため，計算は省略する。 

   ＊3：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

   ＊4：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

 

  



 

22 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
3
-1
 
R
0 

(3) 算式 

地震荷重として制御棒駆動機構ハウジングの応答の最大値が作用するものとして実施す

る。 

耐震評価モデルを図 3－4に示す。 

 

 

図 3－4 耐震評価モデル 

 

a. 管に作用するモーメント 

図3－4の評価部位において，鉛直方向に作用する荷重Ｆｍを管に作用するモーメント

Ｍｅへ換算する換算式は式（3.46）となる。 

 

(a) 管の機械的荷重（地震による慣性力を含む）により生じるモーメント 

機械的荷重として自重とスクラム反力による荷重，地震による慣性力として地震動

による鉛直荷重と応答モーメントを考慮すると以下となる。 

Ｍ
ｉｐ

= Ｍ
ｈｓｇ

＋
Ｄ

０

 +  Ｄ
０

 ２  ｔ  
８  Ｄ

０

  Ｆ
ｗ

+ Ｆ
ｓｃｒ

+ Ｆ
ｖ

  
・・・・・・・・・・（3.55） 

(b) 管の地震動の慣性力と相対変位により生じるモーメントの全振幅 

相対変位は生じないことから，地震動の慣性力として地震動による鉛直荷重と応答

モーメントを考慮すると以下となる。 

Ｍ
ｉｓ

= Ｍ
ｈｓｇ

＋
Ｄ

０

 +  Ｄ
０

 ２  ｔ  
８  Ｄ

０

 Ｆ
ｖ

 × ２ ・・・・・・（3.56）
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b. 耐震性についての計算 

(a) 一次応力 

Ｓ
ｐｒｍ

= Ｂ
１

Ｐ Ｄ
０

２ ｔ
+ Ｂ

２
 Ｍ

ｉｐ

Ｚ
ｉ

 ・・・・・・・・・・・・・・（3.57）

ここで， 

Ｚ
ｉ

= π

３２

Ｄ
０

Ｄ
０

 ２  ｔ  
Ｄ

０

 ・・・・・・・・・・・・・・（3.58）

とする。 

(b) 一次＋二次応力 

Ｓ
ｎ

= Ｃ
２

Ｍ
ｉｓ

Ｚ
ｉ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.59）

(c) ピーク応力 

Ｓ
ｐ= Ｋ

２
 Ｃ

２
 Ｍ

ｉｓ

Ｚ
ｉ

 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.60）

(d) 繰返しピーク応力強さ 

Ｓ
 

= Ｋ
ｅ

Ｓ
ｐ

２
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.61）

(e) 疲労累積係数 

ｎ
ｉ

Ｎ
ｉ

１．０ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（3.62）

 

 

  



 

24 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
3
-1
 
R
0 

(4) 計算条件 

a. 設計条件 

表 3－10 設計条件 

管番号 
対応する

評価点 

最高 

使用圧力

(MPa) 

最高 

使用温度 

(℃) 

外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震 

クラス

ＮＯ．１ 最小断面 Ｓ 

ＮＯ．２ 最小断面 Ｓ 

 

b. 耐震評価の計算条件 

表 3－11 計算条件 

項目 記号 単位 
数値等 

管ＮＯ．１ 管ＮＯ．２

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｂ１ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｂ２ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｃ２ － 

管の外径 Ｄｏ mm 

使用温度における材料の縦弾性係数 Ｅ MPa 

自重 Ｆｗ N 

スクラム反力により生じる荷重 Ｆｓｃｒ N 

鉛直方向震度（Ｓｄ）により生じる地震荷重 Ｆｖ N 

鉛直方向震度（Ｓｓ）により生じる地震荷重 Ｆｖ N 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｋ２ － 

設計・建設規格 PPB-3810 に規定する応力係数 Ｋｅ － 

水平方向震度（Ｓｄ）により制御棒駆動機構 

ハウジングに生じるモーメントの最大値 
Ｍｈｓｇ N･mm 

水平方向震度（Ｓｓ）により制御棒駆動機構 

ハウジングに生じるモーメントの最大値 
Ｍｈｓｇ N･mm 

地震と組合せるべき運転状態における圧力 Ｐ MPa 

管の厚さ ｔ mm 
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3.3 運転条件 

表 3－12 に運転条件を，図 3－5 に運転条件図を示す。 

 

表 3－12 運転条件 

運転状態 運転条件 回数 

Ⅰ及びⅡ 耐圧試験（最高使用圧力以下） 

 起動（昇温） 

 タービントリップ及びその他のスクラム 

 定格出力運転（制御棒駆動機構隔離） 

 定格出力運転（単一制御棒スクラム） 

 燃料交換（スクラム） 

 原子炉給水ポンプ停止 

 逃がし安全弁誤作動 

Ⅲ 過大圧力 

 自動減圧系誤作動 

 誤起動 

Ⅳ 冷却材喪失事故 

運転条件領域区分：制御棒駆動機構ハウジング面より下の領域 
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4. 評価方法 

4.1 固有周期の評価 

制御棒駆動機構ハウジングの固有周期は 0.050 秒以下であることが確認でき，剛とみなすこ

とができるため，制御棒駆動機構も剛とみなす。 

 

4.2 応力の評価 

4.2.1 管の強度評価 

3.2.1 項で求めた管の最小厚さが以下の条件を満足し，かつ，許容応力状態における

最高圧力が許容圧力以下であること。 

(1) 管の最小厚さ   ｔｓ≧ｔｓ 

(2) 許容応力状態ⅢＡＳの最高圧力 ＰＣ≦ＰａＣ 

(3) 許容応力状態ⅣＡＳの最高圧力 ＰＤ≦ＰａＤ 

 

許容圧力は下表による。 

許容圧力 

許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

最高使用圧力の 1.5 倍 最高使用圧力の 2 倍 

 

 

4.2.2 フランジの強度評価 

3.2.2 項で求めたボルトの総有効断面積とフランジの応力が以下の条件を満足するこ

と。 

(1) ボルトの総有効断面積  Ａm＜Ａb 

(2) ハブの軸方向応力 

使用状態にあっては  σHo≦1.5･σfb 

ガスケット締付時にあっては σHg≦1.5･σfa 

(3) フランジの径方向応力 

使用状態にあっては  σRo≦1.5･σfb 

ガスケット締付時にあっては σRg≦1.5･σfa 

(4) フランジの周方向応力 

使用状態にあっては  σTo≦1.5･σfb 

ガスケット締付時にあっては σTg≦1.5･σfa 
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4.2.3 管の応力評価 

3.2.3 項で求めた組合せ応力が最高使用温度における許容応力以下であること。 

許容応力は下表による。 

 

応力の種類 
許容応力 

供用状態Ａ，Ｂ 

一次応力 設計応力強さＳｍの 1.5 倍 

一次＋二次 

応力 
設計応力強さＳｍの 3倍 

 

4.2.4 管の耐震性についての評価 

3.2.4 項で求めた組合せ応力が最高使用温度における許容応力以下であること。 

許容応力は下表による。 

 

応力の種類 
許容応力 

許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力 

設計応力強さＳｍの 2.25 倍と 

設計降伏点Ｓｙの 1.8 倍の 

いずれか小さい方の値 

設計応力強さＳｍの 3倍と 

設計降伏点Ｓｙの 2 倍の 

いずれか小さい方の値 

一次＋二次 

応力 

設計応力強さＳｍの 3倍 

ただし，弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる応

力振幅について評価する。 
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5. 評価結果 

5.1 管の強度評価結果  

管の強度計算の結果を表 5－1に示す。 

評価条件を満足しており，強度は十分であることを確認した。 

 

5.2 フランジの強度評価結果 

フランジの強度計算の結果を表 5－2～表 5－3 に示す。 

評価条件を満足しており，強度は十分であることを確認した。 



 

3
2
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表 5－1 管の強度計算書（クラス１配管） 

   設計･建設規格 PPB-3411，PPB-3551 及び PPB-3561 

許容圧力 

ＰａＣ 

ＰａＤ 

（MPa） 

評価：ｔｓ≧ｔｒ，ＰＣ≦ＰａＣ，ＰＤ≦ＰａＤ，よって十分である。 

最高圧力 

ＰＣ 

ＰＤ 

（MPa） 

 

 

ｔｒ 

（mm） 

算 

 

 

式 

 

 

ｔ 

（mm） 

 

 

ｔｓ 

（mm） 

 

 

Ｑ 

 

 

Ｓm 

（MPa） 

114 

114 

管 

 

 

種 

1 

1 

製 

 

 

法 

材料 公称厚さ 

 

 

（mm） 

外径 

 

Ｄｏ 

（mm） 

最高使用 

温度 

 

（℃） 

最高使用圧力 

 

Ｐ 

（MPa） 

 

 

ＮＯ． 

1 

2 
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表 5－2 フランジの強度計算書 

    設計･建設規格 PPB-3414 

    （ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 適用） 

設計条件 ボルトの計算 

ＮＯ． Ｆ１ Ｈ (N)   

形 式 一体形 ＨＰ (N)   

設計圧力   Ｐ (MPa) Ｗm1 (N)   

最高使用圧力 Ｐｏ (MPa) Ｗm2 (N)   

最高使用温度 (℃) Ａm1 (mm2)   

 m2 (mm2)   

フランジ Ａm (mm2)   

材料 Ａb (mm2)   

Ｗo (N)   

σfa 
常温(ガスケット締付時)

(20℃) (MPa) Ｗg (N)   

σfb 最高使用温度(使用状態) (MPa) 評価：Ａm＜Ａb 

よって十分である。 Ａ (mm)

Ｂ (mm) モーメントの計算 

Ｃ (mm) ＨD (N)   

ｇ0 (mm) ｈD (mm)  

ｇ1 (mm) ＭD (N･mm)  

Ｒ (mm) ＨG (N)  

 G (mm)  

ボルト ＭG (N･mm)  

材料  ＨT (N)  

σa 
常温(ガスケット締付時)

(20℃) (MPa) ｈT (mm)  

σb 最高使用温度(使用状態) (MPa) ＭT (N･mm)  

ｄb (mm) Ｍo (N･mm)  

ｄi (mm) Ｍg (N･mm)  

ｎ Ｍo’ (N･mm/mm)  

 g’ (N･mm/mm)  

ガスケット  

材料  

Ｇ (mm)  

Ｊ (N/mm)  
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フランジの厚さと係数 応力の計算 

ｈo (mm) σHo (MPa)     38 

ｆ σRo
＊1 (MPa) 引張り －＊2 

Ｆ 圧縮    16 

Ｖ σTo
＊1 (MPa) 引張り    76 

Ｋ 圧縮    42 

Ｔ σHg (MPa)     31 

Ｕ σRg
＊1 (MPa) 引張り －＊2 

ｄ (mm3) 圧縮     0 

ｅ (mm-1) σTg＊1 (MPa) 引張り    51 

ｔ (mm) 圧縮    63 

Ｌ 応力の評価 

σHo≦1.5･σfb 

σHg≦1.5･σfa 

σRo≦1.5･σfb 

σRg≦1.5･σfa 

σTo≦1.5･σfb 

σTg≦1.5･σfa 

以上より十分である。 

Ｒ  (mm)

ＩT (mm4)

ｙ  (mm)

ＩG (mm4)

 (mm)

Ｙ’ 2 

Ｚ’ 2 

注記 ＊1：圧縮応力については絶対値を記載した。 

   ＊2：引張応力は発生しない。 

 

断面（n） 
 ｎ 

(mm) 

ｔｎ 

(mm) 

ｙｎ 

(mm) 

断面（0） 

断面（1） 

断面（2） 

断面（3） 

断面（4） 

断面（5） 
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表 5－3 フランジの強度計算書 

    設計･建設規格 PPB-3414 

    （ＪＩＳ Ｂ ８２６５ 附属書3 適用） 

設計条件 ボルトの計算 

ＮＯ． Ｆ２ Ｈ (N)   

形 式 一体形 ＨＰ (N)   

設計圧力   Ｐ (MPa) Ｗm1 (N)   

最高使用圧力 Ｐｏ (MPa) Ｗm2 (N)   

最高使用温度 (℃) Ａm1 (mm2)   

 Ａm2 (mm2)   

フランジ Ａm (mm2)   

材料  Ａb (mm2)   

Ｗo (N)   

σfa 
常温(ガスケット締付時)

(20℃) (MPa) Ｗg (N)   

σfb 最高使用温度(使用状態) (MPa) 評価：Ａm＜Ａb 

よって十分である。 Ａ (mm)

Ｂ (mm) モーメントの計算 

Ｃ (mm) ＨD (N)  

ｇ0 (mm) ｈD (mm)  

ｇ1 (mm) ＭD (N･mm)  

Ｒ (mm) ＨG (N)  

 G (mm)  

ボルト ＭG (N･mm)  

材料  ＨT (N)  

σa 
常温(ガスケット締付時)

(20℃) (MPa)  ｈT (mm)  

σb 最高使用温度(使用状態) (MPa)  ＭT (N･mm)  

ｄb (mm)  Ｍo (N･mm)  

ｄi (mm) Ｍg (N･mm)  

ｎ  Ｍo’ (N･mm/mm)  

 g’ (N･mm/mm)  

ガスケット  

材料  

Ｇ (mm)

Ｊ (mm)
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フランジの厚さと係数 応力の計算 

ｈo  (mm) σHo (MPa)     38 

ｆ σRo＊1 (MPa) 引張り －＊2 

Ｆ 圧縮    16 

Ｖ σTo＊1 (MPa) 引張り    76 

Ｋ 圧縮    42 

Ｔ σHg (MPa)     31 

Ｕ σRg
＊1 (MPa) 引張り －＊2 

ｄ (mm3)  圧縮     0 

ｅ (mm-1) σTg
＊1 (MPa) 引張り    51 

ｔ (mm) 圧縮    63 

Ｌ 応力の評価 

σHo≦1.5･σfb 

σHg≦1.5･σfa 

σRo≦1.5･σfb 

σRg≦1.5･σfa 

σTo≦1.5･σfb 

σTg≦1.5･σfa 

以上より十分である。 

Ｒ  (mm)

ＩT (mm4)  

ｙ  (mm)

ＩG (mm4)  

 (mm)

Ｙ’ 2 

Ｚ’ 2 

注記 ＊1：圧縮応力については絶対値を記載した。 

   ＊2：引張応力は発生しない。 

 

断面（n） 
 ｎ 

(mm) 

ｔｎ 

(mm) 

ｙｎ 

(mm) 

断面（0） 

断面（1） 

断面（2） 

断面（3） 

断面（4） 

断面（5） 
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5.3 管の応力評価結果 

管の応力計算の結果を表 5－4に示す。 

表に示すごとく最大応力はすべて許容応力以下である。 

 

 



 

 

3
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表 5－4 管の応力計算書 

    設計･建設規格 PPB-3500 

 

供用 

状態 

最大 

応力 

評価点 

最大 

応力 

区分 

一次応力評価 

(MPa) 

一次＋二次応力評 

価(MPa) 

熱応力評価 

(℃) 
疲労評価

一次応力

 

 

 

Ｓｐｒｍ 

許容応力

 

 

 

1.5･Ｓｍ 

一次＋ 

二次応力

 

 

Ｓｎ 

熱膨張 

応力 

 

 

Ｓｅ 

熱を 

除いた 

一次＋ 

二次応力 

Ｓｎ’ 

許容応力 

 

 

 

3･Ｓｍ 

温度差 

の 

変動範囲 

 

ΔＴ 

許容 

温度差 

 

 

 

疲労 

累積係数

 

 

Ｕ 

Ａ，Ｂ 

管ＮＯ．1 

最小断面 

Ｓｐｒｍ 15 171 － － － － － － － 

Ａ，Ｂ Ｓｎ － － 36 － － 342 － － － 

Ａ，Ｂ Ｓｅ － － － － － － － － － 

Ａ，Ｂ Ｓｎ’ － － － － － － － － － 

Ａ，Ｂ Ｕ － － － － － － － － 0.0000 

Ａ，Ｂ 

管ＮＯ．2 

最小断面 

Ｓｐｒｍ 15 171 － － － － － － － 

Ａ，Ｂ Ｓｎ － － 36 － － 342 － － － 

Ａ，Ｂ Ｓｅ － － － － － － － － － 

Ａ，Ｂ Ｓｎ’ － － － － － － － － － 

Ａ，Ｂ Ｕ － － － － － － － － 0.0000 

すべて許容応力以下である。 
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5.4 管の耐震性についての評価結果 

制御棒駆動機構の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界

を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 
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【制御棒駆動機構の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

（℃） 

周囲環境温度 

（℃） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒駆動機構 Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 17.142＊1 
－＊2 － ＣV＝0.73＊3 － ＣV＝1.34＊4  － 

注記 ＊1：制御棒駆動機構ハウジングの取付面のレベルを示す。 

＊2：制御棒駆動機構ハウジングの解析結果を用いるため，計算は省略する。 

＊3：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

＊4：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

1.2 機器要目 

部  材 
Ｄ０ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｍｈｓｇ(N･mm) 

Ｆｗ 

(N) 

Ｆｓｃｒ 

(N) 

Ｆｖ(N) 

Ｐ 

(MPa) 

ｎｉ 

(回) 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

管ＮＯ．１ 7.099×105 1.183×106 2.847×103 5.226×103 

管ＮＯ．２ 7.099×105 1.183×106 2.847×103 5.226×103 

 

部  材 
Ｚｉ 

(mm3) 
Ｂ１ Ｂ２ Ｃ２ Ｋ２ Ｋｅ 

Ｓｍ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

縦弾性係数 

Ｅ(MPa) 

管ＮＯ．１ 

管ＮＯ．２ 

注記  ＊1：運転条件の回数に設計用地震応力繰返し回数（110 回）を加えた回数 

＊2：最高使用温度で算出 
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1.3 計算数値 

管に作用するモーメント 

部  材 

Ｍｉｐ（N･mm） Ｍｉｓ（N･mm） 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

管ＮＯ．１ 

管ＮＯ．２ 

許容繰返し回数 

部  材 

Ｓｐ（MPa） Ｓl（MPa） Ｎｉ(回) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

管ＮＯ．１ 

管ＮＯ．２ 
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1.4 結論 

1.4.1 応力 

許容応力状態 
最大応力評

価点 
最大応力区分 

一次応力評価(MPa) 一次＋二次応力評価(MPa) 疲労評価 

一次応力 

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 

Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 

許容応力 

Min(2.25･Ｓｍ，1.8･Ｓｙ) 

Min(3･Ｓｍ，2･Ｓｙ) 

一次＋二次応力 

Ｓｎ（Ｓｄ） 

Ｓｎ（Ｓｓ） 

許容応力 

3･Ｓｍ 

3･Ｓｍ 

疲労累積係数

Ｕ＋ＵＳｄ 

Ｕ＋ＵＳｓ 

ⅢＡＳ 

管ＮＯ．1 

最小断面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 19 226 － － － 

ⅢＡＳ Ｓｎ（Ｓｄ） － － 9 342 － 

ⅢＡＳ Ｕ＋ＵＳｄ － － － － 0.0000 

ⅣＡＳ Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 22 252 － － － 

ⅣＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） － － 15 342 － 

ⅣＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ － － － － 0.0000 

ⅢＡＳ 

管ＮＯ．2 

最小断面 

Ｓｐｒｍ（Ｓｄ） 19 226 － － － 

ⅢＡＳ Ｓｎ（Ｓｄ） － － 9 342 － 

ⅢＡＳ Ｕ＋ＵＳｄ － － － － 0.0000 

ⅣＡＳ Ｓｐｒｍ（Ｓｓ） 22 252 － － － 

ⅣＡＳ Ｓｎ（Ｓｓ） － － 15 342 － 

ⅣＡＳ Ｕ＋ＵＳｓ － － － － 0.0000 

すべて許容応力以下である。 
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Ⅴ-2-6-3-2 制御棒駆動水圧系の耐震性についての計算書 



 

Ⅴ-2-6-3-2-1  制御ユニットの耐震性についての計算書 
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1. 一般事項 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，水圧制御ユニットが設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価により行う。 

水圧制御ユニットは，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震

評価を示す。 

 

1.1 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（日本電気協

会 電気技術基準調査委員会 昭和 62年 8月）に準拠して評価する。 
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1.2 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ａb 

ＣH 

ＣV 

Ｄo 

Ｄi 

Ｅ 

Ｆ  

Ｆ 

Ｆb 

Ｆx 

Ｆy 

Ｆz 

f b  

f c 

f s 

f sb 

f t 

f to 

f ts 

Iy 

Iz 

Ip 

ｉ 

 

k 

Ｍx 

Ｍy 

Ｍz 

ｍi 

Ｑb 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(RT) 

 

Ｘ，Ｙ，Ｚ 

フレームの断面積 

取付ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

外径 

内径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

取付ボルトに作用する引張力 

フレームの軸力（ｘ方向） 

フレームのせん断力（ｙ方向） 

フレームのせん断力（ｚ方向） 

フレームの許容曲げ応力 

フレームの許容圧縮応力 

フレームの許容せん断応力 

せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 

フレームの許容引張応力 

引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力 

フレームの断面二次モーメント（ｙ軸） 

フレームの断面二次モーメント（ｚ軸） 

フレームの断面二次極モーメント 

断面二次半径 

取付ボルト間の距離 

座屈長さ 

フレームのねじりモーメント（ｘ軸） 

フレームの曲げモーメント（ｙ軸） 

フレームの曲げモーメント（ｚ軸） 

荷重位置の質量（ｉ＝ａ，ｂ，ｃ，ｄ，ｅ） 

取付ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40 ℃における値 

絶対（節点）座標軸 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm  

kg 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

－ 

＊
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ｘ，ｙ，ｚ 

Ｚp 

Ｚy 

Ｚz 

Λ 

λ 

ν 

σb 

σc 

σf 

σfa 

σt 

σtb 

τ 

τb 

局所（要素）座標軸 

フレームのねじり断面係数 

フレームの断面係数（ｙ軸） 

フレームの断面係数（ｚ軸） 

フレームの限界細長比 

フレームの有効細長比 

座屈に対する安全率 

フレームに生じる曲げ応力 

フレームに生じる圧縮応力 

フレームに生じる組合せ応力 

フレームに生じる引張応力又は圧縮応力と曲げ応力の和 

フレームに生じる引張応力 

取付ボルトに生じる引張応力 

フレームに生じるせん断応力 

取付ボルトに生じるせん断応力 

－ 

mm3 

mm3 

mm3 

－ 

－ 

－ 

MPa  

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格 （2005年版（2007年 

追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）をいう。 
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1.3 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 1－1 に示すとおりである。 

 

表 1－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位＊1 

質量 kg ― ― 
整数位又は 

小数点以下第 1位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 
小数点以下第 2位 

又は第 3 位 
四捨五入 

小数点以下第 1位 

又は第 2 位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

注 記＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 

 

 

2. 構造説明 

水圧制御ユニットの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

水圧制御ユニ

ット 

水圧制御ユニット

のフレームは，十

分剛な支持架構に

取付ボルトにより

固定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支持構造物 
 

 

  

NT2 補② Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

水圧制御ユニット支持架構 

フレーム 

取付ボルト 



3. 計算方法 

3.1 解析モデル 

図 3－1 に解析モデルを示

○内の数字は要素番号，数

はフレーム部材，点線はフ

は  kg，ｍcは  kg，

 

3.2 機器要目 

部材の応力算出に必要な

 

3.3 固有周期の計算方法 

図 3－1 に示されるように

－Ⅳ」を使用して行い，固

 

3.4 応力の計算方法 

図 3－1に示した解析モデ

要素に発生する荷重及びモ

作用する地震荷重は，基

地震荷重と鉛直方向地震荷

 

3.5 荷重の組合せ及び許容応

3.5.1 荷重の組合せ及び許

水圧制御ユニットの

いるものを表 3－2に，

 

3.5.2 許容応力 

水圧制御ユニットの

 

3.5.3 使用材料の許容応力

水圧制御ユニットの

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
3
-2
-
1
 R
0
 

6 

示す。フレームの支持架構への取付け部分は固定

数字は節点番号を示す。また図 3－1 中の   は荷

フレーム部と荷重位置の質量ｍa～ｍeとを結ぶ要

，ｍdは  kg，ｍeは  kg であり，総質量は

な機器要目を表 3－1に示す。 

に水圧制御ユニット全体についての振動解析を計

固有周期を求める。 

デルについて，有限要素法（計算機コード「ＳＡ

モーメントを計算する。 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

荷重とを同時に組み合わせるものとする。 

応力 

許容応力状態 

の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準

重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3

の許容応力を表 3－4に示す。 

力 

の使用材料の許容応力を表 3－5～表 3－6に示す。

 

定とする。図 3－1中

荷重位置を示し，実線

要素を示す。ｍa，ｍb

 kg である。 

計算機コード「ＳＡＰ

ＡＰ－Ⅳ」）を用い各

的震度による水平方向

準対象施設の評価に用

3－3に示す。 

。 
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図 3－1 水圧制御ユニット解析モデル（単位：mm） 
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表 3－1 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ○1 ―○14  ○15―○17  ○18―○20  

Ａ (mm2) 

Iy (mm4) 

Iz (mm4) 

Ip (mm4) 

断面形状 (mm)

 

Ｄo＝  

Ｄi＝  
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表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 

荷重の 

組合せ 
許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御材駆動 

装置 
水圧制御ユニット Ｓ 

クラス２ 

支持構造物 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

表 3－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 
荷重の 

組合せ 
許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御材駆動 

装置 
水圧制御ユニット 常設耐震/防止

重大事故等 

クラス２支持構造物 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊3 

注記 ＊1：「常設耐震/防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

   ＊2：「Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

   ＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

NT2 補② Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

＊



 

 

1
0
 

表 3－4 許容応力（クラス２支持構造物及び重大事故等クラス 2支持構造物(クラス 2 支持構造物)） 

許容応力 

状  態 

許 容 限 界 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅤＡＳ＊3 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

          ＊2：Ｆ値の算出時，Ｓｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

 

  

＊2 ＊2 

＊ ＊

＊1 

＊2 ＊2 

＊

NT2 補② Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

＊



 

 

1
1
 

表 3－5 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(RT) 

(MPa) 

フレーム 

周囲環境温度 205 365 ― 

周囲環境温度 241 394 ― 

取付ボルト 周囲環境温度 231 394 ― 

 

表 3－6 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(RT) 

(MPa) 

フレーム 

周囲環境温度 190 357 ― 

周囲環境温度 234 386 ― 

取付ボルト 周囲環境温度 225 386 ― 
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3.5.4 フレームの応力 

解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆx，せん断力Ｆy，Ｆz，ねじりモーメント 

Ｍx及び曲げモーメントＭy，Ｍzより各応力を次のように求める。 

(1) 引張応力又は圧縮応力 

Ａ

|Ｆ|
＝σ

x
t  ･････････････････････････････････････････････････ (3.1) 

Ａ

|Ｆ|
-＝σ

x
c  ･･･････････････････････････････････････････････ (3.2) 

(2) せん断応力 

2222

Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|

Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|
＝Max

y

p

xzz

p

xy

，

τ  ････ (3.3) 

(3) 曲げ応力 

鋼管の場合は， 

22

z

z

y

y
b

Ｚ

Ｍ

Ｚ

Ｍ
＝σ  ･････････････････････････････････････ (3.4) 

形鋼の場合は， 

z

z

y

y
b

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＝σ  ･･････････････････････････････････････････ (3.5) 

(4) 組合せ応力 

22＋3･σ＝σ faf  ･････････････････････････････････････････ (3.6) 

ここで， 

b
x

fa ＋σ
Ａ

|Ｆ|
＝σ  ･･･････････････････････････････････････････ (3.7) 
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3.5.5 取付ボルトの応力 

取付ボルトに生じる応力は，地震による引張応力とせん断応力について計算する。 

(1) ボルト取付要領 

水圧制御ユニットの取付ボルトの取付図を図 3－2に示す。 

 

 

 

図 3－2 取付ボルトの取付図 

 

(2)  引張応力 

取付ボルトに対する引張応力は，ボルトの軸方向引張力ＦyとモーメントＭzを考え， 

これを保守的にボルトで受けるものとして計算する。 

a. 引張力 

||Ｍ
＋|Ｆ|＝Ｆ

z
yb  ････････････････････････････････････････････ (3.8) 

b. 引張応力 

b

b
tb

Ａ

Ｆ
＝σ  ･･････････････････････････････････････････････････ (3.9) 

(3) せん断応力 

a. せん断力 

2

2 |Ｍ|
＋

iＤ

|Ｍ|
＋|Ｆ|＋|Ｆ|＝Ｑ

yx
zxb  ･･････････････････････ (3.10) 

b. せん断応力 

b

b
b

Ａ2・

Ｑ
＝τ  ･･･････････････････････････････････････････････ (3.11) 

x 

y 

z 

モーメントＭz 
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4. 評価方法 

4.1 固有周期の評価 

3.3 節で求めた固有周期から添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，水平方

向設計震度及び鉛直方向設計震度を求める。 

 

4.2 フレームの応力評価 

3.5.4 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，許容組合せ応力

は f t以下であること。 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容応力状態 ⅢＡＳ ⅣＡＳ，ⅤＡＳ＊ 

許容引張応力 

f t 
・1.5

1.5

Ｆ
 ・1.5

1.5

Ｆ
 

許容圧縮応力

f c 

STPG370 

 (λ≦Λ) 
・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2

 ・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2

 

SS400 

(λ＞Λ) 
・1.5

λ

Λ
0.277・Ｆ・

2

 ・1.5
λ

Λ
0.277・Ｆ・

2

 

許容せん断応力 

f s 
  

許容曲げ応力 

f b 
・1.5

1.5

Ｆ
 ・1.5

1.5

Ｆ
 

注記 ＊：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

ただし， 

 ･･････････････････････････････････････････････････････････････ (4.1) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･････････････････････････････････････････････････････････ (4.2) 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･････････････････････････････････････････････････････････ (4.3) 

 ･･････････････････････････････････････････････････････ (4.4) 

  

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

i

k
＝λ

2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5

＊

＊

＊
＊

＊

＊
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4.3 取付ボルトの応力評価 

3.5.5 項で求めた取付ボルトの引張応力σtb は，次式より求めた許容引張応力 f ts 以下であ

ること。 

せん断応力τb は，せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力は f sb以下であるこ

と。 

f ts＝1.4・f to－1.6・τb ･･･････････････････････････････････････････････ (4.5) 

かつ， 

f ts ≦ f to  ･･････････････････････････････････････････････････････････ (4.6) 

ただし，f to 及び f sb は下表による。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容応力状態 ⅢＡＳ ⅣＡＳ，ⅤＡＳ＊ 

許容引張応力 

f to 
・1.5
2

Ｆ
 ・1.5

2

Ｆ
 

許容せん断応力

f sb 
・1.5
31.5・

Ｆ
 ・1.5

31.5・

Ｆ
 

注記 ＊：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

水圧制御ユニットの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基

準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

(2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

水圧制御ユニットの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

 

(1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 
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【水圧制御ユニットの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

 

1.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.009 ＣH＝0.79＊2 ＣV＝0.62＊2 ＣH＝1.55＊3 ＣV＝1.17＊3 － 50 

                               注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

＊3：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

1.2 機器要目 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 

Ｄi 

(mm) 

 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

k 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν 

STPG370 

SS400 

 

 
要素番号 

○8 ○10○12  ○20  
Ａ(mm2) 

Ｚy(mm3) 

Ｚz(mm3) 

Ｚp(mm3) 

材料 

 

部材 材料 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

フレーム 
205 365 205 246 

241 (厚さ≦16 mm) 394 241 276 

取付ボルト 231 (16 mm＜径≦40 mm) 394 231 276 

注記 ＊1：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

   ＊2：基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合  

NT2 補② Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

Ｄi 

水圧制御ユニット支持架構 

取付ボルト 

フレーム 
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1.3 計算数値 

1.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx 

(N) 

Ｆy 

(N) 

Ｆz 

(N) 

Ｍx 

(N･mm) 

Ｍy 

(N･mm) 

Ｍz 

(N･mm) 

○8
 

10 

○10
 

10 

○12
 

12 

○20
 

20 

 注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx 

(N) 

Ｆy 

(N) 

Ｆz 

(N) 

Ｍx 

(N･mm) 

Ｍy 

(N･mm) 

Ｍz 

(N･mm) 

○8
 

10 

○10
 

10 

○12
 

12 

○20
 

20 

 注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.3.2 取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx 

(N) 

Ｆy 

(N) 

Ｆz 

(N) 

Ｍx 

(N･mm) 

Ｍy 

(N･mm) 

Ｍz 

(N･mm) 

○14
 

14 

 注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx 

(N) 

Ｆy 

(N) 

Ｆz 

(N) 

Ｍx 

(N･mm) 

Ｍy 

(N･mm) 

Ｍz 

(N･mm) 

○13
 

13 

○14
 

14 

 注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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1.4 結論 

1.4.1 応力                                                                  (単位:MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

要素

番号

節点

番号
算出応力 許容応力 

要素

番号 

節点

番号 
算出応力 許容応力 

フレーム 

STPG370 

引張り ○12 12 σt ＝1 f t ＝205 ○12  12 σt ＝1 f t ＝246 

圧縮 ○12 12 σc ＝1＊1 f c ＝183 ○12  12 σc ＝1＊1 f c ＝214 

せん断 ○10 10 τ  ＝1 f s ＝118 ○10  10 τ  ＝2 f s ＝142 

曲げ ○8  10 σb ＝2 f b ＝205 ○8  10 σb ＝3 f b ＝246 

組合せ ○8  10 σf ＝2 f t ＝205 ○8  10 σf ＝3 f t ＝246 

SS400 

引張り ○20 20 σt ＝2 f t ＝241 ○20  20 σt ＝4 f t ＝276 

圧縮 ○20 20 σc ＝2＊1 f c ＝18 ○20  20 σc ＝4＊1 f c ＝18 

せん断 ○20 20 τ  ＝6 f s ＝139 ○20  20 τ  ＝9 f s ＝159 

曲げ ○20 20 σb ＝40 f b ＝241 ○20  20 σb ＝69 f b ＝276 

組合せ ○20 20 σf ＝43 f t ＝241 ○20  20 σf ＝74 f t ＝276 

取付ボルト SS400 
引張り ○14 14 σtb＝1 f ts＝173＊2 ○13  13 σtb＝1 f ts＝207＊2 

せん断 ○14 14 τb ＝1 f sb＝133 ○14  14 τb ＝1 f sb＝159 

すべて許容応力以下である。                             注記 ＊1：絶対値を記載 

                                                 ＊2：(4.6)式より算出 
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2. 重大事故等対処設備 

 

2.1 設計条件 

機 器 名 称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静

的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット －(Ｓｓ機能維持)
原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.009 － － ＣH＝1.55＊2 ＣV＝1.17＊2 －  

                               注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

 

2.2 機器要目 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 

Ｄi 

(mm) 

 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

k 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν 

 

 
要素番号 

○8 ○10○12  ○20  
Ａ(mm2) 

Ｚy(mm3) 

Ｚz(mm3) 

Ｚp(mm3) 

材料 

 

部材 材料 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

フレーム 
190 357 － 228 

234 (厚さ≦16 mm) 386 － 270 

取付ボルト 225 (16 mm＜径≦40 mm) 386 － 270 

注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合  

NT2 補② Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

Ｄi 

水圧制御ユニット支持架構 

取付ボルト 

フレーム 
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2.3 計算数値 

2.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx 

(N) 

Ｆy 

(N) 

Ｆz 

(N) 

Ｍx 

(N･mm) 

Ｍy 

(N･mm) 

Ｍz 

(N･mm) 

○8
 

10 

○10
 

10 

○12
 

12 

○20
 

20 

 注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 
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2.3.2 取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx 

(N) 

Ｆy 

(N) 

Ｆz 

(N) 

Ｍx 

(N･mm) 

Ｍy 

(N･mm) 

Ｍz 

(N･mm) 

○13
 

13 

○14
 

14 

 注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

 

NT2 補② Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 



 

2
4
 

2.4 結論 

2.4.1 応力                                                           (単位:MPa) 

部材 材料 応力 

基準地震動Ｓｓ 

要素

番号

節点

番号 
算出応力 許容応力 

フレーム 

STPG370 

引張り ○12 12 σt ＝1 f t ＝228 

圧縮 ○12 12 σc ＝1＊1 f c ＝201 

せん断 ○10 10 τ  ＝2 f s ＝131 

曲げ ○8  10 σb ＝3 f b ＝228 

組合せ ○8  10 σf ＝3 f t ＝228 

SS400 

引張り ○20 20 σt ＝4 f t ＝270 

圧縮 ○20 20 σc ＝4＊1 f c ＝18 

せん断 ○20 20 τ  ＝9 f s ＝155 

曲げ ○20 20 σb ＝69 f b ＝270 

組合せ ○20 20 σf ＝74 f t ＝270 

取付ボルト SS400 
引張り ○13 13 σtb＝1 f ts＝202＊2 

せん断 ○14 14 τb ＝1 f sb＝155 

すべて許容応力以下である。                            注記 ＊1：絶対値を記載 

                                                                          ＊2：(4.6)式より算出 
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Ⅴ-2-6-4 ほう酸水注入設備の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-6-4-1 ほう酸水注入系の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-6-5 計測装置の耐震性についての計算書 



Ⅴ-2-6-5-1 起動領域計装の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，起動領域計装ドライチューブ（以下「ドライチューブ」という。）（耐震設計上の

重要度分類Ｓクラス）の耐震性についての計算書である。 

なお，ドライチューブの設計用地震力を除く応力評価は，5章に示す平成 4 年 6月 3日付け発

管業発第 58 号にて届出した起動領域計装設置工事 工事計画届出書 添付書類（以下，本書におい

て「既工認」という。）による。 

また，ドライチューブは，耐震Ｓクラスの設計基準対象施設であり，重大事故等対処設備に該

当するが，重大事故等時の運転条件は，設計基準の運転条件に包絡されるため，設計基準対象施

設としての評価のみを実施する。 

 

1.1 構造の説明 

   ドライチューブの構造計画を表 1-1 に示す。 
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表 1-1 ドライチューブの構造計画 

 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

起動領域計装 

（起動領域計装ドラ

イチューブ） 

 原子炉圧力容器内上

部格子板で支持，炉心

支持板で固定される。 

起動領域計装ドラ

イチューブは，外径 

の長尺円筒構造

物である。 
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上部格子板

 

ドライチューブ

炉心支持板
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1.2 記号の説明 

本計算書において，下記の記号を使用する。ただし，本文中に別途記載ある場合は，この限

りではない。 

 

計算書 

の記号 
記 号 の 説 明 単 位 

Ａ 

Ｄi 

Ｄo 

Ｅ 

Ｈ 

Ｉ 

Ｌ 

’ 

Ｐb 

Ｐm 

Ｐo 

Ｓｄ＊ 

Ｓm 

Ｓｓ 

Ｓu 

Ｓy 

Ｖ 

ｔ 

δD 

η 

σ  

σr 

σt 

τt  

断面積 

内径 

外径 

縦弾性係数 

水平力 

断面二次モーメント 

リングからプランジャ先端までの長さ 

リングからチャンネルボックスに接触する点までの距離 

リングから応力評価点までの距離 

一次曲げ応力 

一次一般膜応力 

外圧 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

設計応力強さ 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

設計引張強さ 

設計降伏点 

鉛直力 

厚さ 

設計たわみ量 

溶接部の継手効率 

軸方向応力 

半径方向応力 

周方向応力 

せん断応力 

mm2 

mm 

mm 

MPa 

N 

mm4 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

－ 

MPa 

－ 

MPa 

MPa 

N 

mm 

mm 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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1.3 適用基準 

発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ Ｎ

Ｃ1-2005/2007）（日本機械学会 2007 年）（以下「設計・建設規格」という。）及び原子力発電

所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和 59年）を適用する。 

注：本計算書において，設計・建設規格の条項は「設計・建設規格 ○○○-△△△△(◇)a.(a)」 

として示す。 

 

1.4 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を，図 1-1 に示す。 

 

1.5 解析範囲 

応力計算は，図 1-1 に示す応力評価点について行う。 

 

1.6 計算条件 

1.6.1 設計条件 

設計条件（最高使用圧力（外圧），最高使用温度及び設計機械的荷重）は，既工認に示す

とおりである。 

 

1.6.2 運転条件 

運転条件及び記号は，既工認に示すとおりである。 

各運転条件における外荷重を，表 1-2 に示す。 

各運転条件における，ドライチューブの外圧（原子炉圧力容器の内圧）の変化，周囲の

流体の温度変化及びその繰返し回数は，既工認に示すとおりである。 

なお，ドライチューブの外圧は，既工認より表 1-3 に示すとおりである。 

 

1.6.3 荷重の組合せと応力評価 

荷重の組合せと応力評価項目の対応を表 1-4 に示す。 

表 1-4 及び本計算書において使用する荷重の種類と記号は，下記のとおりである。 

 

     荷 重 記  号 

   (1) ドライチューブの外圧（原子炉圧力容器の内圧） ［L01］ 

   (2) 死荷重（機器の自重により生じる荷重） ［L04］ 

   (3) 機器の地震時の振動による地震荷重Ｓｄ＊（一次荷重） ［L14］ 

   (4) 機器の地震時の振動による地震荷重Ｓｓ （一次荷重） ［L16］ 
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1.6.4 材料 

材料は，次に示すとおりである。 

パイプ：SUS304TB 相当（ASME SA-213） 

 

1.6.5 物性値 

応力計算に使用する材料の物性値は，下記のとおりである。 

(1) 縦弾性係数Ｅは，設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1に定められたものによる。 

(2) 応力計算に使用する物性値は，最高使用温度（302 ℃）に対する値を用いる。 

(3) 材料の物性値を，表 1-5 に示す。 

 

1.6.6 荷重の組合せ及び許容応力状態 

荷重の組合せ及び許容応力状態は，表 1-6 に示すとおりである。また，各許容応力状態

で考慮する荷重は，1.6.2 項に示すとおりである。 

 

1.6.7 許容応力 

(1) 設計応力強さＳｍ，設計降伏点Ｓy，設計引張強さＳｕは，それぞれ設計・建設規格  

   付録材料図表 Part5 表 1，表 8 及び表 9 に定められたものを使用する。 

(2) 一次応力の評価には，各運転状態における流体の最高温度（運転状態Ⅰ及びⅡ： ） 

   に対する許容応力を用いる。 

(3) ドライチューブの各運転状態の応力評価に用いる許容応力は，設計・建設規格 CSS-3110 

により表 1-7 に示すとおりである。 

 

1.6.8 溶接部の継手効率 

ドライチューブの応力評価点は，溶接部でないためη＝1.00 を用いる。 

 

1.6.9 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，下記のとおりとする。 

σt ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 

 

 

 

 

  

σ  

σr 

σt 
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 Ｄo ＝ 

 ｔ ＝ 

 Ｌ ＝  

 ' ＝ 

                                  

図 1-1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 

’ 

 
上部格子板 

プランジャ 

検出器 

ｔ 

Ｄo 

パイプ 

〔SUS304TB 相当〕 

（ASME SA-213） 

炉心支持板 

リング 

中性子計測案内管 

Ｌ
 

P02,P02’ 

N
T
2
 
補
②
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-
2
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-
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R
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P01,P01’ 

：応力評価点 

〔   〕：JIS相当材 

（   ）：材   料 
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表 1-2 外荷重 

 

記号 荷重名称 
鉛直力 水平力 

地震時ドライチューブ

設計たわみ量 

Ｖ(N) Ｈ(N) δD(mm) 

L04 死荷重 

L14 地震荷重Ｓｄ＊ 

L16 地震荷重Ｓｓ 

注：  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ 

Ｖ 
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表 1-3 ドライチューブの各許容応力状態における外圧 

 

  （単位：MPa） 

許容応力状態 外圧 

ⅢＡＳ 

ⅣＡＳ 

 

 

表 1-4 荷重の組合せ 

 

許容応力状態 荷重の組合せ 応力評価 

ⅢＡＳ L01＋L04＋L14 
Ｐm 

Ｐm＋Ｐb 

ⅣＡＳ L01＋L04＋L16 
Ｐm 

Ｐm＋Ｐb 

 

 

表 1-5 応力計算に使用する材料の物性値 

 

 

 

 

 

 

材料 
温度 

(℃) 

Ｅ 

×105(MPa) 

オーステナイト系ステンレス鋼 302  
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2
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表 1-6(1) 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 各運転状態による荷重 許容応力状態 荷重の組合せ 

計測制御 

系統設備 

計測 

装置 

起動領域計装 

ドライチューブ＊ 
Ｓ － 

運転状態Ⅰによる荷重 
ⅢＡＳ Ｐ＋Ｄ＋Ｓｄ＊ 

運転状態Ⅱによる荷重 

運転状態Ⅰによる荷重 
ⅣＡＳ Ｐ＋Ｄ＋Ｓｓ 

運転状態Ⅱによる荷重 

注： 

Ｐ ： 各運転状態における外圧 

Ｄ ： 死荷重 

Ｓｄ＊ ： 弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

 

注記 ＊：炉心支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

  

9
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-1 R0 



 

表 1-6(2) 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 各運転状態による荷重 許容応力状態 荷重の組合せ 

計装制御 

系統設備 

計測 

装置 

起動領域計装 

ドライチューブ＊2

常設耐震 

／防止 
－ 

運転状態Ⅰによる荷重 
ⅣＡＳ Ｐ＋Ｄ＋Ｓｓ 

運転状態Ⅱによる荷重 

運転状態Ⅴによる荷重 ⅤＡＳ＊3 
ＰＳＡＬ＋Ｄ＋Ｓｄ＊＊4 

ＰＳＡＬＬ＋Ｄ＋Ｓｓ
＊4 

注： 

Ｐ 

ＰＳＡＬ 

ＰＳＡＬＬ 

： 

： 

： 

各運転状態における外圧 

重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的に作用する圧力荷重 

重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で超長期的に作用する圧力荷重 

Ｄ 

Ｓｄ＊ 

： 

： 

死荷重 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

   ＊2：炉心支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

   ＊4：「Ｐ＋Ｄ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-1 R0 

1
0
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表 1-7(1) 許容応力 

 (単位：MPa) 

応力分類 一次一般膜応力（Ｐm） 

許容応力状態 ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

温度(℃) 

SUS304TB 172 260 

許容応力の算出式 1.5・Ｓm 
Min 

(2.4・Ｓm，2/3・Ｓu) 

 

 

表 1-7(2) 許容応力 

(単位：MPa)  

応力分類 一次一般膜＋一次曲げ応力（Ｐm＋Ｐb） 

許容応力状態 ⅢＡＳ ⅣＡＳ 

温度(℃) 

SUS304TB 258 391 

許容応力の算出式 2.25・Ｓm 
Min 

(3.6・Ｓm，Ｓu) 
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2. 耐震計算 

2.1 計算方法 

(1) 材料及び形状に関するデータから，電子計算機により，固有周期を求める。さらに，固有 

   値解析結果より，モード解析法に基づき動的応答加速度を求める。 

固有周期の計算は，計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を用いて行う。 

(2) ドライチューブに対する地震荷重は，動的応答加速度及び静的加速度の両方について考慮 

   する。 

(3) 動的解析において，ドライチューブの質量は，炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構 

   造物の全質量と比して小さいことから，これらとの連成系としては考えず，これらの構造 

   物の地震応答解析＊1により得られた炉心支持板及び上部格子板における応答スペクトル（減 

   衰定数 1.0 ％）＊2を包絡してドライチューブに対する入力とする。 

注記 ＊1：「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物並びに原子炉本体 

の基礎の地震応答計算書」参照。 

   ＊2：「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」参照。 

  

2.2 形状・寸法 

ドライチューブの動的解析計算モデルを，図 2-1 に示す。 

また，各部材の長さ，断面二次モーメント，せん断断面積及び各節点の質量を，表 2-1 及び

表 2-2 に示す。 

 

 

2.3 設計震度 

設計震度を下表に示す。 

適用する地震動等 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 固有周期（ｓ） 応答水平震度 鉛直震度 応答水平震度 鉛直震度 

1 次 

2 次 

3 次 

動的震度 

静的震度 
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2.4 計算結果 

2.4.1 固有値解析結果 

固有値解析結果を，表 2-3 に示す。また，振動モードを図 2-2 に示す。 

 

2.4.2 動的応答加速度 

ドライチューブ節点位置における動的応答加速度を図 2-3 に示す。また，ドライチュー

ブに作用する動的応答加速度の最大値を表 2-4 に示す。 

 

2.4.3 静的加速度 

ドライチューブに作用する静的加速度を，表 2-5 に示す。 

 

2.5 地震荷重 

ドライチューブに対する地震荷重を表 1-2 に示す。ここで，地震荷重Ｓｄ＊については，表

2-4(1)及び表 2-5 に示すように静的加速度より動的応答加速度の方が大きいので，動的応答加

速度を用いて求めた結果を示す。 
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図 2－1 計算モデル 
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表 2-1 部材定数 

 

部材番号
長さ 

（mm） 

断面二次モーメント 

（mm4） 

せん断断面積 

（mm2） 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

 

 

表 2-2 節点質量 

 

節点番号 質量（kg） 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 
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表 2-3 固有値解析結果 

 

次数 固有周期（ｓ） 刺激係数 

1 次 

2 次 

 

 

 

図 2-2 振動モード（刺激関数モード） 
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図 2-3(1) 動的応答加速度分布図 

（弾性設計用地震動Ｓｄ） 
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図 2-3(2) 動的応答加速度分布図 

（基準地震動Ｓｓ） 
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表 2-4(1) 動的応答加速度 

（弾性設計用地震動Ｓｄ） 

（単位：m/s2） 

位置 加速度 

節点番号 6 

 

 

表 2-4(2) 動的応答加速度 

（基準地震動Ｓｓ） 

（単位：m/s2） 

位置 加速度 

節点番号 6 

 

 

表 2-5 静的加速度 

（単位：m/s2） 

位置 加速度 

炉心支持板 

上部格子板 
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3. 応力計算 

3.1 応力解析の手順 

応力解析を行う手順について述べる。 

 

3.1.1 荷重条件 

荷重条件は 1 章に示す。 

 

3.1.2 応力計算と応力の分類 

(1) 応力計算の方法 

a. 応力計算は荷重の種類ごとに行う。荷重として与えられるものは次の 2 つである。 

(a) 外圧 

(b) 外荷重 

 

b. 解析する箇所の形状は，次の方針に従ってモデル化する。 

(a) 構造の不連続を考慮して応力の最も厳しい箇所に応力評価点（面）を選ぶ。なお， 

   軸対称モデル解析において，非軸対称な外荷重による応力評価を行った場合，荷重の 

   入力方位と応力評価点の方位の関係により応力に極大値と極小値が生じる。外荷重に 

   よる応力が極大となる方位の応力評価点は [例 P01] と表し，極小となる方位の応力 

   評価点には，プライム（’）を付けて [例 P01’] と表す。 

一次応力の評価は，内外面の応力評価点を含む断面（応力評価面）について行う。 

 

(2) 応力の分類 

応力の計算結果は，表 3-1 の応力の分類方法に従って分類し，計算を行う。 
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3.1.3 応力の評価 

(1) 一次応力強さ 

許容応力状態ⅢＡＳ及び許容応力状態ⅣＡＳにおいて生じる一次一般膜応力及び一次一

般膜＋一次曲げ応力の応力強さが，1.6.7 項及び 1.6.8 項に示す許容値を満足することを

示す。 

 

3.2 応力計算 

3.2.1 外圧による応力 

(1) 荷重条件（LO1） 

ドライチューブの各許容応力状態における外圧を，表 1-3 に示す。 

 

(2) 計算方法 

a. 一次一般膜応力 

外圧Ｐoによる一次一般膜応力は，次式で求める。 

 

or

o

ot

・Ｐ
１＋Ｙ

Ｙ
＝－σ

・Ｐ
－１Ｙ

Ｙ
＝－σ

・Ｐ
Ｙ－１

Ｙ
＝－σ

2

2

 

 

ここで，
i

o

Ｄ

Ｄ
Ｙ＝  

 

なお，各応力評価点でのＤo，ｔは表 3-2 に示す。 

 

b. 一次一般膜＋一次曲げ応力 

外圧Ｐoによる一次曲げ応力は，存在しない。したがって，一次一般膜＋一次曲げ応力

は，一次一般膜応力と同じである。 

 

3.2.2 外荷重による応力 

(1) 荷重条件（LO4，L14 及び L16） 

ドライチューブに働く外荷重を，表 1-2 に示す。 

 

(2) 計算方法 

外荷重による応力は，以下により求める。 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
 
R
0 



22 

a. 死荷重（L04） 

死荷重による応力は次式で求める。 

 

Ａ

Ｖ
＝－σ  

 

b. 地震荷重（L14 及び L16） 

(a) 水平方向地震荷重による応力 

 

応力計算モデルを図 3-1 に示す。 

。応力評価点の曲げモーメントＭE，せん断力ＦEは次のようになる。 

 

BE

BE

)－Ｐ'－＝ｗ・(Ｆ

)'－・ｗ・(
2

1
)－'－・(＝ＰＭ 2

 

 

ここで， 

 

4

1

ｗ

・Ｅ・Ｉ72・δ
＝

Ｌ

Ｈ
ｗ＝

3

ｗ・
＝Ｐ

D

B

 

 

なお，Ｉはパイプ母材に対する値を用いる。 

したがって，応力評価点に生じる一次曲げ応力は次のようになる。 

 

2

Ｄ
・

Ｉ

Ｍ
＝σ

oE
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また，各応力評価点で生じる一次一般膜応力は 

 

Ａ

Ｆ
＝τ

E
t  

 

ただし，各応力評価点のＤo，Ａ，Ｉは表 3-2 による。 

 

(b) 鉛直方向地震荷重による応力 

鉛直方向地震による応力は次式で求める。 

Ａ

Ｖ
＝σ  

 

3.3 応力強さの評価 

応力強さの評価は，図 1-1 に示す応力評価点に対して行う。 

 

3.3.1 一次一般膜応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 3-3 に示す。 

表 3-3 より，各許容応力状態の一次一般膜応力強さは，設計・建設規格 CSS-3111 を満

足する。 

 

3.3.2 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価 

各許容応力状態における評価をまとめて，表 3-4 に示す。 

表 3-4 より，各許容応力状態の一次一般膜＋一次曲げ応力強さは，設計・建設規格 

CSS-3111 を満足する。 
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図 3-1 地震荷重による応力の計算モデル（単位：mm） 
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表 3-1 応力の分類 

 

 位  置 荷重の種類 応力の分類 

管状構造物
不連続部よ

り遠い部分

圧力差 一般膜応力 Ｐm 

外荷重又は 

モーメント 

全断面について平均した一般膜応力

曲げ応力 

Ｐm 

Ｐb 

注： 

 Ｐm ：圧力差又は機械的荷重によって生じる膜応力であって，構造上の不連続性及び局部的 

     形状の変化によって生じる膜応力は除く。ただし，実際の応力評価では，応力評価面 

     を構造上の不連続部にとることが多いので，内径，板厚がその応力評価面での値に等 

     しい単純な殻を仮定し，シェル理論又ははり理論を用いて計算した応力を，その応力 

     評価面におけるＰmとする。 

 Ｐb  ：外力，内力及びモーメントに対して，単純な平衡の法則を満足する曲げ応力をいう。 
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表 3-2 断面性状 

 

応力評価点 ｔ 

(mm) 

Ｄo 

(mm) 

Ａ 

(mm2) 

Ｉ 

(mm4) 

P01，P02 
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表 3-3 一次一般膜応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa）     

応力評価面 
許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

応力強さ 許容値 応力強さ 許容値 

P01 

P02 
33 172 33 260 

P01’ 

P02’ 
33 172 33 260 

 

表 3-4 一次一般膜＋一次曲げ応力強さの評価のまとめ 

（単位：MPa）     

応力評価面 
許容応力状態ⅢＡＳ 許容応力状態ⅣＡＳ 

応力強さ 許容値 応力強さ 許容値 

P01 

P02 
130 258 187 391 

P01’ 

P02’ 
132 258 189 391 
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4. 結論 
4.1 固有周期 

 

次数 固有周期（ｓ） 

1 次 

2 次 

3 次 

 

 

4.2 応力評価のまとめ 

ドライチューブに生じる応力は，表 4-1 に示すようにすべて許容応力以下である。 

 

 

5. 参照図書 

  東海第二発電所 起動領域計装設置工事 工事計画届出書 添付書類 

  (1) 1-2-1 起動領域計装ドライチューブの耐震性についての計算書 

 

  

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
 
R
0 



29 

表 4-1 計算結果の概要 

 

部分及び

材料 

許容応力

状態 

一次一般膜応力 

（MPa） 

一次一般膜＋一次曲げ応力 

（MPa） 

応力強さ 許容値 
応 力 

評価面 
応力強さ 許容値

応 力 

評価面 

パイプ

SUS304TB

ⅢＡＳ 33 172 P01’－P02’ 132 258 P01’－P02’

ⅣＡＳ 33 260 P01’－P02’ 189 391 P01’－P02’
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1. 概要 

本計算書は，平均出力領域モニタの出力領域計装（以下「ＬＰＲＭ」という。）検出器

集合体（耐震設計上の重要度分類Ｓクラス）の耐震性についての計算書である。 

なお，ＬＰＲＭ検出器集合体は，耐震Ｓクラスの設計基準対象施設であり，重大事故

等対処設備に該当するが，重大事故等時の運転条件は，設計基準の運転条件に包絡され

るため，設計基準対象施設としての評価のみを実施する。 

 

1.1 構造の説明 

ＬＰＲＭ検出器集合体の構造計画を表 1－1 に示す。 
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表 1－1 ＬＰＲＭの構造計画 

 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

平均出力領域モ

ニタ 

（出力領域計装

検出器集合体） 

原子炉圧力容器内上

部格子板で支持，炉

心支持板で固定され

る。 

出力領域計装検出

器集合体は，カバー

チューブの内側に校

正用導管を内蔵する

構造の長尺円筒構造

物である。 
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出力領域計装検出器集合体 
（カバーチューブ） 

上部格子板 

プランジャ 

炉心支持板 

リング 

中性子束計測案内管
 

校正用導管 
（カバーチューブの内側に設置） 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-2 R0 
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1.2 記号の説明 

本計算書において，下記の記号を使用する。ただし，本文中に別途記載ある場合は，この限

りではない。 

 

計算書 

の記号 
記 号 の 説 明 単 位 

Ｌ 

’ 

Ｓｄ＊ 

Ｓm 

Ｓｓ 

Ｓu 

Ｓy 

 

リングからプランジャ先端までの長さ 

リングからチャンネルボックスに接触する点までの距離 

リングから応力評価点までの距離 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

設計応力強さ 

基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

設計引張強さ 

設計降伏点 

 

mm 

mm 

mm 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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1.3 適用基準 

発電用原子力設備規格（設計・建設規格 （2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会 2007 年）（以下「設計・建設規格」という。）及び原子力

発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984）（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年）を適用する。 

 

1.4 形状・寸法・材料 

本計算書で解析する箇所の形状・寸法・材料を，図 1－1 に示す。 

 

1.5 解析範囲 

応力計算は，図 1－1 に示す応力評価点について行う。 

 

1.6 計算条件 

1.6.1 荷重の組合せ及び供用状態 

荷重の組合せ及び供用状態は，表 1－2及び表 1－3 に示すとおりである。 

 

1.6.2 許容応力 

(1) 設計応力強さＳm，設計降伏点Ｓy，設計引張強さＳuはそれぞれ設計・建設規格 付録 

   材料図表 Part5 表 1，表 8 及び表 9 に定められたものを使用する。 

(2) 設計条件の評価には，最高使用温度（302℃）に対する許容応力を用いる。供用状態Ａ 

   及びＢ，供用状態Ｃ並びにＤの一次応力の評価には，各供用状態を定義する運転状態にお 

   ける流体の最高温度（運転状態Ⅰ及びⅡ： ，運転状態Ⅲ： ，運転状態Ⅳ： ） 

   に対する許容応力を用いる。供用状態Ａ及びＢの一次＋二次応力及び繰返し荷重の評価に 

   は，運転温度（ ：定格出力運転時の蒸気温度）に対する許容応力を用いる。 

(3) 許容外圧は，設計・建設規格 CSS-3220 による。 

 

1.6.3 応力の記号と方向 

応力の記号とその方向は，下記のとおりとする。 

σt ：周方向応力 

σ ：軸方向応力 

σr ：半径方向応力 

τt ：せん断応力 

 

 

 

 

 

 

σ  

σr 

σt 
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カバーチューブ

上部格子板 

プランジャ 

炉心支持板 

リング 

中性子束計測案内管 

Ｌ
 

P02,P02’

’ 

P01,P01’

P04,P04’ 

P03,P03’ 

校正用導管

      ：応力評価点                   

〔    〕：材料                      

図 1－1 形状・寸法・材料・応力評価点（単位：mm） 
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表 1－2 荷重の組合せ及び供用状態（設計基準対象施設） 

 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 各運転状態による荷重 供用状態 荷重の組合せ

計測制御 

系統設備 

計測 

装置 

平均出力領域モニタ

ＬＰＲＭ 
Ｓ ― 

設計条件による荷重 設計条件 ＰD＋Ｍ 

運転状態Ⅰによる荷重 Ａ 
Ｐ＋Ｄ 

運転状態Ⅱによる荷重 Ｂ 

運転状態Ⅲによる荷重 Ｃ Ｐ＋Ｄ 

運転状態Ⅳ(Ｌ)による荷重*1 
Ｄ Ｐ＋Ｄ 

運転状態Ⅳ(Ｓ)による荷重*2 

運転状態Ⅰによる荷重 
ⅢＡＳ Ｐ＋Ｄ＋Ｓｄ

運転状態Ⅱによる荷重 

運転状態Ⅰによる荷重 
ⅣＡＳ Ｐ＋Ｄ＋Ｓｓ

運転状態Ⅱによる荷重 

注： 

ＰD ： 最高使用圧力（外圧） 

Ｍ ： 設計機械的荷重 

Ｐ ： 各運転状態における外圧 

Ｄ ： 死荷重 

Ｓｄ ： 弾性設計用地震動Ｓdにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動ＳSにより定まる地震力 

 

注記 ＊1：運転状態Ⅳ(Ｌ)による荷重とは，運転状態Ⅳによる荷重のうち長期荷重を表す。 

   ＊2：運転状態Ⅳ(Ｓ)による荷重とは，運転状態Ⅳによる荷重のうち短期荷重を表す。 

＊ 
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NT2 補② Ⅴ-2-6-5-2 R0 
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表 1－3 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 各運転状態による荷重 供用状態 荷重の組合せ 

計装制御 

系統設備 

計測 

装置 

平均出力領域モニタ

ＬＰＲＭ 

常設耐震 

／防止 
― 

運転状態Ⅰによる荷重 
ⅣＡＳ Ｐ＋Ｄ＋Ｓｓ 

運転状態Ⅱによる荷重 

運転状態Ⅴによる荷重 ⅤＡＳ＊3 
ＰＳＡＬ＋Ｄ＋Ｓｄ＊＊4

ＰＳＡＬＬ＋Ｄ＋Ｓｓ
＊4

注： 

Ｐ 

ＰＳＡＬ 

ＰＳＡＬＬ 

： 

： 

： 

各運転状態における外圧 

重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的に作用する圧力荷重 

重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で超長期的に作用する圧力荷重 

Ｄ 

Ｓｄ＊ 

： 

： 

死荷重 

弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

Ｓｓ ： 基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2：炉心支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

   ＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

   ＊4：「Ｐ＋Ｄ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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2. 耐震計算 

2.1 計算方法 

(1) 材料及び形状に関するデータから，電子計算機により，固有周期を求める。さらに，固有 

   値解析結果より，モード解析法に基づき動的応答加速度を求める。 

固有周期の計算は，計算機コード「ＳＡＰ－Ⅳ」を用いて行う。 

(2) ＬＰＲＭ検出器集合体に対する地震荷重は動的応答加速度及び静的加速度の両方について 

考慮する。 

(3) 動的解析においてＬＰＲＭ検出器集合体の質量は，炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内

部構造物の全質量と比して小さいことから，これらとの連成系としては考えず，これらの構

造物の地震応答解析*1により得られた炉心支持板及び上部格子板における応答スペクトル（減   

衰定数 1.0％）*2を包絡してＬＰＲＭ検出器集合体に対する入力とする。 

注記 ＊1：「Ⅴ-2-3-2 炉心，原子炉圧力容器及び圧力容器内部構造物並びに原子炉本体 

の基礎の地震応答計算書」参照。 

   ＊2：「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」参照。 

 

2.2 形状・寸法 

ＬＰＲＭ検出器集合体の動的解析計算モデルを，図 2－1 に示す。 

 

  

N
T
2
 
補
②

 
 Ⅴ

-
2-
6
-
5-
2
 
R0
 

8 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 計算モデル 
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3. 応力計算 

3.1 応力解析の手順 

応力解析を行う手順について述べる。 

 

3.1.1 解析手順の概要 

解析手順の概要を，図 3－1 に示す。 

 

3.1.2 荷重の選定 

各部の計算においては，その部分について作用する荷重を選定して計算を行う。 

 

3.1.3 熱膨張差計算 

ＬＰＲＭ検出器集合体では，図 1－1 のプランジャが内部のバネにより伸縮可能であり，

熱膨張差による支持点あるいは，拘束点の相対変位は発生しない。 

したがって，熱膨張差計算は行わない。 
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図 3－1 応力解析の手順 
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荷重条件の選定 

外圧による応力の 

計算とその分類 

一次応力 

の評価 

外荷重による応力

の計算とその分類
熱膨張差の評価 

一次＋二次 

応力の評価 

疲労解析の 

必要性検討 

特別な応力 

の検討 

計 算 終 り 
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図 3－2 地震荷重による応力の計算モデル（単位：mm） 
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Ⅴ-2-6-5-3 主蒸気流量計の耐震性についての計算書

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
 
R
0 



 

 

目次 

 

1. 概要                                                                        1 

2. 一般事項                                                                    1 

2.1 構造計画                                                                  1 

3. 構造強度評価                                                                3 

3.1 構造強度評価方法                                                          3 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力                                                  3 

4. 機能維持評価                                                                7 

4.1 電気的機能維持評価方法                                                    7 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
 
R
0 



 

 

1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，主蒸気流量計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有してい

ることを説明するものである。 

主蒸気流量計は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

主蒸気流量計の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器ラックに固定さ

れる。 

計器ラックは，チャン

ネルベースにラック取

付ボルトで設置する。 

 

計器ラック 

 

チャンネルベース 
（長辺方向） 

ラック 
取付ボルト 

（短辺方向） 

正面 側面 

床 

計器ラック 

検出器 

取付板取付ボルト 

計器取付ボルト

取付板 

2
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

主蒸気流量計の構造は垂直自立型計装ラックであるため，構造強度評価は，添付書類「付録

8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき評価

する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

主蒸気流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 3－1に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

主蒸気流量計の許容応力を表 3－2に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

主蒸気流量計の使用材料の許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 3

－3 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 主蒸気流量計 Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 3－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊

5
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表 3－3 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

ラック取付ボルト 周囲環境温度 245 400 － 
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4. 機能維持評価 

4.1 電気的機能維持評価方法 

主蒸気流量計の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，添付書類「付録 8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基

本方針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

主蒸気流量計に設置される検出器の機能確認済加速度には，同形式の検出器の正弦波加振試

験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 
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Ⅴ-2-6-5-4 原子炉圧力容器温度計の耐震性についての計算書 

 

  



 
N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-
4
 R
0 

目次 

 

 

1. 概要                                                                       1 

 



1 
 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-
4
 R
0
E 

1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方針

に基づき，原子炉圧力容器温度計が設計用地震力に対して十分な電気的機能を有している

ことを説明するものである。 

原子炉圧力容器温度計は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類

される。以下，分類に応じた電気的機能維持評価を示す。 
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Ｖ-2-6-5-5 高圧代替注水系系統流量計の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，高圧代替注水系系統流量計の耐震計算について，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方

針」に基づき，固有値解析及び応力評価並びに電気的機能維持について説明するものである。高

圧代替注水系系統流量計は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。以下に，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

高圧代替注水系系統流量計は，原子炉建屋 EL．－4.0 m に１台を設置する。 

 

2.2 構造の概要 

高圧代替注水系系統流量計の構造計画を第 2－1表に示す。 

 

第 2－1 表 高圧代替注水系系統流量計の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説 明 図 

主体構造 支持構造 

高圧代替注水系 

系統流量計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差圧式流量 

検出器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出器を壁面に基

礎ボルトにて固定

された計器スタン

ションに検出器取

付ボルトにより取

付ける。 

 

 

 

 

 

 

計器スタンション（壁掛形）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計器スタンション 

検出器 

基礎ボルト
＜正面図＞

＜側面図＞

計器スタンション

検出器 

基礎ボルト 

検出器取付ボルト 
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2.3 評価方針 

高圧代替注水系系統流量計の応力評価は，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方針」で設定した荷

重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造の概要」にて示す高圧代替注水系系

統流量計の部位を踏まえて「4.2 耐震評価箇所」にて設定する箇所において，「3. 固有値解

析」で算出した固有振動数に基づく応力等が許容値限界内に収まることを付録 9「計器スタン

ションの耐震性についての計算書作成の基本方針」で示す計算方法に基づき，「4. 応力評価」

にて確認することで実施する。また，高圧代替注水系系統流量計の機能維持評価は，Ｖ－2－1

－9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度

が電気的機能確認済加速度以下であることを「5. 電気的機能維持評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

 

2.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４

６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3 年）に準拠して評価する。 
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3. 固有値解析 

高圧代替注水系系統流量計の固有振動数算定方法について以下に示す。 

3.1 基本方針 

(1) 固有振動数計算モデルは１質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用する

ものとする。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 固有振動数の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

3.2 固有振動数の計算方法 

検出器及び検出器取付ボルトは製造者による加振試験により，固有振動数が 20 Hz 以上であ

ることを確認しているため，検出器及び検出器取付ボルトは剛とし，計器スタンションの脚部

に質量が均等にかかるとして，以下の固有振動数計算モデルにて算出する。 

 

3.2.1 計器スタンションの固有振動数の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルト 

ｈ２ 

固有振動数計算モデル 

ｍ 

ｈ２ 

計器スタンション

検出器 

検出器取付ボルト 
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計器スタンションの固有振動数は以下による。  
ｆ＝

1

2・π
・ 3・Ｅ・Ｉ・103

ｍ・ｈ２

3  ・・・・・・・・・（3.2.1） 

 

3.2.2 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

Ｅ 計器スタンションの縦弾性係数 MPa 

Ｉ 計器スタンションの断面二次モーメント mm4  

ｆ 計器スタンションの固有振動数 Hz 

 

3.2.3 固有値解析結果 

3.2.3.1 計器スタンションの固有振動数の計算条件 

項目 記号 単位 入力値 

材質（計器スタンション） － － SS400 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg 16 

取付面から重心までの距離（壁掛

形） 
ｈ２ mm 298 

計器スタンションの縦弾性係数 Ｅ MPa 2.01×105  

計器スタンションの断面二次モー

メント 
Ｉ mm4 7.31×105 

雰囲気温度条件 － ℃ 56 

 

3.2.3.2 固有振動数の計算結果 

固有振動数の計算結果を以下に示す。 

据付方法 計器スタンションの固有振動数（Hz）

壁掛形 162 
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4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 耐震計算モデルは 1質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用するものと

する。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 許容応力について，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

(3) 耐震評価に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 耐震評価箇所 

高圧代替注水系系統流量計の耐震評価は，応力集中箇所である計器スタンションの基礎ボル

トを選定して実施する。高圧代替注水系系統流量計の耐震評価箇所については，第 2－1 表の

説明図に示す。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧代替注水系系統流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態について，重大事故等対

処設備の評価に用いるものを第 4－1 表に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

高圧代替注水系系統流量計の許容応力を第 4－2表に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力 

高圧代替注水系系統流量計の使用材料の許容応力について，重大事故等対処設備の評

価に用いるものを第 4－3表に示す。 
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第 4－1 表 荷重の組合せ及び許容応力 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

計測制御 

系統施設 
計測装置 

高圧代替注水系 

系統流量計 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊3 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

第 4－2 表 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）＊1 

一次応力 

引張 せん断 組合せ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ
＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊2 1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ
＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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第 4－3 表 使用材料の許容応力 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa）

Ｆ＊ 

（MPa）

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 56 238 391 － 273 
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4.4 設計用地震力 

耐震計算に用いる入力地震力には，Ⅴ－2－1－7「設計用床応答曲線の作成方針」にて設定

した床応答の作成方針に基づき，第 4－4 表にて示す条件を用いて作成した設計用床応答曲線

を用いる。また，減衰定数はⅤ－2－1－6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用

いる。 

 

第 4－4 表 設計用地震力 

地震動 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

設計用床応答曲線 

備考 建屋＊ 

及び高さ 

（m） 

方向 
減衰定数 

（％） 

基準地震動 

Ｓs 

原子炉建屋 

EL．－4.0 

原子炉建屋 

EL．2.0 

水平方向 

鉛直方向 

1.0 

1.0 

水平方向，鉛

直方向ともに

Ｓs-1～8 の包

絡曲線を用い

る。 

注記 ＊：検出器は壁面取付であるため，据付フロア上階の設計用床応答曲線を使用する。 
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4.5 応力計算方法 

4.5.1 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ ボルトの呼び径 mm  

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

Ｆｂ１ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し左右方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

Ｆｂ２ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し前後方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

 ３ 重心と下側基礎ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

 ａ 左側基礎ボルトと右側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

 ｂ 上側基礎ボルトと下側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ｎ ボルトの本数 － 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 － 

ｎｆＨ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 
－ 

ｎｆＶ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 
－ 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

π 円周率 － 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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4.5.2 応力計算 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，応力計算モデルで片側の列の基礎ボルトを支点とする転

倒を考え，これを他方の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

・引張力Ｆｂの算出 

左右方向の引張力Ｆｂ１ 

Ｆｂ１＝
ｍ・ＣＨ・ｈ２・ｇ

ｎｆＨ・ 
ａ

+
ｍ・ １+ＣＶ ・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

  ・・・（4.5.2.1） 

 

前後方向の引張力Ｆｂ２ 

Ｆｂ２＝
ｍ・ＣＨ・ 

３
・ｇ+ｍ・(１+ＣＶ)・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

 ・・・・（4.5.2.2） 

 

より，引張力Ｆｂは 

Ｆｂ＝Ｍａｘ(Ｆｂ１，Ｆｂ２)  ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.3） 

 

・引張応力σbの算出 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.4） 

 

ｍ・(１＋ＣＶ)・ｇ 

ｍ・ＣＨ・ｇ 

ｈ２ 
 ａ 

基礎ボルト 基礎ボルト 

応力計算モデル 

ｍ 
 ３ 

 ｂ 

転倒方向(水平) 転倒方向(鉛直) 
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ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは 

Ａｂ＝
π

４
・ｄ

2
   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.5） 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

・せん断力Ｑｂの算出 

左右方向のせん断力Ｑｂ１ 

Ｑｂ１＝ｍ・ＣＨ・ｇ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.6） 

 

前後方向のせん断力Ｑｂ２ 

Ｑｂ２＝ｍ・ １+ＣＶ ・ｇ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.7） 

 

より，せん断力Ｑｂは 

Ｑｂ＝ (Ｑｂ１)
2
+(Ｑｂ２)

2
   ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.8） 

 

・せん断応力τbの算出 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.9） 
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4.5.3 計器スタンションの応力計算条件 

(1) 検出器関係 

項目 記号 単位 入力値 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg 16 

重力加速度 ｇ m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離（壁

掛形） 
ｈ２ mm 298 

重心と下側基礎ボルト間の鉛直

方向距離（壁掛形） 
 ３ mm 90 

左側基礎ボルトと右側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ａ mm 180 

上側基礎ボルトと下側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ｂ mm 180 

 

(2) 基礎ボルト関係 

項目 記号 単位 入力値 

ボルトの呼び径 ｄ mm 12 

ボルトの軸断面積 Ａｂ mm2 113.1 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 

ｎｆＨ － 2 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 

ｎｆＶ － 2 

ボルトの本数 ｎ － 4 

 

(3) 設計用加速度 

項目 記号 
設計用加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平震度 ＣＨ 0.96 

鉛直震度 ＣＶ 0.92 

注）固有値解析結果より，計器スタンションの固有振動数が 20 Hz 以上であることを確認し

たため，設計用加速度には最大床加速度の 1.2 倍を使用する。 
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5. 電気的機能維持評価 

高圧代替注水系系統流量計は，地震時及び地震後に電気的機能が要求されており，地震時及び

地震後においても，その機能が維持されていることを示す。 

 

5.1 機能維持評価方法 

高圧代替注水系系統流量計の固有振動数から応答加速度を求め，機能確認済加速度以下であ

ることを確認する。機能確認済加速度には，検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機

能の健全性を確認した加振波の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を第5－1表に示す。 

 

第 5－1 表 機能確認済加速度 

   

 

 

 

 

 

 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧代替注水系系統流量計の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は評価基準を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

6.1.1 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

6.1.2 機能維持に対する評価 

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。 

 

項目 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平 4 

鉛直 3.5 



 

 

1
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NT2 補② Ⅴ-2-6-5-5 R0 

【高圧代替注水系系統流量計の耐震性についての計算結果】 

１．設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

高圧代替注水

系系統流量計 
－（Ｓs機能維持）

原子炉建屋 

EL．－4.0 

（EL． 2.0）＊

0.006 － － 0.96 0.92 56 

注記 ＊：評価に用いる基準床レベルを示す。 

 

2．機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ２ 

(mm) 

 ａ(mm)  ｂ(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

ｎｆ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 16 298 － 180 － 180 113.1 4 － 2 

 

部材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 238 391 － 273 － 水平 



 

 

1
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3．計算結果 

ボルトに作用する力                                  (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト － 374.1 － 336.8 

 

4．結論 

4.1 ボルトの応力                                       (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り － － 4 204 

せん断 － － 1 157 

すべて許容応力以下である。 

 

4.2 電気的機能維持の評価結果             (単位：×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向 0.96 4 

鉛直方向 0.92 3.5 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ｖ-2-6-5-6 低圧代替注水系原子炉注水流量計の耐震性について 

の計算書 
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1. 概要 

本計算書は，低圧代替注水系原子炉注水流量計の耐震計算について，Ｖ－2－1－9「機能維持の

基本方針」に基づき，固有値解析及び応力評価並びに電気的機能維持について説明するものであ

る。低圧代替注水系原子炉注水流量計は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下に，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

低圧代替注水系原子炉注水流量計は，原子炉建屋 EL．14.0 m 及び EL．20.3 m に各 2 台ずつ

計 4 台を設置する。 

 

2.2 構造の概要 

低圧代替注水系原子炉注水流量計の構造計画を第 2－1 表に示す。なお，構造は設置する 4

台とも全て同様である。 

 

第 2－1 表 低圧代替注水系原子炉注水流量計の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説 明 図 

主体構造 支持構造 

低圧代替注水系 

原子炉注水流量計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差圧式流量 

検出器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出器を壁面に基

礎ボルトにて固定

された計器スタン

ションに検出器取

付ボルトにより取

付ける。 

 

 

 

 

 

 

計器スタンション（壁掛形）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計器スタンション 

検出器 

基礎ボルト
＜正面図＞

＜側面図＞

計器スタンション

検出器 

基礎ボルト 

検出器取付ボルト 
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2.3 評価方針 

低圧代替注水系原子炉注水流量計の応力評価は，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方針」で設定

した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造の概要」にて示す低圧代替注

水系原子炉注水流量計の部位を踏まえて「4.2 耐震評価箇所」にて設定する箇所において，「3. 

固有値解析」で算出した固有振動数に基づく応力等が許容値限界内に収まることを付録 9「計

器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」で示す計算方法に基づき，「4. 応

力評価」にて確認することで実施する。また，低圧代替注水系原子炉注水流量計の機能維持評

価は，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震

時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを「5. 電気的機能維持評価」にて

示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

 

2.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４

６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3 年）に準拠して評価する。 
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3. 固有値解析 

低圧代替注水系原子炉注水流量計の固有振動数算定方法について以下に示す。 

3.1 基本方針 

(1) 固有振動数計算モデルは１質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用する

ものとする。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 固有振動数の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

3.2 固有振動数の計算方法 

検出器及び検出器取付ボルトは製造者による加振試験により，固有振動数が 20 Hz 以上であ

ることを確認しているため，検出器及び検出器取付ボルトは剛とし，計器スタンションの脚部

に質量が均等にかかるとして，以下の固有振動数計算モデルにて算出する。 

 

3.2.1 計器スタンションの固有振動数の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルト 

ｈ２ 

固有振動数計算モデル 

ｍ 

ｈ２ 

計器スタンション

検出器 

検出器取付ボルト 
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計器スタンションの固有振動数は以下による。  
ｆ＝

1

2・π
・ 3・Ｅ・Ｉ・103

ｍ・ｈ２

3  ・・・・・・・・・（3.2.1） 

 

3.2.2 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

Ｅ 計器スタンションの縦弾性係数 MPa 

Ｉ 計器スタンションの断面二次モーメント mm4  

ｆ 計器スタンションの固有振動数 Hz 

 

3.2.3 固有値解析結果 

3.2.3.1 計器スタンションの固有振動数の計算条件 

項目 記号 単位 入力値 

材質（計器スタンション） － － SS400 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg 16 

取付面から重心までの距離（壁掛

形） 
ｈ２ mm 298 

計器スタンションの縦弾性係数 Ｅ MPa 2.01×105  

計器スタンションの断面二次モー

メント 
Ｉ mm4 7.31×105 

雰囲気温度条件 － ℃ 56 

 

3.2.3.2 固有振動数の計算結果 

固有振動数の計算結果を以下に示す。 

据付方法 計器スタンションの固有振動数（Hz）

壁掛形 162 
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4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 耐震計算モデルは 1質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用するものと

する。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 許容応力について，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

(3) 耐震評価に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 耐震評価箇所 

低圧代替注水系原子炉注水流量計の耐震評価は，応力集中箇所である計器スタンションの基

礎ボルトを選定して実施する。低圧代替注水系原子炉注水流量計の耐震評価箇所については，

第 2－1 表の説明図に示す。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧代替注水系原子炉注水流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態について，重大事

故等対処設備の評価に用いるものを第 4－1表に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

低圧代替注水系原子炉注水流量計の許容応力を第 4－2表に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力 

低圧代替注水系原子炉注水流量計の使用材料の許容応力について，重大事故等対処設

備の評価に用いるものを第 4－3 表に示す。 
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第 4－1 表 荷重の組合せ及び許容応力 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

計測制御 

系統施設 

低圧代替

注水設備 

低圧代替注水系 

原子炉注水流量計 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊3 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

第 4－2 表 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）＊1 

一次応力 

引張 せん断 組合せ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ
＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊2 1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ
＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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第 4－3 表 使用材料の許容応力 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa）

Ｆ＊ 

（MPa）

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 56 238 391 － 273 
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4.4 設計用地震力 

耐震計算に用いる入力地震力には，Ⅴ－2－1－7「設計用床応答曲線の作成方針」にて設定

した床応答の作成方針に基づき，第 4－4 表にて示す条件を用いて作成した設計用床応答曲線

を用いる。また，減衰定数はⅤ－2－1－6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用

いる。なお，応力評価は基準地震動が卓越する原子炉建屋床面高さ EL．20.3 m に据付ける検

出器についてのみ行う。 

 

第 4－4 表 設計用地震力 

地震動 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

設計用床応答曲線 

備考 建屋＊ 

及び高さ 

（m） 

方向 
減衰定数 

（％） 

基準地震動 

Ｓs 

原子炉建屋 

EL．14.0 

原子炉建屋 

EL．20.3 

水平方向 

鉛直方向 

1.0 

1.0 水平方向，鉛

直方向ともに

Ｓs-1～8 の包

絡曲線を用い

る。 基準地震動 

Ｓs 

原子炉建屋 

EL．20.3 

原子炉建屋 

EL．29.0 

水平方向 

鉛直方向 

1.0 

1.0 

注記 ＊：検出器は壁面取付であるため，据付フロア上階の設計用床応答曲線を使用する。 
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4.5 応力計算方法 

4.5.1 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ ボルトの呼び径 mm  

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

Ｆｂ１ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し左右方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

Ｆｂ２ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し前後方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

 ３ 重心と下側基礎ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

 ａ 左側基礎ボルトと右側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

 ｂ 上側基礎ボルトと下側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ｎ ボルトの本数 － 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 － 

ｎｆＨ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 
－ 

ｎｆＶ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 
－ 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

π 円周率 － 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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4.5.2 応力計算 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，応力計算モデルで片側の列の基礎ボルトを支点とする転

倒を考え，これを他方の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

・引張力Ｆｂの算出 

左右方向の引張力Ｆｂ１ 

Ｆｂ１＝
ｍ・ＣＨ・ｈ２・ｇ

ｎｆＨ・ 
ａ

+
ｍ・ １+ＣＶ ・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

  ・・・（4.5.2.1） 

 

前後方向の引張力Ｆｂ２ 

Ｆｂ２＝
ｍ・ＣＨ・ 

３
・ｇ+ｍ・(１+ＣＶ)・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

 ・・・・（4.5.2.2） 

 

より，引張力Ｆｂは 

Ｆｂ＝Ｍａｘ(Ｆｂ１，Ｆｂ２)  ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.3） 

 

・引張応力σbの算出 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.4） 

 

ｍ・(１＋ＣＶ)・ｇ 

ｍ・ＣＨ・ｇ 

ｈ２ 
 ａ 

基礎ボルト 基礎ボルト 

応力計算モデル 

ｍ 
 ３ 

 ｂ 

転倒方向(水平) 転倒方向(鉛直) 
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ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは 

Ａｂ＝
π

４
・ｄ

2
   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.5） 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

・せん断力Ｑｂの算出 

左右方向のせん断力Ｑｂ１ 

Ｑｂ１＝ｍ・ＣＨ・ｇ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.6） 

 

前後方向のせん断力Ｑｂ２ 

Ｑｂ２＝ｍ・ １+ＣＶ ・ｇ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.7） 

 

より，せん断力Ｑｂは 

Ｑｂ＝ (Ｑｂ１)
2
+(Ｑｂ２)

2
   ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.8） 

 

・せん断応力τbの算出 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.9） 
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4.5.3 計器スタンションの応力計算条件 

(1) 検出器関係 

項目 記号 単位 入力値 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg 16 

重力加速度 ｇ m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離（壁

掛形） 
ｈ２ mm 298 

重心と下側基礎ボルト間の鉛直

方向距離（壁掛形） 
 ３ mm 90 

左側基礎ボルトと右側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ａ mm 180 

上側基礎ボルトと下側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ｂ mm 180 

 

(2) 基礎ボルト関係 

項目 記号 単位 入力値 

ボルトの呼び径 ｄ mm 12 

ボルトの軸断面積 Ａｂ mm2 113.1 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 

ｎｆＨ － 2 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 

ｎｆＶ － 2 

ボルトの本数 ｎ － 4 

 

(3) 設計用加速度 

項目 記号 
設計用加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平震度 ＣＨ 1.55 

鉛直震度 ＣＶ 1.17 

注）固有値解析結果より，計器スタンションの固有振動数が 20 Hz 以上であることを確認し

たため，設計用加速度には最大床加速度の 1.2 倍を使用する。 
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5. 電気的機能維持評価 

低圧代替注水系原子炉注水流量計は，地震時及び地震後に電気的機能が要求されており，地震

時及び地震後においても，その機能が維持されていることを示す。 

 

5.1 機能維持評価方法 

低圧代替注水系原子炉注水流量計の固有振動数から応答加速度を求め，機能確認済加速度以

下であることを確認する。機能確認済加速度には，検出器単体の正弦波加振試験において，電

気的機能の健全性を確認した加振波の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を第 5－1 表

に示す。 

 

第 5－1 表 機能確認済加速度 

   

 

 

 

 

 

 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

低圧代替注水系原子炉注水流量計の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は評価基準を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

6.1.1 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

6.1.2 機能維持に対する評価 

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。 

 

項目 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平 4 

鉛直 3.5 
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【低圧代替注水系原子炉注水流量計の耐震性についての計算結果】 

１．設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

低圧代替注水

系原子炉注水

流量計 

－（Ｓs機能維持）

原子炉建屋 

EL．20.3 

（EL．29.0）＊

0.006 － － 1.55 1.17 56 

注記 ＊：評価に用いる基準床レベルを示す。 

 

2．機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ２ 

(mm) 

 ａ(mm)  ｂ(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

ｎｆ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 16 298 － 180 － 180 113.1 4 － 2 

 

部材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 238 391 － 273 － 水平 
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3．計算結果 

ボルトに作用する力                                  (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト － 483.2 － 418.4 

 

4．結論 

4.1 ボルトの応力                                       (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り － － 5 204 

せん断 － － 1 157 

すべて許容応力以下である。 

 

4.2 電気的機能維持の評価結果             (単位：×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向 1.55 4 

鉛直方向 1.17 3.5 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，代替循環冷却系原子炉注水流量計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

代替循環冷却系原子炉注水流量計は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機

能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

代替循環冷却系原子炉注水流量計の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

正面 側面 

検出器 

取付板取付ボルト 

取付板 

計器取付ボルト

計器 
スタンション 

基礎ボルト 

基礎 
（壁面）

（平面方向） （側面方向） 

平面 

2
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

代替循環冷却系原子炉注水流量計の構造は壁掛形計器スタンションであるため，構造強度評

価は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計

算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替循環冷却系原子炉注水流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等

対処設備評価に用いるものを表 3－1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

代替循環冷却系原子炉注水流量計の許容応力を表 3－2に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

代替循環冷却系原子炉 

注水流量計 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備， 

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

4
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表 3－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

5
  

＊ ＊

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-7 R0 



 

 

4. 機能維持評価  

4.1 電気的機能維持評価方法 

代替循環冷却系原子炉注水流量計の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

代替循環冷却系原子炉注水流量計に設置される検出器の機能確認済加速度には，同形式の検

出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を

適用する。 

機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

代替循環冷却系 

原子炉注水流量計

（FT-SA17-N013A） 

差圧伝送器（流量） 

（EDR-N6P） 

水平 

鉛直 
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Ⅴ-2-6-5-8 代替循環冷却系ポンプ入口温度計の耐震性についての 

計算書  
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1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方針

に基づき，代替循環冷却系ポンプ入口温度計が設計用地震力に対して十分な電気的機能を

有していることを説明するものである。 

代替循環冷却系ポンプ入口温度計は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大

事故防止設備に分類される。以下，分類に応じた電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

代替循環冷却系ポンプ入口温度計の構造計画を表 2－1 に示す。 

 



 

 

2
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，代替循環冷却系管に溶

接された保護管に固定する。 
熱電対 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代替循環冷却系管 保護管 

検出器 
溶接 
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2.2 評価方針 

  代替循環冷却系ポンプ入口温度計の機能維持評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 

4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度

が電気的機能確認済加速度以下であることを，「4. 機能維持評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。 

  代替循環冷却系ポンプ入口温度計の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 代替循環冷却系ポンプ入口温度計の耐震評価フロー 

 

 

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  ＪＥ

ＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6

月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

代替循環冷却系ポンプ入口温度計は，代替循環冷却系管に直接取り付けられた保護管に挿入

され固定されることから，代替循環冷却系管が支持している。代替循環冷却系管の構造強度評

価は「Ｖ-2-5-5-5-2 管の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書では，

代替循環冷却系管の地震応答解析結果を用いた代替循環冷却系ポンプ入口温度計の電気的機能

維持評価について示す。 

代替循環冷却系ポンプ入口温度計の機能維持評価は，検出器取付位置の加速度により実施す

る。代替循環冷却系ポンプ入口温度計の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示

す。 

  

設計用地震力 

評価用加速度の算出 

計器の電気的機能維持評価 
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4. 機能維持評価 

 4.1 電気的機能維持評価方法 

代替循環冷却系ポンプ入口温度計の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

代替循環冷却系ポンプ入口温度計は代替循環冷却系管に直接取り付けられた保護管に挿入

されることから，評価用加速度は，「Ｖ-2-5-5-5-2 管の耐震性についての計算 

書」に示す重大事故等対処設備の地震応答解析で評価した代替循環冷却系ポンプ入口温度計

取付部の質点に生じる加速度とし，評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを確認

する。機能確認済加速度には，検出器単体の加振試験において，電気的機能の健全性を確認

した評価部位の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1に示 

す。 

 

    表 4－1 機能確認済加速度    （単位：×9.8m/s2） 

形式 評価部位 方向 機能確認済加速度 

熱電対 本体 水平 

熱電対 本体 鉛直 
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4.2 加振試験 

4.2.1 基本事項 

代替循環冷却系ポンプ入口温度計について実際の設置状態を模擬して加振試験を行い，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して要求される機能が維持されることを確認する。 

 

4.2.2 設計用地震力 

以下の加振波の最大加速度を上回る加速度で加振を行う。 

   ・加振波：正弦波 

   ・加振方向：水平（前後）＋鉛直，水平（左右）＋鉛直 
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1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方針

に基づき，残留熱除去系熱交換器入口温度計が設計用地震力に対して十分な電気的機能を

有していることを説明するものである。 

残留熱除去系熱交換器入口温度計は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止

設備に分類される。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系熱交換器入口温度計の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，残留熱除去系管に溶接

された保護管に固定する。 
熱電対 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留熱除去系管 保護管 

検出器 
溶接 
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2.2 評価方針 

  残留熱除去系熱交換器入口温度計の機能維持評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方

針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，実施する。 

   

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及

び平成 3 年 6 月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

残留熱除去系熱交換器入口温度計は，残留熱除去系管に直接取り付けられた保護管に挿

入され固定されることから，残留熱除去系管が支持している。残留熱除去系管の構造強度

評価は「Ｖ-2-5-4-1-4 管の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書

では，残留熱除去系管の地震応答解析結果を用いた残留熱除去系熱交換器入口温度計の電

気的機能維持評価について示す。 

残留熱除去系熱交換器入口温度計の機能維持評価は，検出器取付位置の加速度により実

施する。残留熱除去系熱交換器入口温度計の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構

造図に示す。 
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4. 機能維持評価 

 4.1 電気的機能維持評価方法 

残留熱除去系熱交換器入口温度計の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

残留熱除去系熱交換器入口温度計は残留熱除去系管に直接取り付けられた保護管に挿

入されることから，評価用加速度は，「Ｖ-2-5-4-1-4 管の耐震性についての計算書」

に示す重大事故等対処設備の地震応答解析で評価した残留熱除去系熱交換器入口温度計

取付部の質点に生じる加速度とし，評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを

確認する。機能確認済加速度には，検出器単体の加振試験において，電気的機能の健全

性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

 

    表 4－1 機能確認済加速度    （単位：×9.8 m/s2） 

形式 評価部位 方向 機能確認済加速度 

熱電対 本体 水平  

熱電対 本体 鉛直  
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4.2 加振試験 

4.2.1 基本事項 

残留熱除去系熱交換器入口温度計について実際の設置状態を模擬して加振試験を行い，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して要求される機能が維持されることを確認する。 

 

4.2.2 設計用地震力 

以下の加振波の最大加速度を上回る加速度で加振を行う。 

   ・加振波：正弦波 

   ・加振方向：水平（前後）＋鉛直，水平（左右）＋鉛直 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
0
 
R0
 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ-2-6-5-10 残留熱除去系熱交換器出口温度計の耐震性についての 

計算書  



 
N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
0
 
R0
 

目次 

 

 

1. 概要                                                                       1 

2. 一般事項                                                                   1 

2.1 構造計画                                                                 1 

2.2 評価方針                                                                 3 

2.3 適用基準                                                                 3 

3. 評価部位                                                                   3 

4. 機能維持評価                                                               4 

4.1 電気的機能維持評価方法                                                    4 

4.2 加振試験                                                                 5 



 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
0
 
R0
 

1 

1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している機能維持の設計方針

に基づき，残留熱除去系熱交換器出口温度計が設計用地震力に対して十分な電気的機能を

有していることを説明するものである。 

残留熱除去系熱交換器出口温度計は，重大事故等対処設備においては常設重大事故防止

設備に分類される。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

残留熱除去系熱交換器出口温度計の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 

概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，残留熱除去系管に溶接

された保護管に固定する。 
熱電対 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留熱除去系管 保護管 

検出器 
溶接 
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2.2 評価方針 

  残留熱除去系熱交換器出口温度計の機能維持評価は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 

4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，実施する。 

  

2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  ＪＥ

ＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）

（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62年 8月及び平成 3年 6

月）に準拠して評価する。 

 

3. 評価部位 

残留熱除去系熱交換器出口温度計は，残留熱除去系管に直接取り付けられた保護管に挿入さ

れ固定されることから，残留熱除去系管が支持している。残留熱除去系管の構造強度評価は

「Ｖ-2-5-4-1-4 管の耐震性についての計算書」にて実施しているため，本計算書では，残留

熱除去系管の地震応答解析結果を用いた残留熱除去系熱交換器出口温度計の電気的機能維持評

価について示す。 

残留熱除去系熱交換器出口温度計の機能維持評価は，検出器取付位置の加速度により実施す

る。残留熱除去系熱交換器出口温度計の耐震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示

す。 
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4. 機能維持評価 

 4.1 電気的機能維持評価方法 

残留熱除去系熱交換器出口温度計の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

残留熱除去系熱交換器出口温度計は残留熱除去系管に直接取り付けられた保護管に挿入さ

れることから，評価用加速度は，「Ｖ-2-5-4-1-4 管の耐震性についての計算書」に示す重

大事故等対処設備の地震応答解析で評価した残留熱除去系熱交換器出口温度計取付部の質点

に生じる加速度とし，評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。機能確

認済加速度には，検出器単体の加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位

の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

 

    表 4－1 機能確認済加速度    （単位：×9.8 m/s2） 

形式 評価部位 方向 機能確認済加速度 

熱電対 本体 水平  

熱電対 本体 鉛直  
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4.2 加振試験 

4.2.1 基本事項 

残留熱除去系熱交換器出口温度計について実際の設置状態を模擬して加振試験を行い，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して要求される機能が維持されることを確認する。 

 

4.2.2 設計用地震力 

以下の加振波の最大加速度を上回る加速度で加振を行う。 

   ・加振波：正弦波 

   ・加振方向：水平（前後）＋鉛直，水平（左右）＋鉛直 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉隔離時冷却系系統流量計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気

的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉隔離時冷却系系統流量計は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等

対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故防止設備に分類さ

れる。以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉隔離時冷却系系統流量計の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

 

2
 

 

基礎ボルト 

平面 

計器 
スタンション 

検出器 

取付板取付ボルト

取付板 

計器取付ボルト 

基礎 
（壁面）

平面方向 側面方向 

正面 側面 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-11 R0 



  

3 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉隔離時冷却系系統流量計の構造は壁掛形計器スタンションであるため，構造強度評価

は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算

方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉隔離時冷却系系統流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2

に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉隔離時冷却系系統流量計の許容応力を表 3－3 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉隔離時冷却系 

系統流量計 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉隔離時冷却系 

系統流量計 

常設／防止 

（設計基準拡張） 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備， 

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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4. 機能維持評価  

4.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉隔離時冷却系系統流量計の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉隔離時冷却系系統流量計に設置される検出器の機能確認済加速度には，同形式の検出

器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適

用する。 

機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

原子炉隔離時冷却系 

系統流量計 

（FT-E51-N003） 

差圧伝送器（流量） 

（EDR-N6PL） 

水平 

鉛直 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，高圧炉心スプレイ系系統流量計が設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機能

維持評価により行う。 

高圧炉心スプレイ系系統流量計は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大

事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，それぞ

れの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

 2.1 構造計画 

   高圧炉心スプレイ系系統流量計の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

計装ラック 

 

計装ラックは基礎

に埋め込まれた埋

込金物に固定した

チャンネルベース

に取付ボルトで固

定する。 

垂直自立形  
正面 

チャンネルベース 
 

埋込金物 

側面 

基礎 

(長辺方向) (短辺方向) 

取付ボルト 
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3. 応力評価 

 3.1 基本方針 

応力評価は添付書類「付録 8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

 3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系系統流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2 に

示す。 

 

 3.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系系統流量計の許容応力を表 3－3 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

高圧炉心スプレイ系 

系統流量計＊ 
Ｓ － 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

高圧炉心スプレイ系 

系統流量計＊2 

常設／防止 

（設計基準拡張） 
－ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ   ⅤＡＳ＊4 

注記 ＊1 ：「常設／防止（設計基準拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

   ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3 ：「Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

   ＊4 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 3－3 許容応力（その他の支持構造物（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備）） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅤＡＳ*3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：その他の支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。 

   ＊3 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 
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4. 機能維持評価 

高圧炉心スプレイ系系統流量計の地震後の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

 4.1 機能維持評価方法 

高圧炉心スプレイ系系統流量計の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。

機能確認済加速度には，器具単体の正弦波加振試験（掃引試験及びビート試験）において，電

気的機能の健全性を確認した加速度の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1 に

示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度 

方向 

機能確認済 

加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平 

鉛直 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，低圧炉心スプレイ系系統流量計が設計用地震力に対して十分な構造強

度及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機能

維持評価により行う。 

低圧炉心スプレイ系系統流量計は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大

事故等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）に分類される。以下，それぞ

れの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

 2.1 構造計画 

   低圧炉心スプレイ系系統流量計の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

計装ラック 

 

計装ラックは基礎

に埋め込まれた埋

込金物に固定した

チャンネルベース

に取付ボルトで固

定する。 

垂直自立形  
正面 

チャンネルベース 
 

埋込金物 

側面 

基礎 

(長辺方向) (短辺方向) 

取付ボルト 
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3. 応力評価 

 3.1 基本方針 

応力評価は添付書類「付録 8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

 3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧炉心スプレイ系系統流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 3－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2 に

示す。 

 

 3.2.2 許容応力 

低圧炉心スプレイ系系統流量計の許容応力を表 3－3 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

低圧炉心スプレイ系 

系統流量計＊ 
Ｓ － 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

低圧炉心スプレイ系 

系統流量計＊2 

常設／防止 

（設計基準拡張） 
－ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ   ⅤＡＳ＊4 

注記 ＊1 ：「常設／防止（設計基準拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）を示す。 

   ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3 ：「Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

   ＊4 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 3－3 許容応力（その他の支持構造物（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備）） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅤＡＳ*3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：その他の支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。 

   ＊3 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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＊2 

＊2 

＊2 
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＊2 
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4. 機能維持評価 

低圧炉心スプレイ系系統流量計の地震後の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

 4.1 機能維持評価方法 

低圧炉心スプレイ系系統流量計の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。

機能確認済加速度には，器具単体の正弦波加振試験（掃引試験及びビート試験）において，電

気的機能の健全性を確認した加速度の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1 に

示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度 

方向 

機能確認済 

加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平 

鉛直 
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Ⅴ-2-6-5-14 残留熱除去系系統流量計の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，残留熱除去系系統流量計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び

電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機能維持評

価により行う。 

残留熱除去系系統流量計は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等

対処設備においては常設重大事故防止設備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評

価を示す。 
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2. 構造説明 

 2.1 構造計画 

   残留熱除去系系統流量計の構造計画を表 2－1 に示す。 

表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

計装ラック 

 

計装ラックは基礎

に埋め込まれた埋

込金物に固定した

チャンネルベース

に取付ボルトで固

定する。 

垂直自立形  
正面 

チャンネルベース 
 

埋込金物 

側面 

基礎 

(長辺方向) (短辺方向) 

取付ボルト 
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3 

3. 応力評価 

 3.1 基本方針 

応力評価は添付書類「付録 8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

 3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

残留熱除去系系統流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

 

 3.2.2 許容応力 

残留熱除去系系統流量計の許容応力を表 3－3 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

残留熱除去系 

系統流量計＊ 
Ｓ － 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

残留熱除去系 

系統流量計＊2 
常設／防止 － 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ   ⅤＡＳ＊4 

注記 ＊1 ：「常設／防止」は常設重大事故防止設備を示す。 

   ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3 ：「Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

   ＊4 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 3－3 許容応力（その他の支持構造物（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備）） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅤＡＳ*3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：その他の支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。 

   ＊3 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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4. 機能維持評価 

残留熱除去系系統流量計の地震後の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

 4.1 機能維持評価方法 

残留熱除去系系統流量計の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。機能

確認済加速度には，器具単体の正弦波加振試験（掃引試験及びビート試験）において，電気的

機能の健全性を確認した加速度の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度 

方向 

機能確認済 

加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平  

鉛直 
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Ⅴ-2-6-5-15 原子炉圧力計の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉圧力計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機能維持評価により行

う。 

原子炉圧力計は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，それぞ

れの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

 2.1 構造計画 

   原子炉圧力計の構造計画を表 2－1 に示す。 

表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

計装ラック 

 

計装ラックは基礎

に埋め込まれた埋

込金物に固定した

チャンネルベース

に取付ボルトで固

定する。 

垂直自立形  
正面 

チャンネルベース 
 

埋込金物 

側面 

基礎 

(長辺方向) (短辺方向) 

取付ボルト 
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3. 応力評価 

 3.1 基本方針 

応力評価は添付書類「付録 8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

 3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉圧力計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

 

 3.2.2 許容応力 

原子炉圧力計の許容応力を表 3－3に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉圧力計＊ Ｓ － 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉圧力計＊2 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ   ⅤＡＳ＊4 

注記 ＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3 ：「Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

   ＊4 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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表 3－3 許容応力（その他の支持構造物（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備）） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅤＡＳ*3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：その他の支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。 

   ＊3 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
5
 
R0
E
 

 

6 

4. 機能維持評価 

原子炉圧力計の地震後の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

 4.1 機能維持評価方法 

原子炉圧力計の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。機能確認済加速

度には，器具単体の正弦波加振試験（掃引試験及びビート試験）において，電気的機能の健全

性を確認した加速度の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度 

方向 

機能確認済 

加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平  

鉛直  
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉圧力計（ＳＡ）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を

有していることを説明するものである。 

原子炉圧力計（ＳＡ）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び

常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価

を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉圧力計（ＳＡ）の構造計画を表 2－1，表 2－2 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

 

 

 

 

 

正面 側面 検出器 

取付板取付ボルト 

取付板 

計器 
スタンション 

基礎ボルト 

基礎 
（壁面）

（平面方向） （側面方向） 

平面 

2
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表 2-2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

（正面方向） （側面方向） 

検出器 

取付板取付ボルト 

取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面） 

平面 

3
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉圧力計（ＳＡ）の構造は壁掛形及び直立形計器スタンションであるため，構造強度評

価は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計

算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉圧力計（ＳＡ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処設備の

評価に用いるものを表 3-1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉圧力計（ＳＡ）の許容応力を表 3-2 に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

原子炉圧力計（ＳＡ）の使用材料の許容応力のうち，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 3-3 に示す。
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表 3-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉圧力計（ＳＡ） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備， 

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

5
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表 3-2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 3-3 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa） 

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 238 391 － 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-16 R0 
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4. 機能維持評価  

4.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉圧力計（ＳＡ）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉圧力計（ＳＡ）に設置される検出器の機能確認済加速度には，同形式の検出器単体の

正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 機能確認済加速度         （×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

原子炉圧力計（ＳＡ） 

（PT-B22-N071A） 

圧力伝送器 

（EPR-N6L） 

水平 

鉛直 

原子炉圧力計（ＳＡ） 

（PT-B22-N071B） 

圧力伝送器 

（EPR-N6L） 

水平 

鉛直 

原子炉圧力計（ＳＡ） 

（PT-B22-N071C） 

圧力伝送器 

（EPR-N6L） 

水平 

鉛直 

原子炉圧力計（ＳＡ） 

（PT-B22-N071D） 

圧力伝送器 

（EPR-N6L） 

水平 

鉛直 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
6
 
R0
 

7 



 

 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉圧力計（ＳＡ）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次ページ以降の表に示す。 
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【原子炉圧力計（ＳＡ）の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件（PT-B22-N071A， C） 

機  器  名  称 耐震重要度分類
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力計（ＳＡ） Ｓ 

 原子炉建屋 

EL.20.30＊1 

（EL.29.00＊2） 

0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣH＝1.55＊3 ＣV＝1.17＊3  

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉圧力計（ＳＡ） （PT-B22-N071A， C） 

部     材 
ｍ 

（kg） 
h2 

（mm）
 3 

（mm）
 a 

（mm）
 b 

（mm）
Ａb 

（mm2） 
ｎ ｎfＶ ｎfＨ 

基礎ボルト 667.2 875 180 1150 
113.1 

（M12）
8 4 4 

 

部     材 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 238 391 － 273 － 平面方向 

 

 

1.3 計算数値     

1.3.1 原子炉圧力計（ＳＡ） （PT-B22-N071A， C）に作用する力                                                （単位：N） 

部      材 

Ｆb Ｆb1 Ｆb2 Ｑb 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ

基礎ボルト       

＊
 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：壁掛形の計器スタンションなので，設置床上階の 

設計用地震力を使用する。 
＊3：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 
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1.4 結論  
1.4.1 原子炉圧力計（ＳＡ） （PT-B22-N071A， C）の応力                                      （単位：MPa） 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り － － σb＝8 fｔs＝164＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝126＊ 
 

すべて許容応力以下である。         

 

1.4.2 電気的機能の評価結果                 （単位：×9. 8 m/s2）  
 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉圧力計（ＳＡ）
（PT-B22-N071A， C） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

転倒方向 

基礎ボルト 

ｈ
2
 

ｍ･g 3
 

ｂ
 

ａ 

（平面方向）

ｍ･g 

 
3 

h２ 

ｂ
 

転倒方向 

（側面方向） 
基礎ボルト 

ａ 

1
0
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【原子炉圧力計（ＳＡ）の耐震性についての評価結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件（PT-B22-N071B， D） 

機  器  名  称 耐震重要度分類
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉圧力計（ＳＡ） Ｓ 

原子炉建屋 

EL.20.30＊1 

（EL.29.00＊2） 

0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣH＝1.55＊3 ＣV＝1.17＊3

 

2.2 機器要目 

2.2.1 原子炉圧力計（ＳＡ） （PT-B22-N071B， D） 

部     材 
ｍ 

（kg） 
h1 

（mm） 
 1 

（mm） 
 2 

（mm） 
Ａb 

（mm2） 
ｎ ｎf 

基礎ボルト 1100 69.2 269.2 
113.1 

（M12）
4 2 

 

部     材 
Ｓｙ 

（MPa） 
Ｓｕ 

（MPa） 
Ｆ 

（MPa） 
Ｆ 

（MPa） 

転倒方向 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 238 391 － 273 － 側面方向 

 

 

2.3 計算数値     

2.3.1 原子炉圧力計（ＳＡ） （PT-B22-N071B， D）に作用する力                （単位：N） 

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト   

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：中間床に設置された計器スタンションなので，設置床上階の 

設計用地震力を使用する。 
＊3：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

 

＊
 

1
1
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2.4 結論  
2.4.1 原子炉圧力計（ＳＡ） （PT-B22-N071B， D）の応力                          （単位：MPa）  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り － － σb＝19 fｔs＝164＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝126＊ 

すべて許容応力以下である。         

  

2.4.2 電気的機能の評価結果                  （単位：×9.8 m/s2）  
 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉圧力計（ＳＡ）
（PT-B22-N071B， D） 

水平方向 1.29 

鉛直方向 0.98 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
（  1≦  2） 

（正面方向）

1  2 

ｈ
1
 

転倒方向 

ｍ･g 

基礎ボルト 

（  1≦  2） 

 2 

 1 

転倒方向 

ｈ
1
 

ｍ･g 

基礎ボルト 



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
7
 
R0
 

 

Ⅴ-2-6-5-17 原子炉水位計の耐震性についての計算書
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1 

1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉水位計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機能維持評価により行

う。 

原子炉水位計は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に分類される。以下，それ

ぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

 2.1 構造計画 

   原子炉水位計の構造計画を表 2－1 に示す。 

表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

計装ラック 

 

計装ラックは基礎

に埋め込まれた埋

込金物に固定した

チャンネルベース

に取付ボルトで固

定する。 

垂直自立形  
正面 

チャンネルベース 
 

埋込金物 

側面 

基礎 

(長辺方向) (短辺方向) 

取付ボルト 
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3. 応力評価 

 3.1 基本方針 

応力評価は添付書類「付録 8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記

載の耐震計算方法に基づき評価する。 

 

 3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いる

ものを表 3－1に示す。 

 

 3.2.2 許容応力 

原子炉水位計の許容応力を表 3－2に示す。 

 

 3.2.3 使用材料の許容応力 

原子炉水位計の使用材料の許容応力を表 3－3 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉水位計＊ Ｓ － 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊ ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 
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表 3－2 許容応力（その他の支持構造物（設計基準対象施設及び重大事故等対処設備）） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅤＡＳ*3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：その他の支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。 

   ＊3 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

表 3－3 使用材料の許容応力（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

取付ボルト SS400 周囲環境温度 212 373 

 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 
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4. 機能維持評価 

原子炉水位計の地震後の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

 4.1 機能維持評価方法 

原子炉水位計の応答加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。機能確認済加速

度には，器具単体の正弦波加振試験（掃引試験及びビート試験）において，電気的機能の健全

性を確認した加速度の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度 

方向 

機能確認済 

加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平  

鉛直  

 

5. 評価結果 

 5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉水位計の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は評価基準値

を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

 (1) 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

 (2) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する評価 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度に対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

 (3) 機能維持に対する評価 

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。 

 



NT2 補② Ⅴ-2-6-5-17 R0 

 

 

7
 

【原子炉水位計の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

 1.1 設計条件 

機  器  名  称 
耐震設計上の

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位計 Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 20.30＊1 
0.05 以下 ＣH＝0.70＊2 ＣV＝0.54＊2 ＣH＝1.34＊3 ＣV＝1.01＊3  

  

 

 

注記 ＊1 ：基準床レベルを示す。 

＊2 ：弾性設計用地震動Ｓｄの震度と同等以上の設計震度又は静的震度 

＊3 ：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 
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 1.2 機器要目 

部  材 
ｍ 

(kg) 

ｈ 

(mm) 

短辺方向 長辺方向 
Ａｂ 

(mm2)

ｎ 

(-) 

ｎ  

(-) 

 1 

(mm) 

 2 

(mm)

 1 

(mm)

 2 

(mm)

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト  1200 ― ― 676 848 
201.1

(M16)
12 2 2 

 

部  材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ(MPa) Ｆ (MPa) 転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

取付ボルト 212 373 212 254 長辺 長辺 

 

ｈ
 

（  1≦  2）  

転倒支点となる

ボルト列 

ｍ･ＣＨ･g 

取付ボルト 

 2  1 

Ａ 

転倒支点 

チャンネルベース  1  2

引張りを受ける

ボルト列 

Ａ 

Ａ～Ａ矢視図

ｍ･(1－ＣＶ)･g 

注：上図は（1-Cv）≧0の転倒方向であり， 

  （1-Cv）＜0の時は転倒方向が反対となる。 

転倒方向 

取付ボルト

Ａ～Ａ矢視図

注：上図は（1-Cv）≧0の転倒方向であり， 

  （1-Cv）＜0の時は転倒方向が反対となる。 

 2 1

取付ボルト 

取付ボルト 

転倒方向 

ｈ
 

（  1≦  2）  

ｍ･ＣＨ･g 

 2  1 

チャンネルベース 

転倒支点 

Ａ Ａ 
ｍ･(1－ＣＶ)･g 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張りを受ける
ボルト列 
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 1.3 計算数値 

 1.3.1 ボルトに作用する力 

 (単位：N) 

部  材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

取付ボルト     

 

 1.4 結論 

 1.4.1 ボルトの応力 

 (単位：MPa) 

部  材 材 料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

取付ボルト SS400 
引張り σb＝6  ts＝159 σb＝17  ts＝190 

せん断 τb＝2  sb＝122 τb＝4  sb＝146 

      すべて許容応力以下である。 

 

 1.4.2 電気的機能維持の評価結果 

 (単位：×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 
機能確認済 

加速度 

水平方向 1.11  

鉛直方向 0.84  

  評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 



  

 

 

 

Ⅴ-2-6-5-18 原子炉水位計（広帯域）の耐震性についての計算書

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
8
 
R0
 



  

 

目次 

 

1. 概要                                                                        1 

2. 一般事項                                                                    1 

2.1 構造計画                                                                  1 

3. 構造強度評価                                                                4 

3.1 構造強度評価方法                                                          4 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力                                                  4 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
8
 
R0
 



  

 

1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉水位計（広帯域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能

を有していることを説明するものである。 

原子炉水位計（広帯域）のうち，機器番号 LT-B22-N091A，LT-B22-N091B，LT-B22-N091C 及び L

T-B22-N091D は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては

常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に，機器番号 LT-B22-N079A，LT-B22-N

079B，LT-B22-N079C 及び LT-B22-N079D は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事

故防止設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉水位計（広帯域）の構造計画を表 2－1，表 2－2に示す。 
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表 2－1 構造計画（LT-B22-N091A，LT-B22-N091B，LT-B22-N091C 及び LT-B22-N091D） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

計装ラックは基礎

に埋め込まれた埋

込金物に固定した

チャンネルベース

に取付ボルトで固

定する。 

垂直自立形  

  

正面 

チャンネルベース 埋込金物 

側面 

基礎 

(長辺方向) (短辺方向) 

取付ボルト 
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表 2－2 構造計画 LT-B22-N079A，LT-B22-N079B，LT-B22-N079C 及び LT-B22-N079D 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

（正面方向） （側面方向） 

検出器 

取付板取付ボルト 

取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面） 

平面 



  

 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉水位計（広帯域）のうち，機器番号 LT-B22-N091A，LT-B22-N091B，LT-B22-N091C 及び

LT-B22-N091D の構造は垂直自立型計装ラックであるため，構造強度評価は，添付書類「付録 8 

計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に，機器番号 LT-B22-N079A，

LT-B22-N079B，LT-B22-N079C及びLT-B22-N079Dの構造は直立形計器スタンションであるため，

添付書類「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐

震計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位計（広帯域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の

評価に用いるものを表3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉水位計（広帯域）の許容応力を表 3－3 に示す。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-1
8
 
R0
 

4 



 

 

 

表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉水位計（広帯域） Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉水位計（広帯域） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備， 

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，原子炉水位計（燃料域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び

電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機能維持評

価により行う。 

原子炉水位計（燃料域）は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等

対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉水位計（ＳＡ広帯域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有していることを説明するものである。 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設

備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維

持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

（正面方向） （側面方向） 

検出器 

取付板取付ボルト 

取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面） 

2
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平面 



  

 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）の構造は直立形計器スタンションであるため，構造強度評価は，

「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方

法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 3-1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）の許容応力を表 3-2 に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）の使用材料の許容応力のうち，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 3-3 に示す。
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表 3-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉水位計（ＳＡ広帯域）

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備， 

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3-2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

表 3-3 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa) 

Ｓｕ 

（MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ)

（MPa) 

基礎ボルト SS400 周囲環境温度  238 391 － 

 NT2 補② Ⅴ-2-6-5-20 R0 
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4. 機能維持評価  

4.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）に設置される検出器の機能確認済加速度には，同形式の検出器

単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用

する。 

機能確認済加速度を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 機能確認済加速度         （×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）

（LT-B22-N010） 

差圧伝送器（流量） 

（EDR-N6） 

水平  

鉛直  
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次ページ以降の表に示す。 
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【原子炉水位計（ＳＡ広帯域）の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 耐震重要度分類
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域） －（Ｓｓ） 
原子炉建屋 

EL.  20.3＊1 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣH＝1.34＊2 ＣV＝1.01＊2

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位計（ＳＡ広帯域） （LT-B22-N010) 

部     材 
ｍ 

（kg) 
h1 

（mm) 
 1 

（mm) 
 2 

（mm) 
Ａb 

（mm2) 
ｎ ｎf 

基礎ボルト  950 61.2 261.2 
113.1 

（M12）
4 2 

 

部     材 
Ｓｙ 

（MPa) 

Ｓｕ 

（MPa) 

Ｆ 

（MPa) 

Ｆ 

（MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 238 391 － 273 － 側面方向 

 

 

1.3 計算数値     

1.3.1 原子炉水位計（ＳＡ広帯域） （LT-B22-N010)に作用する力             （単位：N) 

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト   －   

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

＊
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1.4 結論  
1.4.1 原子炉水位計（ＳＡ広帯域） （LT-B22-N010)の応力                        （単位：MPa)  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り － － σb＝16 fｔs＝164＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝126＊ 

すべて許容応力以下である。         

  

1.4.2 電気的機能の評価結果                  （単位：×9.8 m/s2)  
 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位計 
（ＳＡ広帯域） 

（LT-B22-N010) 

水平方向 1.11  

鉛直方向 0.84 

（  1≦  2） 

（正面方向）

1  2 

ｈ
1
 

転倒方向 

ｍ･g 

基礎ボルト 

（側面方向） 

（  1≦  2） 

 2 

 1 

転倒方向 

ｈ
1
 

ｍ･g 

基礎ボルト 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉水位計（ＳＡ燃料域）が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的

機能を有していることを説明するものである。 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設

備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維

持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

基礎ボルト 

正面 側面 

計器 
スタンション 

（正面方向） （側面方向） 

検出器 

取付板取付ボルト 

取付板 

計器取付ボルト

基礎 
（床面） 

平面 

2
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）の構造は直立形計器スタンションであるため，構造強度評価は，

「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方

法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 3-1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）の許容応力を表 3-2 に示す。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）の使用材料の許容応力のうち，重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 3-3 に示す。
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表 3-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

原子炉水位計 

（ＳＡ燃料域） 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備， 

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 3-2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

表 3-3 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa） 

基礎ボルト SS400 周囲環境温度  238 391 － 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-21 R0 

5
  

＊ ＊



 

 

4. 機能維持評価  

4.1 電気的機能維持評価方法 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）に設置される検出器の機能確認済加速度には，同形式の検出器

単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加速度を適用

する。 

機能確認済加速度を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 機能確認済加速度         （×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）

（LT-B22-N020） 

差圧伝送器（流量） 

（EDR-N6） 

水平  

鉛直 

 

 

6 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-2
1
 
R0
 



 

 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域）の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機

能を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

電気的機能維持評価の結果を次ページ以降の表に示す。 
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【原子炉水位計（ＳＡ燃料域）の耐震性についての評価結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 耐震重要度分類
据付場所及び床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度
（℃） 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉水位計（ＳＡ燃料域） －（Ｓｓ） 
原子炉建屋 

EL.14.00＊1 
0.05 以下 0.05 以下 ― ― ＣH＝1.13＊2 ＣV＝0.99＊2

 

1.2 機器要目 

1.2.1 原子炉水位計（ＳＡ燃料域） （LT-B22-N020） 

部     材 
ｍ 

（kg） 
h1 

（mm） 
 1 

（mm） 
 2 

（mm） 
Ａb 

（mm2） 
ｎ ｎf 

基礎ボルト 53 1000 61.2 261.2 
113.1 

（M12）
4 2 

 

部     材 
Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa） 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト  391 － 273 － 側面方向 

 

 

1.3 計算数値     

1.3.1 原子炉水位計（ＳＡ燃料域） （LT-B22-N020）に作用する力              （単位：N） 

部      材 

Ｆb Ｑb 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

＊
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1.4 結論  
1.4.1 原子炉水位計（ＳＡ燃料域） （LT-B22-N020）の応力                        （単位：MPa）  

部     材 材  料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り － － σb＝15 fｔs＝164＊ 

せん断 － － τb＝2 fｓb＝126＊ 

すべて許容応力以下である。         

  

1.4.2 電気的機能の評価結果                  （単位：×9.8 m/s2）  
 評価用加速度 機能確認済加速度 

原子炉水位計 

（ＳＡ燃料域） 
（LT-B22-N020） 

水平方向 0.95 

鉛直方向 0.83 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（  1≦  2） 

（正面方向）

1  2 

ｈ
1
 

転倒方向 

ｍ･g 

基礎ボルト 

（側面方向） 
（  1≦  2） 

 2 

 1 

転倒方向 

ｈ
1
 

ｍ･g 

基礎ボルト 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，ドライウェル圧力計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有

していることを説明するものである。 

ドライウェル圧力計は，設計基準対象施設においては既設のＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，

分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，サプレッション・チェンバ圧力計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

サプレッション・チェンバ圧力計は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故

等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。

以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，サプレッション・プール水温度計が設計用地震力に対して十分

な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

サプレッション・プール水温度計は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，

重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設

備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

 2.1 構造計画 

サプレッション・プール水温度計の構造計画を表 2－1及び表 2－2 に示す。 

1 
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表 2－1 構造計画（設計基準対象施設） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

温度計は，保護管内に

設置し，保護管は，サ

ポートを介して，溶接

により架構に設置す

る。 

 

温度計 

 

 

2
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表 2－2 構造計画（重大事故等対処設備） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

温度計は，保護管内に

設置し，保護管は，サ

ポートを介して，溶接

によりコラムサポート

に設置する。 

 

温度計 

 

3
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2.2 評価方針 

サプレッション・プール水温度計の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 

3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示すサプレッション・プール水温度計の部位を踏まえ「3. 評

価部位」にて設定する箇所において，算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内

に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。ま

た，サプレッション・プール水温度計の機能維持評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方

針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応

答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを確認することで実施する。 

サプレッション・プール水温度計の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 サプレッション・プール水温度計の耐震評価フロー 

 

解析モデル設定 

地震応答解析及び応力解析 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値及び地震応答解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度の算出 

計器の構造強度評価 
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2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追

補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62年 8 月及び

平成 3年 6月）に準拠して評価する。  
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2.4 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

ａ 

Ａｗ 

ｂ1，ｂ2 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｆ 

Ｆ ＊ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｓ 
g 

ｈ1，ｈ2 

Ｚｙ

Ｚｚ

Ｚｐ

  

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｗ 

π 

σｔ 

σｂ 

σｗ 

τ 

溶接部の有効のど厚 

溶接部の有効断面積 

溶接の有効長さ（ｚ方向） 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

設計・建設規格＊1 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

設計・建設規格＊1 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

溶接部に作用する力（ｘ方向） 

溶接部に作用する力（ｙ方向） 

溶接部に作用する力（ｚ方向） 

溶接部の許容せん断応力 

重力加速度（＝9.80665） 

溶接の有効長さ（ｙ方向） 

溶接全断面におけるｙ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるｚ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるねじり断面係数 

据付面から計器荷重点，計器固定金具荷重点までの距離 

溶接部に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

溶接脚長 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

保護管の荷重 

円周率 

溶接部に生じる引張応力 

溶接部に生じる曲げ応力 

溶接部に生じる組合せ応力 

溶接部に生じるせん断応力 

mm 

mm２ 

mm 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

MPa 

m/s２ 

mm 

mm3 

mm3 

mm3 

mm 

N・m 

N・m 

N・m 

mm 

MPa 

MPa 

N 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記 ＊1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版

（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 

2007 年 9月）をいう。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－3に示す通りとする。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量＊1 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位まで

の値とする。 

 N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-2
4
 
R0
 

7 

 



  

 

3. 評価部位 

サプレッション・プール水温度計の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条

件に基づき，耐震評価上厳しくなる溶接部を選定して実施する。サプレッション・プー

ル水温度計の耐震評価箇所については，表 2－1及び表 2－2の概略構造図に示す。 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 保護管の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は保護管に対して，水平方向及び鉛直方向から同時に作用するものとする。 

(3) 保護管は，サポートを介して溶接によりコラムサポートまたは架構に固定された

固定端とする。ここで，基礎については，剛となるように設計する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

サプレッション・プール水温度計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計

基準対象施設の評価に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

サプレッション・プール水温度計の使用材料の許容応力を表 4－3に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

サプレッション・ 

プール水温度計 
Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

サプレッション・ 

プール水温度計 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

1
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表 4－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1，＊2 

（ボ ル ト 以 外） 

一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆt 1.5・ｆs 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆt

＊ 1.5・ｆｓ

＊ 1.5・ｆｃ

＊ 1.5・ｆｂ

＊ ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合

は評価を省略する。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，ドライウェル雰囲気温度計が設計用地震力に対して十分な構造

強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

ドライウェル雰囲気温度計は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及

び動的機能維持評価を示す。 
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1.   概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，サプレッション・チェンバ雰囲気温度計が設計用地震力に対し

て十分な構造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度計は，重大事故等対処設備においては常設耐震

重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構

造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2.   一般事項 

 2.1  構造計画 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度計の構造計画を表 2－1 に示す。 

1 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

温度計は，計器固定金

具に圧縮継手により固

定する。 

計器固定金具は，溶接

により壁面に設置す

る。 

 

温度計 

 
温度計 

溶接部 

計器固定金具 

圧縮継手 

2
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2.2   評価方針 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度計の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基

本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限

界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すサプレッション・チェンバ雰囲気温度計の

部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，算出した固有周期に基

づく応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。また，サプレッション・チェンバ雰囲気温度計の機能維持

評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気

的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下で

あることを確認することで実施する。 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度計の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 サプレッション・チェンバ雰囲気温度計の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

地震応答解析及び応力解析 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値及び地震応答解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度の算出 

計器の構造強度評価 
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2.3   適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月

及び平成 3年 6月）に準拠して評価する。 
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2.4   記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

ａ 

Ａｗ 

ｂ1，ｂ2 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｆ ＊ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｓ 
g 

ｈ1，ｈ2 

Ｚｙ

Ｚｚ

Ｚｐ

  

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｗ1 

Ｗ2 

π 

σｔ 

σｂ 

σｗ 

τ 

溶接部の有効のど厚 

溶接部の有効断面積 

溶接の有効長さ（ｙ方向） 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

設計・建設規格＊1 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

溶接部に作用する力（ｘ方向） 

溶接部に作用する力（ｙ方向） 

溶接部に作用する力（ｚ方向） 

溶接部の許容せん断応力 

重力加速度（＝9.80665） 

溶接の有効長さ（ｚ方向） 

溶接全断面におけるｙ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるｚ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるねじり断面係数 

据付面から計器荷重点，計器固定金具荷重点までの距離 

溶接部に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

溶接脚長 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

計器の荷重 

計器固定金具の荷重 

円周率 

溶接部に生じる引張応力 

溶接部に生じる曲げ応力 

溶接部に生じる組合せ応力 

溶接部に生じるせん断応力 

mm 

mm２ 

mm 

－ 

－ 

MPa 

N 

N 

N 

MPa 

m/s２ 

mm 

mm3 

mm3 

mm3 

mm 

N・m 

N・m 

N・m 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記 ＊1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版

（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 

2007 年 9月）をいう。 
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2.5   計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示す通りとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量＊1 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第1位の場合は，小数点以下第1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位

までの値とする。 
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3.   評価部位 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度計の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」

に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる溶接部を選定して実施する。サプレッシ

ョン・チェンバ雰囲気温度計の耐震評価箇所については，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4.   構造強度評価 

4.1  構造強度評価方法 

(1)  温度計及び計器固定金具の質量は重心に集中しているものとする。 

(2)  地震力は温度計及び計器固定金具に対して，水平方向及び鉛直方向から同時に

作用するものとする。 

(3)  温度計及び計器固定金具は，溶接及び圧縮継手により壁面に固定された固定端

とする。ここで，基礎については，剛となるように設計する。 

(4)  耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2   荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1  荷重の組合せ及び許容応力状態 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度計の荷重の組合せ及び許容応力状態の

うち重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2  許容応力 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度計の許容応力を表 4－2 に示す。 

 

4.2.3  使用材料の許容応力 

サプレッション・チェンバ雰囲気温度計の使用材料の許容応力のうち重大事

故等対処設備の評価に用いるものを表 4－3に示す。 

 

 

8 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-2
6
 
R0
 



 

 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

サプレッション・ 

チェンバ雰囲気温度計 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

9
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1，＊2 

（ボ ル ト 以 外） 

一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆt

＊ 1.5・ｆｓ

＊ 1.5・ｆｃ

＊ 1.5・ｆｂ

＊ ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合

は評価を省略する。 

 

1
0
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表 4－3 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(RT) 

(MPa) 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 148 410 205 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，格納容器内水素濃度計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び電

気的機能を有していることを説明するものである。 

格納容器内水素濃度計は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，分

類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

格納容器内水素濃度計の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

格納容器内水素濃度計

は計装ラック内に収納

し，計装ラックはチャ

ンネルベースに取付ボ

ルトで設置する。 

 

垂直自立形 

 

 

2
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計装ラック
正面 

チャンネルベース 

 

取付ボルト

(長辺方向) 

  側面  

(短辺方向) 

基礎 



  

 

3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

格納容器内水素濃度計を収納する計装ラックの構造は垂直自立形であるため，構造強度評価

は，添付書類「付録 8 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震

計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器内水素濃度計を収納する計装ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表 3－1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

格納容器内水素濃度計を収納する計装ラックの許容応力を表 3－2に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 格納容器内水素濃度計 Ｓ －＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ
* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 3－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。

＊ ＊

5
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1. 概要 

本計算書は，添付書類Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，格納容器内水素濃度計（ＳＡ）が設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機能維

持評価により行う。 

格納容器内水素濃度計（ＳＡ）は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，それぞれの分類に応じた耐震評価を示す。 
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2. 構造説明 

 2.1 構造計画 

   格納容器内水素濃度計（ＳＡ）の構造計画を表 2－1に示す。 

表 2－1 構造計画 

主要区分 
計画の概要 

概略構造図 
基礎・支持構造 主体構造 

現場盤 

 

現場盤は基礎にア

ンカーボルトで固

定したチャンネル

ベースに取付ボル

トで固定する。 

垂直自立形  
正面 

チャンネルベース 
 

埋込金物 

側面 

基礎 

(長辺方向 ) (短辺方向) 

取付ボルト
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3. 応力評価 

 3.1 基本方針 

応力評価は付録 8「計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計

算方法に基づき評価する。 

 

 3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

 3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器内水素濃度計（ＳＡ）の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 3－1 に示す。 

 

 3.2.2 許容応力 

格納容器内水素濃度計（ＳＡ）の許容応力を表 3-2 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

格納容器内 

水素濃度計（ＳＡ）＊2 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
― 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ   ⅤＡＳ＊4 

注記 ＊1 ：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

   ＊2 ：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

   ＊3 ：「Ｄ＋ＰSAD＋ＭSAD＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

   ＊4 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

表 3－2 許容応力（その他の支持構造物（重大事故等対処設備）） 

許容応力状態 

許容限界＊1 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

ⅤＡＳ*3 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min｛1.5・ｆt ，（2.1・ｆt －1.6・τb)｝ 

注記 ＊1 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

   ＊2 ：その他の支持構造物においてはＳｙを 1.2・Ｓｙと読み替える。 

   ＊3 ：ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 

＊2 
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格納容器内酸素濃度計の耐震計算は，「Ⅴ-2-6-5-27 格納容器内水素濃度計の耐震性について

の計算書」に含まれている。 
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Ⅴ-2-6-5-30 格納容器内酸素濃度計（ＳＡ）の耐震性についての計算書 
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格納容器内酸素濃度計（ＳＡ）の耐震計算は，「Ⅴ-2-6-5-28 格納容器内水素濃度計（ＳＡ）

の耐震性についての計算書」に含まれている。 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，格納容器下部水温計が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び動的機能を有していることを説明するものである。 

格納容器下部水温計は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類

される。以下，分類に応じた構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

格納容器下部水温計の構造計画を表 2－1 に示す。 

1 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

水温計は，計器固定金

具に圧縮継手により固

定する。 

計器固定金具は，溶接

によりペデスタル側面

に設置する。 

 

水温計 

 
水温計 

溶接部 

計器固定金具 

圧縮継手 

ペデスタル 

側面 

2
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2.2 評価方針 

格納容器下部水温計の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強

度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構

造計画」にて示す格納容器下部水温計の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する

箇所において，算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4. 

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，格納容器下部水温

計の機能維持評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設

定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速

度以下であることを確認することで実施する。 

格納容器下部水温計の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 格納容器下部水温計の耐震評価フロー 

解析モデル設定 

地震応答解析及び応力解析 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値及び地震応答解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度の算出 

計器の構造強度評価 
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2.3   適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62 年 8月及

び平成 3年 6 月）に準拠して評価する。
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2.4   記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

ａ 

Ａｗ 

ｂ1，ｂ2 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｆ ＊ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｓ 
g 

ｈ1，ｈ2 

Ｚｙ

Ｚｚ

Ｚｐ

  

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｗ1 

Ｗ2 

π 

σｔ 

σｂ 

σｗ 

τ 

溶接部の有効のど厚 

溶接部の有効断面積 

溶接の有効長さ（ｙ方向） 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

設計・建設規格＊1 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

溶接部に作用する力（ｘ方向） 

溶接部に作用する力（ｙ方向） 

溶接部に作用する力（ｚ方向） 

溶接部の許容せん断応力 

重力加速度（＝9.80665） 

溶接の有効長さ（ｚ方向） 

溶接全断面におけるｙ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるｚ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるねじり断面係数 

据付面から計器荷重点，計器固定金具荷重点までの距離 

溶接部に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

溶接脚長 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

計器の荷重 

計器固定金具の荷重 

円周率 

溶接部に生じる引張応力 

溶接部に生じる曲げ応力 

溶接部に生じる組合せ応力 

溶接部に生じるせん断応力 

mm 

mm２ 

mm 

－ 

－ 

MPa 

N 

N 

N 

MPa 

m/s２ 

mm 

mm3 

mm3 

mm3 

mm 

N・m 

N・m 

N・m 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記  ＊1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版

（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 

2007 年 9月）をいう。 
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2.5   計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示す通りとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量＊1 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記  ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
1
 
R0
 

6 

 



  

 

3.   評価部位 

格納容器下部水温計の耐震評価は，「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる溶接部を選定して実施する。格納容器下部水温計の耐震評価箇

所については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 水温計及び計器固定金具の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は水温計及び計器固定金具に対して，水平方向及び鉛直方向から同時に作

用するものとする。 

(3) 水温計及び計器固定金具は，溶接及び圧縮継手により壁面に固定された固定端と

する。ここで，基礎については，剛となるように設計する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2  荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

格納容器下部水温計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処

設備の評価に用いるものを表 4－1に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

格納容器下部水温計の許容応力を表 4－2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力 

格納容器下部水温計の使用材料の許容応力のうち重大事故等対処設備の評価

に用いるものを表 4－3に示す。
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 格納容器下部水温計 常設／緩和 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1，＊2 

（ボ ル ト 以 外） 

一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆt

＊ 1.5・ｆｓ

＊ 1.5・ｆｃ

＊ 1.5・ｆｂ

＊ ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合

は評価を省略する。 
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表 4－3 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(RT) 

(MPa) 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 148 410 205 
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Ｖ-2-6-5-32 代替淡水貯槽水位計の耐震性についての計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
2
 R
0 

目  次 

 

1. 概要                                                                               1 

2. 基本方針                                                                           1 

2.1 位置                                                                            1 

2.2 構造の概要                                                                      1 

2.3 評価方針                                                                        2 

2.4 適用規格                                                                        2 

3. 固有値解析                                                                         3 

3.1 基本方針                                                                        3 

3.2 固有振動数の計算方法                                                            3 

3.2.1 計器スタンションの固有振動数の計算                                           3 

3.2.2 記号の説明                                                                  4 

3.2.3 固有値解析結果                                                              4 

3.2.3.1 計器スタンションの固有振動数の計算条件                                   4 

3.2.3.2 固有振動数の計算結果                                                    4 

4. 応力評価                                                                           5 

4.1 基本方針                                                                        5 

4.2 耐震評価箇所                                                                    5 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力                                                        5 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態                                                 5 

4.3.2 許容応力                                                                    5 

4.3.3 使用材料の許容応力                                                          5 

4.4 設計用地震力                                                                    8 

4.5 応力計算方法                                                                    9 

4.5.1 記号の説明                                                                  9 

4.5.2 応力計算                                                                   10 

4.5.3 計器スタンションの応力計算条件                                              12 

5. 電気的機能維持評価                                                                13 

5.1 機能維持評価方法                                                               13 

6. 評価結果                                                                          13 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果                                              13 

6.1.1 基準地震動Ｓｓに対する評価                                                  13 

6.1.2 機能維持に対する評価                                                       13 

 

 

 

 

 



 

1 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
2
 
R0
 

1. 概要 

本計算書は，代替淡水貯槽水位計の耐震計算について，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方針」に

基づき，固有値解析及び応力評価並びに電気的機能維持について説明するものである。代替淡水

貯槽水位計は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故

緩和設備に分類される。以下に，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

代替淡水貯槽水位計は，常設低圧代替注水系ポンプ室 EL．－18.5 m に 1台を設置する。 

 

2.2 構造の概要 

代替淡水貯槽水位計の構造計画を第 2－1 表に示す。 

 

第 2－1 表 代替淡水貯槽水位計の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説 明 図 

主体構造 支持構造 

代替淡水貯槽 

水位計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差圧式水位 

検出器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出器を壁面に基

礎ボルトにて固定

された計器スタン

ションに検出器取

付ボルトにより取

付ける。 

 

 

 

 

 

 

計器スタンション（壁掛形）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計器スタンション 

検出器 

基礎ボルト
＜正面図＞

＜側面図＞

計器スタンション

検出器 

基礎ボルト 

検出器取付ボルト 
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2.3 評価方針 

代替淡水貯槽水位計の応力評価は，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方針」で設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造の概要」にて示す代替淡水貯槽水位計の部

位を踏まえて「4.2 耐震評価箇所」にて設定する箇所において，「3. 固有値解析」で算出し

た固有振動数に基づく応力等が許容値限界内に収まることを付録 9「計器スタンションの耐震

性についての計算書作成の基本方針」で示す計算方法に基づき，「4. 応力評価」にて確認する

ことで実施する。また，代替淡水貯槽水位計の機能維持評価は，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本

方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済

加速度以下であることを「5. 電気的機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

 

2.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４

６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3 年）に準拠して評価する。 
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3. 固有値解析 

代替淡水貯槽水位計の固有振動数算定方法について以下に示す。 

3.1 基本方針 

(1) 固有振動数計算モデルは１質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用する

ものとする。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 固有振動数の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

3.2 固有振動数の計算方法 

検出器及び検出器取付ボルトは製造者による加振試験により，固有振動数が 20 Hz 以上であ

ることを確認しているため，検出器及び検出器取付ボルトは剛とし，計器スタンションの脚部

に質量が均等にかかるとして，以下の固有振動数計算モデルにて算出する。 

 

3.2.1 計器スタンションの固有振動数の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルト 

ｈ２ 

固有振動数計算モデル 

ｍ 

ｈ２ 

計器スタンション

検出器 

検出器取付ボルト 
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計器スタンションの固有振動数は以下による。  
ｆ＝

1

2・π
・ 3・Ｅ・Ｉ・103

ｍ・ｈ２

3  ・・・・・・・・・（3.2.1） 

 

3.2.2 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

Ｅ 計器スタンションの縦弾性係数 MPa 

Ｉ 計器スタンションの断面二次モーメント mm4  

ｆ 計器スタンションの固有振動数 Hz 

 

3.2.3 固有値解析結果 

3.2.3.1 計器スタンションの固有振動数の計算条件 

項目 記号 単位 入力値 

材質（計器スタンション） － － SS400 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg 16 

取付面から重心までの距離（壁掛

形） 
ｈ２ mm 298 

計器スタンションの縦弾性係数 Ｅ MPa 2.00×105  

計器スタンションの断面二次モー

メント 
Ｉ mm4 7.31×105 

雰囲気温度条件 － ℃ 66 

 

3.2.3.2 固有振動数の計算結果 

固有振動数の計算結果を以下に示す。 

据付方法 計器スタンションの固有振動数（Hz）

壁掛形 162 
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4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 耐震計算モデルは 1質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用するものと

する。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 許容応力について，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

(3) 耐震評価に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 耐震評価箇所 

代替淡水貯槽水位計の耐震評価は，応力集中箇所である計器スタンションの基礎ボルトを選

定して実施する。代替淡水貯槽水位計の耐震評価箇所については，第 2－1表の説明図に示す。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替淡水貯槽水位計の荷重の組合せ及び許容応力状態について，重大事故等対処設備

の評価に用いるものを第 4－1表に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

代替淡水貯槽水位計の許容応力を第 4－2 表に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力 

代替淡水貯槽水位計の使用材料の許容応力について，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを第 4－3表に示す。 
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第 4－1 表 荷重の組合せ及び許容応力 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

計測制御 

系統施設 

低圧代替

注水設備 
代替淡水貯槽水位計 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊3 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

第 4－2 表 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）＊1 

一次応力 

引張 せん断 組合せ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ
＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊2 1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ
＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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第 4－3 表 使用材料の許容応力 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa）

Ｆ＊ 

（MPa）

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 66 234 385 － 269 
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4.4 設計用地震力 

耐震計算に用いる入力地震力には，Ⅴ－2－1－7「設計用床応答曲線の作成方針」にて設定

した床応答の作成方針に基づき，第 4－4 表にて示す条件を用いて作成した設計用床応答曲線

を用いる。また，減衰定数はⅤ－2－1－6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用

いる。 

 

第 4－4 表 設計用地震力 

地震動 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

設計用床応答曲線 

備考  建屋＊ 

及び高さ 

（m） 

方向 
減衰定数 

（％） 

基準地震動 

Ｓs 

常設低圧代替 

注水系ポンプ室

EL．－18.5 

常設低圧代替 

注水系ポンプ室 

EL．－11.0 

水平方向 

鉛直方向 

1.0 

1.0 

水平方向，鉛

直方向ともに

Ｓs-1～8 の包

絡曲線を用い

る。 

注記 ＊：検出器は壁面取付であるため，据付フロア上階の設計用床応答曲線を使用する。 
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4.5 応力計算方法 

4.5.1 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ ボルトの呼び径 mm  

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

Ｆｂ１ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し左右方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

Ｆｂ２ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し前後方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

 ３ 重心と下側基礎ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

 ａ 左側基礎ボルトと右側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

 ｂ 上側基礎ボルトと下側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ｎ ボルトの本数 － 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 － 

ｎｆＨ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 
－ 

ｎｆＶ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 
－ 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

π 円周率 － 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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4.5.2 応力計算 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，応力計算モデルで片側の列の基礎ボルトを支点とする転

倒を考え，これを他方の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

・引張力Ｆｂの算出 

左右方向の引張力Ｆｂ１ 

Ｆｂ１＝
ｍ・ＣＨ・ｈ２・ｇ

ｎｆＨ・ 
ａ

+
ｍ・ １+ＣＶ ・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

  ・・・（4.5.2.1） 

 

前後方向の引張力Ｆｂ２ 

Ｆｂ２＝
ｍ・ＣＨ・ 

３
・ｇ+ｍ・(１+ＣＶ)・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

 ・・・・（4.5.2.2） 

 

より，引張力Ｆｂは 

Ｆｂ＝Ｍａｘ(Ｆｂ１，Ｆｂ２)  ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.3） 

 

・引張応力σbの算出 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.4） 

 

ｍ・(１＋ＣＶ)・ｇ 

ｍ・ＣＨ・ｇ 

ｈ２ 
 ａ 

基礎ボルト 基礎ボルト 

応力計算モデル 

ｍ 
 ３ 

 ｂ 

転倒方向(水平) 転倒方向(鉛直) 
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ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは 

Ａｂ＝
π

４
・ｄ

2
   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.5） 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

・せん断力Ｑｂの算出 

左右方向のせん断力Ｑｂ１ 

Ｑｂ１＝ｍ・ＣＨ・ｇ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.6） 

 

前後方向のせん断力Ｑｂ２ 

Ｑｂ２＝ｍ・ １+ＣＶ ・ｇ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.7） 

 

より，せん断力Ｑｂは 

Ｑｂ＝ (Ｑｂ１)2+(Ｑｂ２)2   ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.8） 

 

・せん断応力τbの算出 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.9） 
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4.5.3 計器スタンションの応力計算条件 

(1) 検出器関係 

項目 記号 単位 入力値 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg 16 

重力加速度 ｇ m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離（壁

掛形） 
ｈ２ mm 298 

重心と下側基礎ボルト間の鉛直

方向距離（壁掛形） 
 ３ mm 90 

左側基礎ボルトと右側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ａ mm 180 

上側基礎ボルトと下側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ｂ mm 180 

 

(2) 基礎ボルト関係 

項目 記号 単位 入力値 

ボルトの呼び径 ｄ mm 12 

ボルトの軸断面積 Ａｂ mm2 113.1 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 

ｎｆＨ － 2 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 

ｎｆＶ － 2 

ボルトの本数 ｎ － 4 

 

(3) 設計用加速度 

項目 記号 
設計用加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平震度 ＣＨ 2.18 

鉛直震度 ＣＶ 1.08 

注）固有値解析結果より，計器スタンションの固有振動数が 20 Hz 以上であることを確認し

たため，設計用加速度には最大床加速度の 1.2 倍を使用する。 
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5. 電気的機能維持評価 

代替淡水貯槽水位計は，地震時及び地震後に電気的機能が要求されており，地震時及び地震後

においても，その機能が維持されていることを示す。 

 

5.1 機能維持評価方法 

代替淡水貯槽水位計の固有振動数から応答加速度を求め，機能確認済加速度以下であること

を確認する。機能確認済加速度には，検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健

全性を確認した加振波の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を第 5－1 表に示す。 

 

第 5－1 表 機能確認済加速度 

   

 

 

 

 

 

 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

代替淡水貯槽水位計の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

6.1.1 基準地震動Ｓｓに対する評価 
基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

6.1.2 機能維持に対する評価 
機能維持評価結果を次ページ以降に示す。 

 

項目 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平 4 

鉛直 3.5 



 

 

1
4
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-32 R0 

【代替淡水貯槽水位計の耐震性についての計算結果】 

１．設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

代替淡水貯槽

水位計 
－（Ｓｓ機能維持）

常設低圧代替 

注水系ポンプ室

EL．－18.5 

（EL．－11.0）＊

0.006 － － 2.18 1.08 66 

注記 ＊：評価に用いる基準床レベルを示す。 

2．機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ２ 

(mm) 

 ａ(mm)  ｂ(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

ｎｆ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 16 298 － 180 － 180 113.1 4 － 2 

 

部材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 234 385 － 269 － 水平 
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3．計算結果 

ボルトに作用する力                                  (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト － 553.3 － 472.8 

 

4．結論 

4.1 ボルトの応力                                       (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り － － 5 201 

せん断 － － 2 154 

すべて許容応力以下である。 

 

4.2 電気的機能維持の評価結果             (単位：×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向 2.18 4 

鉛直方向 1.08 3.5 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ⅴ-2-6-5-33  西側淡水貯水設備水位計の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，西側淡水貯水設備水位計が設計用地震力に対して十分な構造強度及び

動的機能を有していることを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び機能維持評価

により行う。 

 

2. 構造説明 

2.1 構造計画 

西側淡水貯水設備水位計の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

設備名称 
計画の概要 

概略構造図 
主体構造 基礎・支持構造 

西側淡水貯水設備

水位計 

西側淡水貯水設備

水位計であるレー

ダー式液位検出

器，ベースより構

成する。 

西側淡水貯水設備

水位計はベースに

取付ボルトで固定

され，ベースは基

礎ボルトで基礎に

据え付ける。 

 

 

 

取付ボルト 

基礎ボルト ベース 
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3. 応力評価 

3.1 評価方針 

3.1.1 一般事項 

本基本方針は，西側淡水貯水設備水位計（以下「本体」という。）の耐震性に関する

計算書の計算方法を示す。 

3.1.2 適用規格 

本計算方法は，原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ ４６０１－1987（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和 62 年 8 月）に準拠したものである。 

3.1.3 計算条件 

(1)  本体の質量は，重心に集中しているものとする。 

(2)  地震力は本体に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3)  本体は取付ボルトでベースに固定されており，並びにベースは基礎ボルトで躯

体に固定されており，固定端とする。 

(4)  ボルトの配置については取付ボルトは円形配置とし，基礎ボルトは矩形配置と

する。 
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Ｖ-2-6-5-34 低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の耐震性に 

ついての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の耐震計算について，Ｖ－2－1－9「機能

維持の基本方針」に基づき，固有値解析及び応力評価並びに電気的機能維持について説明するも

のである。低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計は，重大事故等対処設備においては常設耐震

重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下に，この分類に応じた耐震

評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計は，原子炉建屋 EL．2.0 m 及び EL．20.3 m に各 1

台ずつ計 2台を設置する。 

 

2.2 構造の概要 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の構造計画を第 2－1 表に示す。なお，構造は設置

する 2台とも同様である。 

 

第 2－1 表 低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説 明 図 

主体構造 支持構造 

低圧代替注水系 

格納容器スプレイ

流量計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差圧式流量 

検出器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出器を壁面に基

礎ボルトにて固定

された計器スタン

ションに検出器取

付ボルトにより取

付ける。 

 

 

 

 

 

 

計器スタンション（壁掛形）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計器スタンション 

検出器 

基礎ボルト
＜正面図＞

＜側面図＞

計器スタンション

検出器 

基礎ボルト 

検出器取付ボルト 
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2.3 評価方針 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の応力評価は，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方針」

で設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造の概要」にて示す低圧

代替注水系格納容器スプレイ流量計の部位を踏まえて「4.2 耐震評価箇所」にて設定する箇所

において，「3. 固有値解析」で算出した固有振動数に基づく応力等が許容値限界内に収まるこ

とを付録 9「計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」で示す計算方法に

基づき，「4. 応力評価」にて確認することで実施する。また，低圧代替注水系格納容器スプレ

イ流量計の機能維持評価は，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持

の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを「5. 電気

的機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に

示す。 

 

2.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４

６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3 年）に準拠して評価する。 
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3. 固有値解析 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の固有振動数算定方法について以下に示す。 

3.1 基本方針 

(1) 固有振動数計算モデルは１質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用する

ものとする。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 固有振動数の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

3.2 固有振動数の計算方法 

検出器及び検出器取付ボルトは製造者による加振試験により，固有振動数が 20 Hz 以上であ

ることを確認しているため，検出器及び検出器取付ボルトは剛とし，計器スタンションの脚部

に質量が均等にかかるとして，以下の固有振動数計算モデルにて算出する。 

 

3.2.1 計器スタンションの固有振動数の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルト 

ｈ２ 

固有振動数計算モデル 

ｍ 

ｈ２ 

計器スタンション

検出器 

検出器取付ボルト 
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計器スタンションの固有振動数は以下による。  
ｆ＝

1

2・π
・ 3・Ｅ・Ｉ・103

ｍ・ｈ２

3  ・・・・・・・・・（3.2.1） 

 

3.2.2 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

Ｅ 計器スタンションの縦弾性係数 MPa 

Ｉ 計器スタンションの断面二次モーメント mm4  

ｆ 計器スタンションの固有振動数 Hz 

 

3.2.3 固有値解析結果 

3.2.3.1 計器スタンションの固有振動数の計算条件 

項目 記号 単位 入力値 

材質（計器スタンション） － － SS400 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg 16 

取付面から重心までの距離（壁掛

形） 
ｈ２ mm 298 

計器スタンションの縦弾性係数 Ｅ MPa 2.01×105  

計器スタンションの断面二次モー

メント 
Ｉ mm4 7.31×105 

雰囲気温度条件 － ℃ 56 

 

3.2.3.2 固有振動数の計算結果 

固有振動数の計算結果を以下に示す。 

据付方法 計器スタンションの固有振動数（Hz）

壁掛形 162 
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4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 耐震計算モデルは 1質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用するものと

する。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 許容応力について，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

(3) 耐震評価に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 耐震評価箇所 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の耐震評価は，応力集中箇所である計器スタンショ

ンの基礎ボルトを選定して実施する。低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の耐震評価箇所

については，第 2－1 表の説明図に示す。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態について，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを第 4－1表に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の許容応力を第 4－2 表に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の使用材料の許容応力について，重大事故等

対処設備の評価に用いるものを第 4－3表に示す。 
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第 4－1 表 荷重の組合せ及び許容応力 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

計測制御 

系統施設 

低圧代替

注水設備 

低圧代替注水系 

格納容器スプレイ流量計

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊3 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

第 4－2 表 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）＊1 

一次応力 

引張 せん断 組合せ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ
＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊2 1.5・ｆｔ
＊ 1.5・ｆｓ

＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ
＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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第 4－3 表 使用材料の許容応力 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa）

Ｆ＊ 

（MPa）

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 56 238 391 － 273 
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4.4 設計用地震力 

耐震計算に用いる入力地震力には，Ⅴ－2－1－7「設計用床応答曲線の作成方針」にて設定

した床応答の作成方針に基づき，第 4－4 表にて示す条件を用いて作成した設計用床応答曲線

を用いる。また，減衰定数はⅤ－2－1－6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用

いる。なお，応力評価は基準地震動が卓越する原子炉建屋床面高さ EL．20.3 m に据付ける検

出器についてのみ行う。 

 

第 4－4 表 設計用地震力 

地震動 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

設計用床応答曲線 

備考  建屋＊ 

及び高さ 

（m） 

方向 
減衰定数 

（％） 

基準地震動 

Ｓs 

原子炉建屋 

EL．2.0 

原子炉建屋 

EL．8.2 

水平方向 

鉛直方向 

1.0 

1.0 水平方向，鉛

直方向ともに

Ｓs-1～8 の包

絡曲線を用い

る。 基準地震動 

Ｓs 

原子炉建屋 

EL．20.3 

原子炉建屋 

EL．29.0 

水平方向 

鉛直方向 

1.0 

1.0 

注記 ＊：検出器は壁面取付であるため，据付フロア上階の設計用床応答曲線を使用する。 
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4.5 応力計算方法 

4.5.1 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ ボルトの呼び径 mm  

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

Ｆｂ１ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し左右方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

Ｆｂ２ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し前後方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

 ３ 重心と下側基礎ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

 ａ 左側基礎ボルトと右側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

 ｂ 上側基礎ボルトと下側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ｎ ボルトの本数 － 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 － 

ｎｆＨ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 
－ 

ｎｆＶ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 
－ 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

π 円周率 － 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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4.5.2 応力計算 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，応力計算モデルで片側の列の基礎ボルトを支点とする転

倒を考え，これを他方の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

・引張力Ｆｂの算出 

左右方向の引張力Ｆｂ１ 

Ｆｂ１＝
ｍ・ＣＨ・ｈ２・ｇ

ｎｆＨ・ 
ａ

+
ｍ・ １+ＣＶ ・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

  ・・・（4.5.2.1） 

 

前後方向の引張力Ｆｂ２ 

Ｆｂ２＝
ｍ・ＣＨ・ 

３
・ｇ+ｍ・(１+ＣＶ)・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

 ・・・・（4.5.2.2） 

 

より，引張力Ｆｂは 

Ｆｂ＝Ｍａｘ(Ｆｂ１，Ｆｂ２)  ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.3） 

 

・引張応力σbの算出 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.4） 

 

ｍ・(１＋ＣＶ)・ｇ 

ｍ・ＣＨ・ｇ 

ｈ２ 
 ａ 

基礎ボルト 基礎ボルト 

応力計算モデル 

ｍ 
 ３ 

 ｂ 

転倒方向(水平) 転倒方向(鉛直) 
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ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは 

Ａｂ＝
π

４
・ｄ

2
   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.5） 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

・せん断力Ｑｂの算出 

左右方向のせん断力Ｑｂ１ 

Ｑｂ１＝ｍ・ＣＨ・ｇ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.6） 

 

前後方向のせん断力Ｑｂ２ 

Ｑｂ２＝ｍ・ １+ＣＶ ・ｇ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.7） 

 

より，せん断力Ｑｂは 

Ｑｂ＝ (Ｑｂ１)2+(Ｑｂ２)2   ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.8） 

 

・せん断応力τbの算出 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.9） 
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4.5.3 計器スタンションの応力計算条件 

(1) 検出器関係 

項目 記号 単位 入力値 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg 16 

重力加速度 ｇ m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離（壁

掛形） 
ｈ２ mm 298 

重心と下側基礎ボルト間の鉛直

方向距離（壁掛形） 
 ３ mm 90 

左側基礎ボルトと右側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ａ mm 180 

上側基礎ボルトと下側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ｂ mm 180 

 

(2) 基礎ボルト関係 

項目 記号 単位 入力値 

ボルトの呼び径 ｄ mm 12 

ボルトの軸断面積 Ａｂ mm2 113.1 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 

ｎｆＨ － 2 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 

ｎｆＶ － 2 

ボルトの本数 ｎ － 4 

 

(3) 設計用加速度 

項目 記号 
設計用加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平震度 ＣＨ 1.55 

鉛直震度 ＣＶ 1.17 

注）固有値解析結果より，計器スタンションの固有振動数が 20 Hz 以上であることを確認し

たため，設計用加速度には最大床加速度の 1.2 倍を使用する。 
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5. 電気的機能維持評価 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計は，地震時及び地震後に電気的機能が要求されており，

地震時及び地震後においても，その機能が維持されていることを示す。 

 

5.1 機能維持評価方法 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の固有振動数から応答加速度を求め，機能確認済加

速度以下であることを確認する。機能確認済加速度には，検出器単体の正弦波加振試験におい

て，電気的機能の健全性を確認した加振波の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を第 5

－1 表に示す。 

 

第 5－1 表 機能確認済加速度 

   

 

 

 

 

 

 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

6.1.1 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

6.1.2 機能維持に対する評価 

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。 

 

項目 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平 4 

鉛直 3.5 
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【低圧代替注水系格納容器スプレイ流量計の耐震性についての計算結果】 

１．設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

低圧代替注水

系格納容器ス

プレイ流量計 

－（Ｓｓ機能維持）

原子炉建屋 

EL. 20.3 

（EL. 29.0）＊

0.006 － － 1.55 1.17 56 

注記 ＊：評価に用いる基準床レベルを示す。 

 

2．機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ２ 

(mm) 

 ａ(mm)  ｂ(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

ｎｆ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 16 298 － 180 － 180 113.1 4 － 2 

 

部材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 238 391 － 273 － 水平 
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3．計算結果 

ボルトに作用する力                                  (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト － 483.2 － 418.4 

 

4．結論 

4.1 ボルトの応力                                       (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り － － 5 204 

せん断 － － 1 157 

すべて許容応力以下である。 

 

4.2 電気的機能維持の評価結果             (単位：×9.8m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向 1.55 4 

鉛直方向 1.17 3.5 

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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Ｖ-2-6-5-35 低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の耐震性に 

ついての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の耐震計算について，Ｖ－2－1－9「機能

維持の基本方針」に基づき，固有値解析及び応力評価並びに電気的機能維持について説明するも

のである。低圧代替注水系格納容器下部注水流量計は，重大事故等対処設備においては常設重大

事故緩和設備に分類される。以下に，この分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計は，原子炉建屋原子炉棟 EL．20.30 m に 1 台を設置

する。 

 

2.2 構造の概要 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の構造計画を第 2－1 表に示す。 

 

第 2－1 表 低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説 明 図 

主体構造 支持構造 

低圧代替注水系 

格納容器下部注水

流量計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差圧式流量 

検出器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検出器を壁面に基

礎ボルトにて固定

された計器スタン

ションに検出器取

付ボルトにより取

付ける。 

 

 

 

 

 

 

計器スタンション（壁掛形）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計器スタンション 

検出器 

基礎ボルト
＜正面図＞

＜側面図＞

計器スタンション

検出器 

基礎ボルト 

検出器取付ボルト 
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2.3 評価方針 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の応力評価は，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方針」

で設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.2 構造の概要」にて示す低圧

代替注水系格納容器下部注水流量計の部位を踏まえて「4.2 耐震評価箇所」にて設定する箇所

において，「3. 固有値解析」で算出した固有振動数に基づく応力等が許容値限界内に収まるこ

とを付録 9「計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」で示す計算方法に

基づき，「4. 応力評価」にて確認することで実施する。また，低圧代替注水系格納容器下部注

水流量計の機能維持評価は，Ｖ－2－1－9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持

の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを「5. 電気

的機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に

示す。 

 

2.4 適用規格 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４

６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気

協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年，昭和 62 年及び平成 3 年）に準拠して評価する。 
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3. 固有値解析 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の固有振動数算定方法について以下に示す。 

3.1 基本方針 

(1) 固有振動数計算モデルは１質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用する

ものとする。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 固有振動数の計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

3.2 固有振動数の計算方法 

検出器及び検出器取付ボルトは製造者による加振試験により，固有振動数が 20 Hz 以上であ

ることを確認しているため，検出器及び検出器取付ボルトは剛とし，計器スタンションの脚部

に質量が均等にかかるとして，以下の固有振動数計算モデルにて算出する。 

 

3.2.1 計器スタンションの固有振動数の計算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルト 

ｈ２ 

固有振動数計算モデル 

ｍ 

ｈ２ 

計器スタンション

検出器 

検出器取付ボルト 
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計器スタンションの固有振動数は以下による。  
ｆ＝

1

2・π
・ 3・Ｅ・Ｉ・103

ｍ・ｈ２

3  ・・・・・・・・・（3.2.1） 

 

3.2.2 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

Ｅ 計器スタンションの縦弾性係数 MPa 

Ｉ 計器スタンションの断面二次モーメント mm4  

ｆ 計器スタンションの固有振動数 Hz 

 

3.2.3 固有値解析結果 

3.2.3.1 計器スタンションの固有振動数の計算条件 

項目 記号 単位 入力値 

材質（計器スタンション） － － SS400 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg 16 

取付面から重心までの距離（壁掛

形） 
ｈ２ mm 298 

計器スタンションの縦弾性係数 Ｅ MPa 2.01×105  

計器スタンションの断面二次モー

メント 
Ｉ mm4 7.31×105 

雰囲気温度条件 － ℃  

 

3.2.3.2 固有振動数の計算結果 

固有振動数の計算結果を以下に示す。 

据付方法 計器スタンションの固有振動数（Hz）

壁掛形 162 
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4. 応力評価 

4.1 基本方針 

(1) 耐震計算モデルは 1質点系モデルとし，検出器の重心位置に地震荷重が作用するものと

する。なお，保守的な評価とするため，重心位置は検出器の先端とする。 

(2) 許容応力について，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が付録材料図表記載値の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。 

(3) 耐震評価に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 耐震評価箇所 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の耐震評価は，応力集中箇所である計器スタンショ

ンの基礎ボルトを選定して実施する。低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の耐震評価箇所

については，第 2－1 表の説明図に示す。 

 

4.3 荷重の組合せ及び許容応力 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態について，

重大事故等対処設備の評価に用いるものを第 4－1表に示す。 

 

4.3.2 許容応力 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の許容応力を第 4－2 表に示す。 

 

4.3.3 使用材料の許容応力 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の使用材料の許容応力について，重大事故等

対処設備の評価に用いるものを第 4－3表に示す。 
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NT2 補② Ⅴ-2-6-5-35 R0 

第 4－1 表 荷重の組合せ及び許容応力 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

計測制御 

系統施設 
計測装置 

低圧代替注水系格納容器

下部注水流量計＊2 
常設／緩和 － 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ⅤＡＳ＊3 

注記 ＊1：「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。 

＊3：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 

 

第 4－2 表 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界（ボルト等）＊1 

一次応力 

引張 せん断 組合せ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ

＊ 1.5・ｆｓ

＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ

＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

ⅤＡＳ＊2 1.5・ｆｔ

＊ 1.5・ｆｓ
＊ Ｍｉｎ｛1.5・ｆｔ

＊，（2.1・ｆｔ

＊－1.6・τｂ）｝

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：ⅤＡＳとして，ⅣＡＳの許容限界を用いる。 
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第 4－3 表 使用材料の許容応力 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｆ 

（MPa）

Ｆ ＊ 

（MPa）

基礎ボルト SS400 周囲環境温度 238 391 － 273 
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4.4 設計用地震力 

耐震計算に用いる入力地震力には，Ⅴ－2－1－7「設計用床応答曲線の作成方針」にて設定

した床応答の作成方針に基づき，第 4－4 表にて示す条件を用いて作成した設計用床応答曲線

を用いる。また，減衰定数はⅤ－2－1－6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用

いる。 

 

第 4－4 表 設計用地震力 

地震動 

据付場所 

及び 

床面高さ 

（m） 

設計用床応答曲線 

備考  建屋＊ 

及び高さ 

（m） 

方向 
減衰定数 

（％） 

基準地震動 

Ｓs 

原子炉建屋 

原子炉棟 

EL．20.30 

原子炉建屋 

原子炉棟 

EL．29.00 

水平方向 

鉛直方向 

1.0 

1.0 

水平方向，鉛

直方向ともに

Ｓs-1～8 の包

絡曲線を用い

る。 

注記 ＊：検出器は壁面取付であるため，据付フロア上階の設計用床応答曲線を使用する。 
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4.5 応力計算方法 

4.5.1 記号の説明 

記号 記 号 の 説 明 単位 

ｍ 計器スタンション（検出器含む）の質量 kg 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

ｄ ボルトの呼び径 mm  

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1 本当たり） N 

Ｆｂ１ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し左右方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

Ｆｂ２ 

鉛直方向地震及び計器スタンション取付面に対し前後方向の水

平方向地震によりボルトに作用する引張力（1 本当たり）（壁掛

形） 

N 

ｇ 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

 ３ 重心と下側基礎ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形） mm 

 ａ 左側基礎ボルトと右側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

 ｂ 上側基礎ボルトと下側基礎ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ｎ ボルトの本数 － 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 － 

ｎｆＨ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 
－ 

ｎｆＶ 
評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 
－ 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

π 円周率 － 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 
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4.5.2 応力計算 

基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張

力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は，応力計算モデルで片側の列の基礎ボルトを支点とする

転倒を考え，これを他方の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

・引張力Ｆｂの算出 

左右方向の引張力Ｆｂ１ 

Ｆｂ１＝
ｍ・ＣＨ・ｈ２・ｇ

ｎｆＨ・ 
ａ

+
ｍ・ １+ＣＶ ・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

  ・・・（4.5.2.1） 

 

前後方向の引張力Ｆｂ２ 

Ｆｂ２＝
ｍ・ＣＨ・ 

３
・ｇ+ｍ・(１+ＣＶ)・ｈ２・ｇ

ｎｆＶ・ 
ｂ

 ・・・・（4.5.2.2） 

 

より，引張力Ｆｂは 

Ｆｂ＝Ｍａｘ(Ｆｂ１，Ｆｂ２)  ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.3） 

 

・引張応力σbの算出 

σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.4） 

 

ｍ・(１＋ＣＶ)・ｇ 

ｍ・ＣＨ・ｇ 

ｈ２ 
 ａ 

基礎ボルト 基礎ボルト 

応力計算モデル 

ｍ 
 ３ 

 ｂ 

転倒方向(水平) 転倒方向(鉛直) 
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ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは 

Ａｂ＝
π

４
・ｄ

2
   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.5） 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

・せん断力Ｑｂの算出 

左右方向のせん断力Ｑｂ１ 

Ｑｂ１＝ｍ・ＣＨ・ｇ   ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.6） 

 

前後方向のせん断力Ｑｂ２ 

Ｑｂ２＝ｍ・ １+ＣＶ ・ｇ ・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.7） 

 

より，せん断力Ｑｂは 

Ｑｂ＝ (Ｑｂ１)2+(Ｑｂ２)2   ・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.8） 

 

・せん断応力τbの算出 

τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ

    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.5.2.9） 
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4.5.3 計器スタンションの応力計算条件 

(1) 検出器関係 

項目 記号 単位 入力値 

計器スタンション（検出器含む）

の質量 
ｍ kg  

重力加速度 ｇ m/s2 9.80665 

取付面から重心までの距離（壁

掛形） 
ｈ２ mm 298 

重心と下側基礎ボルト間の鉛直

方向距離（壁掛形） 
 ３ mm 90 

左側基礎ボルトと右側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ａ mm 180 

上側基礎ボルトと下側基礎ボル

ト間の距離（壁掛形） 
 ｂ mm 180 

 

(2) 基礎ボルト関係 

項目 記号 単位 入力値 

ボルトの呼び径 ｄ mm 12 

ボルトの軸断面積 Ａｂ mm2 113.1 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（水平方向）

（壁掛形） 

ｎｆＨ － 2 

評価上引張力を受けるとして期

待するボルトの本数（鉛直方向）

（壁掛形） 

ｎｆＶ － 2 

ボルトの本数 ｎ － 4 

 

(3) 設計用加速度 

項目 記号 
設計用加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平震度 ＣＨ 1.55 

鉛直震度 ＣＶ 1.17 

注）固有値解析結果より，計器スタンションの固有振動数が 20 Hz 以上であることを確認し

たため，設計用加速度には最大床加速度の 1.2 倍を使用する。 
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5. 電気的機能維持評価 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計は，地震時及び地震後に電気的機能が要求されており，

地震時及び地震後においても，その機能が維持されていることを示す。 

 

5.1 機能維持評価方法 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の固有振動数から応答加速度を求め，機能確認済加

速度以下であることを確認する。機能確認済加速度には，検出器単体の正弦波加振試験におい

て，電気的機能の健全性を確認した加振波の最大加速度を適用する。機能確認済加速度を第 5

－1 表に示す。 

 

第 5－1 表 機能確認済加速度 

   

 

 

 

 

 

 

6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の重大事故時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は評価基準値を満足しており，耐震性を有することを確認した。 

6.1.1 基準地震動Ｓｓに対する評価 

基準地震動Ｓｓに対する応力評価結果を次ページ以降に示す。 

 

6.1.2 機能維持に対する評価 

機能維持評価結果を次ページ以降に示す。 

 

項目 
機能確認済加速度 

（×9.8 m/s2） 

水平  

鉛直  



 

 

1
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【低圧代替注水系格納容器下部注水流量計の耐震性についての計算結果】 

１．設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度

(℃) 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

低圧代替注水

系格納容器下

部注水流量計 

－（Ｓs機能維持）

原子炉建屋 

EL．20.3 

（EL．29.0）＊

0.006 － － 1.55 1.17  

注記 ＊：評価に用いる基準床レベルを示す。 

 

2．機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ２ 

(mm) 

 ａ(mm)  ｂ(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

ｎｆ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 16 298 － 180 － 180 113.1 4 － 2 

 

部材 
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 238 391 － 273 － 水平 
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3．計算結果 

ボルトに作用する力                                  (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト    

 

4．結論 

4.1 ボルトの応力                                       (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り － － 5 204 

せん断 － － 1 157 

すべて許容応力以下である。 

 

4.2 電気的機能維持の評価結果             (単位：×9.8 m/s2) 

 評価用加速度 機能確認済加速度 

水平方向 1.55 

鉛直方向 1.17  

評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計が設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大

事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，分類に応じた構造強度評価及び電

気的機能維持評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計の構造計画を表 2－1 に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

正面 側面 

検出器 

取付板取付ボルト 

取付板 

計器取付ボルト

計器 
スタンション 

基礎ボルト 

基礎 
（壁面）

（平面方向） （側面方向） 

平面 

2
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計の構造は壁掛形計器スタンションであるため，構造

強度評価は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の

耐震計算方法に基づき評価する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，重大

事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－1 に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計の許容応力を表 3－2 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 

代替循環冷却系 

格納容器スプレイ流量計 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
－＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備， 

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

4
  

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-36 R0 



 

 

表 3－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

5
  

＊ ＊
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4. 機能維持評価  

4.1 電気的機能維持評価方法 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計の電気的機能維持評価について，以下に示す。 

電気的機能維持評価は，「付録 9 計器スタンションの耐震性についての計算書作成の基本方

針」に記載の評価方法に基づき評価する。 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量計に設置される検出器の機能確認済加速度には，同形

式の検出器単体の正弦波加振試験において，電気的機能の健全性を確認した評価部位の最大加

速度を適用する。 

機能確認済加速度を表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度       （×9.8 m/s2） 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

代替循環冷却系 

格納容器スプレイ流量計

（FT-SA17-N018A） 

差圧伝送器（流量） 

（EDR-N6L） 

水平 

鉛直 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，サプレッション・プール水位計が設計用地震力に対して十分な構

造強度及び動的機能を有していることを説明するものである。 

サプレッション・プール水位計のうち，機器番号 LT-26-79.5A 及び LT-26-79.5B は，設

計基準対象施設においてはＳクラス施設に，機器番号 LT-26-79.60 は，重大事故等対処設

備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以

下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

サプレッション・プール水位の構造計画を表 2－1,表 2－2 及び表 2－3に示す。 
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表 2－1 構造計画（LT-26-79.5A） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

埋込金物に溶接で設置

する。 

 

計器スタンション 

 

 

 

 

 

 

埋込金物 

平面 

計器 
スタンション 

検出器 

取付板取付ボルト

取付板 

計器取付ボルト 

基礎 
（壁面）

平面方向 側面方向 

正面 側面 

溶接部 
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表 2－2 構造計画（LT-26-79.5B） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

 

 

 

 

 

基礎ボルト 

平面 

計器 
スタンション 

検出器 

取付板取付ボルト

取付板 

計器取付ボルト 

基礎 
（壁面）

平面方向 側面方向 

正面 側面 
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表 2－3 構造計画（LT-26-79.60） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検出器は，計器取付ボ

ルトにより計器取付板

に固定され，取付板は，

取付板取付ボルトによ

り計器スタンションに

固定される。 

計器スタンションは，

基礎に基礎ボルトで設

置する。 

 

計器スタンション 

 

 

正面 側面 

検出器 

取付板取付ボルト 

取付板 

計器取付ボルト

計器 
スタンション 

基礎ボルト 

基礎 
（壁面）

（平面方向） （側面方向） 

平面 
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2.2 評価方針 

  2.2.1 LT-26-79.5A の評価方針 

サプレッション・プール水位計（LT-26-79.5A）の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持

の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容

限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すサプレッション・プール水位計（LT-26-79.5A）

の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，算出した固有周期に基づ

く応力等が許容限界内に収まることを確認することで実施する。また，サプレッショ

ン・プール水位計（LT-26-79.5A）の機能維持評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 

4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加

速度が電気的機能確認済加速度以下であることを確認することで実施する。 

サプレッション・プール水位計（LT-26-79.5A）の耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 サプレッション・プール水位計(LT-26-79.5A)の耐震評価フロー 

  

解析モデル設定 

地震応答解析及び応力解析 

設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値及び地震応答解析 

計器の電気的機能維持評価 

地震時における応力 評価用加速度の算出 

計器の構造強度評価 
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  2.2.2 LT-26-79.5B 及び LT-26-79.60 の評価方針 

サプレッション・プール水位計（LT-26-79.5B 及び LT-26-79.60）の応力評価は，「Ｖ

-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の

組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，算出し

た固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを確認することで実施する。また，

サプレッション・プール水位計（LT-26-79.5B 及び LT-26-79.60）の機能維持評価は，

「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気的機能維持」にて設定した電気的機能維

持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電気的機能確認済加速度以下であることを確

認することで実施する。 

サプレッション・プール水位計（LT-26-79.5B 及び LT-26-79.60）の耐震評価フロー

を図 2－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 サプレッション・プール水位計(LT-26-79.5B 及び LT-26-79.60)の耐震評価フロー 

  

計器の電気的機能維持評価 

評価用加速度の算出 

計器スタンションの構造強度評価 

地震時における応力 

固有値測定試験 設計用地震力 
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2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9 月，昭和 62 年 8 月及

び平成 3年 6 月）に準拠して評価する。 
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2.4 記号の説明（LT-26-79.5A） 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

ａ 

Ａｗ 

ｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｆ 

Ｆ ＊ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｓ 
g 

ｈ 

Ｚｙ

Ｚｚ

Ｚｐ

  

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｗ 

π 

σｔ 

σｂ 

σｗ 

τ 

溶接部の有効のど厚 

溶接部の有効断面積 

溶接の有効長さ（ｚ方向） 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

設計・建設規格＊1 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

設計・建設規格＊1 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

溶接部に作用する力（ｘ方向） 

溶接部に作用する力（ｙ方向） 

溶接部に作用する力（ｚ方向） 

溶接部の許容せん断応力 

重力加速度（＝9.80665） 

溶接の有効長さ（ｙ方向） 

溶接全断面におけるｙ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるｚ軸方向の断面係数 

溶接全断面におけるねじり断面係数 

据付面から計器荷重点，計器固定金具荷重点までの距離 

溶接部に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

溶接部に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

溶接脚長 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

計器の荷重 

円周率 

溶接部に生じる引張応力 

溶接部に生じる曲げ応力 

溶接部に生じる組合せ応力 

溶接部に生じるせん断応力 

mm 

mm２ 

mm 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

MPa 

m/s２ 

mm 

mm3 

mm3 

mm3 

mm 

N・m 

N・m 

N・m 

mm 

MPa 

MPa 

N 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格(2005 年版

(2007 年追補版含む。)) ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会

2007 年 9月）をいう。 
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2.5 記号の説明（LT-26-79.5B, LT-26-79.60） 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

Ｆｂ1 

 

Ｆｂ2 

 
fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

ｈ1 

１ 

a 

b 

ｍ 

ｎ 

ｎfＶ 

ｎfＨ 

Ｑｂ 

Ｑｂ1 

Ｑｂ2 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

π 

σｂ 

τｂ 

ボルトの軸断面積又は有効断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ボルトの呼び径 

設計・建設規格＊1 SSB-3131 に定める値 

設計・建設規格＊1 SSB-3133 に定める値 

ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震によりボルト

に作用する引張力（１本当たり） 

鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震によりボルト

に作用する引張力（１本当たり） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

重心と下側ボルト間の距離 

側面(左右)ボルト間の距離 

上下ボルト間の距離 

計器スタンションの質量 

ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(側面方向転倒) 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数(平面方向転倒) 

ボルトに作用するせん断力 

水平方向地震によりボルトに作用するせん断力 

鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Parｔ5 表9に定める値 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Parｔ5 表8に定める値 

円周率 

ボルトに生じる引張応力 

ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

N 

N 

 

N 

 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

－ 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

－ 

MPa 

MPa 

  

＊ 
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注記＊1：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格(2005 年版

(2007 年追補版含む。)) ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会

2007 年 9月）をいう。 

 

2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は表 2－4 に示すとおりとする。 

 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量＊1 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第1位の場合は，小数点以下第1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位 

3.1 LT-26-79.5A の評価部位 

サプレッション・プール水位計（LT-26-79.5A）の耐震評価は，「4.1 構造強度評価

方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる溶接部を選定して実施する。サプレ

ッション・プール水位計（LT-26-79.5A）の耐震評価箇所については，表 2－1 の概略構

造図に示す。 

 

3.2 LT-26-79.5B 及び LT-26-79.60 の評価部位 

サプレッション・プール水位計（LT-26-79.5B 及び LT-26-79.60）の耐震評価は「4.1 

構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて評価

を実施する。サプレッション・プール水位計（LT-26-79.5B 及び LT-26-79.60）の耐震評

価箇所については，表 2－2 及び表 2－3 の概略構造図に示す。 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

  4.1.1 LT-26-79.5A の構造強度評価方法 

(1) 計器の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計器に対して，水平方向及び鉛直方向から同時に作用するものとする。 

(3) 計器は，サポートを介して溶接により壁面に固定された固定端とする。ここで 

基礎については，剛となるように設計する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

  4.1.2 LT-26-79.5B 及び LT-26-79.60 の構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものと

する。 

(3) 計器スタンションは基礎ボルトで壁面に固定されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向は，平面方向及び側面方向について検討し，計算書には計算結果の厳し

い方を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳し

くなる位置に重心位置を設定して耐震性の計算を行うものとする。 

(6) 設計用地震力は「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 
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4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

サプレッション・プール水位計の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基

準対象施設の評価に用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

サプレッション・プール水位計のうち，LT-26-79.5A の許容応力を表 4－3に，

LT-26-79.5B の許容応力を表 4－4に，LT-26-79.60 の許容応力を表 4－5に示す。 

 



 

 

1
4
 

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-37 R0 

表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

計測制御 

系統施設 
計測装置 サプレッション・プール水位計 Ｓ  ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ＊ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

計測制御 

系統施設 
計測装置 サプレッション・プール水位計

常設耐震／防止 

常設／緩和 
 ―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとし

てⅣＡＳの許

容限界を用い

る。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋ＳＳ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 LT-26-79.5A の許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許 容 限 界＊1，＊2 

（ボ ル ト 以 外） 

一次応力 

引張り せん断 圧縮 曲げ 

ⅢＡＳ 1.5・ｆt 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｃ 1.5・ｆｂ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆt

＊ 1.5・ｆｓ

＊ 1.5・ｆｃ

＊ 1.5・ｆｂ

＊ 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を

省略する。 
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表 4－4 LT-26-79.5B の許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評

価を省略する。 

 

   

＊ ＊
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表 4－5 LT-26-79.60 の許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

 

＊ ＊
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1.   概要 

本計算書は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，格納容器下部水位計が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び動的機能を有していることを説明するものである。 

格納容器下部水位計は，重大事故等対処設備においては常設重大事故緩和設備に分類

される。以下，分類に応じた構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 
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1.   概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維

持の設計方針に基づき，原子炉建屋水素濃度計が設計用地震力に対して十分な構造強度

及び電気的機能を有していることを説明するものである。 

原子炉建屋水素濃度計は，重大事故等対処設備において常設重大事故緩和設備に分類

される。以下，分類に応じた構造強度評価及び電気的機能維持評価を示す。 

 

2.   一般事項 

 2.1   構造計画 

Ａ形原子炉建屋水素濃度計の構造計画を表 2－1に，Ｂ形水素濃度計の構造計画を

表 2－2 に示す。 
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表 2－1 Ａ形原子炉建屋水素濃度計の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検知器は，サポート鋼

材に計器取付ボルトに

より固定する。 

サポート鋼材は，基礎

ボルトにより壁面に設

置する。 

 

水素濃度計 

 

 

 

2
  

NT2 補② Ⅴ-2-6-5-39 R0 



  

 

表 2－2 Ｂ形原子炉建屋水素濃度計の構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

検知器は，サポート鋼

材に計器取付ボルトに

より固定する。 

サポート鋼材は，基礎

ボルトにより壁面に設

置する。 

 

水素濃度計 
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3
 

 



  

 

2.2   評価方針 

原子炉建屋水素濃度計の応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造

強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構

造計画」にて示す原子炉建屋水素濃度計の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定す

る箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に

収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，

原子炉建屋水素濃度計の機能維持評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 4.2 電気

的機能維持」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が電

気的機能確認済加速度以下であることを確認することで実施する。 

原子炉建屋水素濃度計の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉建屋水素濃度計の耐震評価フロー 
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2.3   適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  

ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991

追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62 年 8月及

び平成 3年 6 月）に準拠して評価する。 
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2.4   記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

Ａｂ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｆ ＊ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｓｂ 
fｔｏ 
fｔｓ 
g 

 1 

 2 

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｎ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｗ 

π 

σｂ 

τ 

基礎ボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

設計・建設規格＊1 SSB-3131 又は SSB-3133に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力 

サポート基礎部に作用する力（ｘ方向） 

サポート基礎部に作用する力（ｙ方向） 

サポート基礎部に作用する力（ｚ方向） 

せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

ボルト間距離（水平方向） 

ボルト間距離（鉛直方向） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｘ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｙ軸周り） 

サポート基礎部に作用するモーメント（ｚ軸周り） 

基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格＊1 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

計器及び防滴カバーの荷重 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm２ 

－ 

－ 

mm 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s２ 

mm 

mm 

N・m 

N・m 

N・m 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

－ 

MPa 

MPa 

注記 ＊1 ：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版

（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 

2007 年 9月）をいう。 
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2.5   計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－3 に示す通りとする。 

 

表 2－3 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量＊1 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面係数 mm3 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-6
-
5
-3
9
 
R0
 

7 

 



  

 

3.   評価部位 

原子炉建屋水素濃度計の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルト部を選定して実施する。原子炉建屋水素濃度計

の耐震評価箇所については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4.   固有周期 

4.1 固有値解析方法 

原子炉建屋水素濃度計の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) 原子炉建屋水素濃度計は，4.2 解析モデルに示す３次元はりモデルとして考える。 

 

4.2 解析モデル 

Ａ形原子炉建屋水素濃度計の解析モデルを図 4－1に，Ｂ形原子炉建屋水素濃度計の

解析モデルを図 4－2 に，解析モデルの概要を以下に示す。 

(1) 原子炉建屋水素濃度計の計器及び防滴カバーの質量は，それぞれの重心に集中す

るものとする。 

(2) 原子炉建屋水素濃度計の重心位置については，計算条件が厳しくなる位置に重心

位置を設定するものとする。 

(3) 計算機コードは，「ＳＡＰ－Ⅴ」を使用し，固有値及び荷重を求める。なお，評価

に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「付録 18 計算機

プログラム（解析コード）の概要 ・ＨＩＳＡＰ及びＮＳＡＦＥ」に示す。 

(4) 拘束条件として，基礎部のＸＹＺ方向を固定する。なお，基礎ボルト部は剛体と

して評価する。 

 

図 4－1 Ａ形原子炉建屋水素濃度計解析モデル 
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図 4－2 Ｂ形原子炉建屋水素濃度計解析モデル 
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5.   構造強度評価 

5.1   構造強度評価方法 

(1)  水素濃度計，防滴カバー及びサポート鋼材の質量は重心に集中しているものと

する。 

(2)  地震力は水素濃度計，防滴カバー及びサポート鋼材に対して，水平方向及び鉛

直方向から同時に作用するものとする。 

(3)  水素濃度計，防滴カバー及びサポート鋼材は，基礎ボルトにより壁面に固定さ

れた固定端とする。ここで，基礎については，剛となるように設計する。 

(4)  耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2   荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1  荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉建屋水素濃度計の荷重の組合せ及び供用状態のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5－1 に示す。 

 

5.2.2  許容応力 

原子炉建屋水素濃度計の許容応力を表 5－2に示す。 

 

5.2.3  使用材料の許容応力 

原子炉建屋水素濃度計の使用材料の許容応力を表 5－3に示す。
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 
計測装置 原子炉建屋水素濃度計 常設／緩和 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3 Ｄ(ⅣＡＳ) 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

Ｅ(ⅤＡＳ)  

(ⅤＡＳとして 
ⅣＡＳの許容限
界を用いる。) 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，

「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

1
1
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表 5－2 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

供  用 

状  態 

許 容 限 界＊1，＊2 

（ボ ル ト 等） 

一 次 応 力 

引張り せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ

＊ 1.5・ｆｓ

＊ ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 
許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は 

評価を省略する。 
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表 5－3 使用材料の許容応力（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(RT) 

(MPa) 

基礎ボルト SS400 周囲環境温度  221 373 － 
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